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日本建築学会「優秀卒業論文賞」「優秀修士論文賞」

この賞は、田島ルーフィング株式会社、株式会社タジマから、タジマグループ創業７０周年を

記念して寄せられた寄金によって１９８９年に設置された「建築教育振興基金(タジマ基金）」

により、当該年度の学部卒業論文、大学院修士論文を対象に、優れた論文を表彰

するものである。



2016年
日本建築学会優秀卒業論文賞
日本建築学会優秀修士論文賞

○優秀卒業論文賞
コンパクトシティを目指す地方都市における人口分布構造変化の
実態に関する研究
正会員	 飯島侑希子	殿（工学院大学）

隠居の住宅史
─民家における2世帯居住の地域差と平面の関係─
正会員	 今泉奈々絵	殿（東海大学）

農山村地域における移住者主体による「仕事と居住」の場としての
空き家転用に関する研究
─ゲストハウスへの転用事例を対象として─

正会員	 大野銀河	殿（筑波大学）

脳卒中死亡と住環境要因との関連性に関する調査研究
正会員	 貝沼拓哉	殿（秋田県立大学）

並列連結式温度成層型蓄熱槽の連通口に関する検討
正会員	 河江美里	殿（大阪大学）

領域気象モデルWRFを用いた気候解析に基づく
仙台における将来の熱中症リスクの評価
正会員	 河西昌隆	殿（東北大学）

南砺市城端における絹産業遺産の分布及び外観形態
─明治以降の近代化に着目して─

正会員	 木原佑希子	殿（新潟大学）

初期偏心とガセットプレートを用いた剛性調律ブレースの開発
正会員	 嶋田洋成	殿（京都大学）

鋼骨組耐震補強における低負荷補強機構の開発と適用基準の構築
正会員	 武田禎久	殿（京都大学）

木質構造変形制御設計におけるエネルギー一定則の適用範囲に
関する研究
正会員	 中辻享佑	殿（東京工業大学）

角形鋼管柱梁接合部の梁端にH形鋼を付加する耐震補強構法に
関する研究
─外ダイアフラム形式接合法を用いる場合─

正会員	 中藤駿	殿（神戸大学）

繊維補強セメント複合材料におけるスチールワイヤの架橋性能に
関する研究
正会員	 橋本裕子	殿（筑波大学）

連続観測記録に基づく実存建築物の振動特性に関する研究
正会員	 畠山智貴	殿（東北大学）

地域復興における災害遺構の保存活用の経緯及び実態
─自然災害による被災構造物を中心として─

正会員	 堀越萌	殿（新潟大学）

宮城県北部地域における「天ぷら建築」に関する研究
正会員	 山守諒	殿（東北大学）
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○優秀修士論文賞
戦前期の農村経済更生事業における住宅改善の施策と実態
─東北地方の開墾事業・農村指導者教育にみる先進性─

正会員	 猪狩渉	殿（東海大学）

東日本大震災における津波被災集落の漁業実態変容と復興課題
正会員	 大垣宏介	殿（東京工業大学）

神社領域論─明治東京の氏子域に関する研究─
正会員	 小南弘季	殿（東京大学）

昭和28年に発生した自然災害における住宅復興施策
─応急仮設住宅・災害公営住宅に着目して─

正会員	 坂本晃啓	殿（和歌山大学）

ノンダイアフラム円形鋼管柱─H形梁接合部の力学挙動
正会員	 佐藤恵治	殿（東京大学）

島嶼海域論─近世後期伊豆諸島と新島─
正会員	 下坂裕美	殿（東京大学）

Data-Driven Assessment of Residual Seismic Performance 
and Aftershock Risk for Earthquake-Affected Steel Buildings
正会員	 鈴木明子	殿（京都大学）

非戦災地方都市における建物疎開跡地の整備と継承に関する研究
─生産都市再建整備事業に着目して─

正会員	 髙橋舜	殿（東京大学）

大断面集成材の火災後の燃え止まり予測に関する研究
─カラマツ炭化層の赤熱のモデル化および難燃薬剤処理スギ材の
熱伝導率の定式化─

正会員	 茶谷友希子	殿（京都大学）

部材破断を考慮したブレース付鋼構造骨組の累積変形性能および
動的応答特性
正会員	 寺澤友貴	殿（東京工業大学）

木材の流通を支えた空間の歴史的変遷
正会員	 道明由衣	殿（法政大学）

低周波音の家屋内外伝搬に関する数値解析
正会員	 橋本悌	殿（東京大学）

歴史的建造物の取り壊しに対する代替案検討制度の運用実態
─米国マサチューセッツ州地方自治体の
Demolition Delay Bylaw/Ordinanceを中心として─

正会員	 原島直	殿（新潟大学）

大平面空間における煙流動に関する研究
─反転流の形成を考慮した天井流の巻き込み性状─

正会員	 平山貴至	殿（東京理科大学）

リンク式流体慣性ダンパによる制振構法の高度化に関する研究
正会員	 渡井一樹	殿（早稲田大学）
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選考報告

　本会では、1989年7月に建築教育振興基金（タジマ基金）による学
生を対象にした論文の顕彰事業「優秀卒業論文賞」「優秀修士論文賞」
を設け、優れた論文を顕彰してきた。2016年は第27回である。
　卒業論文等顕彰事業委員会は、毎年幅広い分野からの多数の応募論
文に対応するため、12分野の調査研究委員会から推薦された委員28
名により構成されている。
　第1回委員会は、2015年12月2日に開催し、応募要領について確認
を行い、昨年と同じ要領にて応募論文の募集を行うこととした。また、
授賞候補論文数の算出方法について審議を行い、選考要領に書き加え
ることとした。応募論文の締切日は2016年3月24日として、2016年1
月より募集を開始した。
　第2回委員会は、2016年4月7日に開催し、関係規程、応募論文数お
よび各部門別分類を確認し、授賞数の算出、選考部会の設置を審議し
た。総応募論文数223編のうち、応募論文概要の記載方法を逸脱して
いた7編（学部0編、修士7編）を対象外として除き、選考対象論文数
は、卒業論文107編、修士論文109編の計216編で、昨年より22編増
加した。応募校数は55校で、昨年より10校増加した。部門別では、構造
系66編（学部39編、修士27編）、計画系111編（学部46編、修士65
編）、環境系35編（学部21編、修士14編）、2013年から設けられた「総
合」は4編（学部1編、修士3編）であり、それぞれ前年比、構造系9編
増、計画系1編増、環境系8編増、「総合」4編増であった。
　引き続き各選考部会を開催し、各部会長は委員の互選により、構造
系：護雅史君、計画系：西澤泰彦君、環境系：山中俊夫君を選出し、選考
を開始した。選考要領について再度確認を行い、続いて各選考部会にお
いて応募論文概要の確認を行った。
　第一次選考では、各部門の委員が、応募論文概要を精読して授賞候
補論文数の約2倍程度の論文を選考し、第二次選考では、第一次選考で
選ばれた論文1編につき2名の査読委員を定めて論文本文を精読し、
授賞候補論文を選定することとした。なお、選考は公正を期するため
に、委員と応募論文の著者とが親族あるいは師弟関係などにある場合
には、当該論文の選考に関与しないことを確認した。
　第3回委員会は2016年6月24日に開催し、各選考部会の選考結果
報告ならびに推薦理由書が提出され、審議の結果、出席者全員の一致を
もって2016年（第27回）の授賞候補論文として、卒業論文15編、修士
論文15編を選定した。

授賞候補論文数・応募論文数
（総応募論文数223編、選考対象論文数216編、55校）
卒業論文 15編（107）
修士論文 15編（109）
合　計 30編（216）
※（　）の数字は選考対象論文数

（卒業論文等顕彰事業委員会委員長　岡部明子）

構造系選考部会
　本年の構造系の選考対象論文数は、卒業論文40編、修士論文28編
（総合を各1編含む）であり、昨年と比べて、卒業論文が14編増加し、修
士論文が3編減少した。
　第一次選考では、応募者と選考委員の関係など十分に配慮したうえ
で8名の選考委員が合計68編の応募論文概要を査読し、3段階の採点
を行い、卒業論文は上位11編、修士論文は上位9編を第一次候補論文
として選出した。
　第二次選考では、第一次選考で選出した合計20編の対象論文をそれ
ぞれ2名の選考委員で査読を行った。第二次選考における査読担当の
決定に際しては、選考委員の専門分野や所属等に十分配慮して公正を
期した。卒業論文では「テーマと内容」「論理性と明確さ」「論文として
のできばえ」の3項目、修士論文では「テーマの独創性・新規性」「豊か
な萌芽性・将来性」「研究の進め方の論理性」「結論の明確さ」「論文とし
てのできばえ」の5項目について、5段階の評価を行い、それらの合計点
をもとに授賞候補論文の選定を行った。最終選考では、初めに査読担当
者から各論文を講評してもらい、得点の接近した論文については詳し
い意見を求めるなど慎重に審議した結果、出席委員の総意によって、卒
業論文6編、修士論文4編を授賞候補論文として選定した。
　応募論文の研究テーマは、新規性の高い論文、継続的な研究テーマ
としての位置付けが明確な論文など、研究手法としては、実用化あるい
は現象解明等に向けた実験、詳細モデルを用いた数値解析や評価式の
提案、さらにはこれらを一連で実施するなど、多岐にわたり、慎重かつ
多様な視点からの審議が必要であった。また、今年度は、総合から卒業
論文1編、修士論文1編の応募があり、さらに多様性が増した。最終的
には、授賞候補論文を10編選定したが、応募論文はいずれも力作揃い
で、選考における評価が僅差であるなか、惜しくも選外となった卒業論
文あるいは修士論文もあったことを付記する。今後もより多くの大学、
構造系各分野からの活発な応募を期待したい。
（構造系選考部会長　護雅史）

計画系選考部会
　本年の計画系の選考対象論文数は、卒業論文47編（総合を1編含
む）、修士論文68編（総合を3編含む）の合計115編であり、これらを
13名の委員によって選考した。
　第一次選考では、事前に論文1編につき選考委員4名ないし5名が3
段階評価を行い、その結果を5月13日開催の計画系選考部会で再確認
し、評点の平均点に基づき、卒論18編、修論21編を第一次候補論文と
した。
　第二次選考では、審査論文と専門分野の近い委員2名が、事前に定め
た評価項目に基づき5段階の評点を付して審査を行った。そして、その
結果をもとに6月16日開催の計画系選考部会で議論した結果、まず、
評点に基づき、卒業論文は5編、修士論文は7編を授賞候補論文とし
た。そして、卒業論文・修士論文とも、それらの次に位置する2編を比較
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した結果、論考の論理性や論文の完成度、構想力において優れていると
判断できる1編を選び、最終的に、卒業論文は6編、修士論文は8編を授
賞候補論文とした。
　なお、応募論文の一部に、極端に読みにくい図表が付されたものが
あった。応募要項には図表に関する規定がないが、第三者に対して論理
的説明ができないと判断し、それらの論文については評点が低くなっ
た。他方、応募論文の傾向として、災害復興や防災、福祉や医療、公共施
設整備、既存建築物の活用、という社会問題にかかわるテーマ設定が多
く、その広がりを感じた。また、授賞候補論文はもとより、僅差で候補外
となった論文については、目的設定が明確でそれに応じた結論が導か
れていること、綿密な調査に基づいた分析が行われていること、という
いわば当たり前のことがきちんとできていることが評価されたと言っ
てよい。
（計画系選考部会長　西澤泰彦）

環境系選考部会
　環境系の選考対象論文数は、卒業論文21編（17校）、修士論文16編
（10校、総合を2編含む）の合計37編（21校）であった。昨年と比較す
ると卒業論文で5編、修士論文で5編の増加であった。応募校の数では、
卒業論文で8校、修士論文で1校の増加であり、卒論の応募校の増加が
顕著であった。
　第一次選考では6名の選考部会委員全員がすべての応募論文概要を
熟読したうえで、すべての論文概要を3段階で評価した。評点の委員平
均点が上位の卒業論文10編、修士論文9編を第一次候補論文とした。
　第二次選考では、各論文2名の査読委員を選んで論文本文の査読を
行い、卒業論文では3項目、修士論文では5項目について5段階で評価

を行った。査読委員の講評も考慮して審議した結果、授賞候補論文とし
て、卒業論文3編、修士論文3編を、評点の合計点が上位のものから全
会一致で決定した。
　分野ごとの応募論文数は、卒業論文では設備4、熱3、空気3、心理生
理3、音2、都市環境2、光1、環境設計1、海洋1、その他1、修士論文では
熱4、空気3、心理生理2、防火2、音1、都市環境1、設備1となり、昨年に
比べると分野の幅が広がったと言える。
　授賞候補論文は、環境系の論文として、いずれも新規性・独創性、発
展性、論理展開、論文構成、論述能力、資料やデータの充実度、結論の明
快さ、論文完成度などのうち、多くの観点において、他の論文を凌駕す
る論文ばかりであった。優秀卒業論文3編においては、分量こそ修士論
文に及ばないものの、論理性や充実度において非常に優れた論文であ
り、社会や実務への貢献度の点でも評価が高かった。一方、修士論文3
編は、いずれも完成度の高い優れた論文であり、すべての観点から他の
論文を凌駕するに十分であった。なお、今回惜しくも候補外となった論
文にあっても、非常に優れた論文は数多くあった。授賞候補論文数に限
りがあり、相対評価とならざるをえないため致し方ないところではあ
るが、それらの論文名を公表できないことが残念である。
　今年は昨年より応募数も若干増加したとはいえ、環境系の応募数が
依然多いとは言いがたい。自ら応募しなければ決して受賞することは
できない賞であるので、若い方々は勇気を持って応募をしていただけ
ればと思う。指導教員はぜひ背中を押してやっていただきたい。
　最後に昨年と同様の結びとなって恐縮であるが、本賞への応募がよ
り一層優れた研究の進展と人材育成の牽引になることを願うもので
ある。
（環境系選考部会長　山中俊夫）
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農山村地域における移住者主体による
「仕事と居住」の場としての空き家転用に関する研究
─ゲストハウスへの転用事例を対象として─

領域気象モデルWRFを用いた気候解析に基づく
仙台における将来の熱中症リスクの評価

隠居の住宅史
─民家における2世帯居住の地域差と平面の関係─

並列連結式温度成層型蓄熱槽の連通口に関する検討

コンパクトシティを目指す地方都市における
人口分布構造変化の実態に関する研究

脳卒中死亡と住環境要因との関連性に関する調査研究

正会員	 大野銀河	殿（筑波大学） 正会員	 河西昌隆	殿（東北大学）

正会員	 今泉奈々絵	殿（東海大学） 正会員	 河江美里	殿（大阪大学）

正会員	 飯島侑希子	殿（工学院大学） 正会員	 貝沼拓哉	殿（秋田県立大学）

　農山村地域で空き家をゲストハウスに転用している事例に注目し、
件数は4例と少ないが、ヒアリングや実測を重ねた詳細な調査を行い、
その成立要因を探っている。移住、改修、開業といった段階をフォロー
し、改修前後で人々のパーソナルネットワークがどのように構築され
ていくかという視点で、わかりやすく整理している点も評価できる。社
会的に関心を持たれながら、その実態をとらえている研究が少ない分
野に対して、適切で明解な分析を行っており、今後の研究に対する枠組
みを提起している意味でも先駆的な研究である。

　本研究は、熱中症に対するリスク評価手法の提案と、提案手法に基づ
く将来予測を行っており、大変興味深く、重要な内容であると認識す
る。論文では、研究の位置づけ、既往の評価モデルやそれを踏まえた評
価手法の提案についてよく説明されており、著者の学習意欲と理解度
の高さが感じられる。妥当性検証では、過去の熱中症発生データを用い
ることで検証しており、モデルの信頼性も高い。さらに、その手法を用
い、仙台を対象とした評価を行っており、明確な結論を示している。熱
中症は多数の人々の健康を奪い、かつ毎年繰り返される重要な課題で
ある。本論文は、熱中症予防に対して大きく貢献すると考える。

　隠居という社会的行為が建築物の平面とどのように連動しているか
をテーマとし、その事例を歴史的蓄積の大きな民家に求めたところが
斬新である。また、2世帯居住は現代的話題でもあり、社会的にも重要
なテーマである。研究方法として、多様な隠居形態が混在する県を抽出
する方法はわかりやすく、特に、同居隠居の場合、単なる改造か、増築
かの違いに関する説明も明快である。また、民家については、多数の既
往研究があるので、平面の変遷はそれらに依拠しながら、それらを類型
化する作業に著者の独自性があるのだが、その作業はよくできている。
今後に期待を込める意味で、平面の類型化に対する要因の分析がやや
不十分であったのは惜しまれる。

　本研究は、ピーク電力削減に有効な蓄熱式空調システムを低コスト
で導入できる並列連結式蓄熱槽の連通口を取り上げ、蓄熱性能確保の
ための検討を行っている。密度差流に基づき蓄熱バランス比の理論式
を独自に導き出し、連通口の設計諸量を媒介変数としたCFD解析によ
り連通口の形状が蓄熱バランス比にあまり影響しないことや設置高さ
が水面に近くなるほど槽間における蓄熱量の差が小さい状態で換水さ
れることなど、実務上有用な知見を得ている。さらに解析に留まらず連
通口の設計手法を提案した点からも高い意欲と能力がうかがわれるこ
とから、受賞に値する卒業論文として推薦する。

　コンパクトシティ化を謳う全国の43中規模都市を対象として、既成
市街地の内側と外側における人口増減という視点からコンパクトシ
ティ化の実現度を評価している。関連既往研究では地理的な実態がつ
かみづらいのに対し、本研究では地図ベースで真っ向から43都市の実
態把握に取り組んだ点が高く評価できる。結果、地理的なコンパクトシ
ティ化が進んでいる都市がほとんどないことを示し、かつ、住宅地図で
の土地利用変化の分析から郊外の人口増加の要因や問題をも指摘し
た。既往研究の整理がなされてない点を除き、完成度の高い卒業論文と
して評価できる。

　本論文は、脳卒中発症に関連が深いと考えられる血圧と住宅の温熱
環境との関連性に注目した研究であり、大変重要なテーマと思われる。
山形県郡部の3地域を対象とした疫学調査を実施し、30年前の同様の
調査結果と比較している。アンケートによる第一次調査、室気温等の実
測を行う第二次調査、居住者の血圧を計測する第三次調査の結果を、
丁寧に統計的に整理することで重要な知見を得ている。いずれの調査
も膨大で貴重なデータと言える。限られた時間のなかで大変意欲的な
取組みであり、一つひとつの解析も丁寧な考察が行われている。図表等
も見やすくて大変きれいにまとめられており、論文としての完成度も
高い。受賞に値する卒業論文として推薦する。

優秀卒業論文賞推薦理由
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鋼骨組耐震補強における低負荷補強機構の開発と
適用基準の構築

繊維補強セメント複合材料における
スチールワイヤの架橋性能に関する研究

初期偏心とガセットプレートを用いた
剛性調律ブレースの開発

角形鋼管柱梁接合部の梁端にH形鋼を付加する
耐震補強構法に関する研究
─外ダイアフラム形式接合法を用いる場合─

南砺市城端における絹産業遺産の分布及び外観形態
─明治以降の近代化に着目して─

木質構造変形制御設計における
エネルギー一定則の適用範囲に関する研究

正会員	 武田禎久	殿（京都大学） 正会員	 橋本裕子	殿（筑波大学）

正会員	 嶋田洋成	殿（京都大学） 正会員	 中藤駿	殿（神戸大学）

正会員	 木原佑希子	殿（新潟大学） 正会員	 中辻享佑	殿（東京工業大学）

　本論文は、既存鋼構造建物の新しい耐震補強方法を提案するもので
ある。論文では、既往の研究で明らかになった問題点を克服するための
新しい取付け機構を提案し、さらに同機構の強度算定理論式を導出し、
数値モデルによる挙動推定を行っている。次に理論式の検証のため、1
方向静的載荷実験、2方向静的載荷実験、さらに3方向動的実験を実施
し、その挙動を確認している。最後にこれらの知見をまとめて、梁端の
塑性回転角を制限する新しい設計法を提案している。その論理展開は
明快であり、優秀卒業論文としてふさわしいと評価できる。

　本論文は、セメント系マトリクスに短繊維（スチールワイヤ）を混入
した繊維補強セメント複合材料の引張性能を繊維の架橋性能から評価
するために、実験的および解析的検討を行ったものである。研究内容
は、スチールワイヤの引抜試験結果をもとに、単繊維の抜出し挙動をモ
デル化して架橋則を構築することで、繊維の架橋性能に基づく繊維補
強セメント複合材料の引張性能を評価している。そのうえで、繊維の配
向性を考慮した架橋則を用いて断面解析を行い、繊維補強セメント複
合材料の曲げ試験結果をおおむね再現している。論文の論理展開およ
び記述内容ともに優れた卒業論文と評価できる。

　鋼構造骨組に用いられる鋼管ブレースを対象として、意図的に偏心
接合とすることにより、剛性を調律するとともに、鋼管ブレースの曲げ
座屈後の変形集中を緩和し、破断時期を遅らせるという斬新なアイデ
アの新構法を提案している。ブレースの力学特性を理論的に求めたう
えで、載荷実験により提案構法の有効性を確認している。さらに有限要
素数値解析を用いて剛性評価および耐力評価の妥当性を検証してい
る。研究テーマが独創的であり、進め方も論理的で結論も明確かつ有用
であるため、優秀卒業論文としてふさわしいものと評価する。

　本論文は、既存鋼構造建物の梁端部にH型断面の補強材を取り付け、
さらには既存梁にスチフナを取り付ける補強方法について検討を行っ
ている。論文中では、強度に関する理論式を導出し、それをわかりやす
いパラメータで加力実験により検証し、提案式の高い適合性を示して
いる。併せてFEMを用いて実験結果の検証を行うとともに、パラメト
リックスタディーも実施することで検証対象の幅を広げている。また
簡易モデルも提案しており、設計実務へも有用である。論理の展開と論
文の構成は明快で、優秀卒業論文として評価できる。

　産業遺産、特に富山県南栃市における絹産業遺産について研究した
ものであり、現状で失われつつある当該遺産の保存を考えるうえでは、
貴重な貢献をする研究である。論文の構成はオーソドックスながら、研
究を進めるうえで必要と考えられる項目をほぼ網羅しており、一読す
ればこの地域の空間的構造の特徴や歴史的変化が把握できるという構
成になっている。また、記述自体もシンプルで、論述の仕方も優れてお
り、研究の目的は達成されているとみなせる。今後の課題として筆者も
述べているが、産業遺産の外観については有用な知見が得られた一方
で、内部空間の組織にまで踏み込めば、さらに完成度の高い研究になっ
ただろう。しかし、全体として賞に値する優れた研究である。

　木質構造における変形制御設計法の適用範囲に関する卒業研究であ
る。既存の設計法を踏襲し、先行研究を援用した変形制御設計が行わ
れている。その後地震応答解析によって最大層間変形角と耐力壁充足
率の関係を明らかにして、設計法の適用範囲について考察している。併
せて耐震設計における木造制振壁の有効性についても述べている。研
究の進め方、考察などが明快であるとともに、本研究で明らかになった
問題点についても述べており、今後の研究が期待される。論文のできば
えも含めて優秀卒業論文として受賞に値するものである。
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宮城県北部地域における「天ぷら建築」に関する研究 神社領域論
─明治東京の氏子域に関する研究─

地域復興における災害遺構の保存活用の経緯及び実態
─自然災害による被災構造物を中心として─

東日本大震災における津波被災集落の漁業実態変容と
復興課題

連続観測記録に基づく実存建築物の振動特性に関する研究 戦前期の農村経済更生事業における住宅改善の施策と実態
─東北地方の開墾事業・農村指導者教育にみる先進性─

正会員	 山守諒	殿（東北大学） 正会員	 小南弘季	殿（東京大学）

正会員	 堀越萌	殿（新潟大学） 正会員	 大垣宏介	殿（東京工業大学）

正会員	 畠山智貴	殿（東北大学） 正会員	 猪狩渉	殿（東海大学）

　宮城県独特の建築用語である「天ぷら建築」に注目し、その建築概念
と成立背景を論じたものである。地域の身近な建築用語に疑問を持つ
素直な発想と、それを単なる「建築様式」ではなく、建築概念や意識と
してとらえる視点が秀逸である。ローカルな呼称や概念は口伝による
ことが多いため論証が難しいが、住人と建築職人双方へのインタ
ビューなど研究方法を工夫し、論理的に解き明かそうとしている。呼称
の普及時期や要因に関する論拠と考察が弱い点が惜しまれるが、優秀
卒業論文として十分顕彰に値する。

　近代神社制度と合わせて確立された「氏子域」に注目し、その実態を
明らかにした論考である。氏子域は、古来の祭祀共同体とは異なり、近
代の戸籍制度を補完する行政上の意味を持つが、従来都市史的な視点
による論考はない。著者は、基本史料の丁寧な分析により明治前期の東
京の氏子域を復元し、近代における都市領域成立との関係を分析した。
近世の氏子町や地勢との照合による論証は論理的で、近世・近代を貫
くより深い研究に発展する豊かな将来性を有し、優秀修士論文賞にふ
さわしい質の高い論文と評価できる。

　災害遺構の保存・活用に関する協議の経緯や諸問題を詳細に記述し
た論文である。既往研究の整理、概念の整理、事例の絞り込み、文献・
ウェブ調査やヒアリングによる現地調査からのさまざまな情報の収
集・整理、分析など、いずれの作業も丁寧になされており、読んでいて
気持ちのよい仕上がりになっている。全体を通して遺構保存の難しさ
を浮き彫りにしたという感が強いが、結論では保存検討のタイミング
や活用後の定期的な見直しなど、今後につながる提言が示されている。
優秀卒業論文賞にふさわしい完成度の高い論文である。

　東日本大震災の復興の混迷は、当地方への理解不足に起因するとこ
ろも多く、現在も課題を残したまま粛々と事業が進んでいる。地域文脈
を絶たれた漁村集落群と、それらが連続した沿岸地方の「部分と全体」
をどう把握するかは、5年経過した今なお重要であり、本研究は、2008
年と2013年の漁業センサスを用いて実態変容を明らかにした。集落居
住を前提とした漁業権が通い漁業となった場合の行方は、特に重要な
論点である。全体として調査報告的印象も残るが、今後の多様な検討に
おいて、基盤的知見として参照されるに違いない。

　本論文は、東北地方の自治体庁舎6棟を対象に、東北地方太平洋沖地
震を含む地震観測記録、常時微動観測記録をもとに振動特性の分析を
行った結果をまとめたものである。分析手法等に新規性は見いだせな
いものの、長期間にわたる実際の観測記録から、中低層のRC造建物、S
造建物の地震前後の振動特性の変化や、年間を通じての温度変化が振
動特性に及ぼす影響等を徹底的に分析し可視化しており、結論は明確
で学術的にも有用性が高い。よって、優秀卒業論文としてふさわしいも
のと評価する。

　戦前の農村経済更生は、報国的な背景もあるとはいえ、試みられた開
墾事業や教育指導は興味深く、再評価すべき点も少なくない。本研究
は、精力的な資料調査により、当時の東北の農村における住宅改善の課
題とモデル住宅の設計・建設指針を明らかにし、その実施・普及を先導
した意義を各地の遺構から実証するとともに、遺産価値をも暗示する
力作である。対象地域・遺構の民家史・農村計画史的位置づけや、題目
の「先進性」についての説明などに若干の課題も残るものの、建築史か
ら計画分野にまで幅広く貢献する、価値の高い論文と言える。

優秀修士論文賞推薦理由
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島嶼海域論
─近世後期伊豆諸島と新島─

大断面集成材の火災後の燃え止まり予測に関する研究
─カラマツ炭化層の赤熱のモデル化および難燃薬剤処理スギ材の熱伝導率の定式化─

ノンダイアフラム円形鋼管柱─H形梁接合部の力学挙動 非戦災地方都市における建物疎開跡地の整備と継承に
関する研究─生産都市再建整備事業に着目して─

昭和28年に発生した自然災害における住宅復興施策
─応急仮設住宅・災害公営住宅に着目して─

Data-Driven Assessment of Residual Seismic 
Performance and Aftershock Risk for Earthquake-
Affected Steel Buildings

正会員	 下坂裕美	殿（東京大学） 正会員	 茶谷友希子	殿（京都大学）

正会員	 佐藤恵治	殿（東京大学） 正会員	 髙橋舜	殿（東京大学）

正会員	 坂本晃啓	殿（和歌山大学） 正会員	 鈴木明子	殿（京都大学）

　本論文は、近世後期から近代の伊豆諸島の社会空間構造を、新島を
主に論じた研究である。島の社会、空間、環境を一体的に解釈すること
で、本土と島の主従関係ではない、島独特の秩序を見いだしている。諸
島全体と本土の関係から始め、新島、そして新島内若郷村へと段階的に
分析の解像度を上げる論文構成は明快である。さらに近世史料の丁寧
な解読と適切な分析図により、島村の特性を鮮やかに見せる。共同体の
組織や生活の細かな事実の積み重ねを重視しつつ、一方で大きな視点
からの結論に破綻なくつなげており、質の高い論考である。

　本研究は、木造耐火構造物の建設が可能になったことを背景として、
燃え止まり型の木質耐火構造部材の性能予測を目的とした研究であ
り、実験に基づくカラマツ集成材の赤熱反応速度式の作成と予測モデ
ルへの適用、燃え止まり条件の把握、それらの予測手法の検証を行うと
ともに、難燃薬剤処理スギ材の熱伝導率の測定と定式化を行ったもの
である。木質系耐火構造部材の開発にとって非常に有用な研究であり、
燃焼の詳しい観察と現象の正しい理解に基づく特性の把握とさまざま
な方法による発熱速度の推定を行ったうえで、赤熱反応速度式を誘導
する導出過程は論理的で極めて秀逸であり、複雑な燃え止まり性状を
論理的に予測する手法を構築するとともに、実験をもとにした難燃薬
剤処理スギ材の熱伝導率式も提言している。論理的な論文構成であり、
得られた結論も明快で、極めて優れた論文であることから、受賞にふさ
わしいと言える。

　鉄骨製作を省力化するためには鋼構造の柱梁接合部をダイアフラム
なしで接合することが有効であるが、円形鋼管柱にそれを適用するた
めの設計技術は整っていない。本論文は、その課題を克服するため、ノ
ンダイアフラム円形鋼管柱─H形梁接合部の力学挙動を解明し、その剛
性と耐力に関する評価式を提案したものである。その評価式は膨大な
実験と有限要素解析による検討に基づいており、ウェブの寄与効果、増
厚部の余長、荷重条件の違い、高軸力下の挙動、梁に段差がある場合な
ど、その考察は多岐にわたる。鋼構造半剛接合の力学的挙動の解明に向
けて多くの知見を与えた秀逸な論文である。

　本論文の着眼点である、非戦災地方都市の疎開跡地の整備・継承と
いう独創性は特筆すべきものである。研究の組み立ても順序立てた堅
実なものであり、多くの資料に対し緻密な調査を実施し、それらに基づ
く詳細な考察を述べている点は高く評価できる。ケーススタディを詳
細に実施した対象都市（高岡市、川口市、土浦市）の選定についても十
分な根拠を示し、それらの都市で実施された事業の過程から現在の都
市計画に与えている影響について、非常に緻密で高度な論述を展開し
考察も明快でわかりやすい。以上のことから、本論文を顕彰に値する修
士論文として推薦する。

　本論文は、災害による住宅復興黎明期である昭和28年の九つの水害
復興を対象に100軒を超える復興住宅を追跡調査し綿密に分析してい
る。このなかで、払い下げにより単一の復興住宅を恒久居住化し、60年
以上住み続けられた先例を発見している。本論文で示された、シームレ
スな複線型の住宅復興プロセスと、コアハウス型に最適化された連続
性を担保する復興住宅の先例を再評価した知見は、現代の住宅復興の
抱える住み替えや経済性の課題を解決しうる将来性があり、今後の住
宅復興に卓越した応用性を有することから受賞論文として推薦する。

　本論文は、データ駆動型の残存耐震性能評価と、地震によって影響を
受けた鋼構造ビルの余震リスク分析に関する研究であり、前者では歪
ベースの局所的な損傷検知とモデル更新を組み合わせて評価を行い、
後者ではMarkov	chainによる損傷状態遷移確率として余震リスクを
定量化している。構造工学と信頼性工学の理論を組み合わせようとす
る本研究の試みは、ともすれば評価が分かれるかもしれないが、既往研
究を幅広く誠実に調べたうえで着想を得て、地道に進められたことが
論文からはっきりと伝わってくる。研究の独自性、結論の明確さは優れ
ており、優秀修士論文として評価できる。
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低周波音の家屋内外伝搬に関する数値解析 リンク式流体慣性ダンパによる制振構法の高度化に関する
研究

木材の流通を支えた空間の歴史的変遷 大平面空間における煙流動に関する研究
─反転流の形成を考慮した天井流の巻き込み性状─

部材破断を考慮したブレース付鋼構造骨組の累積変形性能
および動的応答特性

歴史的建造物の取り壊しに対する代替案検討制度の運用実態
─米国マサチューセッツ州地方自治体の
Demolition Delay Bylaw/Ordinanceを中心として─

正会員	 橋本悌	殿（東京大学） 正会員	 渡井一樹	殿（早稲田大学）

正会員	 道明由衣	殿（法政大学） 正会員	 平山貴至	殿（東京理科大学）

正会員	 寺澤友貴	殿（東京工業大学） 正会員	 原島直	殿（新潟大学）

　近年、低周波音は家庭用ヒートポンプ給湯器や風力発電の風車など
が社会問題化している一方で、その建築音響的対策に関する研究例は
少ない。本研究は、低周波音に対する効果的な遮音対策に関する知見取
得という明確な目的を掲げ、数値解析と実大模擬家屋を用いた実測を
通して今後の低周波音対策に関する有用な知見を得ており、研究の新
規性とともにその成果も大きく評価できる。論文構成についても、物理
現象を解明するための理論や解析手法の総括、窓や壁に加え換気口等
の微少な隙間など実際の家屋の部位それぞれの考察といった緻密な議
論から構成されており、完成度の高い修士論文として顕彰に値するも
のと評価できる。

　本論文は、研究室で研究・開発されてきたリンク式流体慣性ダンパ
の高度化・実用化に向け、オイルの密度やチューブの径・材質等、設計
時に必要となるさまざまなパラメータの影響について、実験と解析モ
デルに基づいて丁寧に検討している。テーマの発想は、これまで研究室
で実施されてきた研究の延長線上にあることから、際立った新規性は
認められないが、ダンパの実用化、効率化を目指して精力的に研究を進
めており、過大入力に対する補強方法への展開など、将来性に期待がで
きる。論文の構成、論旨や記述も適正で優秀修士論文として評価で
きる。

　本論文は、全国の筏流し、貯木場を概観したのみならず、河川での木
材流通システム、筏の規格、各種関連施設、深川材木街の歴史、名古屋、
大阪の木材市場の歴史・比較、さらにはヴェネツィアに必須の木材の供
給源となる大陸部の河川の木材流通システム等幅広く、かつ綿密な調
査分析を行っている。結論においても、木材流通が都市に与えた影響、
さらには貯木場跡地を利用した今後のウォーターフロント開発にも触
れ、今後の都市のあり方に示唆を与える将来性が見込まれる。ただし、
全体の論理展開がより明快であれば、より優れた論文となったであ
ろう。

　研究内容は、大平面空間の火災時の煙流動に関するもので、本研究
成果は建築防災に大きく貢献するものと考えられる。煙性状の二層
ゾーンモデルを構築し、模型実験を行い水平伝搬の簡易予測式を導出
し、次いで反転流形成時について研究を展開し、構築モデルの妥当性を
検証して成果を得ており、研究としてのレベルが極めて高い。第1章序
論から第5章総括までの文章、図表、付録などが丁寧に作成されてお
り、十分な時間をかけて研究や論文作成がなされたと考えられる。論文
としての完成度が極めて高く、著者の研究への熱意や誠意が感じられ、
受賞に値する論文である。

　従来は静的な現象に対するブレース部材の累積変形性能および部材
破断予測方法について、動的な現象に適用限拡大を図った研究である。
既往の研究を踏まえて、1/5スケールの試験体を用いた準静的載荷試
験および動的載荷試験を実施し、等価軸応力─等価軸ひずみ関係にお
いて、既往の円筒鋼管ブレースの部材破断時期予測手法の適用性を検
証している。さらにこのブレースの破断時期予測手法を組み込んだ時
刻歴応答解析により構造物の地震時の挙動を安全側に評価できること
を示している。規模の大きい実験結果を丁寧に解析し、有用な知見を導
き出している点は高く評価できる。以上のことより、本論文は優秀修士
論文としてふさわしいものと評価する。

　本論文は、取り壊し延期条例という米国のユニークな制度に着目し、
全米、そしてマサチューセッツ州における制度普及の実態に迫ってい
る。取り壊しか保存かの二択を回避した「取り壊し延期」「代替案検討」
という措置は、わが国における都市保全をめぐる今後の議論に大きな
示唆を与えうる。論文構成は明解で、極めて完成度が高い。ただし、制
度の外形的な解明に留まっているようにも感じられ、制度成立の社会
的、文化的背景やより現場に近いところで立ち上がる課題など、掘り下
げてみるべきことが残っている。つまり、今後のさらなる発展を期待さ
せる論文でもある。
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コンパクトシティを目指す地方都市における人口分布構造変化の実態 

に関する研究 

 
学部 正会員 飯島 侑希子（工学院大学） 

 
．はじめに

． 背景と目的

近年、コンパクトシティを目指す都市の増加、立地

適正化計画制度の創設などにより、コンパクトシティ

へ向けた動きが全国的に加速している。

一方、実際の人口動向に目を向けると、都市の拡散

は現在も進行しており注 ）、特に地方都市では中心市街

地問題の深刻化と相まって、実践的対応が急務となっ

ている。

そこで本研究では、コンパクトシティを目指す地方

都市における人口分布構造の変化動向を分析し、郊外

化の進行の実態を把握した上で、郊外で人口が増加す

る主な要因を明らかにし、コンパクトシティの実現可

能性について考察することを目的とする。

． 方法

対象都市は、表 に示す中規模地方都市注 ）（ 都

市）とし、平成 年～平成 年の ｍメッシュ人

口データ及び住宅地図（ゼンリン）により分析する。

表 対象都市

※下線付きは人口減少都市注 ）

．人口分布構造の実態分析

． 人口分布構造図の作成

平成 年、平成 年の人口密度分布図、同 時点

の人口密度増減図を により作成し注 ）、さらに人口

密度増減図から、増加又は減少メッシュが 以上連坦

する地区を抽出した人口増減地区図を作成した。この

うち、平成 年人口密度分布図（図 ）と人口増減地

区図（図 ）を使用し類型化を行った。

図 平成 年人口密度分布図の例（富山市）

図 人口増減地区図の例（富山市）

． 類型化の結果

注 ）に示す方法により類型化を行った結果を表

に示す注 。

郊外が「人口増加」に分類されたのは 都市（分

析対象都市の ％）と最も多く、多くの都市では未だ

郊外化の傾向があることが分かる。

－ 1－
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表 は、郊外について「人口増加」に分類された都

市を総人口及び既成市街地人口の増減に対応させ区分

した場合の都市数である。

表 郊外が「人口増加」の都市（ 都市）の区分

人口増減 都市数

既成市街地：「人口減少」 都市

総人口減少 都市

総人口増加かつ

既成市街地：「人口減少」又は

「変化なし」

都市

郊外が「人口増加」に分類された都市のうち、既成

市街地が「人口減少」に分類された都市は全類型の中

で最も多い 都市（同 ）であった（図 ）。次いで

多く分類された類型は、郊外が「人口増加・減少どち

らも」、かつ既成市街地が「人口減少」に分類された

都市（同 ）であった（図 ）。

図 最も多い類型の人口分布構造変化を表した

概念図

図 番目に多い類型の人口分布構造変化を

表した概念図

郊外が「人口増加」に分類された都市のうち、総人

口が減少している都市は 都市（同 ）であり、郊

外化が進行する 都市の半数以上で総人口が減少し

ている。また、総人口が増加した都市のうち、既成市

街地が「人口減少」又は「変化なし」に分類された都

市（既成市街地において人口増加地区がほとんどない

都市）は 都市（同 ）あり、人口増加の大半を郊

外で受け止めていることになる（図 ）。

図 既成市街地「変化なし」、郊外「人口増加」に

分類された人口分布構造変化を表した概念図

表 類型化の結果
H12年時点
既成市街地

郊外 人口増加 人口減少 どちらも 変化なし 人口増加 人口減少 どちらも 変化なし 人口増加 人口減少 どちらも 変化なし 人口増加 人口減少 どちらも 変化なし

大津市 宮崎市 函館市 盛岡市 久留米市 長崎市
青森市 沼津市 大分市
秋田市 和歌山市
長野市 下関市
金沢市
岐阜市
徳島市
高知市
佐世保市
那覇市

人口増加 人口減少 人口増加・減少　どちらも 変化なし
中心性がある

H12年時点
既成市街地

郊外 人口増加 人口減少 どちらも 変化なし 人口増加 人口減少 どちらも 変化なし 人口増加 人口減少 どちらも 変化なし 人口増加 人口減少 どちらも 変化なし

八戸市 旭川市 福島市 郡山市
山形市 四日市市 高崎市 太田市
いわき市 津市 熊谷市 富士市
伊勢崎市 佐賀市 倉敷市 鈴鹿市
前橋市 福山市
水戸市
松本市
長岡市
富山市
福井市

中心性がない
人口増加 人口減少 人口増加・減少　どちらも 変化なし
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．対象都市の郊外における住宅立地の実態分析

． 住宅立地の実態分析の方法

代表都市・事例分析地区の選定

類型化結果を受け、郊外における住宅立地実態の分

析を行った。郊外で人口が増加しており類型の傾向が

典型的に表れている都市の代表として、宮崎市注 ）、青

森市、久留米市、富山市、福山市、郡山市を選定した。

各代表都市において、郊外で人口が増加している地

区のうち、増加メッシュ数が多い 地区注 ）を抽出し

各地区の中で特に人口増加量の多いメッシュ付近につ

いて、新たな住宅立地箇所の土地利用変化を確認した。

住宅立地箇所の土地利用変化

年間の土地利用変化を、「農地から」、「低・未利

用地から」、「建て替え」、「建設中」に分類し、さらに

建てられた住宅を「戸建て」、「低層集合住宅」、「中高

層集合住宅」に区分注 ）し、住宅立地実態を分析した

（図 ）。

図 土地利用変化の区分

． 住宅立地のプロセス

代表都市の郊外における住宅立地実態から、住宅立

地プロセスを整理した（図 ）。その結果、①基盤整備

済地において、②基盤未整備地から基盤整備を経て、

③基盤未整備地にそのまま、④建築済地から建て替え

により、それぞれ住宅が建設されるパターンに分ける

ことができた。特に多いのは、基盤整備済の農地、低・

未利用地に住宅が建設されるパターンである。次いで

多く見られたのは、基盤未整備の農地、低・未利用地

に基盤整備を経て住宅が建設されるパターンである。

図 住宅立地のプロセス

図 ～ は、上記のうち、①「基盤整備済地→住宅

建設」の事例、②「基盤未整備地→基盤整備→住宅建

設」の事例、③「基盤未整備地→住宅建設」の事例で

ある注 ）。

図 「基盤整備済地→住宅建設」の事例（久留米市）

図 「基盤未整備地→基盤整備→住宅建設」の事例

（富山市）

図 「基盤未整備地→住宅建設」の事例（久留米市）

． 新たに立地した住宅の種類

住宅の種類としては、戸建ては全ての地区で、低層

集合住宅は 地区（分析対象 地区の ）で、中

高層集合住宅は 地区（同 ）で建設されている。

郊外では、農地、低・未利用地において戸建て住宅を

－ 3－
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中心に住宅立地が進行しているが、集合住宅の立地も

散見される。

．まとめと考察

人口分布構造の分析では、多くの地方都市で未だ郊

外化が進行していることが明らかになった。

さらに、その要因について分析すると、郊外では市

街化区域内に農地や低・未利用が多く残されており、

市街化区域の設定が過大になっていることが明らかに

なった。郊外では現在も開発の余地が残されており、

今後も人口が増加することが予想される。また、戸建

てだけでなく、集合住宅の需要も多いことが分かった。

まちなかではなく、郊外の集合住宅を選択するという

ことは、安い賃料で住むことができる住宅を求めてい

る人が多いということを意味する。

新たに立地した住宅の種類として、戸建てや低層集

合住宅が多く見られたが、これらは土地利用上建設可

能であり規制することができない。そのため、現状郊

外化を防ぐためにできることは限られている。さらに、

市街化区域内に多くの農地、低・未利用地が含まれて

いることが明らかになったが、農地所有者が土地の売

却や住宅建設を行いたい場合、他の場所で代替できず、

立地適正化計画における居住誘導区域内に誘導するこ

とは困難だろう。

郊外における住宅需要は未だ大きいものであり、現

行の制度や立地適正化計画では郊外化の進行を防ぐ大

きな効果はなく、過大な市街化区域となっている状況

下ではコンパクトシティの実現は難しいのではないか

と考える。

今後はまず、郊外居住の魅力に勝てるだけの中心市

街地及び都市構造上の核となる拠点の魅力向上に努め、

郊外居住もまちなか居住もどちらも選択できるまちづ

くりが必要であると考える。さらに、郊外には薄く広

がった市街地が形成されているため、そこに住む人々

の暮らしを支える仕組みづくりが求められる。

本研究では郊外の住宅立地について研究を行った

が、今後は中心市街地の状況についても研究を行い、

中心市街地と郊外の状況を合わせて検討する必要があ

ると考える。また、現在のコンパクトシティの動きは、

郊外居住者を減らし、中心市街地や拠点に居住者を増

やそうとしているが、本研究における郊外の人口増加

地区の多くは薄く広がった市街地となっている。郊外

住宅地の持続可能性を考えた時、地方都市の郊外は市

街化の途上にあることから、まちづくりの方向性につ

いての研究、考察も今後の課題である。

注

注 ）人口 万人以上の都市（平成 年都市計画現況調査

の都市計画区域人口による）の 面積は、平成 年～

平成 年の比較で、 都市中 都市（ ）で増加し

ている。（東京都特別区を除く）

注 ）人口 （中核市の指定要件）～ （政令市の指定要件）

万人（平成 年都市計画現況調査の都市計画区域人口に

よる）で、コンパクトシティを目指し（都市計画マスタ

ープラン等に記載）、かつ市街化区域の設定を行っている

三大都市圏のベッドタウン等以外の地方都市。

注 ）平成 年～平成 年の総人口（国勢調査）の増減に

よる。

注 ） 国土交通省「国土数値情報ダウンロードサービス」、

総務省統計局「政府統計の総合窓口（ ）」よりデー

タを使用し、作成した。

注 ）平成 年時点の人口分布構造図より、 人 以上の

メッシュが 以上連坦しているものを「中心性がある」、

それ以外を「中心性がない」とした。また、既成市街地

は昭和 年 の範囲内とし、郊外はその外側とした。

平成 年～平成 年の人口増減地区より、既成市街地

と郊外における類型に分類する。「人口増加」「人口減少」

は、多くの増加又は減少地区が占めている場合とし、「人

口増加・減少どちらも」は、「人口増加」「人口減少」の

どちらかに分類できないような、増加も減少も同じよう

な割合で存在する場合とした。「変化なし」は、増加又は

減少地区がほとんど存在しない場合とした。

注 ）つくば市については昭和 年 が存在しなかったた

め、類型化を行わず、以下つくば市を除く 都市を分析

対象都市とする。

注 ）宮崎市のみ、郊外における類型が「人口増加」ではな

いが、最も多い類型となった既成市街地が「人口減少」、

郊外が「人口増加」の逆となる、既成市街地が「人口増

加」、郊外が「人口減少」に最も近い類型に分類されたた

め選定した。

注 ）富山市 地区、久留米市と青森市 地区、その他の都

市 地区を抽出した。

注 ）低層集合住宅は ～ 階、中高層集合住宅は 階以上の

集合住宅とした。

注 ）事例を示すにあたり、国土地理院「基礎地図情報サイ

ト」より地図データを使用した。

参考文献

国土交通省 都市局 都市計画課：改正都市再生特別措置

法等について、
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隠居の住宅史 
―民家における２世帯居住の地域差と平面の関係 

 
学部 正会員 今泉 奈々絵（東海大学） 
 

 
１.研究目的 
「隠居」は、民俗学において生活を分離するための

慣行とされ、ある程度独立した複数の生活単位を形成

する家族制度を指す 2)。ただし、その分離形態は一様

ではなく、また一般に隠居制は西日本に強いとされる

8)など地域差も存在する。隠居による居住形態の相違

は、住宅の平面や配置にも影響したと推測でき、民家

の地域差の要因となった可能性がある。 
そこで本研究は、近世〜近代の民俗調査等から全国

の隠居の様態を調査し、その地域差を踏まえて民家の

平面等を検討することにより、２世帯居住の地域差と

平面の関係を明らかにする。 
２.隠居の定義と分類 
「隠居」は、明治民法上では「戸主が生前に戸主権

を家督相続人に譲ること」と定義される 1)。一方民俗

学上は、生活を分離するための慣行で、ある程度独立

した複数の生活単位を形成する家族制度を指し、主に

住居・食事・財産の分離が重視された 3)。隠居の様態

は、一般に住居の同別に基づき、「同居隠居」「別居隠

居」「分住隠居」に大別され、さらに別居隠居は、隠居

夫婦のみ独立する「単独別居」、隠居夫婦が次男以下を

連れて隠居屋に移る「家族別居」、連れ出た次男以下の

独立に際して隠居を繰り返す「隠居分家」に分類でき

る 4)。 
隠居と住居の関係について、白木小三郎・吉田高子

は住居構成には世代又は世帯の分離に際して起こる事

象が関係すると指摘し 5)、宮本常一は「別居隠居の初

めからなかったと思われる地帯には、ひとつの住居の

中に、寝間が二つ以上つくられてあるのが一般になる」

とした 6)。 
３. 民俗調査にみる隠居様態 
(1)民俗調査にみる隠居の分布  
そこで、隠居の地域傾向を文化庁が 1960 年代に全

国で実施した民俗調査報告書 7)、『日本の民俗』全 47
巻 9)、都道府県史の民俗編 17～34)から検討する。隠居時

の住居と食事に注目すると、その様態は、住居は母屋

への「同居」、同敷地内の「別棟」での居住、別敷地で

の「分家」の３種に分類でき、食事は隠居世帯と共に

取るか（同竈）否か（別竈）で分類できる。そこで本

研究では、その組み合わせにより、同居・同竈の「同

居型」、別棟居住で同竈の「別居共食型」、別棟・別竈

の「寝食分離型」、別敷地に住み別竈の「分家型」の４

種に分類する。 
これらの地域分布を示したものが図１で、15 県は記

載がなく判断できない。同居型は、東北・北関東・中

部と九州に強く、別居共食型は関東と中国に見られる。

寝食分離型は瀬戸内海沿岸、分家型は近畿～北陸に集

中する。ただし、寝食分離型と分家型は別竈によって

生活の分離を図る点は意識が共通し、その差は土地・

財産の過多など個人差が推測される。 
したがって、全体では近畿を中心に生活分離の意識

が高く、関東以東や九州など周縁部で弱いといえるが、

福島県では同居型と寝食分離型、高知県では同居型・

別居共食型・寝食分離型の３種が混在するなど、狭い

範囲での地域差も存在した。 
(2) 民家緊急調査報告書にみる隠居屋の分布 
住居の「同居」「別居」は、隠居専用の住居（以下「隠

居屋」）の有無でも推測できる。全国の民家緊急調査報

告書 6)所収の配置図で隠居屋の有無を判別できる 28
県をみると、東北・九州は隠居屋が限定的で同居の傾

向が強く、関東・近畿は別居傾向が強い（図２）。この

傾向は、中国地方については図１の民俗調査の分布と

差があるものの、他はほぼ一致し、和歌山県で隠居屋

が無いのは分家型が強いためとみられる。 
 

図 民俗調査にみる隠居の分布 図 民家緊急調査報告書にみる
隠居屋の分布
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4. 隠居様態と民家平面の関係 
では、この隠居様態の相違は住宅の平面に影響した

のだろうか。気候風土などの条件差を回避するため、

同県内で複数の隠居様態が混在する福島県・愛媛県・

高知県を対象に分析する。 
(1)福島県 
福島県は 『民俗分布地図』10)で隠居習俗と隠居屋の

分布が示されている。これによると、浜通り・中通り

地方はほぼ全域で隠居習俗が確認され、かつ隠居屋が

存在する一方、会津では隠居習俗も隠居屋もほとんど

ない（図３）。すなわち、浜通り・中通りは別居共食型

または寝食分離型、会津は同居型と判断でき、後者は

江戸期の会津藩領と一致する。 
次に、福島県の民家緊急調査報告書 12)掲載の主屋 83

例について、現状平面と当初平面を分析する。まず同

居型の南会津の 12 例は、当初平面は広間型で、直屋

または中門造を

基本とする。寝

室とみられる部

屋は 12 例中 10
例が１室のみだ

が、現状平面で

は寝室の増設が

８例確認でき、

当初平面で複数

寝室をもつ２例は1800年代前半に下る。したがって、

南会津では広間型から改造により寝室数を増やし、こ

れが 19 世紀前期以降基本平面として定着したと推測

できる。 
寝室の呼称に注目すると、複数の寝室がある場合、

増築した佐藤守家(18 世紀後半)では「ヘヤ」と「ヘヤ」、

当初から複数の河原田只八家(19 世紀前期)でも「ヘヤ」

と「ヘヤ」など当初・現状平面とも同じ呼称が多く、

かつ面積もほぼ等しい。すなわち、跡取り世帯と隠居

世帯の住み分けの意識が低いといえ、寝室の入替えも

想定していたと推測される。 
次に、別居共食型・寝食分離型の浜通り北部・中通

り地方の 30 例は、当初平面では浜通り北部は広間型

の直屋、中通りは上座敷を背面に置く四間取りを基本

とする。南会津と異なり、当初と現状で改造のない例

が 15 例と半数を占め、増改築の割合が低い。このう

ち松本忠治家等では、配置図で隠居屋があることから、

別居隠居が行われていたといえる。 
一方、増改築のある 11 例では、「インキョ」など隠

居用の部屋の増築が３例、寝室の増設が８例確認でき

る。呼称に注目すると、当初からある寝室と、増設し

た寝室は、荒井次郎家では「ナンド」と「ウラザ」、半

谷利辰家では「ナンド」と「インキョ」など異なる例

が多く、かつ面積は増設した寝室の方が広い。すなわ

ち、跡取り世帯と隠居世帯の住み分けの意識が高く、図 福島県の隠居制の有無

図 福島県会津地方の民家平面の変化
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土地・財産の事情から別居できない場合も生活の分離

が重視され、増築により別居隠居に近い形が採られた

と推測される。 
(2)愛媛県 
愛媛県は、『民俗分布地図』に隠居屋の分布が示され、

高知県側では隠居屋が確認できるが、瀬戸内海側では

無く（図６）、前者は別居共食型・寝食分離型など別居、

後者は同居型と判断できる。 
愛媛県の民家緊急調査報告書 14)掲載の主屋 42 例を

みると、まず同居型の瀬戸内海側 19 例では、増改築

がない例が 12 例を占める。当初より寝室を２室もつ

例が６例と多く、かつ 18 世紀後期から確認される。

寝室の呼称は、川端達夫家住宅(19 世紀初期、図６) で
は「ヘヤ」「オク」、渡部高一家住宅(19 世紀前期)でも

「ヘヤ」「オク」と２種を用いており、下手の「マエ」

の裏にある場合は「オク」、上手の「ザシキ」の裏にあ

る場合は「ヘヤ」とする愛媛県特有の呼び分けに則っ

ている。面積もほぼ同等であることから、瀬戸内側で

は跡取り世帯と隠居世帯が「ヘヤ」と「オク」に分か

れて就寝したとみられ、福島県より早期から２世帯居

住可能な平面が定型化したと推測できる。 
一方、別居指向の高知県側 11 例では、増改築のな

い例が半数で、寝室の増設はない。また、八幡善三郎

家住宅(18 世紀後期)や、村上良隆家住宅(19 世紀前期)
など、寝室を２室設ける例も 4 例あるが、「オク」や

「ヘヤ」を二分して得ているため、呼称は同一で、２

世帯の住み分けとしての利用は考え難い。２室は主屋

で生活する跡取り世帯が同じ機能で利用し、多くが別

棟による別居隠居だったと推測される。 
５. 隠居の居住様態と民家平面の関係 

以上のように、同居型の福島県会津地方や愛媛県瀬

戸内海側では、いずれも時期は異なるものの、２世帯

居住に対応するための寝室の増設が、寝室の多い基本

平面へと進化した。一方、別居指向の強い福島県浜通

り北部・中通りや愛媛県高知県側では、改造がほとん

ど行われず、その結果年代が下っても古式の主屋平面

を踏襲したといえる。 
宮本常一は、先述のように『日本人の住まい』6)に

おいて、「家族構造が、住居の大きさと間取りに大きい

ヘヤ オク

ヘヤ オク

図 愛媛県の隠居制の有無
図 川端達夫家平面図

上図当初 下図現状  

図 福島県浜通り・中通り地方の民家平面の変化
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影響を与えた」と論じ、山形県置賜地方・秋田県仙北

郡を例に示し、同居隠居の地域では寝室を複数有する

平面が一般的と指摘した。 
事実、山形県置賜地方は隠居様態は同居型を中心と

し、民家緊急調査報告書 15)掲載の 16 例をみると、現

状平面で複数寝室をもつ例が 11 例を占める。ただし、

このうち４例は当初は寝室が１室で、樋口健治家（米

沢市、1700 年代前半）では「ナンド」を一室増設し、

伊藤政雄家（小国町、1700 年代前半）では「ネマ」を

増設するなど、後世に寝室を増設しており、当初から

複数寝室を持つ５例は 19 世紀前半に下る。すなわち

宮本が指摘した平面は、福島県・愛媛県と同様、後世

の改造を元に 19 世紀に生まれたもので、古くは習俗

に関わりなく平面が決定された可能性が高い。 
平面から隠居様態を見

直すことも可能である。

例えば、宮城県は民俗調

査では全域で同居型とさ

れるが、民家緊急調査報

告書 16)掲載の147例のう

ち、当初から寝室が複

数ある例は 38 例に留

まり、これらは沿岸部

に集中する。内陸側に

限ると、複数寝室の例

は 86例中 12 例と少な

く、後世の増設もない

ため同居とは考え難い

が、配置図でも隠居屋は

１例しか確認できない。 
ただし、文化財建造物

の中に他の付属屋を隠居世帯の寝室に利用する例があ

る点が注目できる。例えば小野寺家住宅（国登録、明

治前期）では５間×３間半の「小家」、洞口家住宅（国

登録、宝暦年間）では座敷蔵を隠居所に転用する。ま

た菊池乙蔵家隠居所（国登録、明治前期）は２間×１

間半と小規模で、いずれも規模・設備からみて就寝の

みとみられる。すなわち、同居型と認識されていたの

は、食事を含む生活の大部分を共有する「別居共食型」

で、別居意識が低かったため民俗学の聞き取り調査で

同居と返答されたものとみられ、２世帯居住の多様性

を指摘できる。 
６. 結論 

以上のように隠居の様態は、世帯間の住み分け意識

の相違により、寝室の数・面積・名称が異なり、民家

平面の進化に影響した。福島県では同居隠居に対応し

た平面の成立が 19 世紀前期へ遅れる一方、愛媛県・

高知県では 18 世紀後半と早く、同居型平面の成立時

期が相違した。また、宮城県にみるように、民俗学的

調査では、付属屋での就寝を同居と認識するなど別居

意識にも地域差があり、隠居様態の多様性を踏まえた

再確認が必要と考えられる。 
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脳卒中死亡と住環境要因との関連性に関する調査研究 
 
 

学部 正会員 貝沼 拓哉（秋田県立大学） 
 
 
1．はじめに 

脳卒中は高齢者の死亡原因において常に上位に位

置しており、特に東北地方ではその死亡率が高い。季

節別にみても冬季に死亡率が高くなることから冬の寒

さが大きく影響している。 一方、北海道は東北地方よ

りも冬季の外気温が低いにも関わらず脳卒中による死

亡率は全国平均程度である。よって、外気温よりも室

内温度による影響が大きいと予想される。 
本研究グループでは、吉野ら 1)が 30 年前に調査した

地域である山形県郡部の住宅を対象とし、図 1 に示す

疫学調査を 2014 年 10 月から段階的に実施している。

本調査には規模が異なる三種類の調査Ⅰ~Ⅲが含まれ

ており、30 年前と比較して住環境がどのように変化し

たかを明らかにするとともに、住環境の影響を受けや

すく、脳卒中の発症に影響するとされている要因の一

つである血圧に着目し、住宅の温熱環境との関係につ

いて分析する。そして脳卒中の発症の抑制には、どの

ような住環境の質の向上が必要であるかを明らかにし、

現状の問題点と今後早急に取り組むべき課題を明らか

にする。 
2．調査方法 

2.1 調査地域 

本研究では表 1 に示す山形県郡部の三地域（酒田市

八幡町観音寺地区、鶴岡市羽黒町広瀬地区、朝日町）

を対象地域とし、疫学調査を企画した。 
2.2 調査フローの概要 

図 1 に疫学調査のフローを示す。本研究では、規模

が異なる三種類の調査を企画し、段階的に実施する。 
調査Ⅰはアンケート調査であり、各地域 100 世帯を

対象として住環境および被験者の属性・生活習慣に関

する質問への回答ならびに、冬季の一週間の室内温度

を配布した液晶温度計の指示値を読み取って記録する

ことを被験者に依頼する。 
調査Ⅱの対象は調査Ⅰから抽出し、各地域 15～20

世帯を目標として訪問調査を行う。調査では、冬季の

暖房時の温熱環境を詳細に把握するために、各室の温 
度をデータロガーにより自動計測するとともに、被験 
者(65 歳以上)の血圧と活動量を計測し、血圧について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
は用紙に記録することを依頼した。 

調査Ⅲは、各地域 10 世帯を対象に、一週間のうち

の一日の血圧と活動量を記録し、同時に居間と外気の

温度を連続測定するものである。 
2.3 調査時点での脳卒中死亡率の把握 

調査に先立ち、厚生労働省の許可を得た上で保健所

にて死亡小票を閲覧し、各調査地域の過去 3 年分の脳

卒中死亡者数を把握した。また、各自治体の協力を得

て、各年の 5 歳階級別の人口のデータを入手した。そ

れらを基に各年の人口 10 万人に対する年齢調整死亡

率を算出し、各年の全国の年齢調整死亡率を 100 とし

たときの比である標準化死亡比を求めた。これにより、

表 1 調査対象地域の特性

図 1 疫学調査のフロー
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脳卒中死亡者数の経年変化が把握できる。 
表 1 に結果を示す。表を見ると、標準化死亡比は旧

八幡町で 164.2 と全国平均より大きく、旧羽黒町と朝

日町でそれぞれ 50.6、61.6 と全国平均を下回っており、

同県であっても地域差があることが確認できる。標準

化死亡比は 30 年前と比べて三地域とも値は減少して

おり、旧羽黒町は全国平均と同等から半数にまで減少

している。一方、三地域の中で旧八幡町の標準化死亡

比が最も高いことは 30 年前と同様である。 
3．アンケート調査 調査Ⅰ  
3.1 調査概要 

冬季の住環境や生活習慣の地域特性を把握するこ

とを目的とし、65 歳以上の高齢者を対象にアンケート

調査を 2015 年 1~2 月に実施した。 
表 2 にアンケートの主要な項目を示す。調査内容は、

住宅規模や暖房環境などの住環境、年齢や食習慣など

の被験者の属性・生活習慣、起床時・団らん時の居間・ 
寝室・便所の温度である。温度については、液晶温度

計を配布し、所定の空間に設置し、自ら目読みをして

記録することを被験者に依頼した。 
表 3 にアンケートの配布数と回収数を示す。配布先

は、スクリーニング調査にて協力可能と回答した被験

者の自宅である。旧羽黒町においては、スクリーニン

グ調査の時点での協力者数が目標を下回り、33 世帯と

なった。各地域とも高い回収率を確保できた。 
3.2 統計分析の方法 

アンケート調査の結果より、住環境要因及び被験者

の属性・生活習慣が脳卒中の発症に及ぼす影響を検討

するため、交絡因子の影響を取り除いた上で統計分析

を行う。 
本研究では、調査地域のうち脳卒中の標準化死亡比

が全国平均より高い「旧八幡町」、全国平均より低い「朝

日町」を従属変数に投入し、各要因を説明変数として

ロジスティック回帰分析を行い、調整オッズ比を算出

する。分析の前段階として単変量解析を行い、「朝日町」

に対する「旧八幡町」の脳卒中の発症リスクであるオ

ッズ比を算出し、各要因の影響の程度を個別に把握す

る。次に、交絡因子を考慮して脳卒中の発症に関連深

い要因を抽出するために、有意確率 p＜0.2 となる要因

を説明変数として優先的に選択する。その変数を基に

して、脳卒中の発症と有意な要因を説明変数に投入し、

脳卒中死亡率が高い地域の特徴を分析する。交絡要因

として、「性別」「年代」を強制投入し、調整オッズ比

と 95%信頼区間を算出した。なお、解析には IBM 
SPSS Statistics Ver.23 を用いた。 

3.3 統計分析の調査結果 
表 4 に脳卒中死亡率の高い地域における浴槽の種類

等の要因に対する調整オッズ比(以下、OR）を示す。 
浴槽の種類では、和式である場合に OR=4.85(p<0.

01)となり、有意な要因となっている。また、居間の隙

間風では、少し感じる時がある場合は OR=8.74(p <0.
01)、風の強い日に感じる場合は OR=5.78(p <0.01)と
なり、住宅の気密性の重要性が示唆された。入浴のた

め脱衣室に移動した時の温冷感では、寒い場合に OR
が 1.00 を下回っている。液晶温度計により測定した各

室の温度は両地域で差が見られないことから、旧八幡

町の被験者は寒い環境に暴露されているが、寒いと認

識していない可能性が指摘できる。在宅時の着衣量で

は、着衣量が小さくなるほど OR が大きくなり、旧八

幡町の被験者の方が薄着で暮らす傾向が確認できる。

一方、味噌汁の摂取は 30 年前と同様に有意な要因で

はないことから、被験者の食習慣よりも、浴槽の種類

や居間の隙間風などの住環境要因の方が脳卒中死亡に

影響している要因であるといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 4 住環境要因に対する脳卒中死亡率の高い地域 旧

八幡町 の調整オッズ比 
ひ 

の調整オッズ比 

の調整オッズ比

表 3 アンケートの配布数・回収数

表 2 アンケートの主要な項目
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4．住宅の温熱環境評価 調査Ⅱ

4.1 調査概要 

冬期の暖房時における温熱環境を把握するため、65
歳以上の高齢者が居住している 55 世帯(旧八幡町 20
世帯、旧羽黒町 15 世帯、朝日町 20 世帯)を対象とし

て、2015 年 1~2 月のうちの一週間、実測調査を行う。

測定項目は、居間の床上 1.1m、居間の床上 10cm、寝

室、脱衣所、便所、外気の計 6 か所の温度と居間の床

上 1.1m のグローブ温度であり、温湿度センサ付き小

型データロガーを用いて 10 分間隔で連続測定する。 
各点の時刻別平均温度から、温熱環境を総合的に評

価するために吉野の評価法 7)を用い、居間の団らん時

の温度に関する 3 項目、居間の明け方の温度、寝室と

便所の団らん時の温度に関する各 1 項目の計 6 項目を

1(劣)～5(優)の 5 段階で評価する。表 5 に被験者の概

要およびグレードの調査結果を示す。表記の温熱環境

のグレードは各住宅の 6 項目の平均である。 
4.2 調査結果 

図 2 に例として被験者(B-11)宅の時刻別平均の温度

変動を示す。この住宅の温熱環境のグレードは 2.8 と

低い水準にある。居間 1.1m の温度は、暖房している

と考えられる 7 時頃から 22 時頃までは、20～23℃程

度に維持されているが、暖房停止後の温度低下は激し

く、明け方には 10℃付近まで達している。床上 10cm
の温度は、暖房時であっても 15℃程度までしか上昇せ

ず、上下温度差は 5～10℃程度である。脱衣所と便所

は暖房していないため、それぞれの温度は外気温に近

い値となり、5℃程度となっている。このような状況

では，暖房時における室間の温度差は大きくなり，被

験者 B-11 宅では 15℃程度の温度差がついている。 

表 5 に示す通り、本研究の調査対象とした住宅の温

熱環境のグレードは 1.7～4.5 の範囲にばらついてい

る。また、グレードが 3.0 以下と低い住宅が約 7 割を 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
占めている。各地域のグレードの平均値は高い順に朝 
日町の 3.2、旧八幡町の 2.9、旧羽黒町の 2.8 となり、

各地域間の差は小さい。現段階で、住宅の温熱環境の

グレードと脳卒中死亡率との関連性は確認できないも

のの、30 年前の調査時点での山形県郡部の調査結果で

ある 2.7 と比較して大差ないことから、山形県郡部の

住宅の温熱環境は改善されたとは言い難いことが確認

できた。 

5．温熱環境と血圧変動 調査Ⅲ  

5.1 調査概要 

室内外温度と血圧変動の関連性を把握するため、65
歳以上の高齢者 30 人(各地域 10 名)とその住宅 30 世

帯を対象に、2014 年 10 月から 1 年半に亘り調査を実

施している。なお、本研究では、2015 年 10 月までの

調査結果を扱う。居間の床上 1.1m と外気の温度を 20
分間隔で測定し、1 週間のうちの任意の 1 日、起床時

と就寝前の血圧を血圧計により測定する。なお、測定

は家庭内血圧測定の指針 8)に従って被験者自ら実施す

ることを依頼した。表 5 の No.1～10 に調査Ⅲに参加

している各地域の被験者の概要を示す。 
本研究では、収縮期血圧の中央値を従属変数とし、

居間温度を説明変数とする Kruskal-Wallis 検定を行

い、居間温度と血圧変動との関連性について把握した。

図 2 被験者 B-11 宅の時刻別平均の温度変動

表 5 被験者の概要

－ 15 －
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なお、居間温度は 10℃未満、10℃以上 15℃未満、15℃
以上 20℃未満、20℃以上の 4 つのカテゴリーに分類

した。分析の前段階として、各群のデータ分布が正規

分布に従うか検定した結果、正規性が仮定されなかっ

たためノンパラメトリック検定の多群検定である

Kruskal-Wallis 検定を採用した。検定において、p＜
0.05 を統計的に有意とした。なお、解析には IBM 
SPSS Statistics Ver.23 を用いた。 
5.2 調査結果 

図 3、図 4 に三地域の起床時における服薬なし群と

服薬あり群の居間温度と血圧の関係を示す。なお、分

析を進めるにあたり、被験者の降圧剤の服用の有無で

服薬なし群と服薬あり群を区別している。 
服薬なし群では、血圧は居間温度が 20℃以上である

場合と比較して居間温度が 15℃以上 20℃未満の場合

に有意に高くなっている。 
服薬あり群では、居間温度が 20℃以上である場合と

比較して、居間温度が 10℃未満および 10℃以上 15℃
未満の場合に有意に高くなっている。また、血圧は居

間温度が 15℃以上 20℃未満である場合と比較して居

間温度が 10℃未満および 10℃以上 15℃未満の場合に

有意に高くなっている。この結果から服薬あり群では、

居間温度が 15℃を下回ると血圧が上昇する可能性が

示唆された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6．おわりに 

本研究では脳卒中死亡率が高い地域の住環境の特

徴として、浴槽の種類が和式に該当するタイプである

ことや居間の隙間風を感じる等の住宅の気密性の低さ

が示唆された。 
山形県郡部の住宅の温熱環境については、依然とし

て多くの住宅で、暖房時の居間とその他の室との温度

差や居間の上下温度差が大きく、暖房停止に伴い温度

が急激に低下している。また、温熱環境のグレードの

各地域の平均値は、朝日町で 3.2、旧八幡町で 2.9、旧

羽黒町で 2.8 となり、地域間の差は小さい。30 年前の

調査結果ではグレードの平均値が 2.7 であり、当時と

比較しても大差なく、温熱環境の質は低い。 
室内温度と血圧の関係については、暴露されている

温度によって血圧が変動することが確認できた。また、

居間温度が 15℃を下回ると収縮期血圧が上昇する可

能性が示唆された。 
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1．研究背景と目的 (第 1章 )

　蓄熱式空調システムとは、夜間の安価な電力を利用

し熱エネルギーを蓄え、昼間の冷暖房負荷の処理に利

用する空調システムであり、電力ピークデマンドの低

減とともに、ＢＣＰ ( 事業継続計画 ) 対応にも有効で

ある。本研究では、水蓄熱空調システムのうち、水の

密度差に着目し、温度の異なる水を混合させずに蓄え

る温度成層型水蓄熱槽を対象とした。図 1 に示す通り、

夜間に、熱源機 ( チラー ) で 7℃に冷やした水を蓄熱

槽に蓄えておき、日中の電力ピーク時に、蓄熱槽に溜

めておいた冷水を空調機へ送り室内の空気を冷やすこ

とで熱を交換し 15℃程度に昇温されて蓄熱槽へと返っ

てくる。この蓄熱槽は地中梁によって分断されている

ため複数の槽から構成されていることが多く、これを

連通口を用いて連結した並列連結式蓄熱槽において、

水の流出入のためのディフューザーを持たない槽を設

けることが可能となり、全体の設置コストを低減する

ことができると考えられる。そこで、本研究では、十

分な蓄熱性能を確保できる連通口サイズを容易に算定

可能とする設計法を提案することを目的とした。

　蓄熱槽の設計に際して、ディフューザーが設置され

ていない槽と連結するための連通口サイズを、簡易な

関係式を用いて定めることを可能にするため、本研究

では、流出入のためのディフューザーを持つ槽と持た

ない槽が連通口でつながっている並列連結式蓄熱槽の

蓄熱バランス比の理論的な検討を行い、理論的に導か

れた関係式の精度を検証するために CFD(数値流体力

学 )解析を用いて様々な連通口条件について検討した。

2. 蓄熱バランス比の理論的検討 (第 2章 )

　図 2 に示す並列に連結された蓄熱槽において、冷房

時（放冷時）に空調機から戻ってきた 15℃の高温水が、

ディフューザーを持つ槽 ( 槽 A) の槽上部のディフュ

ザーから流入し、槽下部のディフューザーから 7℃の

冷水が空調機に送水される。そして、ディフューザー

を持たない槽 ( 槽 B) へは、槽上部の連通口から高温

水が流入し、槽下部の連通口から槽 Aへ流出すると

想定する。

　図 3 に模式的に示す通り、両槽の温度分布の差異か

ら密度分布に差異が生じることで、隔壁連通口の両側

に圧力差が発生し、槽上部連通口では槽 A から槽 B

へ、槽下部連通口では槽 B から槽 A へと流れること

になる。両槽で温度成層部に厚みが無く完全ピストン

流となっている単純な温度分布を仮定した場合、それ

ぞれの槽内の高さにおける密度の差異に着目すると、

ある槽内高さでの圧力差は、高温水と低温水の密度差

( )L Hρ ρ− [kg/m3] と槽 A、B それぞれの温度成層部高

さの差 Δh h h2 1= − [m] のみで、表すことができる。そ

して、槽Ｂの上部・下部連通口における流入量 Fu [m3/s]

と流出量 Fl [m3/s] は等しく、連通口の断面積を上部下

部ともに等しい ( A [m2]) とすると、流入・流出量は、

( )( )
= α

ρ ρ

ρ
= −

− −
F F A

g h h
u l

L H 2 1

並列連結式温度成層型蓄熱槽の連通口に関する検討

学部　正会員　河江美里 (大阪大学 )

図 2 並列 2槽連結式蓄熱槽概要図 図 3 槽 A と槽 Bの槽内鉛直温度分布と圧力分布

図 1 水蓄熱式空調システムの概要 

(1)
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と表すことができる。ここで、流量係数を α [-]、重

力加速度を g [m/s2]、高温水と低温水の平均密度を ρ

[kg/m3] とする。したがって、高温水と低温水の密度

差と温度成層部の高さの差のみで連通口の流量が決ま

ることとなる。設計する際には、両槽の温度成層部の

高さの差が許容範囲に収まるのかどうかに着目するこ

とになると考えられるため、温度成層部の高さの差と

連通口の条件の関係を簡潔に表すため、連通口の開口

部鉛直方向の幅 dC [m] を代表長さ、連通口平均流速

を uC [m/s] とし、連通口アルキメデス数 ArC[-] を 次

のように定義し、
( )ρ ρ ρ

=
−

Ar
gd

uC

c L H

C

2

槽水深 L [m] に対する両槽の温度成層部の高さの差異

Δh  [m] の比を蓄熱バランス比 RH [-] と定義する。

Δ
R

h

LH
=

これらを式 (1) に代入すると、連通口アルキメデス数

ArC と RH の間に、次の理論関係式が得られ、連通口

の条件から Δh を推定することができる。

R
d

L Ar

1 1
H

c

C

2α
= ⋅ ⋅

　ここでは、理解しやすいように単純な温度分布を仮

定して説明したが、槽 A と槽 B の温度成層部の温度

分布が同じ形状で、形成される温度成層部の高さのみ

が異なる場合には、どのような温度分布形状でも同じ

結果になることを確認している。

3. CFD 解析条件の検討と精度検証 (第 3章 )

　CFD 解析による理論関係式の検証に先立って、CFD

解析の予測を行う上で、精度を確認するために実験と

の比較を行った。過去に行われた並列連結式蓄熱槽の

連通口に関する実験
1)
のうち、2 槽が 5cmと 30cm の

上下連通口で連結されている 2 条件のデータを用い

て、それぞれ CFD 解析の結果と比較した。解析手法

を表 1 に示す。また、実験データから流入流量、流入

温度を時間の関数として近似式を作成し、これをユー

ザー関数として境界条件に入力して解析を行った。図

4 に示す通り、CFD 解析によって求めた温度分布が概

ね実験値と一致していることから、CFD 解析の結果は

信頼できると考えられる。

　また、次章で連通口条件の違いによる影響を検討す

るための事前検討と位置づけ、適切な CFD 解析を行

うために、メッシュサイズや計算時間間隔の検討など

解析条件の選定を行った。さらに、解析結果から蓄熱

バランス比を算出する方法について検討を行った。

4. 連通口条件の違いによる蓄熱バランス比への影響

(第 4章 )

4.1 CFD 解析概要

　CFD 解析手法を表 2 に示す。解析空間は、1m×1m 

×1m のディフューザーを持つ槽と持たない槽を 10cm

の厚さの隔壁を介して並列に連結し、隔壁の上部と下

部に、ディフューザーを持たない槽への流入、流出の

ための連通口を設けたものとした。図 5 に示す通り、

計算負荷軽減のためディフューザーの中心で槽を４分

割した空間を解析空間とし、ディフューザーは、単純

化のため、20cm×80cm の矩形平板 ( 設置水深 5cm) か

ら鉛直上向き方向に均等流速で流入する
2)
ものとし

た。

　理論関係式によって求めた蓄熱バランス比 RH の予

測精度を CFD 解析によって検証するため、CFD 解析

結果による t*=0.6( 換水回数 0.6) 時点の槽内流入熱量

の差から求めた RH と比較し、グラフにまとめた。

 ここでは、理論値を求める際の流量係数 α は各条件

ごとに算出しており、ＣＦＤ解析結果から連通口前後

の圧力差 ∆ ( )P hを調べ、以下の式を用いて平均抵抗値 ξ ζ ζ λ= + +
l
dc

1 2

[-] を計算することで流量係数を求めた。

( )
( )

表 1 CFD 解析手法

図4 実験値とCFD解析による温度分布の比較
(連通口直径300mmのケース)

連通口 300mm

(2)

(3)

(4)

∆ ζ ρ
= − =p p p u

2 c1 2
2 α

ζ
=

1
(5)
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4.2 小規模蓄熱槽の CFD 解析による検討

(1) 連通口形状による影響

　表 3 に示す通り 4 種類の連通口形状に対して、換水

時間を 0.4h 〜 1.5h として流量を 9 段階変化させ CFD

解析を行い、RH の比較を行った。図 6 に、RH の理

論値を横軸に、CFD 解析結果によって求めた RH を縦

軸にして比較したものを示す。全体的な傾向をみると、

CFD 解析によって得た値は理論値と比例関係にはある

が、値そのものは約1/2～1/3程度であることがわかっ

た。これは、理論上では槽 A と槽 B の温度分布は高

さのみが異なり同形状のものであると仮定したのに対

し、CFD 解析で得られた結果によると、両槽の温度分

表 3 連通口形状が異なる場合の CFD 解析条件 表 4 連通口数が異なる場合の CFD 解析条件

C
FD

R
H
値

 

RH

値
 

図 6 連通口形状が異なる場合の理論値と CFD 解析値の比較

値
 

図 7 連通口数が異なる場合の理論値と CFD 解析値の比較

1,
00

0

1,000

1,000

1,000
[mm]

図 5 解析空間概要図

表 2 CFD 解析手法 布の形状に違いが見られたことに起因すると考えられ

る。ただし、設計者の立場から蓄熱性能をチェックす

る際には安全側の設計となるため、理論で求めた値を

そのまま設計時に利用できるのではないかと考えてい

る。また、連通口の形状別に着目すると、RH =0.01 前

後においては、形状の違いは蓄熱バランス比に大きな

影響を与えないことがわかる。

(2) 連通口数による影響

　表４に示す通り、連通口の個数を、連通口合計断

面積が等しくしたままで 1~3 個に変化させ、また、換

水時間を 0.5h~1.0h として 6 段階変化させ CFD 解析を

行った。図 7 より、CaseA のみ他の場合に比べて値が

小さくなっているが、CaseB と CaseC は概ね一致して

いることがわかる。よって、連通口断面積が等しく、

ある程度槽 B へ流れ込むルートが確保されていれば、

連通口数の違いは蓄熱バランス比に影響を及ぼさない

と考えられる。また、caseA では他の場合に比べ、連

通口内表面積が小さく壁面摩擦の影響が少ないため蓄

熱バランス比が小さくなったと考えられる。

(3) 連通口設置高さによる影響 

　表５に示す通り、連通口の設置高さを 5 段階設定

し、換水時間を 0.5h~1.0h として流量を 6 段階変化さ

せ CFD 解析を行った。図 8 より、全体的に他の連通

口条件と同様、理論値よりも小さい値をとることがわ

かる。設置高さによる影響に着目すると、水面から離

れるほど、流量の変化に伴い CFD 解析による RH 値

が大きく変化する、つまり蓄熱バランス比に大きな影

響を与えることがわかった。また、設置水深が深く、

流量が少ない ( 理論値が小さい ) 時、解析値が負の値

をとるのは、連通口が隔壁中央部にあるため、t*=0.6

－ 19 －



構造上許容できる範囲として設定する。

⑦設置水深は蓄熱バランス比が安定するようできるだ

け水面に近い位置に設定する。

6. おわりに

　本研究では、ディフューザーを持つ槽と持たない槽

が連通口でつながっている並列連結型蓄熱槽について

以下のような成果を得た。

・両槽の温度分布の差異から密度分布に差異が生じた

時の連通口両側の圧力差に着目して、理論的に蓄熱バ

ランス比 RH を求めることができる関係式を導いた。

・理論によって求めた蓄熱バランス比 RH の予測精度

を CFD 解析を用いて検証した結果、連通口の位置や

形によって若干異なるものの、CFD 解析によって得

た値は理論値と比例関係にはあるが、値そのものは約

1/2 ～ 1/3 程度であることを明らかにした。

　これらの結果より、蓄熱槽の連通口設計手法につい

てまとめた。

 
 

 

図 9 蓄熱槽のサイズが異なる場合の
理論値と CFD 解析値比較
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時点では、両槽の流量バランスがまだ安定しておらず、

槽 B へ多く流れ込んだためだと考えられる。

4.3 実規模蓄熱槽の CFD 解析による検討

　小規模蓄熱槽における連通口条件の及ぼす影響につ

いての検討を踏まえて、実規模蓄熱槽 (2m、4m 規模 )

についても同様に、表 6 に示す通り CFD 解析を用い

て検討を行い、理論値との比較により相違点について

検討した。図 9 に、RH =1% 前後の値をとるそれぞれ

の槽規模に見合った 10cm 連通口の数と換水時間の組

み合わせによる 5 条件について、RH の理論値と CFD

解析結果によって求めた RH をそれぞれ比較し結果を

示す。これより、どの規模においてもおよそ理論値

の 1/2~1/3 程度の値に比例することがわかった。また、

2m 規模と 4m 規模がよく一致していることから、隔

壁面積に対し連通口面積が十分に小さければ槽規模の

違いによって連通口条件の及ぼす影響は異ならないと

推察できる。

5. 蓄熱槽の連通口設計手法の提案 (第 5章 )

　2 章でおこなった理論的検討、4 章でおこなった

CFD 解析による連通口条件の違いによる蓄熱バランス

比への影響についての検討を、実設計において設計者

が蓄熱槽を設計する際の連通口の検討に用いる事がで

きるよう例を示し、設計手順としてまとめた。

①蓄熱槽サイズを決定する。

②換水時間を設定し、連通口流量を求める。

③目標とする蓄熱バランス比を決める。

④理論関係式に代入し、連通口合計断面積を求める。

⑤算出された連通口合計断面積から、連通口サイズを

決定する。

⑥面積、設置個数、形状は大きい影響を与えないので、

値
 

図 8 連通口設置高さが異なる場合の
理論値と CFD 解析値比較

表 5 連通口設置高さが異なる場合の CFD 解析条件

表 6 蓄熱槽のサイズが異なる場合の CFD 解析条件

( )L Hρ ρ−[kg/m3]: 低温水 (7℃ ) の密度
( )L Hρ ρ− [kg/m3]: 高温水 (15℃ ) の密度

Δh[m]: 温度成層部高さの差
Fu [m3/s]: 上部連通口の流量
Fl [m3/s]: 下部連通口の流量
A [m2]: 連通口面積
α [-]: 流量係数
g [m/s2]: 重力加速度
ρ [kg/m3]: 平均密度

dC [m]: 連通口鉛直方向の幅
uC [m/s]: 連通口平均流速

ArC [-]: 連通口アルキメデス数
L [m]: 槽水深
RH [-]: 蓄熱バランス比
Re : レイノルズ数　
l : 連通口長さ (l=0.1m)　
λ : 摩擦係数

記号
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領域気象モデル WRF を用いた気候解析に基づく 

仙台における将来の熱中症リスクの評価 

 
学部 正会員 河西 昌隆（東北大学） 

 
1. 研究の背景と目的 

近年、地球温暖化とヒートアイランド現象による都

市温暖化、極端気象の増加による猛暑が様々な問題を

来たしており、仙台では 2010 年以降熱中症が原因の救

急搬送者数が急増している。IPCC の報告文 1)によると、

今後も地球温暖化は確実に進行していくとされている。

それに伴い熱中症被害の増加傾向が加速することが予

想され、効果的な熱中症対策が要求されている。 

日本建築学会の「GCM を活用した近未来標準気象

データ作成 WG」文 2)は、全球気候モデル GCM の一つ

である MIROC4h 文 3)の解析結果を境界条件とした、領

域気象モデル WRF での力学的ダウンスケーリングに

基づく標準気象データ作成手法を提案した。同 WG の

一環として、大多和文 4)は仙台を対象に 2030 年代のメ

ソ気候解析を行い、近未来標準気象データを整備した。 

一方、近年、夏季の健康被害予測に関する研究も行

われている。Ohashi et al 文 5)は 2010 年の東京特別区を

対象に WBGT 注 1)と昼間人口分布を用いて熱中症発症

者数を推定する再現実験を行った。また、Kikumoto et 

al 文 6)は気候変化が東京における将来の熱中症発症率

(Incidence Rate)に及ぼす影響を分析している。しかし、

これらの研究において人口を考慮して将来の熱中症発

症者数そのものの分布を予測した例は全くない。 

本研究では、WRF 解析により熱中症と強い相関を持

つ WBGT の空間分布を求め、日最高 WBGT と救急搬

送率の関係式を組み込むことで Incidence Rate を算出

した。さらに昼間人口密度分布を掛け合わせ、絶対数

として熱中症リスクを評価する手法を構築した。さら

に、その手法を用いて気候変化が仙台における 2030

年代の熱中症リスクに及ぼす影響を定量的に評価した。 

2. 新たな熱中症リスク評価手法の構築(第 3 章) 

本研究では熱中症を災害の一種と捉え、屋外におい

て熱中症が原因で救急搬送される患者数を推定するこ

とで、都市空間における屋外の熱中症リスクを定量的

に評価する新たな手法を構築した。防災に関する研究

分野では、各種の災害リスクを図 1 に示す概念図に基

づき定義する場合が多い文 7)。①Hazard は災害をもたら

す危険要因、②Vulnerability は Hazard に対する都市・ 

 

𝑉𝑉𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑛𝑛 = {0.10 × 𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑛𝑛 −   1.96   (𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑛𝑛 < 27.8℃)
1.65 × 𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑛𝑛 − 44.99   (𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑛𝑛 ≥ 27.8℃) (1) 

𝐼𝐼𝐼𝐼 = ∑ 𝑉𝑉𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑛𝑛

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑛𝑛𝑛𝑛
(2) 

𝐼𝐼𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 = (𝐼𝐼𝐼𝐼 × 𝑃𝑃𝑃𝑃) 106⁄  (3) 
𝑉𝑉𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑛𝑛   日最高 WBGT がWBGTn[℃]の日における救急搬送率 

 [人 (100 万人・日)⁄ ] 
𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑛𝑛   n[日目]の日最高 WBGT[℃] 
𝐼𝐼𝐼𝐼            一ヶ月あたりの救急搬送率[人/(100 万人・月) ] 
𝑃𝑃𝑃𝑃          昼間人口密度[人 km2⁄ ] 
𝐼𝐼𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅        一ヶ月、1km2あたりの救急搬送者数[人 (km2・月)⁄ ]  
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図 2 日最高 WBGTと熱中症による救急搬送率の関係注 2) 

表 1 熱中症リスクの算出式 

図 3 宮城県の昼間人口密度の空間分布注 3) 

0 

68,000 
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図 1 災害リスク概念図文 7) 
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地域及び人体の脆弱性、③Exposure は Hazard への暴露

の程度を意味しており、これらが重なることで災害が

発生する。濱田文 8）は、都市が内包する暑熱化を加速

させる各種要因(風通しの阻害、日陰面積の減少等)を

Vulnerability として評価し、歩行空間における

Vulnerability の分布を分析した。 

本研究では、熱中症による救急搬送者数(熱中症リス

ク)を推定するために、①Hazard として日最高 WBGT、

②Vulnerability として日最高 WBGT と救急搬送率の関

係(図 2)、③Exposure として昼間人口密度の各指標を採

用した。現在及び将来の Hazard(日最高 WBGT の空間

分布)は GCM の計算値を境界条件とした WRF による

ダウンスケーリング解析の結果から算定した。 

熱中症リスクの算出過程を表 1 に示す。(1)式は図 2

に示す 5都市の日最高WBGTと救急搬送率の関係のう

ち、仙台の近似直線を表している。なお、仙台におい

て救急搬送者数が最も増加する WBGT 温度帯(閾値)は

28℃であった。また、宮城県における昼間人口密度の

空間分布を図 3 に示す。本研究では、気候変化が熱中

症リスクに及ぼす影響を分析することを目的としてい

るため、昼間人口分布は将来も変化しないと仮定した。 

3. 熱中症リスク評価手法の妥当性の検証(第 4 章) 

3.1. 解析概要 
前章で提案した熱中症リスク推定手法の妥当性を検

証するため、仙台において熱中症被害が急増し始めた

2010 年 8 月一ヶ月を対象に WRF による過去再現解析

を行った。なお、二週間の助走計算期間を設けた。図

4、表 2 に解析領域の設定、表 3 に解析条件を示す。 

3.2. 熱中症による救急搬送者数の再現精度検証 

図 5 に 2010 年 8 月の日最高 WBGT 及び熱中症によ

る救急搬送者数の推移を示す。日最高 WBGT について

は、仙台管区気象台地点における AMeDAS 観測値注 4)

と WRF 解析結果からそれぞれ算出した値を示してい

る。救急搬送者数については、仙台市において実際に

熱中症が原因で救急搬送された患者数と前章で提案し

た評価手法を適用して推定した救急搬送者数である。 

日最高 WBGT の月平均値は AMeDAS が 29.3℃、

WRF が 28.4℃と WRF でやや低かったものの、日最高

値の一ヶ月間の傾向はよく再現できている。救急搬送

者数に関しては、一ヶ月間の総搬送者数は実際が 101

人、WRF が 89 人と WRF による推定値がやや少なか

った。これは、8/5~8/8 の期間の搬送者数を少なめに予

測していることによる影響が大きい。8 月前半は、日

最高 WBGT が閾値の 28℃を大きく超える日が連続し

ている。WBGT が高い環境が長期間続き、人体への熱

ストレスの蓄積が大きくなったため、8/5~8/8 の期間で

は実際の搬送者数が推定された搬送者数を上回った可

能性がある。その他の期間の搬送者数の傾向は概ね良

く一致しており、本手法の有用性は確認できた。 

4. 熱中症リスクの将来変化の定量的分析(第 5 章) 
4.1. 解析概要 

熱中症リスクの将来変化を分析するために、2007 年

と 2034 年注 5)の 8 月一ヶ月を対象に WRF解析を行った。

気象データには両ケースとも MIROC4h を用いた。そ

の他の解析条件及び解析領域は 3.1 節と同様である。 

4.2. 解析結果の分析 

4.2.1. 各気象要素 

2034 年の 12 時における気温・絶対湿度・風速の空

間分布(月平均、以下同様)を図 6 に、2034 年と 2007

年の差の空間分布を図 7 に示す。2034 年の気温につい

ては、山間部を除く陸地に 28℃を超える高温域が広く

形成されている。さらに、図 7(1)より将来は全域で気

温が上昇していることが確認できる。特に仙台市の内

表 3 解析条件 
2010年7月15日　午後9時 - 2010年9月1日　午後9時（JST）
34層(地表 - 50hPa)
Domai1:90秒、Domain2:30秒、Domain3:6秒
NCEP　Final Operational Global Analysis data

標高
Domain1,Domain2:USGS
Domain3:国土数値情報

土地利用
Domain1,Domain2:USGS
Domain3:国土数値情報

WSM 6  
Dudhia scheme
rrtm scheme

YSU  scheme
Kain-Fritsch (new Eta) scheme
1-way ネスティングネスティング

地表面過程
Noah Land Surface Model scheme
+Single-layer Urban Canpy Model

雲微物理過程

短波放射過程

長波放射過程

大気境界層過程

積雲パラメタリゼーション

解析期間

鉛直格子

タイムステップ

初期値・境界値

気象データ

地形データ

表 2 解析領域の大きさとメッシュ分割 
領域 メッシュ分割数メッシュサイズ

(X×Y)[km] (X×Y×Z)[-] (X×Y)[km]
Domain1 1800×1800 72×72×34 25×25
Domain2 750×750 150×150×34 5×5
Domain3 120×120 120×120×34 1×1

図 4 解析領域及び Domain3 の土地利用図 

都市 高層

都市 中層

都市 低層

農用地

田

草原

混合林

水面

荒地

Domain1

Domain2

仙台管区気象台

Domain3

山形市

福島市
白石市

大崎市

図 5 日最高 WBGT と熱中症による救急搬送者数
の日変化 
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陸部、領域の北部・南部の沿岸地域での上昇が顕著で、

1℃以上昇温する地域も見られた。また図 6(2)から、土

地利用が「都市(高層)」に分類され緑被率が小さい仙

台市都心では、周辺より湿度が低いことがわかる。し

かし、海風による湿気の移流により、沿岸部では高湿

度な領域が形成されている。将来は、気温上昇に伴う

海面からの蒸発量の増加が原因で、絶対湿度も全域で

上昇した(図 7(2))。また図 6(3)を見ると、仙台エリア

の夏季の風環境の特徴として、海上から陸地に向かう

風速が大きく、海風が卓越している点が挙げられる。

ただし、将来と現在の風向風速ベクトル差分布(図 7(3))

を見ると、海上や沿岸部でベクトルがおよそ南を向い

ており、海上の風速が低減することで、将来は日中、

海風が侵入しにくくなることを意味している。 

4.2.2. 体感温度指標 WBGT 

仙台管区気象台地点における WBGT の時刻別平均

値の日変化を図 8 に、WBGT に関する統計データを表

4 に示す。図 8 のエラーバーは各時刻の標準偏差。両

年とも日射が到達する日中は比較的急激に WBGT が

上昇・低下する特徴が見られる。また、12 時にピーク

を迎え日射量が 0[W/m2]となる 19時以降は緩やかに低

下するという 1 日の傾向は一致していた。しかし、2034

年は全時刻において 2007 年の値を上回っており、日平

均 WBGT 値は 24.6℃(2007 年)から 0.7℃上昇した。同

様に、日最高値も将来は 0.7℃上昇しており、特定の

時間帯で極端に上昇するのではなく 1 日を通して上昇

幅は概ね等しかった。また、仙台における救急搬送率

の閾値である 28℃を超過する時間の出現頻度も、91

時間から 120 時間へ将来は 1.3 倍増加した。 

2034年の 12時におけるWBGTの空間分布を図 9に、

2034 年と 2007 年の差の空間分布を図 10 に示す。気温

や湿度と概ね同様に山間部を除く広範囲に高温域が分

布しており、仙台市周辺では閾値(28℃)を超える領域

も現れた。また、将来はほぼ全ての領域で WBGT が上

昇した(図 10)。高温・多湿・低風速はそれぞれ WBGT

を上昇させる方向に作用し、熱中症リスク評価におけ

る Hazard 拡大の要因となる。WBGT と各気象要素の

分布を比較することで、WBGT への寄与度を要因分解

的に分析できる。まず、図 10 より、仙台市都心の外縁

部は将来 WBGT が特に上昇したことがわかるが、この

地域は図 7(2)において湿度の上昇が大きかった地域と
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図 8 WBGT の時刻別平均値の日変化 
(仙台管区気象台地点) 

表 4 WBGT に関する統計量 (仙台管区気象台地点) 

［℃］ ［℃］ ［℃］ ［時間/月］
2007年 24.6 27.2 22.4 91
2034年 25.3 27.9 23.0 120

閾値(28℃)を
超える時間数

日平均
WBGT

日最高
WBGT

日最低
WBGT

20     30[℃] 0.013      0.0185[kg/kg’] 

図 6 12 時の各気象要素の空間分布(2034 年) 
(1)気温(地上 2m) (3)風速(地上 10m) (2)絶対湿度(地上 2m) 図 9 12 時の WBGT の 

空間分布(2034 年) 

17 30[℃] 10[m/s] 

0.2    1.3[℃] 0     0.0014[kg/kg’] 

図 7 12 時の各気象要素の差の空間分布(2034 年－2007 年) 
(1)気温(地上 2m) (3)風速(地上 10m) (2)絶対湿度(地上 2m) 図 10 12 時の WBGT 差の

空間分布 
(2034 年－2007 年) 

WBGT差[℃]

-0.25 ～ 0
0 ～ 0.25

0.25 ～ 0.50
0.50 ～ 0.75
0.75 ～ 1.00
1.00 ～ 1.25
1.25 ～ 1.50

5[m/s] 
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一致する。福島県北部でも WBGT が 1℃以上上昇する

地域が出現したが、この地域では湿度より気温の上昇

が WBGT の上昇に大きく影響したとみられ、WBGT

上昇の抑制対策は地域毎に異なるといえる。また、風

速が増大した沿岸部や福島県北部では WBGT が上昇

しており、風速と WBGT の相関は小さいと考えられる。 

4.3. 熱中症リスクの分析 

2007年及び 2034年の WRF解析結果に前章で妥当性

を確認した熱中症リスク評価手法を適用し、宮城県に

おける熱中症リスクを推定した。(1)~(2)式より算出し

た、一ヶ月、人口 100万人あたりの救急搬送率(Incidence 

Rate)分布を図 11 に、宮城県全域の昼間人口を考慮し

た一ヶ月、1km2 あたりの救急搬送者数(熱中症リスク)

分布を図 12 に示す。図 11 より、Incidence Rate は山間

部で概ね 0[人/(100 万人・月)]であるが、その他の沿岸

部や内陸地では高いという WBGT の分布を反映した

結果を示した。また、将来は山間部を除く広い範囲で

Incidence Rate が上昇した様子が確認できる。一方、図

12 を見ると熱中症リスクは、仙台市都心部に 3［人

/(km2・月)］を超える高い領域が集中しており、昼間

人口密度の寄与度が大きかった。また、2034 年と 2007

年の Incidence Rate の差と熱中症リスクの差の空間分

布を図 13、図 14 に示す。Hazard の拡大により広い範

囲でリスクが増大した。図 13 を見ると、図 10 で将来

WBGT の上昇が大きかった地域である、沿岸部や仙台

市周辺で特に Incidence Rate が上昇した。Incidence Rate

の上昇と高人口密度の相互作用により、仙台市都心部

の熱中症リスクの上昇が顕著で、0.1[人/(km2・月)]以上

と最も上昇幅が大きかった。Incidence Rate の上昇が大

きかった仙北・仙南地域にも 0.02[人/(km2・月)]以上搬

送者が増加する領域が現れた。 

5. まとめ 

1)日最高 WBGT(Hazard)、日最高 WBGT と熱中症によ

る救急搬送率の関係式(Vulnerability)、昼間人口分布

(Exposure)を用いて屋外の熱中症による救急搬送者数

(熱中症リスク)を推定する新たな評価手法を構築した。 

2)仙台を対象に 2010 年の WRF 再現解析を行い、熱中

症リスクを算定した。実際の救急搬送者数と比較し、

提案した熱中症リスク評価手法の妥当性を確認した。 

3)2000 年代及び 2030 年代の標準年を対象に WRF 解析

を行い、気象要素・熱中症リスクの将来変化を分析し

た。WBGT 上昇に伴い、広範囲で Incidence Rate が上

昇した。Incidence Rate の上昇に加え昼間人口密度が高

い仙台市都心部や、Hazard の上昇が顕著であった仙

北・仙南地域で特に熱中症リスクが高まった。 

【注釈】

注1) WBGT は経験式(4)式に基づき労作環境を評価する指標。 
WBGT(屋外) = 0.7Tw + 0.2Tg + 0.1Ta (4) 
Tw:湿球温度[℃]、Tg:黒球温度[℃]、Ta:乾球温度[℃] 

注2) 各都市の消防局から入手した実際の熱中症搬送事例と

当該日の最高 WBGT の関係から作成。 
注3) 平成 22 年国勢調査の結果に基づく人口データを使用。 
注4) 環境省熱中症予防情報サイト (http://www.wbgt.env. 

go.jp/)に掲載されているデータを引用。各気象要素の

AMeDAS 観測値から WBGT を算出している。 
注5) 大多和文 4)が抽出した仙台の 8 月の 2000 年代(2006 年

~2010 年)及び 2030 年代(2031 年~2035 年)の標準年。 
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図 14 熱中症リスクの 
差の空間分布 
(2034 年－2007 年) 

図 13 Incidence Rate の
差の空間分布 

(2034 年－2007 年) 

図 11 Incidence Rate の空間分布 
2034 年 2007 年 
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図 12 熱中症リスクの空間分布 
2034 年 2007 年 

0 3.5[人/(km2・月)] 

搬送率
[人/(100万人・月)]

-10 ～ - 5
- 5 ～ 0

0 ～ 5
5 ～ 10

10 ～ 15
15 ～ 20
20 ～ 25
25 ～ 30

搬送者数 [人/(km2 ・月)]
-0.010～-0.005
-0.005～0

0
0～0.005

0.005～0.020
0.020～0.050
0.050～0.100
0.100～0.200
0.200～0.300

－ 24 －



- 1 - 

南砺市城端における絹産業遺産の分布及び外観形態 
―明治以降の近代化に着目して― 

 
 
工学部 正会員 木原 佑希子（新潟大学） 

 
はじめに

研究の背景と目的

歴史的町並みは地域固有の歴史や文化を現在に伝

える重要な資産である。産業遺産もまた、歴史的町並

みの要素の一つである。産業遺産は 1990 年の文化庁

による「近代化遺産総合調査」に始まり、近年では 2007
年・2008 年の経済産業省の「近代化産業遺産群」認定

制度や 2014 年の「富岡製糸場と絹産業遺産群」の世

界遺産登録などにより注目度を増している。しかし、

近代化遺産調査における詳細調査は 1 都道府県当たり

数十件のみであり、網羅的とはなっていない 1)。また、

産業遺産は町家などの小規模なものに比べ個人による

維持が困難とされている 2)。そのため、歴史的価値が

未だ把握されておらず支援が行き届いていないものは

取り壊されていくことが多い。 
南砺市城端は江戸期から五箇山や白川郷の養蚕を

背景に絹産業で栄え、現在も大規模な絹織物工場が残

っている。加えて、絹産業を通して五箇山の生業を支

えていた歴史があり、城端において絹産業遺産は大き

な価値を持つ。一方で産業構造の転換などにより絹産

業は衰退し、近年は空き家化し腐朽しているものも見

られるため、早急な対応が必要と考えられる。 
そこで本研究は、城端の絹産業遺産の価値を再認識

するため、城端の近代化に寄与した明治以降の絹産業

遺産の分布及び外観形態を明らかにすることを目的と

する。これを以て、今後継承されるための重点整備地

区や建造物の選定の基礎的な資料となることを目指す。 
研究の位置づけ

近代化産業遺産を扱った研究には、桐生市を対象と

して鋸屋根工場の分布状況や外観特性を明らかにした

研究 、鋸屋根建築の形態の変遷を明らかにした研究

などがあるが城端を対象とした近代化産業遺産の研究

は未だなされていない。また、これまで城端を対象と

した研究には、伝統的様式を有する建造物の分布状況

と町家の外観特性に着目した研究 、江戸期の城端絹

の生産構造に関する研究 ）などがあるが、本研究は明

治期以降の絹産業遺産に着目し、絹産業遺産の分布と

絹織物工場の外観形態を明らかにする。

対象地概要

南砺市城端は富山県の南西部に位置する。 世紀中

頃に善徳寺の寺内町として開町し、五箇山や白川郷の

養蚕を背景に絹産業で町が繁栄した。五箇山との交流

は古くからあり、冬に交通が閉ざされる五箇山は生活

物資を判方と呼ばれる城端商人に頼った。その際、生

糸などの産物を担保として判方に金の前借をしていた。

城端絹は五箇山の生糸の他、福光や白川郷など周辺地

域の生糸を原料とし、加賀絹として金沢街道を通り京

都へ運ばれた。これらにより繁栄した富によって、

年には曳山祭が始まり、現在まで受け継がれている。

また、 年から住民を中心に空き家再生の取り組

みが活発化し、現在まで 棟の町家が再生された。今後

も町家 棟と絹産業遺産 棟の再生が検討されている。

研究の方法

調査対象とする建造物は城端の近代化に寄与した

明治期以降に建築された「絹産業遺産」である。「絹

産業遺産」は絹産業の生産・生活・信仰に使用された

建造物とする。これらは分布を確認できる最古の絵図

である大正期から現在までの入手できた全ての絵図及

び地図の内、間隔が 年以上になるように 時点 大正

年・昭和 年・ 年・ 年・平成元年・ 年・ 年・

年・ 年 を対象とし、住宅地図や絵図などの参照

と絹織物業関係者や住民へヒアリングを基に各年代で

抽出する。次に、抽出した絹産業遺産を用途により分

類する。さらに、残存する絹産業遺産の内、複数の形

態を確認した絹織物工場について目視により外観調査

を行い分類する。また、工場の建築年代を絹織物業関

係者や大工へのヒアリングにより推定し、外観形態と

伴わせて整理する。以上より、絹産業遺産が時代によ

りどのように変遷してきたかを分析、考察する。

次章以降、まず 章では絹産業遺産の分布を過去と

現在に分けて把握する。続いて 章では、 章で確認し

た絹産業遺産の用途による分類を行い、この内残存す

る絹織物工場に絞って外観形態を明らかにする。さら

に、建築年代の推定と外観形態との照合により絹織物

工場の外観形態の変遷を分析する。
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絹産業遺産の分布

過去の分布状況

大正 13 年は、絹織物工場 27 棟、従業員宿舎 1 棟、

織物組合 1 棟、守護寺 1 棟、呉服屋 20 棟、紺屋 2 棟

の計 52 棟を確認した。次に昭和 32 年は、絹織物工場

30 棟、従業員宿舎 6 棟、蚕糸研究所 1 棟、織物組合 2
棟、守護寺 1 棟を確認した(表 1)。大正 13 年に比べ、

絹織物工場と従業員宿舎の増加が見られる。昭和 45
年以降では、絹織物工場と呉服屋を除くその他の建造

物はほとんど変化がなかった。変化が見られたのは、

平成元年から 5 年の間に蚕糸研究所が、平成 20 年か

ら 27 年の間に 1 棟の従業員宿舎が確認されなくなっ

たことのみである。絹織物工場は大正 13 年から昭和

45 年までは増加し、その後は微減して現在に至る。 
分布に関しては、工場は町全体に点在しており、呉

服屋は通り沿いに多い(図 1)。小規模な工場は町の中心

部にも分布するが、大規模な工場は水源確保のため川

沿いや水路付近に多く分布する。これは、電気が普及

する以前は水車を動力源としていたためである。また、

工場は五箇山街道沿いに多く確認できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

現在の分布

残存する絹産業遺産は、絹織物工場 20 棟、事務所 7
棟、保管蔵 9 棟、従業員宿舎 5 棟、従業員の学校 1 棟、

織物組合 2 棟、守護寺 1 棟、呉服屋 3 棟の計 40 棟(3) で

ある(表 1)。工場の数を最も多く確認した昭和 45 年に

は 33 棟であり、その後微減し続けるものの現在 20 棟

が残るため、残存状況は良いと言える。 
絹織物工場の分布は過去と同様に川や水路付近に

集中し、特に池川沿いに多く残る(図 2、写真 1、写真

2)。また、小規模な工場は過去に比べ大きく減少した。

町別にみると、工場は東新田町に 20 棟中 9 棟と多く

残る(図 2、表 2)。これは生糸が五箇山街道を通り運搬

され、たくさんの生糸を入手できる判方が街道入口に

多くいた歴史に関係する。現在も東新田町には、判方

業を営んでいた 3 つの工場が街道沿いに残る。それら

の敷地には絹織物工場・従業員宿舎・事務所・保管蔵・

従業員の学校などの生産活動に関連する建造物が群と

して残存する(写真 3)。このような絹産業遺産は城端に

おける絹産業の生業・歴史を現在に伝えるため、東新

田町は重要な地区だと考えられる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 平成 年の絹産業遺産の分布状況図 大正 年から平成 年までの絹産業遺産の分布
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絹産業遺産の外観形態

絹産業遺産の用途による分類

大正期から現在までの絹産業遺産について地図や

文献から確認できたものを洗い出し、それらを用途に

より分類する 図 。

まず、絹産業に直接関連した建造物と間接的に関連

した建造物に分類した。さらに、絹産業に直接関連し

た建造物は個々の工場に関連した建造物と産業全体で

共有した建造物に分類できる。この内、個々の工場に

関連した建造物は生産に関連した建造物と生活面で関

連した建造物に分類できる。このように分類すると、

現在も城端に生産活動に関連した多様な建造部が残存

することがわかる。また、かつて存在した紺屋、蚕糸

研究所は残存しないことがわかった。

絹織物工場の外観形態による分類

確認した絹産業遺産の用途の内、複数の外観形態を

確認した残存する絹織物工場を規模、屋根形状、外形

により つの形態に分類する。この分類において絹織

物工場 棟は「鋸屋根」工場 棟、「鋸屋根以外の大

規模」工場 棟、「町家型」工場 棟、「蔵型」工場

棟に分類できる 図 、写真 。この結果、半数以上が

鋸屋根以外の工場であった。これより、城端の絹織物

工場には絹産業遺産で注目されがちである鋸屋根工場

以外の形態も残存することがわかる。

鋸屋根工場に関しては、昭和 年 には 棟が存

在した。その内、最大規模のもので 連の工場 棟を

確認した 図 。現在は、最小 連から最大 連の工

場が残存する。建築当時の状態で残存する工場もある

が、経営規模の縮小や維持の負担から減築し、一部の

み残る工場が 棟で確認できた 表 。採光方位は

棟中、移築された 棟を除く 棟で北向きであった 表

。一方で、鋸屋根以外の大規模工場に関しては、特

に北向きが多いなどの採光方位の傾向は確認されなか

った。鋸屋根以外の大規模工場における採光の特徴と

しては、下屋の付け根部分に採光を確保する高窓が確

認された 写真 。これは、専ら動力を機械などの作

業工程に使用し、作業時の採光は自然光に頼っていた

ことが要因だと考えられる。このような高窓は大正期

に建築された 棟で確認された。 
建築年代と外観形態

残存する絹織物工場の内、建築年代が判明した

棟 について で分類した外観形態と伴わせて整理

する。明治期に建築されたものは町家型工場 棟・蔵

型工場 棟、大正期のものは鋸屋根以外大規模工場

棟、昭和初期のものは鋸屋根以外の大規模工場 棟・

用途 Ｔ13年 S32年 S45年 S55年 Ｈ元年 Ｈ5年 Ｈ12年 Ｈ20年 Ｈ27年

絹織物工場(棟)

事務所(棟） ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

保管蔵(棟) ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

従業員宿舎（棟）

従業員の学校(棟)

蚕糸研究所(棟)

織物組合(棟)

守護寺(棟)

呉服屋(棟)

紺屋(棟)

計(棟)

凡例
T:大正　　S:昭和　　H:平成　　 -:不明

※平成27年以前の事務所、保管蔵は把握しきれなかったため不明

表 各年代の絹織物工場の用途別棟数  

写真 川沿いに位置する工場群 写真 水路近くの工場

写真 蔵・学校・事務所

表 残存する絹織物工場の用途、外観

図 絹産業遺産の用途分類

図 絹織物工場の外観分類 写真 蔵型工場

写真 高窓をもつ絹織物工場

町名 工場名 建築年代 稼働時期 途中 現状 宿舎 事務所 蔵 形態 連数 採光方位

出丸 丸喜機業 S初期 S初期-H5頃 化繊 倉庫 〇 〇 × 鋸屋根 3(3＋5) 北

北野 木村機業 S7年 S7-現在 他工場 × 〇 〇 鋸屋根 北

東下 吉村絹織 T-現在 絹織物 △ ● 〇 鋸屋根以外

川島 吉村絹織 T-現在 絹織物 鋸屋根以外

野下 越村機業 戦前 S20頃-S30頃 不明 空き家 不明 × × 町家型

大工 中谷機業 M38年 S30頃-H5頃 化繊 空き家 不明 × × 蔵型

大工 細川機業 M31年 M31-S30頃 住宅 ● × 〇 町家型

東新田木村機業 T-H12頃 事務所 × × 〇 大規模

東新田松井機業 M初期-T 絹織物 ● ● 〇 町家型

東新田松井機業 S初期 S初期-現在 絹織物 鋸屋根以外

東新田松井機業 T-現在 絹織物 町家型

大宮野松井機業 S初期 S初期-現在 倉庫 鋸屋根 1(不明) 南西

東新田松井機業 T-現在 絹織物 鋸屋根以外

東新田西川産業 S9年 S9－現在 化繊 倉庫 △ 〇 〇 鋸屋根以外

東新田西川産業 S初期 S初期-現在 化繊 化繊 鋸屋根 北東

東新田藤田機業 S初期 S初期-H5頃 化繊 空き家 〇 〇 〇 鋸屋根 不明(13) 北

東新田藤田機業 S初期 S初期-H5頃 化繊 空き家 鋸屋根以外

理休 中島機業 S12年 経編 倉庫 ● × × 鋸屋根 2(5） 北西

大窪 西川産業 S9年 S9-現在 化繊 化繊 × × × 鋸屋根 北

是安 吉村合資 S10年頃 S10-H12頃 空き家 △ ● 〇 鋸屋根 北

M明治 T大正 S昭和

H平成

基本情報

凡

例

化繊:化学繊維

経編:ニット

-:途中転用無

3＋5:3連と5連の工場が連立

(　)内は過去の連数

-:鋸屋根以外のため対象外

設備 外観用途

〇有 △過去に有

×無 ●工場一部

-同工場より省略

－ 27 －
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鋸屋根工場 棟が分布する。以上より、蔵型工場は

棟のみ残存するため各年代の主要な形態としての分類

で除くと、明治期は町家型工場、大正期は鋸屋根以外

の大規模工場、昭和初期は鋸屋根工場が各年代の絹織

物工場の主要な形態であると考えられる 表 。この

ように城端の絹織物産業は近代化にしたがって、工場

の外観形態が変化していったと考えられる。

それぞれの外観形態の要因としては、明治初期まで

は問屋制家内手工業であり、手織りにより各家で織ら

れていたため明治期は町家型工場が多かったと考えら

れる。大正期に入ると、明治 年の鉄道開通や大正

年の電気開通により絹織物産業は工場制手工業の時代

へとなる。また、明治 年には織物組合が結成され、

複数の出資者によって工場が建設されたため、大正期

は鋸屋根以外の大規模工場が多くなったと考えられる。

昭和初期には電気が普及し、経営の規模が拡大したた

め鋸屋根工場が多いと考えられる。鋸屋根工場はイギ

リスの産業革命で繊維業の発展と共に考案され、明治

初期に日本へ伝わった 。城端には昭和初期に越前か

ら技術が伝わり、昭和 年頃に初めて建築された。鋸

屋根工場では高い天井部に設けたモーター動力により

複数の力織機と呼ばれる織機を同時に稼働させること

で生産の効率が高まった。さらに、経営の拡大により

鋸屋根工場の連数を増やす工場も存在した。

結論

残存する絹産業遺産は絹織物工場 棟、事務所

棟、保管蔵 棟、従業員宿舎 棟、従業員の学校 棟、

織物組合 棟、守護寺 棟、呉服屋 棟の計 棟で

る。工場は昭和 年が最多で 棟であった。

工場は川沿いや水路付近に多い。町別にみると東新

田町が最も多く、五箇山街道沿いには判方業の流れを

汲む大規模な工場が つ残る。これらの敷地には生産

活動に関連した複数用途の建造物が群として残り、当

時の繁栄を示すため東新田町は特に重要な地域である。

工場は明治期には町家型が多く、蔵型も存在した。

大正期は鋸屋根以外の大規模が多く、 棟で採光確保

のための高窓が見られた。昭和初期は鋸屋根が多く、

減築して残存するものが複数ある。工場は複数の時代

の異なる形態が残存する。これらは城端における絹産

業の変遷を表すため全形態の保全が望まれる。 

補注

大正 年・昭和 年は絵図、その他の年代は住宅地図

で把握し、地図の範囲外や不明な用途はヒアリングで補った。

図は現在の地図を使用している。平成 年から平成 年

にかけて国道 号線の拡幅工事が行われたため、道路上に

も建物が示されている。

抽出は建造物の用途に着目し、複数の用途をもつ建造物

は各用途で抽出したため合計数で重複する年がある。例えば

平成 年は宿舎の 棟中 棟は工場と併設、学校は宿舎及

び事務所と併設、事務所 棟中 棟は工場と併設されている。

規模及び棟数を確認できる空中写真の内、最も古い昭和

年の国土交通省の空中写真により規模と棟数を推測した。

棟中 棟は参考文献 により戦前に建てられたと推測

されているが、詳細な年代は不明である。

参考文献

森嶋俊行 近代化産業遺産の保存と活用に関する政策対応

の比較

矢作弘 産業遺産とまちづくり 学芸出版社

甘利未来 坪井善道 その他 名 近代産業遺産の保存・

再生によるまちづくりに関する研究 桐生市の鋸屋根工場

群の保存・再生利用手法を通して その 日本建築学会学術

講演梗概集 関東

片桐健一 渡辺勝彦 近代日本における織物業の鋸屋根建

築について―桐生を中心に― 日本建築学会関東支部研究

報告集

中島滉貴 松井大輔 岡崎篤行 南砺市城端における伝統

的様式を有する建造物群の外観特性とその変遷―明治期か

ら現代にかけての町家を対象として― 日本建築学会北陸

支部研究報告集

坂井誠一：加賀絹の生産販売構造―越中礪波郡城端町を中

心として― 山川出版社 史学雑誌

表 絹織物工場の外観形態と建築年代の関係

図 鋸屋根工場の規模の変化

－ 28 －
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初期偏心とガセットプレートを用いた剛性調律ブレースの開発 
 
学部 正会員 嶋田 洋成（京都大学） 

 
1. はじめに

構造物の耐震性を高めるため広く用いられる鋼製

ブレース(Conventional Buckling Brace: CBB)は、高

い耐力とそれに付随する高い剛性によって地震力に抵

抗する耐震部材である。高い剛性は建物の変位応答を

抑える一方、加速度応答や架構への入力を増加させる

側面があり、過度な剛性の上昇は好ましくない。圧縮

時には、座屈によってブレースが中央で大きく折れ曲

がり、局部座屈が発生しやすい 1)。また、降伏後の剛

性が急激に低下するため、変形が特定の層に集中する

危険性を伴う。本研究では、円形鋼管に偏心軸力を意

図的に与え、その両端部をピン接合させることで、以

下に示す目標を満足するブレースの開発を試みる。 
1. 一定の最大耐力下での弾性剛性の低減 
2. 局部座屈と破断の抑止による靱性の向上 
3. 大変形下に至るまでの相当の降伏後剛性の付与 
本論では、最大耐力と独立して弾性剛性を決定できる

提案機構を剛性調律ブレース(Brace with intentional 
eccentricity: BIE)と称する。 
2. 剛性調律ブレースの提案

2.1 概要

図 1 に提案ブレースの概略図を示す。円形鋼管をエ

ンドプレートの中央からずらして接続することで、エ

ンドプレートの中央とブレースの図心との距離が初期

偏心量として与えられる。このブレース部材を、後述

するピン接合部材を介して主構造に取り付けることで、

偏心を付与したブレースの特異な変形挙動が得られる。 

 
図 1 提案ブレースの概要 

 
図 2 提案ブレース骨格曲線: (a) 引張、(b) 圧縮 

2.2 引張時の挙動

図 2(a)に BIE の引張時の主要特性を示す。引張時、

軸力に加えて偏心量 e に比例した付加曲げモーメント

が作用する。図 3(a)に引張時における偏心ブレースに

作用する外力と鋼管断面に作用する応力分布を示す。

鋼管断面に加わる応力は引張軸力 P による応力σNと部

材端部に作用するモーメント M による応力σMの足し

合わせで与えられる。A は鋼管断面積、I は断面二次モ

ーメントを示す。 

σ = σN + σM = P
A

 + Pey
I

 (1) 

σMは図心からの距離に依存する。軸力作用線側の最

外縁では、モーメントによる応力増加の影響で、弾性

剛性や降伏荷重は CBB に対して減少する。弾性柱理

論に基づくと、弾性剛性𝐾𝐾𝑒𝑒と降伏荷重Py1は初期偏心量

𝑒𝑒を用いて以下の式で表される。 

Ke = 
EA L⁄

(1+(e i⁄ )2) (2)

Py1 = σyA
(1+ Ae Z⁄ ) (3) 

E はヤング係数、L は鋼管の有効長さ、i は断面二次半

径、σyは鋼管の降伏応力度、Z は断面係数を示す。

鋼管降伏後の変形挙動を図 3(b)に示す。式(1)に示す、

不均等な引張応力の増加による断面降伏の進行に伴い、

鋼管の有効断面が次第に減少する。そこで、断面諸量

を新たにA'、i'、e'とする。本論では算定式の簡便化の

ため、全鋼管断面の半分が降伏しているものとして二

次剛性域での断面諸量を決定する。さらに、ブレース

の曲げ変形量の増加に伴い偏心量が減少していく（図

3(b)）。本論では初期偏心量と終局時の偏心量の中間

値であるe'を二次剛性域での偏心量と仮定する。

提案ブレースでは、二次剛性域において曲げによる

変形によって偏心が次第に少なくなる。そして図 3(c)
で示すように、端部塑性ヒンジの形成に伴い偏心を完

全に失う。よって、終局荷重Py2は式(3)において e = 0 

として表すことができる（式(5)）。 

Ksec = 
EA' L⁄

(1+(0.5e' i'⁄ )2)
 (4)

Py2 = σyA (5) 

Hollow steel section 

End plate 

Pin connection 

Intentional 
eccentricity 

A
x
ia

l l
o
a
d

Axial deformation

A
x
ia

l lo
a
d

Axial deformation(a) (b)

CBB
BIE
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2.3 圧縮時の挙動

ブレース断面の応力分布は式(1)における引張軸力 P

を負の値とし、圧縮軸力と見なせば応力分布が表され

る。よって、弾性剛性は引張時と同じく式(2)で表され

る。 圧縮時に提案ブレースは、図 3(b)で示すように

偏心による曲げモーメントにより曲げ変形が一層進行

し、偏心量が増加していく。そのため、モーメントに

よる付加応力の影響で、図 2(b)に示すように圧縮耐力

は減少し、スムーズに座屈後安定挙動へと移る。圧縮

耐力𝑃𝑃𝑐𝑐は、式(6)を解くことで得られる。降伏後はブレ

ース中央に塑性ヒンジが形成されるとみなして、式(7)
で圧縮軸力が導出できる（図 3(c)）。 

Pc = 
σyA

1+ Ae
Z ( 1

1 − π2Pc/8Pe
)
 (6)

𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐 =
𝜎𝜎𝑦𝑦 ∙ 𝑍𝑍𝑝𝑝𝑝𝑝
∆ + 𝑒𝑒 =

𝜎𝜎𝑦𝑦 ∙ 𝑍𝑍𝑝𝑝𝑝𝑝

√𝐿𝐿 ∙ 𝛿𝛿2 + 𝑒𝑒
 (7) 

Peは弾性座屈荷重、𝑍𝑍𝑝𝑝𝑝𝑝は鋼管の塑性断面係数、∆はブ

レースの偏心量増加量、𝛿𝛿は軸方向変形量を表す。 
2.4 ピン接合ガセットプレートの導入

提案ブレースは部材端部に意図的にモーメントを作

用させ回転を与えるため、接合部をピン接合とする。

本研究ではその実現のためにガセットプレートによる

ピン接合形式を考える。本機構は米国ではよく用いら

れており、米国鋼構造協会(AISC)によってその設計指

針が提案されている 2)。図 4 に模式図を示す。ガセッ

トプレートの柱梁に支持される領域と鋼管接続部との

間に、クリアランスと称する、他の部材に拘束されな

い部分を設ける。クリアランスがモーメントによる回

転を容易に許容するため、ピン接合が再現される。本

研究ではこれを偏心のあるブレースに応用する。提案

ブレースには付加曲げモーメントが作用するが、CBB
と同様の手法でクリアランス幅を板厚の 2 倍と定め、

後述する実験によってその回転性能を検証する。 

 
(a) 模式図 (b) 試験体 

図 4 ガセットプレートを用いたピン接合部 
3. 実験計画

提案機構を静的載荷試験により検証した。試験体の

一覧を図 5 に示す。1/2 スケールを想定し 6 体製作し

た。初期偏心量の変化による影響を比較するために、

構面外方向に偏心量を 0mm、30mm、60mm 与えた 3
体の試験体（それぞれ e0-GP、e30-GP、e60-GP と称

する）を準備した。さらに、提案ブレースはモーメン

トによる端部のひずみ集中が懸念されるため、鋼管両

端部をリブで補強した試験体（e60-Rib）を製作した。

また、実施工では一般に面内変形が好まれるため、構

面内方向に曲げ変形する試験体（e60-IP）を、ピン接

合ガセットプレート性能を検証するため、機械式ピン

接合部を用いた試験体（e60-Pin）を製作した。各試

験体とも、有効ブレース長、ピン支持間距離は等しい。

各試験体について、円形鋼管には STK400、その他

すべての部材に SS400 を使用した。円形鋼管の外径は

114.3mm、厚さは 3.5mm、材長は 1575mm である。

ガセットプレートは板厚 12mm とし、幅 24mm のク

リアランス以外の部分は柱梁接合部とアングル材によ

って固定されている。 
図 6 に載荷装置を示す。試験体を取り付けたピン支

点フレームは、上梁に接続された油圧ジャッキにより

水平外力が与えられる。すべての試験体には、層間変

形角 0.1, 0.25, 0.5, 0.75, 1.0, 1.5, 2.0, 3.0, 4.0rad の
各ステップを 2 サイクルずつとし、正負交番漸増繰り

返し変形を与えた。 

Plastic hinge

2t Clearance

t: GP thickness
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o
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図 3 提案ブレースの力学的挙動: (a) 鋼管断面の応力分布、(b) 二次剛性域、(c) 全塑性化後 
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4. 実験結果

図 7 に各試験体の水平外力―層間変形関係を示す。

縦軸は油圧ジャッキによる水平外力を示し、横軸はフ

レームの層間変形角を示す。いずれも引張が正、圧縮

が負である。表 1 に各試験体の主要特性を示す。各実

験は鋼管中央部または端部の引張破断により終了した。 
偏心量の異なる 3 体の試験体の引張時の挙動を比較

すると、偏心のない試験体 e0-GP は高い弾性剛性を示

し、降伏後著しく剛性が減少した。一方、偏心のある

e30-GP や e60-GP の弾性剛性はそれぞれ e0-GP の

78%、45%と低い値を示し、どちらも降伏後、比較的

高い剛性を e30-GP は層間変形角 1.0%、e60-GP は層

間変形角 3%まで維持した。また、3 体の試験体の最大

耐力はほぼ同じ値を示した。 
図 8 に圧縮側で層間変形角 1.5%に達した時点での

e0-GP と e60-GP の変形形状を示す。e0-GP は既にブ

レース中央で局部座屈が発生し、変形が集中している。

一方、e60-GP では局部座屈が発生せず、ブレース全

体が一様に変形している。さらに図 7 や表 1 から、急

激な圧縮耐力減少の防止、局部座屈発生の抑止、靱性

の向上といった効果が初期偏心によってブレースに与

えられることを確認した。 
表 1 に各試験体の材料特性等を式(2)~(6)に代入した

各剛性、耐力の算定結果、そして実験結果との比を示

す。算定式と実験結果による各耐力の差は 10%程度で

あり、算定式の高い精度が確認された。各剛性につい

ても算定式は概ね実験結果を追随している。図 7 に算

定式による骨格曲線を実験結果と比較する。実際の二

次剛性や圧縮挙動は非線形であるが、十分にその特性

をとらえている。 
図 9 に有限要素法解析コード Abaqus3)を用いた提案

ブレースのひずみ分布を示す。鋼管端部にはひずみが 

 
図 6 載荷装置 （単位:mm） 

  
(a) e0-GP (b) e30-GP 

  
(c) e60-GP (d) e60-Rib 

  
(e) e60-IP (f) e60-Pin 

図 7 水平外力―層間変形角関係 
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図 5 試験体一覧 （単位:mm） 

e0 – GP, e30 – GP, e60 – GP 

e0  e30  e60  

1575 254 254 2424 

30 60 

A – A’ Section 
A’A

e60 – Rib 

e60 – IP 

e60 – Pin 

1575 254 254 2424 

1575 254 254 2424 

1575 266 266 

B – B’ Section 

B

B’

Rib IP Pin

60 60 60 

e
(=0, 30, 60)

B’

B

Circular tube

Rib
Gusset plate

End plate

Mechanical 
pin
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集中することが分かる。e60-GP は鋼管上端部で引張破

断が生じた（図 10(a)）。一方、端部にリブを設けた

e60-Rib は、鋼管端部で破断せず鋼管中央部で層間変

形角 4%時に破断した（図 10(b)）。なお、2 体の試験

体の各剛性、耐力の差は 5%以内であった。以上より、

リブは鋼管端部の破断を防ぎ、靱性を向上させること

が確認できた。また、表 1 で e60-Rib と e60-IP を比

較すると、全ての値の差が 5%以内であり、提案ブレ

ースの主要特性が曲げ変形方向に依存しないことを確

認できた。 
ガセットプレート接合部を用いた e60-GP は機械式

ピン接合部を用いた e60-Pin に対し、83%の弾性剛性

と 87%の降伏耐力を示した。この差異はガセットプレ

ートの回転剛性による。よって、提案する接合部は、

わずかな回転剛性を持つが、機械式ピン接合部に近い

挙動を保っている。 
5. まとめ

耐力一定下で弾性剛性を低減するブレースとして、

初期偏心と端部ピン接合を導入した剛性調律ブレース

を提案し、その挙動を力学理論に基づいて説明した。

さらに、その主要特性をブレース諸元から導出する算

定式を構築した。 
提案ブレースの性質を静的載荷試験によって検証し

た。以下に主な知見を記す。 
(1) 偏心によって、最大耐力を維持したまま弾性剛性

を下げることが可能である。つまり、偏心による

剛性と耐力を独立して設計できることを示した。 
(2) 提案ブレースは安定した変形挙動を呈し、局部座

屈や破断の発生が抑えられることを確認した。 
(3) 降伏後の急激な剛性の減少が和らぎ、高い降伏後

剛性を大変形域まで維持することができた。 
(4) 構築した算定式を実験結果により比較し、その有

用性を示した。 
(5) 提案ブレースにおいて、端部のピン挙動がガセッ

トプレートを用いて模擬できることを確認した。 
参考文献

1) 竹内徹 鈴木一弁 松井良太 小河利行：局部座屈を伴

う鋼管ブレースの累積繰返し変形性能 日本建築学会

構造系論文集

2) AISC (American Institute of Steel Construction): Seismic 
provisions for structural steel buildings, AISC/ANSI 
Standard 341-08 Chicago, 2005 

3) SIMULIA Inc,：ABAQUS Version6.9, 
http://abaqus.civil.uwa.edu.au/docs/abaqus/v6.9/ 

表 1 実験結果一覧 

Specimens Ke (kN/mm) Py1 (kN) Py2 (kN) Pc (kN) Local Fracture (%) 
exp. est. exp. est. exp. est. exp. est. Buckling (%) 

e0-GP 64.4 79.5 224.6 283.0 284.3 283.0 220.1 219.8 2nd 1.0 2nd 2.0 
e30-GP 50.2 49.9 138.5 133.7 290.6 283.0 133.5 123.4 2nd 1.0 1st 3.0 
e60-GP 28.8 23.7 97.1 87.5 289.9 283.0 97.5 81.7 1st 2.0 1st 3.0 
e60-Rib 27.9 23.7 92.6 87.5 291.9 283.0 94.0 81.7 1st 2.0 1st 4.0 
e60-IP 27.7 23.7 94.3 87.5 294.9 283.0 89.0 81.7 1st 2.0 1st 4.0 
e60-Pin 23.9 23.7 84.3 87.5 295.8 283.0 80.2 81.7 1st 2.0 2nd 3.0 

 

  

 
図 9 有限要素法解析による鋼管のひずみ分布 

  
(a) e0-GP (b) e60-GP (a) e60-GP (b) e60-Rib 

図 8 圧縮時ブレース変形形状（層間変形角 1.5%） 図 10 実験終了時の鋼管上端部 
 

－ 32 －



- 1 - 

鋼骨組耐震補強における低負荷補強機構の開発と適用基準の構築 
 

学部 正会員 武田 禎久（京都大学） 
 
1. はじめに

2013 年の「建築物の耐震改修の促進に関する法律」

の改訂により、不特定かつ多数の者が利用する大規模

な建築物等に耐震診断が義務付けられた 1)。これまで

に耐震性能が十分でない建築ストックの補強を目的と

して様々な工法が提案されているが、補強時の建物利

用者の一時立ち退きや、大規模な補強部材の取り付け

による通行や視界の妨げが課題として挙げられる。ま

た、従来の耐震補強では、建物全体の耐力や剛性の向

上をもって設計要件を満足することに主眼が置かれて

いるが、脆弱な箇所の補強は周りの部材や基礎部に作

用する地震力の増大につながり、結果的に構造躯体全

体にわたる大掛かりな補強が必要となる。 
このような背景より、補強にあたって補強部材周辺

の構造部材や建物使用者への負荷を最低限に抑えなが

ら、鋼骨組の耐震性能を向上することを目標として、

低負荷耐震補強機構と名付けた補強機構が提案されて

いる 2) 。本補強法は、角形鋼管の柱に圧着接合したエ

ネルギー消費部と、それを梁中央と連結する引張鋼棒

により構成され、骨組の脆弱箇所として梁端部下フラ

ンジの局所変形を抑制して、骨組全体の変形性能の効

果的向上を目指す。本機構については、骨組解析や準

静的裁荷実験を通して、その安定した耐震性能が実証

されている 2)。しかしながら、大変形時においてエネ

ルギー消費部が柱に対して鉛直に滑ることで引張鋼棒

の負担する力が低下し、結果として、履歴性状に若干

のスリップ挙動が確認されている。特に動的載荷時に

は、引張鋼棒端部の接合要素等の周辺部材に衝撃力が

働いてしまう可能性がある。さらに、現在の接合法で

は、1 構面方向にしか本機構が取り付けられず、任意

の方向からの入力地震動に対して耐震補強することが

難しい。 
そこで本研究では、柱への接合力を向上させ、なお

かつ水平 2 軸方向の地震荷重に対して抵抗する新しい

接合法を提案し、数値解析、準静的裁荷実験及び振動

台実験によって、その耐震性能を実証する。また、現

在提案されている局所変形の低減を直接の目標とする

設計法 3)の精度向上を目指して、繰り返し計算の導入

とその収束条件を検討する。さらに、柱が梁に対して

十分な耐力を確保していない場合について、提案する

設計法の有用性を考察する。 
2. 低負荷耐震補強機構の概要

提案する耐震補強機構を鋼骨組の柱梁接合部に取

り付けた様子を図 1(a)に示す。角形鋼管柱の上部と H
形鋼梁の中央部を引張軸力のみに抵抗する小断面の引

張鋼棒で結ぶ。本機構は、梁端先行降伏型の崩壊機構

をもつ低層鋼骨組の変形性能を決定する、床スラブと

一体となった合成梁の梁端部下フランジの局所変形の

抑制を目指している。局所変形を抑制する仕組みを以

下に詳記する。図 1(b)右図に示すように、地震荷重下

で架構が変形すると、引張鋼棒の両端部間の距離が拡

がった側の引張鋼棒が引張力を保持する。その結果、

梁中央に鉛直下向きのせん断力が加わり、梁端に負の

曲げモーメントが発生する。この負曲げモーメントの

影響により、図 1(b)右図に示す変形時に梁端に作用し

ていた正の曲げモーメントが低減され、合成梁の梁端

部下フランジの引張応力が軽減される。結果として梁

端の降伏が遅れ、梁端の変形能力を支配する指標であ

る梁端正曲げ塑性回転角の要求量が低減される。  
3. 新しい接合法の提案

3.1. 新しい接合法の詳細

以前の接合法は PC 鋼棒を締め付けて本機構を柱に

圧着させていた。しかしながら、十分な圧着力を確保

できずに鉛直方向の滑りが生じていただけでなく、2
軸方向への拡張が難しかった。これらの問題を解決す

るために本研究では図 2(a),(b)に示す接合法を考案し

Tension-rod
Bending
plate Middle

Connecting block

Energy-
dissipater

H-beam
Box column

Connected by
post-tension rods

Middle connecting block

Spacer plate

Pin supporter

Plate washer

Bending plate

Connected
by bolts

Threaded holes
Sustains tension force

Positive bending moment
reduced

Negative bending moment
does not change much

Bending moment 
distribution in bare frame

Sustains tension force

 
(a) 提案機構の概形     (b) 正曲げモーメント削減のメカニズム 

図 1 低負荷耐震補強機構の概要 
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た。柱の表面を 4 枚のスペーサーで囲み、ボルト接合

により四角いフレームを構成する。上下のフレームの

各面にはねじ切りしたボルト孔が設けてあり、4 枚の

曲げ鋼板をボルトによりフレームと接合し、ボルト先

端は柱各表面に密着させる。さらに各方向からボルト

を締め付けることで、柱中心に向かう圧縮力が生じ、

スペーサー板フレームが柱に対して圧着される。この

場合、4 方向から圧着力を確保できるだけでなく、冷

間成形に伴う柱表面の凹凸にも柔軟に対応できる。 
図中で Middle connecting block と呼ぶ中央連結部

材の位置を隣り合う面で上下にずらすことで、本機構

は水平 2 方向に容易に取りつけることができる。した

がって、任意の水平方向の合成波形として作用する地

震動に対しても、本機構が所定の耐震性能を発揮する。 
3.2. 数値解析モデル

水平 2 方向力に対する提案機構の要素挙動を検証す

るために、本機構を取り付けた 3 次元骨組から一部分

を抜き出し、図 3 のような数値解析モデルを解析コー

ド OpenSees で構築した。柱は弾性と仮定し、柱上部

は x 軸と y 軸周りを自由に回転する 2 軸ピンを介して

梁と接合した。したがって、いずれの載荷方向におい

ても提案機構のみが水平力に対して抵抗する。引張鋼

棒にはトラス要素を用いて、それ以外の部材はファイ

バー要素によりモデル化した。また中央連結部材と中

央固定材については、断面寸法をから計算される柔性

を考慮した。 
3.3. 準静的載荷実験

3.3.1. 載荷計画

提案する耐震補強機構の挙動を 2 分の 1 縮尺の準静

的 2 軸載荷実験により検証した。試験載荷装置を図 4
に示す。装置は剛な 5 本の柱と十字型の梁、そして提

案機構によって構成される。中央の柱は、x 軸と y 軸

周りに回転する 2 軸ピンを介して梁と接合し、いずれ

の載荷方向においても水平力に対して提案機構のみが

抵抗するようにした。引張鋼棒の両端はそれぞれ梁と

エネルギー消費部にピン接合し、ターンバックルを用

いて降伏耐力の 5%程度の初期張力を与えた。準静的 2
軸載荷には油圧式ジャッキを 2 台用いた。それぞれの

ジャッキは外側と内側の柱下部および中央柱下部にピ

ン接合した。水平力は、中央柱のねじれを回避するた

めに、柱断面の図心に作用させた。 
載荷履歴について記す。1 軸載荷では、載荷方向の

みに引張鋼棒を取り付けた。2 軸載荷では水平力の合

力方向が x 軸に対して 30 度を保つように加力した。

各載荷ステップに対して 2 サイクル載荷し、x 軸方向

の柱梁回転角が 3%、y 軸方向の柱梁回転角が 1.73%
に達するまで載荷を続けた。ここでは柱梁回転角を、

曲げ鋼板の取り付け位置中央高さで測った水平変位を

柱梁接合部から曲げ鋼板取り付け位置中央間の距離で

除した値として定義した。 
3.3.2. 1 軸載荷実験結果 

x 軸方向に準静的載荷した際の実験結果は以下の通

りである。図 5(a)に示す荷重―変形関係は紡錘型に近

く、非常に安定した履歴挙動を得た。柱梁回転角が 3%
に至る大変形下でも、以前の接合法での実験で確認さ

れたスリップ挙動は確認されなかった。これらの結果

より、新しい接合法によってエネルギー消費部と柱の

間に十分な圧着力が確保され、鉛直方向の滑りが生じ

ないことを確認した。さらに、図 5(a)に実線で示す実

験結果は、3.2.節での数値解析の結果を示す破線と高

い精度で一致している。本機構は実験では柱梁回転角

Bending plates Column 

Tension rods 

Bolt connections
Spacing plates

Middle connecting blocks

y x

Cross section A2Fixing links

Pin connection

 
(a) ボルトを用いた新しい接合法 

Threaded holesBending plates
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(b) A での断面図 

図 2 エネルギー消費部の詳細 
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図 3 数値解析モデル 

 
図 4 準静的載荷実験載荷装置
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が 0.63%のときに降伏しており、降伏耐力は 9.8kN で

ある。一方、数値解析では柱梁回転角が 0.6%のときに

降伏しており、降伏耐力は 9.3kN である。初期剛性は

実験と解析でそれぞれ 15.6×102kN/rad、15.5×
102kN/rad であり、誤差は 1%以内に留まった。さら

に、柱梁回転角が 3%のときの最大降伏耐力は、実験

と解析ともに 14.2kN で、非常に良好な一致を示した。

3.3.3. 2 軸載荷実験結果 
2 軸載荷実験の結果を以下に示す。x 軸方向に関し

て、1 軸載荷と 2 軸載荷実験結果を比較する。図 5(b)
が示す 2つの実験結果はよく対応し、降伏耐力では 3%、

初期剛性では 4%差異がみられた。本結果により、x
軸方向載荷時に y 軸方向から水平荷重が加わっても、

本機構の履歴挙動に大きな影響がないことを確認した。

3.4. 振動台実験 
3.4.1. 載荷計画 

次に、提案する耐震補強機構の動的挙動を振動台実

験により検証した。試験体は静的載荷試験で用いたも

のと同じ諸元を有し、柱下部に取り付けていた油圧ジ

ャッキを取り外し、代わりに 4,000kg のマスプレート

を取り付けた。加速度入力により、マスプレートに慣

性力を作用させ水平 1 方向ならびに 2 方向の動的挙動

を検証した。基本的な挙動を調べるために、入力波に

は正弦波を利用し、立ち上がりの小さい波、主要動 2
波、終わりの小さい波で構成される波形を入力した。

準静的実験の結果との対応を容易に把握するため、繰

り返し準載荷実験と同じ目標柱梁回転角に到達するよ

うに、各載荷時に入力波の振幅を調整した。試験体の

固有振動数は x 方向 1.9Hz、y 方向 2.5Hz であった。

このため、入力波の周波数を 2Hz に設定し、試験体の

1 次固有モードのみを励起した。動的 2 軸載荷実験で

は、準静的実験と比較するために振動台を x 軸から 30
度方向に揺らし、水平両方向の挙動を調べた。 
3.4.2. 1 軸加振実験結果 

x 軸方向に対して加振した際の荷重―変形関係につ

いて、準静的 1 軸載荷実験との比較を図 6(a)に示す。

動的実験に関して、各ステップにおいて、目標柱梁回

転角に相当する応答の荷重―変形関係のみを抽出し、

漸増したそれらを重ねてプロットした。履歴ループの

概形は準静的実験結果とよく対応しており、動的実験

であっても安定した滑らかな荷重―変形関係を示して

いる。この結果より、動的な外力が本機構に作用した

場合でも、動的載荷で心配された衝撃力やスリップ挙

動は確認されなかった。 
3.4.3. 2 軸加振実験結果 

x 軸方向に関する荷重―変形関係について、1 軸動

的載荷実験結果との比較を図 6(b)に示す。両者の概形

に少し差異があるが、これは動的載荷が荷重制御であ

るため、目標柱梁回転角に正確に加振することが難し

いことに起因する。両実験で、正負最大変形時におけ

る柱下部のせん断力の誤差は 12%以下であり、水平 1
軸と 2 軸動的載荷実験の荷重―変形関係の相関は高い。 
4. 設計法の構築と適用範囲の検証 
4.1. 梁端変形の制限を目指した設計法の提案 

骨組の脆弱箇所の局所変形を効果的に抑制するとい

う提案機構の特性を活かすために、構造部材の局所変

形を許容値以下に制限することを設計の目標とした設

計法を考案する。既往の研究 3)では、各層について全

体変形と局所変形の目標値から提案機構の耐力を求め

る式が提案されているが、補強による頂部変形の増減

や層間変形角分布の変化は考慮されていない。そこで

本研究では、設計法の精度向上を目指して、増減が顕

著である場合には、新しく推測した層間変形角を再び

考慮して設計する繰り返し設計法を提案した。 
設計の流れとしては、まず非線形変位増分解析と塑

性変形を考慮した応答推定手法を適用し、各層の層間

変形角を推定する。次に、梁端先行降伏を仮定した設

計用部分架構を用いて導出した、層間変形と梁端部の

局所変形を関連づける設計式により、補強機構の耐力

を算出する。補強による各層の層間変形角の増減を考

慮するため、補強後の骨組について再度非線形変位増

分解析を実施し、層間変形を評価する。このような収
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 (a) 1 軸実験・数値解析との比較 (b) 1 軸・2 軸載荷結果との比較 (a) 準静的 1 軸載荷実験との比較 (b) 1 軸・2 軸載荷結果との比較 
図 5 x 軸方向準静的載荷実験荷重変形関係 図 6 x 軸方向振動台実験荷重変形関係 
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束条件を新たに設けることで、時刻歴応答解析を用い

ずに地震動下で骨組局所に生じる変形を推定し、目標

値に制御することが可能となる。 
まず、提案した設計法の有効性を確認するため、柱

梁耐力比 1.8 を持つ、スパン長が等しい梁端先行降伏

型の 4 層 4 スパンの鋼骨組の耐震補強を目的として、

提案機構の設計を行った。地震時に骨組に作用する最

大頂部変形を推測するため、本論では，Fajfar により

提案された N2 手法を用いる 4)。また地震力として、

米国の設計基準である International Building Code5)

の設計スペクトルを使用する。地域依存係数のうち、

短周期での応答加速度 SDS を 1.5g とし、周期 1 秒での

応答加速度 SD(1)を 1.0g とした場合について設計を行

った。目標とする梁端塑性回転角の値を 1.5%とした。 
図 7 に設計結果を示す。試設計を 3 回繰り返したあ

と、梁端の正曲げ塑性回転角を目標通りに制御するこ

とに成功した。 
4.2. 柱梁耐力比に関する適用範囲の検証 

前節では、梁端先行降伏型の構造物に対して、提案

設計法の妥当性を確認した。前節では、耐震補強の対

象とする鉄骨骨組の柱が梁に比べて十分に強い骨組を

想定していたが、ここでは柱に十分な耐力の余裕がな

い、柱梁耐力比が小さい場合について、補強効果なら

びに設計法の有用性を調べた。 
柱梁剛性比を一定のままで、柱梁耐力比を変化させ

るために、梁・柱の断面は変えずに柱の降伏応力を調

整した。柱梁耐力比の検討範囲は、1.2～1.8 とした。

図 8(a)に設計終了時の梁端塑性回転角を示す。全ての

ケースにおいて、梁端塑性回転角を目標値近くに制限

することができた。しかしながら、柱梁耐力比が 1.4
以下になると、3 層柱の上下端部が塑性化し、層間変

形角が急激に増大することで、特定層に変形が集中し

た（図 8(b)）。 
上記の結果を考察する。提案設計法では、各層の全

体変形値である層間変形角と局所変形値である梁端塑

性回転角によって提案機構の耐力および剛性を計算し

ている。しかしながら、設計式中に使われる層間変形

角は、連続する 2 層の層間変形角の平均値を用いてい

る。これは設計式を導出する際に用いた部分架構を、

2 つの層から取り出したためである。今回の非線形増

分解析では、4 層の層間変形角は小さいため、3 層部

の提案機構の設計で用いられる 3 層と 4 層の層間変形

角の平均値は、実際の 3 層の層間変形角の値よりも小

さく見積もられる。そのため、3 層に設置した提案補

強機構の耐力は実際に必要な値よりも過少に設計され、

柱梁耐力比が 1.4 以下の骨組に設計法を適用したとき

には、特定層への変形集中を防ぐことができない。現

在の設計法では、柱が弱い鋼骨組に対して不適当であ

り、特定層への変形集中を防ぐためには、柱の塑性化

を制限する条件の設定が必要である。 
5. まとめ 

本研究では、低負荷耐震補強機構の開発を目的に、

柱とエネルギー消費部の新しい接合法を提案し、2 軸

方向への拡張を検討した。準静的 2 軸載荷実験では、

載荷中に起きていた鉛直方向の滑りを防ぐことに成功

した。1 軸と 2 軸載荷時の履歴挙動は良好な対応を示

し、本機構が 2 方向入力に対して適切に挙動すること

を実証した。振動台実験では、本機構が地震による動

的載荷に対して期待通りに働くことを確認した。 
梁端塑性回転角の低減を目標として、繰り返し計算

を含んだ設計法を提案し、4 層 4 スパンの鋼骨組の数

値解析によりその妥当性を確認した。対象骨組の柱梁

耐力比が 1.4 以下の場合には、柱の塑性化による特定

層への変形集中を防ぐ条件の設定が必要なことを明ら

かにした。 
参考文献
1) 国土交通省：建築物の耐震改修の促進に関する法律等の
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図 7 設計の繰り返しによる応答変化
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木質構造変形制御設計におけるエネルギー一定則の適用範囲に関する研究 
 

学部 正会員 中辻 享佑（東京工業大学）   
 
1.序論 

近年、地震による住宅の倒壊防止だけでなく損傷に
よる財産損失を防ぐために、建物の変形を制御するこ
とが求められている。変形を効率よく制御するための
手段として、比較的安価な鋼材ダンパー（以下、変位
依存ダンパー）や粘弾性ダンパー（以下、速度依存ダ
ンパー）を用いた木質住宅の開発が活発である。従来
の壁量計算は建物の応答変形を計算することが出来ず、
制振住宅の優位性を適切に評価出来なかった。そのた
め文献１)では、エネルギー一定則に基づき、最大層間
変形角を目標値に収める設計手法を提案しているが、
特定の目標値のみでの検証であった。本研究では、こ
の設計法に対して目標層間変形角をパラメーターにし
て、その適用範囲を検討する。 

2.変形制御設計法 

2.1 耐力壁、雑壁、制振壁の短期許容せん断耐力の算定 

変形制御設計法では、C₀=1.0 の地震力に対して建物
の最大層間変形角を目標値に収めることを目標として
いるため、耐力壁、雑壁、変位依存ダンパーをもつ制
振壁については、実験で得られる目標層間変形角まで
の荷重－変形角関係を完全弾塑性モデルに置換してエ
ネルギー一定則を適用し、短期許容せん断耐力を式（1）
によって算定する。 

��� = m�� ���2�
��

���
, ���� , ��� =

1
�2�� − 1													(1a, b) 

���：変形制御設計法の短期許容せん断耐力 
���：目標層間変形角までの荷重―変形角関係を完全

弾塑性置換して得られる終局耐力           
���：同じく構造特性係数  ��：同じく塑性率     
���：同じく降伏耐力 

式（1a）右辺第１項について、従来法と同様に、極
稀な地震力と稀な地震力の比 0.2 を乗じることで、第
2 項と同等に扱っている。従来法では、最大耐力の 2/3

と特定変形角時耐力も考慮しているが、最大耐力の 2/3

は風圧力に対する安全性の確保のためで、特定変形角
時耐力は剛性の確保のためなので、変形制御設計法で
は必要がないと考える。目標層間変形角 1/75rad 時の
短期許容せん断耐力を従来法によるものと比較して表
1 と図 1 に示す。目標層間変形角を小さくするほど、
変形制御設計法の短期許容せん断耐力は小さくなるた
め、不足する耐力を制振壁で補うという考えである。 

表 1 従来法と目標層間変形角 1/75rad 時の変形制御設計法 
の短期許容せん断耐力の比較(1P あたり、単位:kN) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1 構造用合板耐力壁における従来法と目標層間変形角

1/75rad 時の変形制御設計法の短期許容せん断耐力の算定例 

速度依存ダンパーをもつ制振壁については、弾性的
な挙動を示すため、目標層間変形角 θrad での定常応答
を仮定し、得られた最大変形時耐力と等価減衰を用い
て短期許容せん断耐力を式（2）によって算定する。 

��� =
��2��
�� , �� = � (1 � �ℎ�)

�1 � �ℎ���
																								(2a, b) 

���		：速度依存ダンパーをもつ制振壁の短期許容せん
断耐力 

��		：制振壁の目標層間変形角 θrad での定常応答にお
ける最大変形時耐力 

ℎ��：等価減衰定数  

��：減衰効果係数 (ℎ�= 0.05,後述する地震動において
はα = 67 とする) 
2.2 必要制振壁量の算定 

各階の必要耐力 Q は、一般的な構造設計と同様に各
階重量を算定し、Ai 分布から求める。制振壁量∑Pdは
建物の保有耐力が Q を上回るように式（3）によって
決定する。これにより各階・各方向の必要制振壁枚数
が求められる。 

���� � � − (���� �����)																							(3) 

���：制振壁の変形制御設計法の短期許容せん断耐力       

Q：必要耐力 

���：耐力壁の変形制御設計法の短期許容せん断耐力 

���：雑壁の変形制御設計法の短期許容せん断耐力 

（変位依存ダンパーの短期許容せん断耐力については、
���を���とする） 

元の荷重―変形関係 元の荷重―変形関係 

完全弾塑性モデル 
完全弾塑性モデル

変形(mm) 変形(mm)

荷
重

(k
N

) 

荷
重

(k
N

) 
（a）従来法 （b）変形制御設計法

PmaxPu
P’u	

1/120rad 1/75rad 

各黒丸の最小値
が短期許容せん断
耐力の決定要因

① ② ③ ④ ① ②
P y 0.2P u /Ds 2/3Pmax P 1/120 P 'y 0.2P' u /D' s

構造用合板 4.20 4.92 5.35 5.36 3.63 2.21
筋かい 3.10 2.84 4.04 4.20 2.86 1.67

石こうボード 1.79 1.65 1.70 2.36 0.99 1.62

変形制御設計法

壁種類

従来法
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3.地震応答解析による精度検証 

 モデルは 9.1ｍ×7.28ｍ（10P×8P）の平面で重い屋根
をもつ平屋建てと総 2 階建てを想定した。平屋建ての
場合は、単位面積あたり重量を 1.5kN/m2 とし、重量が
99kN となる。2 階建ての場合は 1 層、2 層の単位面積
重量を、それぞれ 3.2kN/m2,1.5kN/m2 とし、各階重量が
1 階で 113kN,2 階で 99kN となる。文献 1）で用いた 1P

の構造用合板耐力壁（9mm 厚、N50@150mm）と筋か
い耐力壁（30×105mm 片筋かい）の包絡線（以下、直
線モデル）を図 2 に破線で示す。直線モデルを用いて
変形制御設計法によって求めた短期許容せん断耐力を
表 2 に示す。一般的に目標層間変形角が小さくなれば
なるほど、短期許容せん断耐力は小さくなると考えら
れるが、直線モデルを用いた構造用合板耐力壁の短期
許容せん断耐力は、目標層間変形角 1/75rad と 1/90rad

において短期許容せん断耐力（網掛け部）が逆転して
いる。これは本来微小変形から徐々に剛性低下する傾
向を多点折れ線で近似し、さらにそれを完全弾塑性に
置換する際の初期剛性の算定法に問題があるためだと
考えられる。このような問題に対処するとともに、特
に小変形時での解析の再現性の向上を狙い、本研究で
は直線モデルの 1 次、2 次、3 次降伏点を通るような曲
線を 3 次のスプライン補間によって求めた包絡線（以
下、曲線モデル）を用い、その復元力特性を図 2 に実
線で示す。曲線モデルを用いて変形制御設計法によっ
て求めた短期許容せん断耐力を表 2 に示す。エネルギ

ー一定則は本来、完全弾塑性型のシステムに対して適
用されるものであるが、木質構造はスリップ型でエネ
ルギー吸収性能は低く、目標層間変形角 1/75rad 時の
構造用合板耐力壁、筋かい耐力壁の等価減衰はそれぞ
れ 12.2％,12.9％であった。 

雑壁には石こうボード内壁を考慮し、短期許容せん
断耐力を 1.96kN/m とした場合に、必要耐力の 1/3 をま
かなえる量を想定した。石こうボード内壁の復元力特
性を図 3 に示す 1)。想定建物のベースシア係数と層間
変形角関係を図 4 に示す。 

制振壁は文献 3）の K ブレース型制振壁を考慮し、
変位依存ダンパー、速度依存ダンパーそれぞれをもつ
場合について図 5 のような履歴を用いた。速度依存ダ
ンパーをもつ制振壁は図 6 のようなバネ系に置換した
1),4) 。振動解析モデルを図 7 に示す。耐力壁の種類と
既存耐力壁充足率を変動要因としたモデルの一覧を表
3 に示す。既存耐力壁充足率とは、従来法による耐力
壁の短期許容せん断耐力 Pf の総和と必要耐力 Q の比
であり、式（4）で表される。	

既存耐力壁充足率 = ∑��
�  																							 (4)	

既存耐力壁充足率は 1 であれば、基準法通りの耐震設
計を行った住宅であることを表す。一般的な傾向を考
慮して、2 階建ての場合、2 階の既存耐力壁充足率は、
1 階の既存耐力壁充足率の 1.3 倍とした。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 図 4 想定建物のベースシア
係数と層間変形角関係 

構造用合板耐力壁 
+雑壁 

点線は左から順に 1/120rad,1/90rad,
1/75rad,1/60rad,1/45rad,1/30rad

層間変形角(rad)

ベ
ー

ス
シ

ア
係

数
 

筋かい耐力壁 
+雑壁 

荷重(kN) 

変形(mm)

図 2 構造用合板耐力壁、筋かい耐力壁の復元力特性 
（a）構造用合板耐力壁 （b）筋かい耐力壁 

荷重(kN) 

変形(mm)

荷重(kN) 

変形(mm)

荷重(kN)

変形(mm)

荷重(kN) 

変形(mm)

図 5 TOHOKU1978NS 波における変位依存ダンパー、 
速度依存ダンパーをもつ制振壁の地震応答解析結果 

（a）変位依存ダンパー （b）速度依存ダンパー 

階数 耐力壁種類
制振ダンパー

種類
目標層間
変形角(rad)

既存耐力
壁充足率

1 構造用合板 鋼材ダンパー 1/30  1/45  1/60 0.7 1.0 
2 筋かい 粘弾性ダンパー 1/75  1/90  1/120 1.25 1.5

表 3 モデル一覧 
表 2 構造用合板耐力壁、筋かい耐力壁の短期許容せん断耐力 

曲線モデル 2) 

直線モデル 1)

疑似ブレース 
（弾性バネ） 

疑似ダンパー 
（分数微分モデル）4) 

疑似フレーム 
（弾性バネ） 

荷重、変形 

図 6 速度依存ダンパーをもつ 
制振壁の時刻歴解析モデル 

制振壁 

雑壁 

耐力壁 

99kN 

99kN

113kN

図 7 振動解析モデル 

平屋建て、構造用合板耐力壁、 
目標層間変形角 1/75rad、既存耐力壁充足率 0.7 

（解析に用いたモデル） 

実線は下から順に既存耐力
壁充足率＝0.7,1.0,1.25,1.5

1/30rad 1/45rad 1/60rad 1/75rad 1/90rad 1/120rad
構造用合板 3.39 2.57 2.15 1.89 1.90 1.58

筋かい 2.36 1.94 1.58 1.37 1.30 1.05
構造用合板 3.93 3.06 2.55 2.21 1.96 1.61

筋かい 2.84 2.37 1.94 1.67 1.48 1.22

目標層間変形角
耐力壁種類

対象
モデル

曲線
モデル

直線
モデル

図 3 石こうボードの 
復元力特性 
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以上の住宅モデルに対して、2 章の設計法に沿って
必要制振壁枚数を算定した結果を表 4 に示す。耐力壁
種類は構造用合板耐力壁とし、従来法で耐力壁枚数を
算定する際、包絡線は直線モデルを用いた。実用上は
表中の枚数は切り上げて整数としなければならないが、
後述の解析では設計法の適用範囲を見ることが目的の
ため、表中の枚数をそのまま用いてモデルを設定した。
また、必要制振壁枚数が負値を与えた場合、0 枚とし
てモデルを作成した。既存耐力壁充足率 0.7,1.5 の耐力
壁、雑壁、制振壁の負担するせん断力を図 8 に示す。
目標層間変形角が大きくなると耐力壁の短期許容せん
断耐力が大きくなるため、同じ耐力壁枚数でも占める
割合が大きくなる。耐力壁の枚数が増えると耐力壁と
雑壁で必要耐力を上回るようになり、制振壁は不要と
なる。 

入力地震動は、図 9 に示す第 2 種地盤の応答スペク
トルに概ね適合する模擬地震動 7 波を用いた。 

 

4.解析結果と考察 
 平屋建てモデル、総 2 階建てモデルの解析で得られ
た最大層間変形を図 10、図 11 に示す。白抜きシンボ
ルは制振壁を入れる前のモデルを示し、黒塗りシンボ
ルは制振壁を入れた後のモデルを示す。結果は模擬地
震動 7 波の平均値を丸プロットで示し、最大値と最小
値は四角プロットで示す。なお、既存耐力壁充足率が
大きいとき、制振壁が不要となるため、2 つのシンボ
ルは一致する（図中の既存耐力壁充足率を四角で囲ん
だケース）。2 階建てモデルは上段に 2 層、下段に 1 層
を示している。目標層間変形角 1/60rad 時の最大層間
変形角は制振壁が不要なケースを除くと目標値よりも
大 きく 変 形 す る傾 向 に あ った 。 目 標 層間 変 形 角
1/120rad 時の最大層間変形角は、概ね目標値に収まっ
ている。2 階建ての場合、1 層の方が 2 層よりも大きく
変形している。2 階建てよりも平屋建ての方が、構造
用合板よりも筋かいの方が、ばらつきは小さいことが
わかる。

表 4 従来法による耐力壁の必要枚数と変形制御設計法による制振壁の必要枚数の算定シート 
（a）平屋建ての場合 

 
 
 
 
 
 
 

（b）2 階建ての場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

位相は以下の 7 種を考慮した。 
EL CENTRO 1940 NS 波   TOHOKU 1978 NS 波 

HACHINOHE 1968 NS 波    TAFT 1952 EW 波    JR 鷹取 1995EW 波
JMA KOBE 1995 NS 波    KNET 小千谷 2004 EW 波

図 8 耐力壁、雑壁、制振壁の負担するせん断力 

必要耐力� = 建物重量 × �� = 99kN × 0.2 = 19.8kN

（注）ST: 変位依存ダンパー 
VE: 速度依存ダンパー 
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図 9 解析に用いた地震動の応答スペクトル（5%減衰時） 
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従来法 変形制御設計法
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目標層間変形角 θ に対する最大層間変形角 δθ の割
合を rθとし、式（5）で表される。 

r� =
��
� 																																(5) 

rθ（7 波の平均値）と目標層間変形角の関係を図 12

に示す。色塗りシンボルは変位依存ダンパー、白抜き
シンボルは速度依存ダンパーを用いたモデルを示し
た。目標層間変形角が大きくなると、rθ が大きくなる
ことが分かる。変位依存ダンパーと速度依存ダンパー
をもつ制振壁による変形の差はあまり見られなかっ
た。なお、十分な壁量がある場合、目標層間変形角が
大きくなると、制振壁は不要となり、二つのシンボル
は一致するとともに、rθが 1 を大きく下回ることがわ
かる。構造用合板耐力壁、筋かい耐力壁いずれを用い
た場合も目標層間変形角が 1/75rad より大きくなると

rθは+10%よりも大きくなった。今回用いた住宅モデル
に対して、必要制振壁量を耐力壁量を増やすことで補
った場合の結果を図 13 に示す。このような場合でも
目標層間変形角が 1/75rad より大きくなると、rθが 1 よ
り大きくなり、ばらつきも大きくなることがわかる。
耐力壁を直線モデルと曲線モデルを用いた場合にお
ける結果の比較を図 14 に示す。構造用合板と筋かい
のどちらも 2 つのモデルの違いによる rθへの影響は見
られなかったため、実用上は簡易な多点折れ線モデル
でも良いと考えられる。 

5.結論 

エネルギー一定則に基づいて変形制御を行う本設
計法は、目標層間変形角が 1/75rad 以下の場合では構
造用合板耐力壁、筋かい耐力壁いずれを用いた場合も
適用可能である。
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図 10 制振壁に変位依存ダンパーを用いる 
平屋建てモデルの最大層間変形 

図 11 制振壁に変位依存ダンパーを用いる 
2 階建てモデルの最大層間変形 

（a）構造用合板耐力壁 （b）筋かい耐力壁 
（B）目標層間変形角 1/120rad 

（a）構造用合板耐力壁 （b）筋かい耐力壁 
（B）目標層間変形角 1/120rad 

（A）目標層間変形角 1/60rad 
（a）構造用合板耐力壁 （b）筋かい耐力壁 

 
 

 
 
 

（A）目標層間変形角 1/60rad 
（a）構造用合板耐力壁 （b）筋かい耐力壁 

 
 

 
 
 

図 13 制振壁量を耐力壁量を増やすことで補ったモデルにお
ける目標層間変形角に対する最大層間変形角の割合 

平屋建て 
構造用合板耐力壁 
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図 12 目標層間変形角に対する最大層間変形角の割合 
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平屋建て 
既存耐力壁充足率 1.0 

図 14 直線、曲線モデルによる rθ（7 波の平均値）の比較 
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1.　序論

　本研究では，兵庫県南部地震以前に設計された梁端

接合部の変形能力を改善するため，図 1 に示す H 形

断面の補強材を梁端に取り付ける補強構法を提案して

いる。既往の研究では，既存梁の上下に補強材を取り

付ける補強構法の有効性を確認した 1)
。一方，現実的

には既存梁上側に床スラブが存在するため，施工性を

鑑みると，下側のみに補強材を取り付けることが望

まれる。そこで本論では , 図 1(c) に示す角形鋼管柱

梁接合部に補強材を既存梁の下側のみに取り付けると

ともに梁ウェブを水平スチフナで補剛する補強構法を

検討する。本論ではまず ,上記の補強構法の構造性能

を検討するために部分架構実験及び有限要素解析を行

う。さらに，補強方針に則る設計を可能にするため，

補強材の負担応力の簡潔な推定法を提案するととも

に，その妥当性を有限要素解析との比較検討から明ら

かにする。

2.　補強方針

　本補強構法では，図 2 に示すとおり補強材先端が十

分に塑性回転した時に，梁端に作用する最大曲げモー

メント eMu のうち，既存梁の負担する曲げモーメント

obMu を既存梁端接合部の全塑性曲げ耐力 jMp 以下に留

めることを補強目標とする。eMu は下式で表される。

 e u b pM Mβ ξ= ⋅ ⋅  (1a)

  ( )b b rl l lβ = − 　　　　　　　               (1b)

ここで，ξは歪硬化に伴う割増し係数 (=1.1) である。

下側補強の場合における補強材の負担曲げモーメント

rMu は , 補強材の軸力 rN を用いて表され，上記の条

件式は次式で表せる。

 r u r rM N d= ⋅  (2)

 ob u e u r r j pM M N d M= − ⋅ ≤  (3)

 既存梁端接合部の全塑性曲げ耐力 jMp は補強材のみ

を取り付ける場合及び補強材と水平スチフナを併用す

る場合についてそれぞれ図 3 に示す補強材軸力 rN に

よる中立軸の移動を考慮した崩壊機構に基づき算定を

行う。なお，水平スチフナは鋼管壁の面外変形を抑制

する補剛材としての役割を担うものであり，曲げモー

メントへの抵抗を期待しない。また，補強材及び接合

部は降伏させないことを原則とする。

3.　部分架構実験

3.1　試験体

　試験体の接合部詳細及びセットアップを図 1 及び図

4 に示す。試験体は柱□ -350×12 (STKR400) に梁 RH-

400×200×8×13 (SS400) を接合した T 字形部分架構で

ある。梁のスカラップ形状は 35R の旧来型とし，裏

学部　正会員  中藤　駿（神戸大学）　

図 1　試験体及び接合部詳細
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図 4　セットアップ
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図 2　曲げモーメント分布

図 3　鋼管壁の崩壊機構の例
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当て金は連続隅肉溶接で梁フランジに組立て溶接され

ている。実験因子は補強材及び水平スチフナの有無で

あり，計 3 体の試験体を用意した。補強材は断面寸法

を BH-150×200~420×19×16 (SN490B) とし，長さはい

ずれも 330mm である。梁と補強材の接合は高力ボル

ト摩擦接合である。柱と補強材フランジ及び柱と水平

スチフナの接合は，外ダイアフラム形式とし，開先角

度 45 度，開先深さを板厚の 0.8 倍とした部分溶込み

溶接とした。補強材フランジについては 200mm から

420mm にテーパー形状で拡幅し，ダイアフラムせい

は 35mm とした。梁フィレット部の試験温度 0℃での

シャルピー吸収エネルギーは 44J である。

3.2　載荷方法

　図 4 に示すとおり試験体は柱の一端をピン冶具に，

他端をピン・ローラー冶具に接合し，載荷は梁先端に

取り付けた油圧ジャッキにより行う。載荷履歴はい

ずれも無補強梁の全塑性モーメント bMp に対応する梁

弾性回転角の計算値 bθp(0.0086[rad]) を基準とした正負

交番繰返し載荷とし，±0.5bθp の変位振幅を 1 回ずつ，

±2bθp の変位振幅を 2 回ずつ与えた後，梁が破断する

まで ±4bθp の振幅を繰り返した。

3.3　実験結果

3.3.1　荷重変形関係と破壊状況

　梁端曲げモーメントと梁回転角の関係を図 5 に，破

壊状況を写真 1 に示す。いずれの試験体も写真 1 に示

すように，最終的にはスカラップ底を起点に上フラン

ジが脆性破断した。履歴曲線を骨格曲線に変換し図 6

に示す。図中には接線剛性が弾性剛性の 1/6 となった

ときの荷重を全塑性耐力と定義し，○ 印で示す。水平

スチフナのみを取り付けた試験体は無補強試験体に比

べて耐力・剛性の上昇はみられない。一方で補強材と

水平スチフナを併用した試験体の全塑性耐力は無補強

試験体に比べ負曲げ及び正曲げ時でそれぞれ 1.10 倍

及び 1.12 倍に上昇しており，この耐力上昇は塑性ヒ

ンジ形成位置が梁端から補強材先端へ移行したことに

よる耐力上昇率 β (=1.13) と概ね一致した。弾性剛性

図 5　梁端曲げモーメント -梁回転角関係
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図 7　累積塑性回転角

図 6　骨格曲線

は無補強試験体に比べて，1.12 倍に上昇した。

3.3.2　塑性変形能力

　各試験体の破断までの梁の累積塑性回転角 Σθp を

図 7 に示す。Σ θp は水平スチフナのみを取り付けた

B29R-S では無補強試験体に比べて 2.4 倍，補強材お

よび水平スチフナを併用した B29R-ELH-S では，4.8 

倍に向上している。

3.3.3　梁端歪分布

　2 bθ/bθp 時の梁端の材軸方向歪分布を図 8 に示す。

水平スチフナのみを取り付けた試験体の梁フランジの

歪は，正曲げ及び負曲げ時ともに無補強試験体より若

干小さい程度であり，補強効果は小さい。一方，補強

材と水平スチフナを併用した試験体では，正曲げ時の

下フランジだけでなく，負曲げ時の上フランジの歪を，

無補強試験体に比べて半分程度に低減できている。

Σθp
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図 8　梁端歪分布
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4. 有限要素解析

4.1　解析モデルと解析方法

　負曲げ時における水平スチフナおよび補強材によ

る補強効果を詳細に検討するため有限要素解析 (FEA)

を行う。解析モデル一覧を表 1 に示す。解析因子は水

平スチフナの有無と補強材形状であり，解析モデル

は実験対象である試験体 B29UR 及び B29R-ELH-S に

加え，補強材のみを取り付けた B29R-ELH と，補強

材フランジを増厚し補強材を長くした B29R-ELRH-S

の計 4 体である。解析モデルの一例 (B29-ELH-S) を

図 9 に示す。いずれの解析モデルも柱梁接合部近傍に

ソリッド要素，その他に梁要素を用いてモデル化す

る。また，高力ボルト接合部における接触を考慮し，

初期導入ボルト張力として，標準ボルト張力（M20，

F10T）を導入している。また，摩擦面はクーロン摩

擦を仮定し，摩擦係数は 0.45 とした。解析モデルは

試験体の対称性を考慮して 1/2 モデルとしている。載

荷方法は一方向単調載荷とする。各部材の応力と歪の

関係は材料試験結果を真応力－真歪関係に置換し，多

直線近似したものを用いる。塑性域における構成方程

式は，von Mises の降伏条件，連合流れ則及び等方硬

化則に基づく。解析には汎用非線形構造解析プログラ

ム ABAQUS ver6.9 を用いる。

4.2　既存梁・補強材の負担曲げモーメントの推移

　梁端曲げモーメント bM，既存梁及び補強材が負担

曲げモーメント obM，rM の推移を図 10 に示す。図中

には既存梁端接合部の全塑性曲げ耐力 jMp および補強

材の降伏耐力 rMLy を破線にて併せて示す。rMLy は外ダ

イアフラム形式柱－補強材接合部の局部降伏によって

決定される降伏耐力
2）であり，下式によって算出した。

 r Ly r Ly rM N d= ⋅  (4a)　   　　

 ( / 2 2 )r Ly h y h f c dN t x t hσ= ⋅ + +  (4b)

図 10　既存梁・補強材の負担曲げモーメントの推移

 ( ) ( ) ( )1 2 1 4 1 2
2.5c c h f c h f c y h yx t t t D t σ σ≅ ⋅   (4c)

ここで，dr：既存梁図心から補強材下フランジの板

厚中心までの距離，hσy：補強材フランジの降伏強さ，

htf：補強材フランジ厚，tc：鋼管厚，hd：ダイアフラ

ムせい，cσy：鋼管の降伏強さ，Dc：鋼管幅である。

　いずれも rM は rMLy を下回り，柱－補強材接合部は

十分な耐力を確保できていることがわかる。補強材

のみを取り付けた B29R-ELH では，rM の増大につれ

て，鋼管の面外曲げ降伏で決定される jMp が著しく低

下し，obM は jMp を早期に上回っている。補強材と水

平スチフナを併用した B29-ELH-S については，jMp の

低下を大幅に抑制できている。ただし，rM が十分で

なかったため，結果として obM は jMp を上回っている。

補強材フランジの増厚および補強材を長くし補強材の

応力伝達性能を高めた B29R-ELRH-S については，補

強材の負担応力が増大したことで，4bθ/bθp までの変形

性能を目標とした場合，補強方針を満足できている。

4.3　スカラップ底の相当塑性歪 

　上フランジのスカラップ底の相当塑性歪と梁回転角

の関係を図 11 に示す。B29R-ELRH-S, B29R-ELH-S，

B29R-ELH の順に歪の低減効果が大きい。最も大きな

歪低減効果が得られた B29R-ELRH-S は，4bθp 時の歪

を，無補強試験体 B29UR の 1.0bθp 時の歪と同程度ま

で低減できており，補強方針を満足することで，破壊

起点となりうるスカラップ底の歪を，亀裂を生じない

程度まで低減できると言える。

5.　簡易力学モデルによる補強材の負担応力の推定

モデル 補強材断面
補強材長さ

lr　[mm]
水平スチフナ

の有無

B29UR - -
無

B29R-ELH
RH-150×220~420×19×16 330

B29R-ELH-S
有

B29R-ELRH-S RH-150×220~420×19×19 400

表 1　解析モデル一覧

図 9 解析モデル一例
     (B29R-ELH-S)

図 11　相当塑性歪
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る場合へと拡張し，その妥当性を FEA 結果との比較

から明らかにする。

5.1　ストラット剛性

　図 12 に示す簡易力学モデル (SSM) におけるスト

ラット剛性 Kst の算定方法を示す。ストラット剛性は

図 13 に示すバネ系によって与えられる。このバネ系

は，柱 -補強材接合部の補強材フランジのストラット

方向の剛性 Krf，補強材ウェブのストラット材軸方向

の剛性 Krw 及び梁 - 補強材接合部の剛性 Kch を直列結

合したものであり (5) 式で表される。また，柱－補強

材接合部の局部剛性は，図 14 に示すダイアフラム及

び鋼管の有効断面を線材に置換し，たわみ角法によっ

て求めた。

 
hcwrfr

ts

KKK
K 111

1
++

=  (5)

5.3　推定結果

　SSM の妥当性及び外ダイアフラム形式接合法の応

力伝達性能を検討するため，表 2 に示す柱断面，補強

材長さ，補強材形状及び接合形式の異なる計 8 ケー

スの解析を行う。SSM および FEA から得られた梁端

曲げモーメント，既存梁及び補強材の負担曲げの推

移 (B29-I-E，B29-II-E)の比較を図 15 に示す。SSM は

FEA 結果を十分な精度で再現できている。

　SSM より得られた 4.0bθ/bθp 時の補強材の曲げ負担

率 rγm（=rM/bM）の比較を図 16 に示す。同一補強材を

取り付けた場合，H 形断面柱にスプリットティー接合

形式で補強材を取り付けるモデルの曲げ負担率 rγm は

36 ～ 42% であるが，角形鋼管柱梁接合部にノンダイ

アフラム接合法で補強材を取り付けるモデルでは曲げ

負担率 rγm は 21～ 25% に低下する。一方，外ダイア

フラム形式接合法では曲げ負担率 rγm は 30 ～ 36% と

なり，ノンダイアフラム形式に比べると，大幅に曲げ

負担率 rγm を向上できることがわかる。

6.　結論

1) 補強材と水平スチフナを併用することで，無補強

試験体に比べ 4.8倍程度塑性変形能力を改善できた。

2) 補強材と水平スチフナを併用することで，正曲げ

時における下フランジだけでなく，負曲げ時におけ

る上フランジの歪低減効果も十分に期待できる。

3) 補強方針を満足することで，破壊起点となりうる

スカラップ底の歪を，亀裂を生じないレベルまで低

減できる。

4) 簡易力学モデルにより，既存梁及び補強材の負担

曲げモーメントの推移を精度よく再現できる。

5) 外ダイアフラム形式接合法を用いることでノンダ

図12 簡易力学モデル (SSM) 図 13 ストラット詳細

モデル 柱断面 補強材長さ 補強材形状 接合形式

B29-I-N
□-350×350×12 

330mm RH-150×200×19×16
ノンダイアフラム

B29-II-N 400mm RH-150×200×19×19
B39-II-N □-350×350×9 330mm RH-150×200×19×16

外ダイアフラム
B29-I-E

□-350×350×12
400mm RH-150×200×19×19

B29-II-E 330mm RH-150×200×19×16
B39-II-E □-350×350×9 400mm RH-150×200×19×19

H-I
BH-300×300×25×16

330mm RH-150×200×19×16
スプリットティー

H-II 400mm RH-150×200×19×19

表 2　解析モデル一覧

イアフラム形式と比べ，応力伝達性能を向上できる。

図 15 SSM と FEA の比較

図 16 補強材の曲げ負担率 rγm の比較 (4bθ/bθp 時）

図 14 剛性評価モデル
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繊維補強セメント複合材料におけるスチールワイヤの架橋性能に関する研究 
 

 
学部 正会員 橋本 裕子（筑波大学） 
 

1. はじめに 

 セメント系マトリクスに短繊維を混入した繊維補強

セメント複合材料（Fiber-Reinforced Cementitious 
Composites，以下 FRCC）では，繊維がひび割れを架
橋することで引張力を負担し，ひび割れの開口が抑制

され引張靭性能が向上する。しかしながら，FRCCの
引張性能は，試験方法の困難さや基礎的性状のバック

データ不足に起因して未解明な点が多く，性能の定量

的評価が困難となっていることから，現状では構造体

の設計に生かされていない。 
FRCCの引張性能は，ひび割れを架橋する繊維の引

張力を，ひび割れ幅の関数で表した架橋則に支配され

る。直接的に引張性能を求める一軸引張試験を FRCC
に対して実施することは非常に困難を伴うため，架橋

則を用いて繊維の架橋性能から FRCC の引張性能を
精確に明らかにすることができれば，比較的容易な性

能評価が可能となり，FRCCの適用範囲の拡大につな
がる。 
本研究では，スチールワイヤ（比較的細径の表面が

平滑な鋼繊維）を対象として，架橋則の最も基本とな

る単繊維－マトリクス間の抜出し挙動を把握して架橋

則の構築を行い，繊維の架橋性能から FRCCの引張性
能を評価するための検討を行った。具体的には，構築

した架橋則を，くびれ型供試体を用いた FRCCの一軸
引張試験結果と比較することで架橋則の適合性を検証

した。また，架橋則を考慮した断面解析を行って曲げ

性能を評価し，FRCCの曲げ試験結果と比較すること
で，FRCCの曲げ性能に対する架橋則の適用性につい
て検討した。 

2. 使用材料 

 着目する繊維としては，架橋則の構築の流れを確認

するため，破断することがなく，評価が比較的容易な

細径のスチールワイヤ（径 0.16mm，引張強度
2825MPa）とした。一軸引張試験および曲げ試験にお
いて，試験体を作製する際に混入するスチールワイヤ

の繊維長は 13mmである。 
マトリクスは，一軸引張試験における架橋則の適合

性を確認する際は，基礎的特性を得るためにモルタル

（以下，M）とし，曲げ性能に対する架橋則の適用性
を検討する際は，脆性的な破壊を防止するためスチー

ルワイヤが混入されることが多い 150MPa クラスの
超高強度コンクリート（以下，C）とした。 

3. 引張性能に対する架橋則の適合性 

単繊維－マトリクス間の抜出し挙動を把握して架

橋則を構築し，架橋則の引張性能に対する適合性を検

証するため，対象とするマトリクスをモルタルとして，

単繊維引抜試験および一軸引張試験を行った。 
3.1 単繊維抜出し挙動の把握 

付着長（2，4，6mm）および配向角（0，15，30，
45，60度）をパラメータとして，図 3-1に示す単繊維
引抜試験を行い，単繊維の架橋モデルを構築する。試

験体は既往の研究 1)を参考として，アクリル板とゴム

板を組み合わせた型枠を用いて付着長を変化させたも

のを作製し，配向角は試験体を加力装置軸直交方向に

対して傾けて設置することにより実現した。 
単繊維引抜試験結果を図 3-2に示す。配向角 0度の

試験結果において，線形的に荷重が増加しピークに達

した後，徐々に荷重が減少する挙動が見られるととも

に，付着長に比例してピーク時の荷重が大きくなる傾

向が見られたことから，付着は摩擦によって生じるこ

とが確認された。試験結果より得られたピーク時荷重

Paおよびすべり量 saより，単位付着長あたりのピーク

時荷重 Pa/lb，引抜剛性 Pa/saを算出し，平均値として

Pa/lb=1.27N/mm， Pa/sa=96.1N/mm という値が得ら

れた。 
配向角を有する場合には，配向角の増大に伴って引 

 
図 3-1 単繊維引抜試験概要 
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抜荷重が増加するスナビング効果 2)（図 3-3）が確認
され，スナビング効果を表す指標であるスナビング係

数は，付着長が小さく繊維抜出し直前の荷重増加の影

響を強く受ける試験体ほど大きく算出された。一方，

引抜剛性に対する配向角の影響は確認できなかった。 
試験結果を考慮して，表 3-1 にまとめた式により，

単繊維抜出し挙動を表現する。モデルの模式図を図 
3-4 に示す。配向角 0 度におけるピーク時荷重 Pa,0，

および，ひび割れ幅δa,0は，それぞれ式(1)，(2)で示す
付着長に比例する式で定義する。繊維配向角の影響は

引抜荷重に反映させ，付着長の減少に伴い，配向角に

よる荷重の増大が大きくなることを表現するため，式

(3)で表したスナビング係数 fを用いて，式(4)により引
抜荷重 Paを表現する。 
配向角 0度における試験結果に基づき，配向角 0度

における単位付着長あたりのピーク時荷重 Pa,0,1 を

1.3N/mmと設定した。単位付着長あたりのピーク時ひ
び割れ幅については，実際に架橋する繊維は両端がマ

トリクスに埋め込まれていることを考慮して，すべり

量の 2倍とすることとし，配向角 0度における単位付
着長あたりのピーク時荷重と引抜剛性の平均値により

すべり量を算出してδa,0,1=0.03mm/mm と設定した。

各付着長に対して算出されたスナビング係数と付着長

の関係に対して最小二乗法による直線近似を行い，f0 
=2.6，f1= -0.3とした。 
3.2 架橋則の構築 

単繊維の架橋モデルを，繊維の配向性を考慮してひ

び割れ面に存在する複数の繊維分総和することで，架

橋則の構築を行う 3)。各単繊維は主配向角θrと配向強

度 kで表現される楕円分布 3)を用いた繊維配向角分布 

 

表 3-1 単繊維抜出し挙動のモデル化 
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記号表 P ：引抜荷重 
 δ ：ひび割れ幅 
 lb ：付着長（=ひび割れ面に対する埋込長） 
 f ：スナビング係数 
 f0，f1 ：スナビング係数を表現する定数 

 θ ：配向角 

添字 a,0,1 
：ピーク時，配向角 0度，単位付着長 

あたりにおける値 

 a,0 ：ピーク時，配向角 0度における値 

 
 
表 3-2 架橋則モデルへの入力値（Mシリーズ） 

入力項目 入力値 

配向角 0度，単位付着長あたりの 

ピーク時荷重 Pa,0,1 (N/mm) 
1.3 

配向角 0度，単位付着長あたりの 

ピーク時ひび割れ幅δa,0,1 (mm/mm) 
0.03 

f0（スナビング係数 f = f0 + f1・lb） 2.6 

f1（スナビング係数 f = f0 + f1・lb） -0.3 

繊維長 lf (mm) 13 

配向強度 k 15 

 
図 3-2 単繊維引抜試験結果（Mシリーズ） 

 
図 3-3 スナビング効果 

 
図 3-4 単繊維架橋モデル 
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に従うものとする。主配向角θrとは，ひび割れ面に存

在する様々な方向を向いた繊維の主たる配向の向きを

示す角度であり，その主配向角θrに対する配向の強さ

を表す指標が配向強度 kである。 
架橋則モデルへの入力値を表 3-2に示す。一軸引張

試験においては，ひび割れ発生面において繊維が軸方

向に配向していると考えられるため，主配向角θr=0
とする。配向強度 kについては，くびれ型一軸引張試
験体の配向強度を算出した既往の研究 4)より，k=15を
用いた。 
3.3 架橋則と一軸引張試験結果の比較 

繊維体積混入率 1.0，2.0%として，一軸引張試験を
行い，試験結果と構築した架橋則を比較することで，

架橋則の適合性を検討する。 
一軸引張試験体の形状は既往の研究 4)と同様のくび

れ型とし，引張応力の伝達の境界条件を初期不整およ

び二次曲げの影響を考慮した固定－ピン 5)として加力

を行った。 
構築した架橋則と，一軸引張試験結果の応力－ひび

割れ幅関係の比較を図 3-5に示す。架橋則は試験結果
の挙動を概ね表現できている。 

4.架橋則を用いた曲げ性能評価 

FRCCの曲げ性能に対する架橋則の適用性について
検討するため，対象とするマトリクスを超高強度コン

クリートとして，単繊維引抜試験および曲げ試験を行

った。 
4.1 単繊維抜出し挙動の把握 

付着長（2，4，6mm）および配向角（0，15，30，
45，60度）をパラメータとして，3.1節と同様の単繊
維引抜試験を行い，単繊維の架橋モデルを構築する。 
単繊維引抜試験を行った結果，単繊維の抜出し挙動

は，3.1 節の試験結果と概ね同様であり，摩擦による
付着や配向角によるスナビング効果が確認された。ま

た，引抜剛性に対する配向角の影響は確認できなかっ

た。 
配向角 0度における試験結果より，単位付着長あた

りのピーク時荷重Pa/lbおよび引抜剛性Pa/saを算出し，

平均値として Pa/lb=2.05N/mm， Pa/sa=118N/mm が

得られた。これより配向角 0度における単位付着長あ
たりのピーク時荷重 Pa,0,1 およびピーク時ひび割れ幅

δa,0,1を Pa,0,1=2.1N/mm，δa,0,1=0.03mm/mm と設定
した。 
設計付着長 4，6mmの試験結果に対してそれぞれス

ナビング係数を算出し，付着長が小さいほどスナビン 

 
図 3-5 架橋則と一軸引張試験結果の比較 

 

グ係数が大きくなる傾向も確認され，その関係を表 
3-1中の式(3)で表すと，f0 =2.5，f1= -0.3であった。 
以上のことを踏まえ，単繊維抜出し挙動をモデル化

し，3.2 節と同様の方法で架橋則モデルを構築した。
架橋則モデルへの入力値は，Pa,0,1=2.1kN，δ a,0,1 

=0.03mm，f0=2.5，f1=-0.3，lf=13mmである。ただし，
配向強度 kについては，各曲げ試験結果と対応するよ
う変化させた。 
4.2 断面解析 

架橋則により得られる FRCC の引張性能を用いて，
ファイバーモデルによる断面解析を行い，曲げモーメ

ント－回転角関係を構築する。FRCCの応力－ひび割
れ幅関係のモデルを図 4-1に示す。FRCCの応力－ひ
び割れ幅関係の引張側はトリリニアモデル，圧縮側は

弾性モデルとした。引張側のモデルは架橋則より得ら

れた応力－ひび割れ幅関係から構築し，架橋則構築の

際必要となる，繊維配向角分布形状を決定する配向強

度 kの値は，最大曲げモーメントに関して，曲げ試験
結果と断面解析結果がほぼ等しくなるよう，各試験に

対してそれぞれ想定した。圧縮側のモデルは，曲げ試

験結果と圧縮試験結果を照らし合わせ，圧縮側の応力

－ひび割れ幅（圧縮変形）関係の初期勾配 kcを決定す

ることで表現した。 
4.3 断面解析結果と曲げ試験結果の比較 

繊維体積混入率（0.5，1.0%）およびバイブレータ
ー使用の有無をパラメータとして曲げ試験を行い，試

験結果と解析結果と照らし合わせることで，FRCCの
曲げ性能評価に対する架橋則の適用性について検討す

る。 
曲げ試験体は JCI-S-001-2003「切欠きはりを用いた

コンクリートの破壊エネルギー試験方法」6)に準拠し

て，切欠きを有する 100×100×400mmの角柱供試体
とし，体積混入率 0.5，1.0%に対してそれぞれ，型枠
端部より流込みを行い作製したもの（バイブレーター

なし）と，流込み完了後に，従来コンクリートの締固
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めに使用される棒状バイブレーターを型枠中央部近傍

に挿入し振動を加えることで，試験体中央部における

繊維を試験体軸方向に対して直交方向に強制配向させ

たもの（バイブレーターあり）を作製した。 
繊維体積混入率 1.0%の結果を例として，断面解析の

結果と曲げ試験結果の曲げモーメント－回転角関係の

比較を図 4-2(a)に示す。断面解析の結果は，FRCCの
曲げ性状を概ね表現できている。解析時に想定した繊

維配向角分布および曲げ試験加力終了後のひび割れ面

における繊維配向の様子の比較を図 4-2(b)に示す。
p(θ)，p(φ)は，試験体軸方向に対して平行な 2平面か
ら見た，ひび割れ断面に架橋する 2つの繊維配向角分
布の確率密度関数を示す。想定した繊維配向角分布に

より，バイブレーターありの試験体は，バイブレータ

ーなしの試験体と比較して，試験体軸方向（配向角 0
度）に対する繊維の配向が弱くなっていることが読み

取れる。これは試験体ひび割れ面における実際の繊維

の様子と対応している。 
想定した繊維配向角分布に対応する引張側モデル

の比較を図 4-3に示す。バイブレーターなしの試験体
は，バイブレーターありの試験体よりも高い引張性能

を示しており，バイブレーター使用の有無によって変

化させた繊維の配向性に伴う引張性能の差異を，解析

により確認することができた。 

5. まとめ 

スチールワイヤの単繊維引抜試験結果を基に，抜出

し挙動のモデル化を行って架橋則を構築することで，

繊維の架橋性能に基づく FRCC の引張性能を評価し， 
FRCCの一軸引張試験結果を概ね再現できた。 
繊維の配向性を考慮した架橋則を用いて断面解析

を行うことで，FRCCの曲げ試験結果を概ね表現する
ことができた。 
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   図 4-1 応力－ひび割れ幅 

関係モデル 

   

 (a) 曲げ性状 (b) 繊維配向性 

図 4-3 引張性能の比較の例 図 4-2 解析結果と曲げ試験結果の比較 
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図 1（左）床の被害 図 2（右）壁の被害 

図 1,2 ともに石巻市ホームページより引用 

連続観測記録に基づく実存建築物の振動特性に関する研究 

 
学部 正会員 畠山 智貴（東北大学） 
 

第 1 章. 序 
1.1. 本卒業研究の背景と目的 

建築構造物には、地震などの自然災害による損傷、

経年による劣化などから、当初に想定された構造性能

を十分に発揮・維持できなくなることが往々にしてあ

る。これら損傷や劣化を確認するためには、物理量の

変動から動的に診断して構造物の健全性の評価を行う

構造ヘルスモニタリング(以下、SHM)が有効である。 
近年、この SHM に関する研究が国内外で活発に実

施されている。しかしながら、実建築への具体的適用

は極めて限定的であるのが実情である。この主要因の

一つに挙げられるのが、実建築における観測記録の蓄

積不足であり、例えば，ある物理量の変動に対する定

量的な解釈指標のための知見が不足しているなど、観

測を通じて得られる様々な知見の蓄積が本分野の課題

として先行の研究で指摘されている例えば¹-³⁾。 
以上のような背景から、本卒業研究では、SHM の観

測事例の蓄積を目的とし、数年から長いものではおよ

そ 9 年にわたり東北大学災害科学国際研究所(以下、

IRIDeS)が実建築を対象に続けている振動観測の記録

を用いて、建築構造物の振動特性に関する分析を行っ

た。 
 

第 2 章. 観測対象建物および観測体系概要 
2.1 観測対象建物概要 
 本研究対象建物は、いずれも東北地方に既存の自治

体庁舎 6 棟である。研究対象建物を次頁表 1 に簡潔に

示した（以下、建物名を表中「No.」で略記する）。中

低層建築物の実測事例の蓄積はさらに乏しいと言われ

ており例えば⁴⁾⁵⁾、それを踏まえ本研究では研究対象建

物に全て中低層建築物を選定している。この観点から

も、本研究内容は新たな知見になるものと考える。 
また、同表の竣工年の項からわかる通り、すべての

建物が東北地方太平洋沖地震を経験しており、中でも

No.6 の建物は 3.11 地震で大きな被害を受け震災後 2
度の改修が行われている（図 1,2 参照）。その他にも、

各対象建物で 10 から数十の地震記録の蓄積がなされ

ている。これらの地震記録に加え、常時微動観測記録

を基に、本研究では「地震時の建物の振動特性」と、

3.11 地震を経験したその後現在の「通常時の建物の振

動特性」のそれぞれに着目し、分析を行った。 
本稿ではその分析結果の中から、一例を提示する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
2.2 観測体系概要 

振動観測にはリアルタイム観測に対応した観測シ

ステムが構築されている⁶⁾。対象建物毎に 3 台の地震

計を用い、概ね 1 層に 1 台の配置で観測を行っている。

設置位置は次頁図 3 に簡潔に示した。地震計には微動

から強震まで広域に観測可能な高感度地震計を採用し

ている。地震計のサンプリング周波数は全観測点統一

して 100Hz で、観測時間は 24 時間常時である。この

各観測点と IRIDeS、WWW(World Wide Web)の３者

を ADSL 回線により結ぶことで、遠地の情報を筆者の

在籍する IRIDeS で取得することを可能としている。 
 
第 3 章. 常時微動観測に基づく分析 
3.1 評価方法 

連続観測記録に基づき、対象建物ごとの長期的変動

の分析を行った。膨大な量の記録を効率的に分析し、

研究目的を達成するため、以下の手順を採用した。 

観測システムから送受される対象建物最上階の 1 時

間毎の記録に対し、81.92sec.のサンプルを切り出して

求めたフーリエスペクトルを凡そ 40 サンプル用いて

アンサンブル平均をとり、バンド幅一律 0.2Hz で平滑

化を行ったスペクトルのピーク値をその 1 時間の地盤

建物連成系の固有振動数の推定値とした。同等の操作

を対象建物基準階の記録を用いて行い、Top/Base のフ

ーリエスペクトル比のピーク値をその 1 時間の基礎ス

ウェイ固定系の固有振動数の推定値とした。 
データの蓄積の観点から、以上 2 系の固有振動数の

推定を、各系各方向ごと 1 年間或いは 2 年間の記録に

対し繰り返して行い（一年間で約 9000 回、これを 2
方向×2 系）、また同時に固有振動数の変化を追った。 
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表 1 観測対象建物概要 

図 3 地震計設置位置注 1) 

図 7 No.6 東北地方太平洋沖地震後の振動特性変動注 3) （左：長軸方向） （右：短軸方向） 

図 6 日平均気温の推移 （左：石巻地方気象台） （右：鹿島台地方気象台） 

図 4 固有振動数の推移注 2) （左：No.6） （右：No.3） *ともに長軸方向 

図 5 固有振動数の推移注 2) （左：No.6） （右：No.3） **ともに短軸方向 

図 8 No.6 東北地方太平洋沖地震本震時最上階建物応答 （左：長軸方向） （右：短軸方向） 

Coseismic Change : 0.98 Hz 

Peak : - 852.9 gal  

Coseismic Change : 0.84 Hz 

Peak : 1056.5 gal 

Occurrence ▼ 3/11 Occurrence ▼ 3/11 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

No. 1 (Shiroishi) 2 (Ohunato) 3 (Kashimadai) 4 (Shichigahama) 5 (Kurihara) 6 (Osika)

建物名称 白石市役所 大船渡市役所 大崎市役所鹿島台総合支所 七ヶ浜町役場 栗原市役所 石巻市役所牡鹿総合支所

建物所在 宮城県白石市大手町 岩手県大船渡市盛町 宮城県大崎市鹿島台町 宮城県七ヶ浜町 宮城県栗原市築館 宮城県石巻市鮎川浜

構造種別 RC造 RC造 S造 RC造 RC造 RC造

階数 地上 5階 3階 3階 3階 4階(中央棟)/4階(西棟) 3階

地下 1階 1階 - 1階 - -

軒高(m) 19.1 10.6 13.5 12.1 20.2(中央棟)/17.2(西棟) 17.4

延床面積(㎡) 5,434 3,141 1,673 N/A 6.027 2,222

基礎・杭種別 直接基礎 直接基礎 直接基礎 直接基礎 直接基礎 直接基礎

設定閾値(gal) 5 5 5 5 2 10

地震記録数 10 10 40 29 35 74

竣工年 1973 1970 2005 1961 1995 1975

地震計 MicroSMA EpiSensor MicroSMA MicroSMA MicroSMA MicroSMA

地震計設置階 B1F/3F/5F B1F/2F/3F 1F/2F/3F 1F/2F/3F 1F/4F(中央棟)/4F(西棟) 1F/2F/3F
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y = -0.189ln(x) + 3.356
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下限

上限

寄与率 0.783 0.804
有意F 0.657 0.722

単回帰式 Freq. = -0.268ln(acc.) + 5.345 Freq. = -0.211ln(acc.) + 4.370

内挿範囲(gal)
13.82 11.96
92.74 77.92

地震数 10 10

No. 2

庁舎名 大船渡市役所庁舎

観測期間 (2015)1/21~(2015)10/31
設定閾値(gal) 5
観測方向 SD LD

下限

上限

寄与率 0.510 0.440
有意F 1.97E-07 6.25E-07

単回帰式 Freq. = -0.127ln(acc.) + 2.541 Freq. = -0.087ln(acc.) + 2.198

内挿範囲(gal)
6.04 5.02

113.70 95.71

地震数 40 40

No. 3

庁舎名 鹿島台総合支所庁舎

観測期間 (2013)6/20~(2015)10/31
設定閾値(gal) 5
観測方向 SD LD

下限

上限

寄与率 0.467 0.483
有意F 0.0003 0.001

単回帰式 Freq. = -0.195ln(acc.) + 4.674 Freq. = -0.189ln(acc.) + 3.356

内挿範囲(gal)
9.31 12.16

188.92 276.16

地震数 29 29

No. 4

庁舎名 七ヶ浜町役場庁舎

観測期間 (2013)5/15~(2015)10/31
設定閾値(gal) 5
観測方向 SD LD

図 9 振動振幅と固有振動数の関係注 4) 

3.2 解析結果 
(1)長期的評価 

代表として、No.3、No.6 の長軸短軸両方向、地盤建

物連成系の解析結果を図 4,5 に示す。なお、No.3 の建

物では 2015 年 1 年間の記録に対して、No.6 の建物で

は 2014 年、2015 年の 2 年間の記録に対してこの操作

を行った。図 6 には併せて日平均気温の推移を附する。

気温情報は、気象庁一元化データより、最寄りの鹿島

台気象観測所/石巻気象観測所の記録を参照にした。

No.3 は S 造建築物、No.6 は RC 造建築物である。 
(2)東北地方太平洋沖地震前後 

東北地方太平洋沖地震前後の記録を収録した No.6
を対象に 3.11 地震前後における振動特性の変動を示

す（図 7,8 参照）。3.11 地震本震後に固有振動数は回復

していくが、半年が経過しても顕著な低下ままの状態

である。固有振動数の、ここまで明確な変動を確認で

きた報告はこれまで少ない。外乱により建物全体の剛

性が顕著に低下していたことがこれよりわかった。図

1,2 に観測されたひび割れの影響もここに考えられる。 
 
第 4 章. 地震観測に基づく分析 
4.1 評価方法 

連続観測記録に基づき、対象建物ごとの地震時の分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

析を行った。評価手順は以下に示す通りである。 
建物毎の最上階連続観測記録に対し、表 1 に示してい 
る設定閾値のトリガーをかけ、設定閾値を超える振動

を地震による揺れが明確に確認できる、良好な地震応

答の記録を示すものと本研究ではみなし、同表に示す

数の地震を抽出した。この抽出数のそれぞれに対し、

加速度記録の絶対値が最大を記録するステップを含む

その前後 300sec.の時間を切り出し、40.96sec.のサン

プルを切り出して求めたフーリエスペクトルを凡そ 7
サンプル用いてアンサンブル平均をとり、スペクトル

ごとにバンド幅 0.2~0.4Hzで平滑化を行ったスペクト

ルのピーク値を、地震時の固有振動数として推定した。 
4.2 解析結果 

振動振幅と固有振動数の関係を No.2~No.4 を代表

に図 9 に示す。ここでは標本の母集団に対して最小二

乗法を適用して、各図中の回帰線並びに単回帰式を得

た。また同時に決定係数(寄与率)よりその精度と、有意

であるかどうかを確認した。全体として概ね精度を伴

う結果が得られた。一部回帰線にはその精度が認めら

れないものもあったが、ばらつきが激しい、或いは記

録数が十分でないためと考えられる。また有意である

回帰線については、本研究で抽出した地震のみでなく

地震時の振動特性の概ねの全体の傾向を建物毎に簡約

的に把握した⁷⁾⁸⁾。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2 結果一覧 
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第 5 章. 結論 

本卒業研究では、中低層の RC 系、S 系建築物につ

いて、「地震時の建物の振動特性」と、「通常時の建物

の振動特性」に着目して分析を行った。3.11 地震とい

う過去に前例のない巨大地震を経験した既存建築構造

物の、現在の振動特性を評価した報告はほとんどなく、

その点も本研究の特徴である。 

本研究の結論をまとめて以下に示す。 

 

1) 固有振動数は大気温と正の相関を持ちつつ長期

的に変動しており、またこの傾向は RC 造建築に

おいて明瞭にみられる。S 造建築は年間を通じて

概ね一定である。No.6 について二ヵ年分析するこ

とで、偶然の事象でないことを併せて示した。こ

の変動量は建物毎に固有で、本研究対象の内では、

No.2、No.6 で特にこの変動が顕著であった。 

2) 相対的に、S 造建築では一回毎（一時間毎）の推

定値のばらつきが小さく、RC 造では大きい傾向

がみられた。こと RC 造中低層建築物に関してい

えば、連続した観測を行い、ばらつきを含んだ現

実の特性を評価することが必要である。 

3) 東北地方太平洋沖地震時の振動記録を収録した

No.6 について、3.11 地震前後の振動特性の変動を

分析した。3.11 本震から半年を経過しても顕著な

低下を示す状態であること、大地震を受けた場合

の固有振動数の明確な変化を確認した。具体的に

は、地震後長軸方向で 0.98Hz、短軸方向で約

0.84Hz 固有振動数が低下していた。但しこれは、

地盤-構造物の相互作用効果を含んだ値である。

本建物は、3.11 地震の際長軸方向で 853gal、短軸

方向で 1057gal の加速度振幅を経験している。 

（以上、第 3 章） 

4) 地震時の固有振動数の低下傾向を最小二乗法を

用いて回帰式で示すと同時に、その式の精度・有

意性を確認する評価手法を提案した。 

5) 研究対象としたうち良好に回帰されているすべ

ての建築物で、地震時に固有振動数は、加速度振

幅が大きくなるにつれて低下する傾向にあるこ

とを確認した。大加振時にはこれが顕著である。 

6) 回帰係数（回帰線の傾き）より、S 造建築では相

対的に固有振動数の振動振幅への依存度が小さ

く、RC 造建築ではより傾きの大きな振動振幅依

存性がみられた。 

7) 地震時においてもS造建築では固有振動数の推定

値のばらつきが小さく、RC 造建築では大きかっ

た。            （以上、第 4 章） 

8) また、本研究で扱った計 198 の建物の地震観測記

録について、これらの情報を公開することが重要

であると考え、記録を整理し一覧とした。 

（本文付録） 
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ている期間を意味する。 

注3) 3.11 本震後観測システムが一時的に停止し、約一月後

の 4/23 に観測を再開している。変動値は日平均値の差。 

注4) システムとの関係上、凡例内 LD は長軸方向、SD は短

軸方向を意味する。 
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地域復興における災害遺構の保存活用の経緯及び実態 

―自然災害による被災構造物を中心として― 
 

学部 正会員 堀越 萌（新潟大学） 
 

1 はじめに 

1－1 研究の背景と目的 

 現在、原爆ドームのような惨禍を伝える被災構造物

が地域資源とされている。また、自然災害による被災

物(以下、災害遺構)も複数の保存活用がされてきた。

更に、被災地での観光復興の有効性が注目されつつあ

り1)、東日本大震災による被災物（以下、3.11遺構）

も地域資源としての活用が期待される。しかし、複数

事例からの保存活用の経緯や実態の把握はされていな

い。そこで本研究は災害遺構活用の際の資料とするた

め、3.11遺構の保存経緯及び実態を明らかにする。そ

れに加え、既に活用されている東日本大震災以前の自

然災害による遺構（以下、その他遺構）では活用実態

も明らかにする。 

1－2 研究の位置付け 

既往研究には、これまで震災復興に関連する研究と

して、被災住宅の修復過程に着目したもの2)や、原子

力災害からの復興まちづくりの経緯に着目したもの3)

がある。また、災害遺構の維持管理4)や価値5)に着目し

たものがある。本研究は維持管理に加え、複数事例の

経緯・活用実態にも着目し、検討体制や手法の傾向を

探ることに特徴がある。 

 

2 研究の方法と対象遺構の災害概要 

2－1 研究の方法 

3.11遺構の調査は、文献・HPの参照から、平成27年

6月時点で既に保存が決定していた13件の遺構を所有

する岩手県、宮城県の8市町(宮古市、陸前高田市、気

仙沼市、南三陸町、東松島市、女川町、仙台市、山元

町)の行政職員11名に対しヒアリング及び遺構の現地

踏査を行った。  

その他遺構の調査は、まず文献・HPの参照から全国

の災害遺構の現状を把握した。その後、保存活用手法

の条件が重複していないことと被災から時間が経過し

すぎていないことを条件に選定した7市10件の行政職

員及び関係者に対し電話及びメールを用いたヒアリン

グを行った。また、このうち特に保存活用手法に特徴

がみられた4市(南島原市、神戸市、淡路市、長岡市)

に対して平成27年11月に行政職員及び関係者6名に対

するヒアリング及び遺構の現地踏査を行った。 

これらの調査から、災害遺構の保存経緯について

の全体的な流れや、遺構により異なる点とその要因、

保存活用手法については、各保存手法による特性や、

活用方法の変化等の分析を行った。 

2－2 対象遺構の災害概要 

本研究において対象地とした岩手県、宮城県の各

市町及び、長崎県南島原市、兵庫県神戸市及び淡路

市、新潟県長岡市の災害遺構の被災要因となった災

害を概説する。 

まず、3.11 遺構を所有する岩手県及び宮城県は、

平成 23 年 3 月 11 日に発生した、最大震度 7、マグニ

チュード 9.0 の東日本大震災により被災した。地震

及び津波被害は甚大であり、全体の死者・行方不明

者数は 2 万人超となった。 

長崎県南島原市は、平成 2 年 11 月 17 日に 198 年

ぶりとなった雲仙・普賢岳噴火災害により被災し、

これによる死者行方不明者数は 44 名であった。 

兵庫県神戸市及び淡路市は、平成 7 年 1 月 17 日に

明石海峡を震源として発生した阪神淡路大震災によ

り被災し、これによる死者・行方不明者は 6,434 名

であった。 

新潟県長岡市は、平成16年10月23日に発生した新潟

県中越地震により被災し、山古志村では震度6強を記録

した。これによる死者・行方不明者数は68名であった。 

 

3 その他遺構と3.11遺構の現状 

 その他遺構は文献・HPの参照により全国に13件確認

できた(表1)。うち10件(1)の現在の所有者もしくは管理

者に対しヒアリングを行ったところ、保存当初は保存

に否定的な意見が見られた地域でも、現在は全ての地

域で地域資源として考慮されていることが分かった。

また、各地における災害遺構の活用状況としては、遺

構を見学できるように通路や柵を整備すると共に、近

隣に資料館のような併設施設を設置し、それら一帯を

公園として整備する方法が多く見られた。 

3.11遺構は文献・HPの参照により岩手県及び宮城県

において、保存決定済み・検討中・解体済みのものを

含め計25件の遺構について検討が行われていたことが
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確認できた(表2)。このうち被災直後から平成25年11

月までに検討が行われていたのは15件だった。しかし

平成25年11月15日、復興庁が兼ねてからの宮城県及び

遺構保存を検討する各自治体からの要望に応える形で

保存初期費用支援(2)の表明し、これを契機として新た

に10件の遺構について検討され始めた。遺構の保存議

論が最も早く始められたのは宮城県女川町であり、平

成23年5月の復興計画中間答申から協議の記述がみら

れ、同年9月に策定された復興計画では「震災遺構の保

存」を提唱している。復興初期段階において保存議論

がはじめられた要因のひとつに、女川町長が率先して

遺構保存に積極的な姿勢を見せたためと考えられる、

とヒアリングから分かった。 

また、災害遺構計25件の現状の内訳としては、保存

決定済みが13件(平成27年6月時点)、検討中が5件、解

体済みが4件、不明が2件、復元済みが1件であった。 

 

4 保存経緯 

4-1 災害遺構の保存経緯 

災害遺構の保存経緯においておおよそ共通してい

る項目及び順番を示す(表3)。まず地域内外及び自治体

内部からの提案により存廃議論が開始する。次に、検

討組織の設置・遺構候補の選定・可能性調査・合意形

成が行われるが、これらの順番は自治体によって様々

であり、検討体制の違いによって変化がみられた。詳

細および検討組織の設置については4-2において記述

する。遺構候補の選定は、住民が被災以前から親しん

でいた施設や、被災時に人命救助に効果的に働いたあ

るいは逆に多大な犠牲者が出た施設、学術的に重要と

考えられる施設などから行われる。可能性調査は多く

が外部専門業者に委託され、調査内容は構造調査、災

害遺構としての評価、保存活用の概略検討である。も

し、この段階で構造等に問題がみられた場合、その時

点で保存候補からは外されることが多い。合意形成は

主に被災前に遺構周辺に居住していた地域住民や遺構

の所有者、犠牲者が出ている遺構についてはその遺族

に対して行われる。3.11遺構の場合、保存主体者は各

地域の行政組織となるのが通常であったため、基本的

には住民と所有者を対象とした意向調査や説明会が行

われた。しかしその他遺構の場合、保存費用を複数の

行政組織によって負担するという方針から、配分につ

いての合意形成が行われていたことが確認できた。 

保存が決定した後は保存活用方法について具体案

の検討が行われ、それに伴う各種手続き、保存工事を

経て活用開始に至る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 その他遺構の保存活用状況(1) 

表 2 3.11 遺構における保存の現状 

表 3 保存経緯に関わる項目 
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4-2 検討体制の種類と保存経緯における相違 

遺構保存の検討を行う際の検討体制の種類には、遺

構の専門検討委員会を新たに設置する場合、他の委員

会と兼ねる場合、外部業者に委託する場合、専門組織

を設置せずに担当部署内で検討していく場合が見られ

た。また、複数を組み合わせる自治体もみられた。3.11

遺構の場合、専門委員会を設置する所が2市町、既存の

他の委員会と兼ねる所が3市、外部業者に委託する所が

2市町確認できた(表4)。また、その他遺構の場合、4

市5件のうち、専門委員会を設置する所が3件、既存の

他の委員会と兼ねた所が1件、いずれも行っていない所

が1件確認できた。 

検討体制が異なる場合、保存経緯にも違いが見られ

た(図1)。まず委員会を設置した場合、委員会内で遺構

候補の選定、可能性調査、意向調査を行っている所が

多くみられた。有識者や行政職員、地元代表者などか

ら構成された委員会は各調査結果や視察から災害遺構

としての評価を行い、保存意向を選定し、地域によっ

ては具体的な活用方針まで議論し、最終的に提言書と

してまとめ、行政組織に提出している。この場合、構

成メンバーに地域住民が含まれるため、保存検討時か

ら住民の意思を確認し、反映できる。次に外部業者に

委託する場合、行政内部で数個まで候補を絞った上で、

外部業者が意向調査及び可能性調査を行う。この場合、

保存検討時の関係主他者が少ないことから、手続きの

効率化が可能になると考えられる。外部業者に委託す

る方法は3.11遺構では複数確認できたが、その他遺構

の時点では見られなかった。 

4-3 保存経緯における争点 

 保存議論において多くの事例に共通する争点として、

地域住民や遺族、所有者による反対がやはり大きいと

考えられる。被災直後の被災者は思いがけない災害に

よる恐怖と生活基盤の不安定さから、遺構保存に対し

て理解する精神的余裕は持ちにくい。そのため、初期

段階に最低限の保全措置を行った上で、時間経過によ

る関係主体者の心身的な落ち着きを待つことが必要で

あると考えられる。 

また保存活用方法やそれに基づく維持管理費用は、

3.11遺構の多くで行政単費による負担となるため、保

存活用検討を行う上でいずれの検討体制にも共通する

争点のひとつとなり得る(表5)。そこで、行政費用負担

の軽減策を実施するところもある。その他遺構の1件は

施設利用を有料化し、運営収入のみで維持管理を行っ

ている他、2件は指定管理者制度(3)を導入し運営の効率

化による費用削減を図っている(表6)。しかし、この場

合、運営収入の減少や施設の老朽化等による維持管理

費用の増額によって、被指定管理組織の負担が過大に

なりうるという可能性もある。 

3.11遺構の1件では現在、遺構専門の基金を設置し

ており、活用開始後はこの基金を維持管理費に充てる

方針である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 保存方法及び活用方法の変化 

5-1 災害遺構の保存方法 

本研究では保存方法を3つに分類した。まず、長期

的な保存を望みなおかつ費用を多く確保できる場合に、

遺構を覆うテントもしくは建物を設置する方法(以下、

テント保存)、次に、保存期間は短くとも費用をかけず

に残す場合に、手を付けずに残しておく方法(以下、存

置)、最後に、その中間である程度の保存期間と費用負

担が可能な場合に、外部においたまま補強工事等を行

う方法(以下、外部保存)である(表7、表8)。 

表 6 指定管理者制度による行政費用負担の軽減効果 

表 4 専門検討委員会の有無 

図 1 検討体制の種類による保存経緯の違い 

表 5 災害遺構の保存・維持管理費用に掛かる費用の財源
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その他遺構ではヒアリング調査を実施した10件中5

件が存置を選択している他、2件でテント保存、3件で

外部保存が行われている(表1)。存置を選択している理

由には、保存当時の議論を収束させるためや、解体費

用の方が費用がかかるためにやむを得ずという理由の

他に、災害遺構が自然劣化していく様子から自然の営

みを強調させたいという理由もみられ、存置を肯定的

に受け入れている所もあった。 

3.11遺構は比較的大規模な遺構が多いことや、復興

庁の支援条件に初期費用の制限があるため、初期費用

が大きくかかるテント保存は選択しにくいと考えられ

る。一方で、初期費用が支援されることから、13件の

うち方針が決定している8件で外部保存が選択されて

おり、存置とするところは現時点では見られない点で

その他遺構との違いがみられる。 

5-2 活用方法の変化 

テント保存及び外部保存の場合、内部を活用できる

可能性がある。 

その他遺構で内部活用を実施している所は、1件の

みであり、被災家屋をメモリアルハウスと名付け、内

部を語り部の場や被災状況の再現、破損個所等の公開

に利用している。 

3.11遺構は13件中6件で内部活用が検討されており、

うち5件は被災以前に学校として使われていた建物で

あった(表2)。また、5件中4件では遺構内部の一部に立

ち入りが出来るよう整備し、被災時に避難所として使

用された痕跡を残した部屋や津波による破損部分、校

舎内に流れ着いた自動車等の公開活用を検討している。

しかし、この場合の安全面の確保と被災状況の維持を

する点での兼ね合いが課題とされている。この課題に

対し、安全面の確保のために見学者通路をガラスで覆

う方法が検討されており、また、被災状況の維持には

既存の階段ではなく、外部に新規設置のエレベータか

ら出入りする方法を検討する地域がみられた。他2件は

民間企業に活用を任せ、宿泊施設等への転換活用が計

画されている。 

内部活用を行うことにより、学校のような大規模の

建物の遺構内部を有効活用できるため、地域資源とし

てより活用しやすくなると思われる。 

 

6 結論 

(1)その他遺構は全国に13件確認できた。3.11遺構は、

当初は15件について保存の検討が行われていたが、復

興庁による支援表明後、新たに10件増加した。 

(2)保存の検討の際、外部業者に委託した場合は手続き

の効率化、検討委員会を設置した場合は円滑な住民の

意思反映が期待できる。争点のひとつとなる維持管理

費用の行政負担軽減策には、併設施設の有料化や指定

管理者制度の導入による運営の効率化が実施され、費

用削減が図られている。 

(3)保存方法では、その他遺構は半数が存置だが、3.11

遺構は初期費用の支援により外部保存が多い。活用方

法では、その他遺構の内部活用は1件のみで、被災家屋

内部を公開活用している。3.11遺構では6件で内部活用

が計画され、4件は公開活用、2件は民間企業による転

換活用が計画されている。内部活用は、遺構内部の有

効活用や地域資源としての活用のしやすさにつながる

と思われる。 

 

 

 
 
 

 
 
補注 

(1)保存管理手法の条件が他のものと重複する 3 件は表 1 か

ら省略した。 

(2)各市町村につき 1 箇所のみ、保存に係る初期費用(維持管

理費用は対象外)を支援する。 

(3)行政が所有する公の施設の管理・運営を他の団体に代行

させることができる制度。通常は公募により、各団体が提

案した条件から行政が指定管理者を選定する。 
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第 1章 序論

1.1 研究の背景と目的

  昭和初期から中期にかけて、切妻屋根を持つ木造建
築の前面に衝立が取り付けられた商店建築 ( 以下、商
店建築 ) が商店街を中心に多く建てられた ( 図 1)。そ
のなかでも洋風の装飾が施されているもの ( 図 2) や
銅板張りのもの ( 図 3) に対し、建築史家・藤森照信
が「看板建築」と命名しており 1)、「看板建築」は図
1 も含めた商店建築全般を指す言葉として定着してい
る 2)。その一方で、宮城県北部地域では商人・大工ら
により「天ぷら建築」と称される商店建築が見られる。
しかしその言葉は『建築大辞典』に記載されておらず、
建築学の領域でその存在は知られていない。また三浦
正幸 3) の自著 4) に「天ぷら建築」との記載はある 5) が、
三浦は言葉の存在を認知している程度で研究対象とは
しておらず 6)、実際の言葉の扱われ方は不明である。
　以上を踏まえ本研究では、商店建築を中心に「天ぷ
ら建築」が指し示す建築、および言葉の意味内容や由
来、使用場面・使用法といった、大衆の中での「天ぷ
ら建築」という言葉の扱われ方を明らかにすることを
目的とした。

1.2 研究の対象と方法

  本研究では「天ぷら建築」の呼称が確認された宮城
県北部地域で平成 27 年 9・10 月に聞き取り調査を行
なった。対象は、商店建築が連続して 3 軒以上建ち
並ぶ宮城県北
部地域の 7 つ
の商店街の商
人と近隣大工
の計 102 人と
した ( 表 1)。

　また本研究では商店建築の写真 9 枚 ( 以下、写真群
( 図 4)) を使用して調査を行なった。9 軒の商店建築
は対象とした 7 商店街の全商店建築を衝立の取り付
けられた方と建材から分類し、そこから 7 軒の商店
建築を選定した。それに藤森に「看板建築」とされた
商店建築 7) の 2 軒を加えた。
1.3 本論文の構成

　本論文は 4 章構成である。2 章では「天ぷら建築」
とされる商店建築の認知度、また言葉由来、使用場
面、含意されるニュアンスを明らかにする。一方、第
3 章では商店建築に限らない範囲で「天ぷら建築」と
される建築形態を明らかにし、その特徴も見ていく。
そして 4 章を結論・今後の展望とした。

第 2章 「天ぷら建築」という言葉の由来や使用につい

て

2.1 「天ぷら建築」とされる商店建築の認知度

　はじめに、写真群を使用しその建築形態の呼称につ
いて聞き取りを行なった。その結果、「天ぷら建築」
とされる商店建築の認知者は商人より大工 ( 表 2)、ま
た年配の方に多く、59 歳以下ではほとんど確認され
ないことがわかった ( 表 3)。そして「パラペット建築」

「看板建築」という呼称も確認され、「天ぷら建築」と
同様の認知傾向が「パラペット建築」でも見られる。
　またこれ以降の調査では、「天ぷら建築」とされる
商店建築の認知者を対象者としている (3.1 の調査は
除く )。

2.2 「天ぷら建築」とされる理由と言葉の由来

　次に、「天ぷら建築」とされる商店建築の認知者を
対象に写真群を「天ぷら建築」とした理由を聞き取り
した ( 表 4)。「表だけ」「見えるところだけ」といった
表現を用いた回答が多く、「天ぷら建築」とされる商

宮城県北部地域における「天ぷら建築」に関する研究

学部　正会員　山守　諒　(東北大学 )

図 1 商店建築   図 2 擬洋風の商店建築 図 3 銅板張りの商店建築

表 1   調査対象とした商店街、及び地域ごとの対象者数 ( 人 )

表 3  写真群の建築形態の呼称とその回答人数・回答率  - 年齢別 -

表 2  写真群の建築形態の呼称とその回答人数・回答率  - 商人・大工別 -
計 天ぷら建築 パラペット建築 看板建築 呼称なし/不明

商人 75人 20% (15人) 13% (10人)   1% (  1人) 68% (51人)

大工 27人 37% (10人) 55% (15人)   0% (  0人) 37% (10人)

対象者の年齢 計 天ぷら建築 パラペット建築 看板建築 呼称なし/不明

80歳〜 20人 50% ( 10人) 30% (    6人)   0% (   0人)   45% (   9人)

70〜79歳 29人 37% ( 11人)  34% (  10人)   0% (   0人) 37% ( 11人)

60〜69歳 36人 8% (  3人) 19% (    7人)   0% (   0人) 77% ( 28人)

〜59歳 17人 5% (  1人) 11% (   2人)   1% (   1人) 76% ( 13人)
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結果、「パラペット建築」は大工・施主間という公の
場で使用されることのある言葉なのに対し、「天ぷら
建築」はそうではないことが明らかとなった。これは
客に対し否定的な言葉は使用できないためと推察され
る。これを踏まえると「天ぷら建築」の使用場面は親
しい仲間内での会話が主であったと考えられる。

3 章 「天ぷら建築」とされる建築形態について

3.1  商店建築以外の「天ぷら建築」について

   2.2 で「天ぷら建築」とされる商店建築は「見た目
と実態に相違のある建物」がゆえ、その呼称を使用さ
れたと推察したが、これを踏まえると商店建築以外に
も「天ぷら建築」に該当する建物は存在すると考えら
れる。ここでは「天ぷら建築」という言葉の指す領域
を確めるため、102 人を対象に写真群以外の「天ぷら
建築」と判断する建物の聞き取りを行なった。その結
果、写真群以外の「天ぷら建築」に相当する建物とし
て「バラック」「ハウスメーカーの建築」「突貫工事等
雑な造りの建物」との回答が得られた。2.2 での調査
結果より、商店建築は外観から想像される建物と実際
の建物本体の見た目の差異から「天ぷら建築」とされ
たと考えられる一方、上記の建築はいずれも見た目だ
け " まともな建物 " らしくし、使用する材料・構法・
構造等、性能面を乱雑にしたことで「天ぷら建築」と
判断されたものと考えられる。これより「天ぷら建築」
は商店建築に限らず、表 ( 見た目 ) と中身 ( 実態 ) が
違う建築全般に対して称される言葉だということが明
らかとなった。
　また表 10 に「天ぷら建築」とした建築形態とその
人数を商人・大工ごとに示したが、「天ぷら建築」と

表 8   呼称を誰から聞いたか ( 商人対象 )

表 9   施主へどう伝えるか ( 大工対象 )

店建築は「見せかけ ( だけ ) がいい建物」「外観と実
態に相違のある建物」がゆえ、その呼称が使用された
と思われる。これより「天ぷら建築」は「うわべだけ
で実のないもの、表と中身がちがうもの」8) を意味す
る俗語「天ぷら」に由来する言葉だと考えられる。
2.3「天ぷら建築」の意味合いや使用について

  ここでは 2.1 の調査で「天ぷら建築」と答えた人に
対し「天ぷら建築」という言葉の使用場面や使い方に
ついて聞き取りを行なった。まず主な使用場面を見る
と、商人の多くは日常会話の中で使用されていたとす
る一方、大工はいずれも大工の仕事上の会話で使われ
たとしていることがわかる ( 表 5)。またいずれの大工
らも商人には認知されていない大工用語としていた。
加えて「天ぷら建築」と称された商店建築は建設中や
その直後のものが多かったとした証言も複数得られた
ことから、呼称の使用時期は商店建築が多く建設され
た昭和 30~50 年代頃 10) が中心であったと推察される。
それゆえか、近年では耳にしない言葉であるとの全対
象者共通の見識も確認できた。
　

　次に日常会話 ( 表 6) と大工の会話 ( 表 7) での使い
方を見ていくと、どちらも「蔑称」としての使用が確
認できることから、俗語「天ぷら」同様に 9)、否定的
な意味合いを持つ場合が窺える。続いて商人が「天ぷ
ら建築」と「パラペット建築」という名称を誰から聞
いたか ( 表 8)、大工が施主に対しどのような言葉で商
店建築のことを伝えるのか ( 表 9) を調査した。その

表 5   「天ぷら建築」という言葉の主な使用場面とその回答人数
商人等との日常会話 大工の仕事上での会話のみ

商人 (15人) 11人 4人

大工 (10人) 0人 10人

表 6  商人等の日常会話での 「天ぷら建築」という呼称の使われ方とその回答人数 ( 表 5 で商人等との日常会
話とした 11 人対象 )

表 7  大工間での 「天ぷら建築」という呼称の使われ方とその回答人数 ( 表 5 で大工の仕事上での会話とした
14 人対象 )
大工間の会話での「天ぷら建築」という言葉の主な使われ方

「お前がつくってるのは天ぷら建築だ」と、他人がつくっている建物を侮辱する 3人

「あそこの家、天ぷら建築じゃないか」と、他人が住む建物を侮辱する 2人

現場等、施主の前で大工間で会話する際、感じ悪い表現を使うと施主に聞こえてしまい不安にさせてし
まうため、その代替語(隠語)として使う	 /	 指し示すものがよくないため、否定的なニュアンス含む

3人

専門用語として使用	 /	 指し示すものがよくないため、否定的なニュアンス含むときあり 2人

「今日の現場、天ぷら建築のとこか」等、否定的なニュアンスのない用語として 5人

商人等の日常会話での「天ぷら建築」という言葉の主な使われ方

「立派にみえるけどあいつんち天ぷら建築だ」と、他人の住む建物を侮辱する 3人

(定かではないが)蔑称として使われていた覚えあり 1人

「どうせうちは天ぷら建築だから」と自身の建物を謙遜する 2人

「あんたんとこも、天ぷら建築にしたっぺか」等、否定的なニュアンスのない固有名詞として 4人

詳しくは不明 1人

大工間の会話での「天ぷら建築」という言葉の主な使われ方

「お前がつくってるのは天ぷら建築だ」と、他人がつくっている建物を侮辱する 3人

「あそこの家、天ぷら建築じゃないか」と、他人が住む建物を侮辱する 2人

現場等、施主の前で大工間で会話する際、感じ悪い表現を使うと施主に聞こえてしまい不安にさせてし
まうため、その代替語(隠語)として使う	 /	 指し示すものがよくないため、否定的なニュアンス含む

3人

専門用語として使用	 /	 指し示すものがよくないため、否定的なニュアンス含むときあり 2人

「今日の現場、天ぷら建築のとこか」等、否定的なニュアンスのない用語として 5人

商人等の日常会話での「天ぷら建築」という言葉の主な使われ方

「立派にみえるけどあいつんち天ぷら建築だ」と、他人の住む建物を侮辱する 3人

(定かではないが)蔑称として使われていた覚えあり 1人

「どうせうちは天ぷら建築だから」と自身の建物を謙遜する 2人

「あんたんとこも、天ぷら建築にしたっぺか」等、否定的なニュアンスのない固有名詞として 4人

詳しくは不明 1人

表 4   2.1 で「天ぷら建築」とした理由 (2.1 で「天
ぷら建築」とした人 25 人対象 )  
「天ぷら建築」とした理由

表だけを綺麗にした建物
表だけ立派にして、虚勢をはったインチキ建物
表だけで中身がない建物
表だけで中身がない建物
前面だけ新しくして裏は昔のままの建物
低資金で前だけ綺麗にしたように見せた建物
商店街にある見た目だけのハリボテ状の建物
少資金で見かけだけ立派にみせたインスタントな建物
見せかけだけそれっぽい建物
見せかけだけ格好をつけた建物
外観だけ今風にした建物
衣をつけ、外観だけを立派にした建物
中を直さず、外観だけ直した建物
中がなく、見える部分だけかっこいい建物
お金がないから、見えるとこだけ立派にした建物
表をきれいにした建物
ふかして前を大きくした建物
前を大きくした建物
見た目と実際が違う建物
後から衣をつけて見た目をよくした建物
見えるところのボロを覆い隠した建物
人目につくところをきれいにした建物
切妻木造の表面を改築し、着飾った建物
安く、早く、実際より価値のあるように見せる建物
表を切って、後から立て板を貼った建物

蔑称

蔑称

大工(施主として) 大工(友人として) 不明

天ぷら建築 (15人) 0人 6人 9人

パラペット建築 	 (	 9人) 7人 1人 1人

天ぷら建築 パラペット建築 その他

「天ぷら建築」認知者 (10人) 0人 7人 3人

その他 (17人) 0人 5人 12人

大工(施主として) 大工(友人として) 不明

天ぷら建築 (15人) 0人 6人 9人

パラペット建築 	 (	 9人) 7人 1人 1人

天ぷら建築 パラペット建築 その他

「天ぷら建築」認知者 (10人) 0人 7人 3人

その他 (17人) 0人 5人 12人
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とされやすいことがわかる。
3.3 「天ぷら建築」とされる商店建築の特徴

　次に「天ぷら建築」とされる商店建築の特徴を検証
すべく、「天ぷら建築」とした商店建築の共通点を聞
き取った ( 表 12)。結果には個人差があるが、「改築
であること」「安っぽいもの」が多いことが読み取れ
る。「改築であること」については後から前面の衝立
を取り付ける際には店前面のみ普請して内部には手を
加えないこと、「安っぽいものである」については「天
ぷら建築」のもつ否定的な意味合いからきた特徴では
ないかと推察される。以上より、「改築である」また
は「安っぽい」商店建築が「天ぷら建築」とされやす
いと考えられる。またこのように「天ぷら建築」に相
当する形態認識が多彩で個人差があることが、3.1、3.2
で示したように「天ぷら建築」とする建築形態に認識

される商店建築が必ずしも認知されているわけではな
いことが読み取れる。そして商店建築以外の「天ぷら
建築」の認知度は大工で高い一方、商人のそれは低い
とわかる。これは大工の方が取り扱う建物タイプの多
様性に起因すると推察される。

3.2「天ぷら建築」とされる商店建築

　その一方で、「天ぷら建築」とされない商店建築も
存在すると考えられる。その予見のもと、2.1 での調
査で「天ぷら建築」と回答した人を対象 11) に、写真
群より「天ぷら建築」に該当する建物を指摘してもらっ
た ( 表 11)。その結果、「天ぷら建築」とされない商
店建築の存在が確認された。そして商人には、A ～ D
は「天ぷら建築」と認識されにくいのに対し、H・I
は比較的されやすい傾向が明らかとなった。一方、大
工対象の結果でも類似の傾向が見られるが、商人のも
のと比較すると、A~I いずれも「写真だけでは不明」

図 4  写真群とその選定手順

商店建築

衝立の素材 タイル

本体壁面の素材 木材トタン

屋根の形状 平入り 妻入り

モルタル

トタンモルタル

横壁があるか否か

衝立と本体が一体
にみえるか否か

藤森が定義した「看板建築」
に相当するか否か

モルタルトタン

一体にみえる 切り離されてみえる

あるなし

西洋風装飾 銅板張り

A              B   　　　　C               D               E              F              G              H               I       

相当する 相当しない

本体壁面

衝立

横壁

表 10   「天ぷら建築」とした建築形態とその認識人数 ( 回答人数 /「天ぷら建築」認
知者に対する回答者の割合 )(「天ぷら建築」の全認知者 32 人対象 ) 

表 11   「天ぷら建築」に関する A~I の回答と商人・大工別の各回答人数 ( 人 )

商店建築のみ 商店建築+その他 商店建築以外のみ

商人 (17人) 11人	 /	 64% 4人	 /	 24% 2人	 /	 12%

大工 (15人) 2人	 /	 13% 8人	 /	 54% 5人	 /	 33%

表 12   「天ぷら建築」とした商店建築の共通点とその回答人数 ( 人 )
「天ぷら建築」とした商店建築の共通点

・改築である 7人

・改築である ・衝立にモルタル使用 1人

・改築である ・安っぽいものである 6人

・安っぽいものである 1人

・衝立と建築本体が切り離
されてみえる

・安っぽいものである 1人

・建物本体側面が木材むき
出しである ・安っぽいものである 1人

・前にふかしている ・安っぽいものである ・建材にモルタル未使用 1人

・建物本体側面が木材むき
出しである 1人

・衝立と建築本体が切り離
されてみえる

・衝立にモルタル未使用 1人

・衝立と建築本体が切り離
されてみえる 1人

・前が大きい 2人

回答 A B C D E F G H I

13人 「天ぷら建築」である 2 3 2 2 7 8 7 10 10

「天ぷら建築」でない 3 3 5 6 1 1 1 0 1

写真だけでは不明である 8 7 6 5 5 4 5 3 2

10人 0 0 1 0 0 1 2 6 3

4 5 2 3 3 2 1 0 1

6 5 7 7 7 7 7 4 6

商人

大工 「天ぷら建築」である

「天ぷら建築」でない

写真だけでは不明である
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差や多様性を生んでいると思われる。
　続いて「改築である」または「安っぽい」商店建
築の特徴をみるため、それに相当する商店建築 ( 表
13,15) とその判断基準 ( 表 14,16) を調査して示した。
まず前者をみると、商人には「改築である」商店建
築として E ~ I、「改築ではない」とされたものに C,D
が多く挙げられてた。また表 13 より、「衝立と本体
が切り離されて見える」「建物本体が木材むき出し」
の商店建築が「改築である」とされやすいことがわかっ
た。一方で大工はおおよそ「写真だけでは不明」とし
ており、それゆえ 3.2 の大工への調査で同様の回答が
多かったと考察される。そして表 14 より、この結果
は大工が共通して「改築である」基準は構造部をみる
必要があることを専門知識として認知しているためと
考えられる。

後者を見ると、表 15 より「安っぽい」商店建築は
C~I に多いとわかる。その一方で A,B は「安っぽくな
い」商店建築とされやすい傾向があり、これは判断基
準 ( 表 16) を踏まえると「装飾がある」「高価な建材
を使用している」ためと考えられる。またいずれにせ
よ「安っぽさ」は衝立自体の状態に対し言及すること
が多いとわかる。

　以上より、「装飾をもつ」A や「高価な建材を使用
する」B は「安っぽくない」商店建築、「衝立と本体
が一体に見える」C,D は「改築ではない」商店建築の
ため「天ぷら建築」とされない傾向があり、一方「建
物本体が木材むき出し」の H,I は「改築である」商店
建築のため、「天ぷら建築」とされやすいと 4.2 の結
果を分析できる。

第 4章 結論と今後の展望

4.1 結論

　本研究より「天ぷら建築」という言葉は俗語「天ぷら」
由来のものであり、皮肉めいたニュアンスでの使用が
散見されるためか内向的な性格を持つことが窺えた。
また「天ぷら建築」とされる建築形態が商店建築に限
らないことも明らかとなった。以上を踏まえると、「天
ぷら建築」と「看板建築」という建築家の造語はその
指し示す建築形態や言葉の意味内容より、似て非なる
ものと言える。またこれは同時に、「看板建築」とし
て商店建築を捉える建築学視点とは異なる視座からの
見識の存在を示している。それゆえ、「天ぷら建築」
として商店建築を捉える新たな視座は従来の研究では
見出せなかった事実を発見できる可能性をもつと言え
よう。
4.2 今後の展望

　本研究では宮城県北部地域に限定したが、「天ぷら
建築」という言葉は、実際に広島県尾道市でも使用
が確認された 12) ことからも地域限定ではなく全国的
な広がりを持つ言葉 13) と考えられる。これを踏まえ、
今後はその言葉の広がり方や使用範囲、言葉の使われ
方・認識等の地域差にも注目したい。そして商店建築
は「天ぷら建築」以外の呼称を持つこともわかり 14)、
さらなる呼称の発見はもちろん、各呼称の研究やその
比較・検討も行っていきたい。 
註
1) 藤森照信 「看板建築の概念について」日本建築学会大会
学術講演梗概集 , 1975 年　2) 斎藤亮「内外境界・商住境
界からみた町並みの変化」日本建築学会大会学術講演梗概
集 , 2004 年 / 大嶋信道「商店建築観察ガイドブック」『東
京人』, p68-73 , 都市出版 , 1995 年 4 月号 　3) 建築史家 ,
広島大学大学院文学研究科教授 (1954-)　4) 三浦正幸『日
本の宝 鞆の浦を歩く』 南々社 ,2010　5) 平成 27 年 10 月
に行った三浦へのヒアリングより　6) 唯一「天ぷら建築」
との記載が確認できた書籍。また調査対象とした大工・商
人いずれも、「天ぷら建築」を活字としてみたことはない
としている。　7) 藤森は「看板建築」とされる商店建築
の衝立の特徴を次のように説明した ( 前掲注 1)。・衝立状
のファサードは ( 中略 ) モルタル・コンクリート系が第一
であり ( 中略 ) 次が銅板張りである。・ヨーロッパ歴史様
式系と表現派系の洋風 ( 中略 ) を基調とし、時に、和風の
匂蘭、破風や麻葉紋等が折衷される。　8) 米川明彦『日
本俗語大辞典』東京堂出版 , 2003 年　9) 侮辱していう言
葉 ( 前掲注 8)　10) 対象とした商人・大工らの証言より / 
昭和 40 年近辺に立て板行為が多く見られた ( 斎藤亮「内
外境界・商住境界からみた町並みの変化」日本建築学会大
会学術講演梗概集 ,2004 年 )　11) 詳細不明とした商人 2
人除く 13 人と大工 10 人　12) 三浦 3) より、地域限定の
言葉ではないとの証言を得た。13)NPO 法人尾道空き家
再生プロジェクト代表への電話取材より　14) 本研究より

「パラペット建築」との呼称が確認できた / ... 大正末期頃
には、このような建物 ( 看板建築 ) に「街路建築」という
用語が使われていた。( 初田亨 , 『図説 東京 都市と建築の
一三〇年』, 河出書房新社 , 2007 年 , p86)

表 13   「改築である」に関する A~I の回答とその回答人数 ( 人 )

表 14   「改築である」とする判断基準とその回答人数 ( 人 )

謝辞　指導教員である五十嵐太郎教授・土岐文乃助教はも
とより、本論文の調査にご協力いただいた商人や大工、関
係各所の方々に深く感謝申し上げます。

回答 A B C D E F G H I

改築である 0 0 0 0 3 4 3 5 5

改築でない 0 0 3 3 0 0 0 0 0

写真だけでは不明 8 8 5 5 5 4 5 3 3

改築である 0 0 0 0 0 0 0 2 1

改築でない 0 0 0 0 0 0 0 0 0

写真だけでは不明 6 6 6 6 6 6 6 4 5

回答 A B C D E F G H I

10人 安っぽい 2 1 9 9 9 9 9 10 8

安っぽくない 7 7 1 1 1 1 1 0 2

写真だけでは不明 1 2 0 0 0 0 0 0 1

商人 8人

大工 6人

商人・大工

「改築」とする判断基準 商人 大工

衝立と建築本体が構造的に分離している(実際に内部を確認し
ないと判断不可)

3人 6人

衝立と建築本体が分離してみえるもの(写真群E〜I) 3人 0人

建築本体が木造むき出しのものはほとんど改築のもの 2人 0人

「安っぽい」とする判断基準 人数

写真群Aのように、手の込んだ装飾がないこと 7人

写真群Bのように、高価な建材を使用していないこと 7人

写真群Iのように、彩色ゆたかでないこと 2人

写真群H,Iのように、建築本体側面が木材むき出しであること 1人
回答 A B C D E F G H I

改築である 0 0 0 0 3 4 3 5 5

改築でない 0 0 3 3 0 0 0 0 0

写真だけでは不明 8 8 5 5 5 4 5 3 3

改築である 0 0 0 0 0 0 0 2 1

改築でない 0 0 0 0 0 0 0 0 0

写真だけでは不明 6 6 6 6 6 6 6 4 5

回答 A B C D E F G H I

10人 安っぽい 2 1 9 9 9 9 9 10 8

安っぽくない 7 7 1 1 1 1 1 0 2

写真だけでは不明 1 2 0 0 0 0 0 0 1

商人 8人

大工 6人

商人・大工

「改築」とする判断基準 商人 大工

衝立と建築本体が構造的に分離している(実際に内部を確認し
ないと判断不可)

3人 6人

衝立と建築本体が分離してみえるもの(写真群E〜I) 3人 0人

建築本体が木造むき出しのものはほとんど改築のもの 2人 0人

「安っぽい」とする判断基準 人数

写真群Aのように、手の込んだ装飾がないこと 7人

写真群Bのように、高価な建材を使用していないこと 7人

写真群Iのように、彩色ゆたかでないこと 2人

写真群H,Iのように、建築本体側面が木材むき出しであること 1人

表 15   「安っぽいもの」に関する A~I の回答とその回答人数 ( 人 )

表 16   「安っぽいもの」とする判断基準とその回答人数 ( 人 / 複数回答可 )

衝立自体の
状態に言及
する回答
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戦前期の農村経済更生事業における住宅改善の施策と実態 

－東北地方の開墾事業・農村指導者教育にみる先進性－ 

 

     修士 正会員 猪狩 渉（東海大学） 

 

1.研究の背景と目的 

 大正・昭和初期の農村では、小作争議や農村不況、食

糧増産等の課題が山積し、農林省注１はその対策として耕

地行政を積極的に進め、1932年に経済更生部を新設して

農村指導者養成や経済更生助成を展開した 1)。 

 注目されるのは、これらの事業で「住宅改善」が重視され

た点である。一般に、農村住宅改善の本格化は戦後とさ

れる 2)が、開墾事業では「模範農村建設」の理念が住宅改

善に直結し、農村指導者教育では「生活改善」も取り組む

課題とされた 3)。農村経済更生事業下の住宅改善につい

ては、従来積雪地方農村経済調査所(1933～)の活動や、

同潤会・東北更新会の東北地方農山漁村住宅改善調査

(1935～)が知られる 4-5)が、これは一部に過ぎず、施策の全

体像を広い視野で評価する必要がある。特に東北 6 県は、

三陸大津波(1933)や東北大凶作(1934)により経済更生事

業の主対象とされた地で、国の施策に対し各県が実現に

どう取り組んだのか、現場側からの分析も不可欠である。 

 以上により本研究は、農村経済更生事業の中心施策で

ある開墾事業と農村指導者教育に注目し、そこに組み込

まれた住宅改善の施策や理念を検討すると共に、東北地

方における事業の状況と提案された改善住宅像を調査し、

その先進性・地域性を明らかにする。 

2.農村指導者教育とモデル住宅 

2-1 農林省による農村指導者教育事業 

 農村の中核的指導者の養成は、デンマークの成人教育

機関フォルケ・ホイスコーレを参考に、1915 年に山形県立

自治講習所が設立されたことに始まる。農林省では、石黒

忠篤次官が農村指導者養成は農村更生に直結するとの

説を展開、1934 年に「農村中堅人物養成施設補助金」を

創設して設置を支援した。初年度の対象は 20 施設だった

が、1942 年には 53 施設に増加した 7)。 

 その教育は、自治講習所初代所長・加藤完治が唱えた

農業労働と共同自治の生活、実習的訓練による人格陶治

を基本とし、後身の山形県立国民高等学校(1933)を例に

みると 7)、対象は農業経験 2 年以上かつ 16 才以上で、市

町村長の推薦を要し、農家経営・農村経営・など実習的訓

練を主としたため、講義修錬場の他、寄宿舎や農場・作業

所・家畜舎など実習施設を要した。 

 注目したいのは、寄宿用の「標準農家」7)「模範農家」8)の

存在(以下、モデル住宅)で、以下詳細を検討する。 

2-2東北地方の農村指導者教育施設におけるモデル住宅 

(1)山形県立国民高等学校  山形県立国民高等学校は

1933 年に開設、同年寄宿舎として「標準農家」15 戸を建

設した 9)(図 1)。これは「中流農家ノ改良住宅」注２を想定し

たもので、1 戸に修錬生 10 名が疑似家族として居住、さら

に 2～3 戸で一部落を構成して農村・農家経営を体得し 9)、

「將來住むべき農家の模範」として一般参観も行った 10)。 

 このモデル住宅は、甲号・乙号の２種があり、甲号は「農

林省ノ農家住宅案ヲ参考」、乙号は「本県当局案」とする 9)。

両者は切妻・金属板葺、下見板の腰張の外観や、四間取

の平面、附属屋を別棟とする構成は共通するが、主室の

位置や床・神棚の有無、上手・下手境の構成が異なる注２。

県と農林省の 2 案を併置した点は注目でき、また居住した

修錬生には「希望竝改善ニ関スル意見」を提出させた注２。 

(2)岩手県立六原青年道場   岩手県立六原青年道場

は 1932 年に開設された。寄宿舎は別に置いたが、1936 年

に「模範農家」4 棟を建設、１棟に修錬生 7 人を一定期間

交替で居住させ、一般公開も実施した 8,11)。 

 平面は不明だが、絵葉書(図 2)注３で 3 棟が確認でき、①

急勾配の茅葺・切妻、トラスの採用、②緩勾配の板葺・切

妻、③茅葺・寄棟で高床で、全て外観が異なる。岩手県で

は、1935 年の『岩手縣振興計畫』において耕作形態の違

いで県域を 4 地域に分類し、「模範農家」はこの各地域に

合わせて設計したものだった 8)。 

(3)秋田県立青年修練農場  秋田県立青年修錬農場は

1934 年に開設され、建物は県知事・武部六蔵の要望によ

り、農林省が今和次郎に設計を依頼した。今は竹内芳太

郎・大矢信雄らと共同で、校舎と共に「農家住宅」10 戸を

図 2 岩手県立六原青年道場 「模範農家」注 3 

図 1 山形県立国民高等学校「標準農家」(左：甲号塾舎,右：乙号塾舎)注 3
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図 3 山形県営萩野開墾地 第 4 年度部落全景 20)

設計 8,12,13)、1 戸に修錬生 5 名が 1 家族として分宿、5 戸で

一部落、10 戸で 1 村を構成した 8)。 

 外観は切妻・トタン葺き、縦板張、平面は上手 2 室・下手

3 室に板敷の台所を張り出し、附属屋を渡り廊下で繋ぐ。

今は「秋田地方の在來の型の農家」を基本に、住みやすさ

を考慮して「廣間と座敷とが連つた」平面にしたと述べ、衛

生的見地から囲炉裏の煙出しと「欄間窓」を採用した 12)。 

2-3 農村指導者教育におけるモデル住宅建設の意義 

 以上により注目されるのは、寄宿舎として修錬生を実際

に居住させた点である。修錬生は帰村後指導的立場に就

くことが期待されており、モデル住宅での実体験を基に、

各村で住宅改善を啓発できる。都市住宅の改善は、雑誌

や展示会による啓発を中心とした 2)が、上記はこれらに頼

れない農村ならではの地縁を利用した手法といえる。なお

農村住宅の実験居住は、今和次郎が 1938 年に「雪国試

験農家家屋」で実施した 4)が１戸のみで、山形県立国民高

等学校の「標準農家」はこれより 5 年も早く、先進的な取り

組みとして評価できる。 

 さらに、山形県では農林省と県による２案、岩手県では

「農業経営」に即した 4 案を建設するなど、複数案を提示

したことも重要で、各村の慣習や生活像に合わせた住宅

像の選択が可能となる。特に山形県は、修錬生に改善点

を指摘させるなど実験的な姿勢が強く、1939 年頃新設さ

れた「新塾舎」6 戸にこの改善意見を反映させた可能性が

ある。一方岩手県は、「農業経営」との適合を最も重視し、

1936 年の東北調査委員会でも岩手県経済部長が「個人

の耕地面積」「家畜の飼養頭數」「水田」「畑作」等を勘案

して改善指導方針を決定したとし、それを無視した設計は

非現実的と主張した 10)。 

 なお、1942 年以前に設立された全国 53 箇所の農村指

導者教育施設のうち、モデル住宅の存在が確認できるの

は上記 3 校以外に富山県・千葉県のみで 14,15)、東北地方

が牽引した先進的な取り組みと位置づけられる。 

3.大正・昭和初期の開墾施策の展開と移住家屋 

3-1 農林省による開墾施策 

 開墾事業は、明治初期には旧士族の失業対策として推

進されたが、1918 年の米騒動を契機に食糧増産へ目的を

転換、1919 年 6 月に開墾助成法が施行された。これは、

開墾当初の収入を補うため一定期間助成するもので、施

行面積5町歩以上の農業利用目的の開墾・干拓等を対象

とした 1)。さらに東北地方では、自作農創設のため 1936 年

に東北地方集団農耕地開墾事業(以下、集団開墾)を施

行、従来の開墾主体の事業と異なり「移住者の生活安定」

を重視して助成範囲を拡張、全 17 地区で実施した 16)。 

 この移住家屋に関する施策は、1920 年の開墾地移住奨

励制度に始まる。これは、移住者の招致や開墾事業の速

やかな推進のため、住宅・附属屋の建設に補助金を交付

するもので、「耐久的ナル相當ノ家屋」「農村生活上便利

適當」など、耐久性・利便性の確保を主とした。当初は 1 戸

当り 100 円だったが徐々に増額され、共同作業場・公会

堂・神社等にも対象が拡大された 17)。 

 1926 年には耕地課が青森・福島他 5 県に調査費を交付、

住宅改善の要点の把握を目的に、移住家屋の設計図案

懸賞募集と既存農家の現況調査を実施した 18)。成果報告

書では改善項目として住居と厩舎の分離、保温・通風・採

光への配慮、各室の連絡等を挙げ、1930 年には「開墾地

移住家屋及仝附属家設計圖例」19)を刊行した。 

 以下、東北各県の県営開墾・集団開墾を検討する。 

3-2 東北地方における開墾事業と移住家屋 

(1)山形県営萩野開墾地    県営萩野開墾地(現新庄

市昭和地区)は、旧陸軍省軍馬補充部跡地に計画され、

1926 年 5 月に開墾委員会を組織、1927 年 2 月から移住

者を募集した。県内の 20～30 歳の子弟を対象としたが、

持参金 800 円を要したため、実際は富農の次・三男を中

心とした。入植者は、開墾地経営の習得と心身鍛錬のた

め、県立自治講習所で 1 週間の訓練が課せられ、5 ヶ年で

5 部落 77 戸が入植した 20)。 

 移住家屋(図 3)

は 、 「 標 準 農 村

住宅」と呼ばれ、

当初案では建坪

15 坪の玄関を持つ都市型平面だったが、入植者の希望

で農家向きに土間・収納舎を付加して 34 坪に変更された。

部落毎に道路を挟んで反転プランで建設され、開墾地移

住奨励補助により 1 戸当り 400 円が交付された。この移住

家屋については、5 年度分の平面注 2 が残り、古写真 21)によ

り外観が判明するほか、入植当時の主屋が7件現存する。 

 3 年度部落の結城家は、初代太四郎氏が東村山郡津山

村から入植し、現当主はその四男に当たる。整形四間取

に板敷の炊事場を張り出した平面（図 4-c）で、厩・水回り

に改造があるが、居室部は当初の姿を残す。土間上部に

床を設けて物置とし、立式のコンクリート流しと移動式の食

器棚、独立した浴室を備える点が進歩的だが、土間と厩

舎はませ棒で区切るのみで連続した。一方居室部分は、

内法高が 1.76m、天井高が 2.82m と高く、側廻りに採光用

の高窓を設ける。当初は上手 2 室のみ畳敷で、下手は板

敷きにまくりを敷いた。一方、1 年度部落の川崎家は食違

い四間取の平面で、当初は縁がなく全て板敷である点は

結城家と異なるが、土間上部の物置は共通した。 

 総合すると、外観は 1・2 年度は切妻造、3～5 年度は寄
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棟造で、2 年度以外亜鉛引鉄板葺である。平面は 1 年度

は食違い四間取だが、2 年度以降は整形四間取に変更さ

れ、さらに 3 年度以降も板敷の炊事場の拡張と土間の縮

小、浴室の独立、収納の増設等が図られた。ただし、調査

によると神棚・仏壇の位置は同年度でも異なり、各戸の慣

習で設置したことがわかる。 

 注目されるのは、1 年度の平面は高橋家(江戸末期、金

山町)など最上地方の民家と近似する一方、2 年度以降の

平面は農林省が作成した 1930 年の「開墾地移住家屋及

仝附属家設計圖例」や、先述の山形県立国民高等学校

「標準農家」の農林省案に類似する点である。すなわち、１

年度は地元の民家を参考に県が設計し、2 年度以降農林

省の指導で変更されたと推測でき、時期的にも農林省が

移住家屋の改善に着手した年代と符号する。 

(2)岩手県営岩崎開墾地    県営岩崎開墾地(現北上

市和賀町岩崎新田)は、石黒英彦県知事の発議で 1932

年に入植が開始され、当初は集団市街地型を理想とした

が、農業者は耕地に隣住すべきとの知事の指摘で点在型

に変更された。移住家屋は県の設計で 120 戸を計画、

1940 年までに 7 部落 82 戸が入植した 22）。 

 移住家屋はほぼ現存しないが、古写真から 2 部落の外

観が知られ、佐藤浩氏(77 歳、初代佐藤忠吾氏子息)のヒ

アリングにより大東部落の平面を復原できる。 

 まず外観は、初年度の神楽部落は切妻で深い下屋庇を

廻すが、1935 年の真栄部落は寄棟・瓦葺、外壁は漆喰塗

に腰板張、1937 年の大東部落は切妻・木端葺・下見板張

で、年度毎に異なる。復原した大東部落の平面(図 4-d)は

床上 3 室の一列型で、土間・厩舎を含め 28 坪と小規模で

ある。ただし、土間と厩舎を壁で区画し、独立した浴室・便

所、排煙を要しない掘り炬燵の採用など衛生的な改善が

図られ、南縁や高窓も設ける。なお、「座敷」2 室は畳敷で

天井を張るが、「茶の間」は板敷で天井が無く注 4、床の間・

仏壇・神棚も当初は無かった。 

(3)岩手県営六原模範農村部    県営六原模範農村部

(現胆沢郡金ヶ崎町)は、先述の岩手県立六原青年道場に

併設され、1936 年から修錬生を入植させた 11)。部落は点

在型で、住戸と防風林が整列する計画的農村景観を有し、

共同作業場・倉庫を備えた。 

 移住家屋は県の設計で 1937 年に建設に着手、1941 年

に 6 部落 120 戸が完成した。千田均(72 才)家に納屋とし

て現存し、復原すると一列型の横二間取に附属屋を連続

する形式で(図 4-e)、21.5 坪とやや小規模ながら先述の岩

崎開墾地大東部落とよく共通する。外観も同様で、県が同

一の基準平面で建設したとみられる。 

(4)秋田県営潟西村開墾地    県営潟西村開墾地(現

男鹿市若美町)は、1936年に東北地方集団農耕地開発事

業として計画され、1937 年 1 月から共同経営を実施した 23)。

移住家屋は県耕地課の設計で、同年 5 月に 40 戸が建設

された。当初は主屋 25 坪・附属屋約 17 坪の計画だったが、

実際は畜舎等を連結して 29.5 坪で建設された(図 4-k)。

屋根は切妻、外壁は縦板張、平面は広間型で、板敷の

「居間」と「流し」を並べる。屋内に独立した浴室を設け、煙

出を採用する点も衛生的で、南側は雨戸ではなく硝子窓

を採用し、土間の採光のため玄関上部に高窓を設けた。 

3-3 東北地方の開墾地移住家屋とその特徴 

 県営開墾 10 箇所の移住家屋の平面を図 4 に示す。 

 共通するのは、同一規格の家屋を整然と配する計画的

住宅地であった点である。昭和初期の開墾事業は、部落

更生の考えが強く、また入植当初は共同経営方式を取っ

たため、岩崎開墾地で共同の作業所・家畜舎・食堂・浴場

を設けた 22)ほか、託児所等も存在した 5)。すなわち移住家

屋は、農業者の「社宅」というべき存在だったとことになる。 

 移住家屋について、1936 年以前の開墾事業と以降の集

団開墾で分けてみると、まず前者は、萩野開墾地は上手

奥を主室とする食違い四間取平面、岩崎開墾地は背面側

に収納部を置く一列型平面など、平面が県ごとに異なる。

規模も同様に、萩野開墾地 5 年度の 36 坪から六原模範

農村部の 21.5 坪まで幅があり、県ごとの独自性が強い。当

時の記事でも、移住家屋の「構造」は「移住地附近の普通

農家」を参考に耐久的とすることが理想と述べられており

24)、土地の風土や気候に応じた設計が望まれた。 

 住宅改善では、1926 年の既存農家現況調査報告書で

挙げられた改善項目のうち、特に保健衛生面の設備改善

を重視し、土間と厩舎は萩野開墾地を除き別棟または壁

で分離し、囲炉裏には 2 箇所で排煙用の煙出を設けた。

採光では、青森県営昭和更生部落の硝子窓の採用 4)が最

も先進的で、他も雨戸上部の高窓と縁側を採用する。また、

萩野開墾地 1 年度と岩手県の２地区を除き、収納や床の

間は妻側に配して南北方向の風通しに配慮した。 

 一方集団開墾では、六畳・八畳の 2 室に囲炉裏を持つ

板敷を配する構成と、床上の流し、妻側への収納の集中

がほぼ共通し、規模と衛生設備に関して一定の規準があ

ったことを窺わせる。1936 年に集団開墾地を視察した今

和次郎は「標準的な設計方針を利用し得る事になつた」と

述べ、青森県営蔵舘開墾地に「基準設計による家屋」が

建てられたとしており、農林省の「基準設計」12)の存在を示

唆する。ただし平面は、塩野郷開墾地 25)注 5 など 4 箇所は

床の間を上手前に置くが、潟西村開墾地は上手奥で、ま

た板敷の規模や構成も相違する。特に岩手県の水分村開

墾地は 1936 年以前の県営開墾と平面が共通し、宮城県
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営上ノ原・蟹沢開墾地では従前の民家にみられる割囲炉

裏を採用するなど、県の独自性が残された。 

４.結論 ―農村経済更生事業における住宅改善の意義 

 以上のように、東北地方の農村指導者教育施設では寄

宿舎等としてモデル住宅を建設し、修錬生を居住させつ

つ一般公開することで、農民へ住宅改善を啓発した。特に

山形・岩手では複数案を併設し、居住環境や慣習に応じ

た住宅像を示した。一方、開墾事業における移住家屋は、

共同施設の設置も含め、計画的農村住宅地として設計さ

れ、保健衛生面の設備改善を最重視した。1936 年以前の

県営事業では、県毎の設計により規模や平面・設備が多

様だったが、以降の集団開墾では設備や規模に一定の

基準が設けられ、平面に地域性を残しつつ統一が図られ

た。この集団開墾の「基準設計」は、1940 年に今和次郎が

示した「東北地方農山漁村標準住宅」4)に先行するもので、

今は 1937 年に集団開墾地を視察、参考にした 12)。 

 この農村指導者教育と開墾事業は、岩崎開墾地・矢吹

原開墾地等で教育施設での訓練を開墾地の入植条件と

するなど連携して進められ、「農民道場の教育は、開墾地

新営と併行して、眞の價値を現しより大なる効果を収める」

3)と評された。住宅も同様に、山形県では萩野開墾地の２

ヶ年の移住家屋を参考に県立国民高等学校のモデル住

宅が建設され、また岩手県立六原青年道場のモデル住宅

は、岩崎開墾地の 1 期・2 期の移住家屋が「充分でない」こ

とから、その改善のために建設された 10)。つまり、農村指導

者教育施設のモデル住宅は、単なる「見本」ではなく、移

住家屋として実現する「実施設計」であって、開墾地以外

への普及啓発を担当したことになる。 

 この連動した取組みは、農村経済更生事業の枠組みに

おいて、農林省が意図したとみられるが、改善住宅の具体

像は各県が策定したもので、集団開墾事業において「基

準設計」が導入されてもなお地域性を有した。 

注  1)1924 年以前は農商務省、以後は農林省だが、混乱を避

け農林省で統一する。2)「東北地方農山漁村住宅改善調査委員

會議事資料 山形」(新庄市立雪の里情報館蔵)所収。3）「六原青

年道場絵葉書」東北芸術工科大学東北文化研究センターアーカ

イブス。4）部屋名は佐藤浩氏のメモによる。5)『東北地方集団開

発農耕地』農地開発営団,1941。農研機構中央農業総合研究セ

ンターつくば図書室蔵。6)文献 26 所収。青森県営による東北地

方集団農耕地開発事業の移住家屋平面図と説明される。 

参考文献  1)『農林水産省百年史中巻』農林水産省百年史刊

行会,1980. 2) 早川正夫他『近代住宅史』雄山閣出版,1969. 3)関

口泰『教育国策の諸問題』岩波書房,1935. 4)黒石いずみ『「建築

外」の思考－今和次郎論』ドメス出版,2000. 5)『青森県の暮らしと

建築の近代化に寄与した人々』青森県環境生活部,2007. 6)『農

山漁村修錬場施設要覧』農業報国連盟,1942. 7)『農林行政史 

第二巻』農林協会,1957. 8)『修錬農場・漁村修錬場』農林省経済

更生部,1935. 9)『山形県立上山農業高等学校五十年史』山形県

立上山農業高等学校,1962. 10)『東北地方農山漁村住宅改善調

査委員会議事録集』(財)同潤会,1937. 11)伊藤金次郎『六原道

場』共同公社出版部,1943. 12)今和次郎「秋田県立修錬農場」

『建築世界』建築世界社,1938。13)今和次郎『草屋根』相模書

房,1941. 14)『修錬農場・漁村修錬場・山村修錬場:農山漁村中堅

人物養成施設に関する調査』農林省経済更生部,1939. 15)竹山

祐太郎「農民道場に就いて」『建築世界』1938,9. 16)『東北地方農

耕地開発事業第 1 至 2 輯』帝国耕地協会,1938.17)『開墾奨励法

規』農商務省食糧局,1922. 18)『開墾地移住者住宅ニ関スル調

査』農林省農務局,1929. 19)『開墾地移住ニ関スル調査第 2 輯』

農林省農務局,1934. 20)『昭和開拓史』昭和有畜農業実行組

合,1962. 21)『行啓記念山形県営萩野開墾事業』山形県,1932. 

22)『古希の台地』岩崎農場七十周年刊行編集委員会,2002. 23)

鎌田昭次『玉の池開発事業史』1988. 24) 『中外商業新報』

1931.2.11. 25)『塩野郷開拓史』塩野郷有畜農業実行組合,1983. 

26)島野一郎「東北地方の集団農耕地開発事業」『現代農業』

1937.1. 

 
1928 30坪 分離なし・内厩2.63坪 1937 20坪 別棟・48.75坪

1929 32坪 分離無し・内厩2.25坪 1937 24.5坪 別棟・15坪

1930 34坪 分離無し・内厩2.25坪 1937 42.5坪 接続・20.25坪

1936 28坪 壁で区画・内厩4坪 1937 29.5坪 壁で区画・13坪

1936 21.5坪 壁で区画・内厩4坪 1937 24.5坪 別棟・5坪

1935 25.5坪 壁で区画・内厩1.9坪 1937～ 20坪 別棟・20坪

g.(集)山形県営塩野郷開墾地注 5

h .(集)福島県営矢吹原開墾地1 6 )

a.山形県営萩野開墾地　 1年度注 2

b.山形県営萩野開墾地　2年度注 2

c .山形県営萩野開墾地　3年度注 2

d.岩手県営岩崎開墾地　大東部落

e.岩手県営六原模範農村部

l.(集)青森県営開墾地注 6f.青森県営昭和更生部落5 )

i.(集)宮城県営上ノ原・蟹沢開墾地注 5

j.(集)岩手県営水分村開墾地注 5

k.(集)秋田県営潟西開墾地2 3 )

図 4 東北各県の開墾地移住家屋（（集）は集団開墾を指す。ｋは原資料を基に
著者が縮尺を合わせて作成し、h,i,l は附属屋を省略した) 
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１．序論

　2011年 3月11日に発生した東日本大震災により大きな

被害を受けた三陸沿岸部の津波被災漁業集落では、まち

の復興と並行して漁業の復旧・復興が進められている一

方で、漁業経営の悪化や高齢化等、震災前から抱える課

題に直面している。また、漁船の管理や繁忙期の従事の

しやすさから、従来、職住一体の生業であった漁業にお

いて、居住地の高台移転にともなう職住分離により、漁

港から遠く離れた場所に住み、車で通い、漁業に従事する、

通勤型の新たな従事形態への変化を強いられている集落

が多い。

　そこで本研究では、岩手・宮城県の被災沿岸全 27 市

町村・96 漁業地区を対象とし(図1)、各自治体の漁業集

落の職住空間の整備方針、及びそれらに関する復興事業

の進捗状況(2章 )、震災前後の漁業経営体や就業者等

の漁業基盤の変容(3章 )、5漁業集落における現地調査

より新たな従事実態と復興課題(4章 )を明らかにし、今

後の津波被災漁業集落の復興に関する知見を得ることを

目的とする。研究構成、調査概要を表1に示す。

２．各自治体の漁業集落の職住空間整備方針と復興事業

1）復興計画における漁業集落の職住空間整備方針

　全 27 市町村が H23.7～ H23.12に策定した復興計画を

対象として、計画における漁業集落の職住空間整備方針

を明らかにした。各市町村は震災後の土地利用方針とし

て、市町村域を、市街地部分と漁業集落部分に分けて整

理している。

　漁業集落部分について、全市町村が、沿岸低地部を居

住禁止区域とし、加工場等の水産業関連施設のみ立地を

認め、居住地の高台移転を進めていく方針を掲げている。

この方針により必然的に漁業集落における職住分離が進

められていくこととなった。

　また、多くの市町村では、市街地部分の比較的詳細な

計画はあるものの、市町村域に点在する個々の漁業集落

の土地利用方針は設けず、居住地の高台移転方針の掲示

にとどめている。これは結果として、その後の漁村復興

事業における柔軟な対応の可能性を残したとも捉えられ

る。集落ごとに多様な特徴を持つ三陸沿岸漁業集落の職

住空間の短期間での整備計画立案の難しさが窺える。

2）復興事業の進捗状況

　3.11以降の漁業集落の職住空間の復旧・整備状況を明

らかにするため、2015 年 9月時点における、被災者の住

まいや漁業に関する復興事業の進捗状況を分析した(図2)。

　震災から4 年半が経過した時点において、両県で、約

3万 3千戸の仮設住宅にて、約 7万 5千人の被災者が暮

らしている。災害公営住宅の建設は、岩手・宮城県でそ

れぞれ計画戸数の約 70％、約 90％が着工済みとなってい

る。防災集団移転促進事業注 1) については両県で計画地

区数の 6割以上で造成工事が終了している。両県とも、

東日本大震災における津波被災集落の漁業実態変容と復興課題

修士　正会員　大垣宏介 (東京工業大学 )

序論

各自治体の漁業集落の
職住空間整備方針と復
興事業

震災前後の漁業実態の
変容 (2008-2013)

職住分離による「通い
漁業」の従事実態と課題

結論

方法
対象
資料
内容

方法
対象
資料
内容

方法
対象
資料
内容

方法
対象地

調査 1  各市町村の復興計画における漁業集落復興の方針に関する調査

調査 2  漁業集落の職住空間整備に関する復興事業の進捗状況に関する調査　

調査 3  震災前後の漁業実態の変容に関する調査　　

調査 4  震災後の通い漁業の実態に関する調査　　

文献調査
岩手・宮城県 , 及び県内市町村
各市町村　復興計画
復興計画における漁業集落移転、漁港整備等に関する方針

文献調査

各市町村　復興事業の工程表 , 進捗状況に関する資料
被災者の住まいや漁業の復旧に関する事業の着手 , 完成状況等

データ分析 ( 主成分分析 , クラスター分析 )
岩手・宮城県内全 96 漁業地区
農林水産省　漁業センサス 2008,2013
震災前後の漁業経営体 , 漁業就業者に関する指標の変容

参与観察調査
宮城県石巻市雄勝 (2015.6), 宮城県石巻市桃浦 (2014.4)

対象者
[1] 宮城県石巻市水産課 (2015.7)

1 章

2 章

3 章

4 章

5 章

調査 1, 調査 2

調査 3

調査 4

岩手・宮城県 , 及び県内市町村
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図1　研究対象範囲
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　更に各漁業地区の①,②における所属類型について分

析を行なった。以下に、分析結果を示す。

a)震災前から経営体や就業者数が少なく、零細経営体が

多数を占めていた類型Ⅲ-1,Ⅳ-1に属する37地区中、23

地区が、零細経営体の増加がみられる類型 C-2,D-1に属

する。これらの地区では、零細経営体が、震災後、より厳

しい経営状況に追い込まれつつも、漁業を継続していると

捉えられる。

b)類型Ⅰ-1,Ⅰ-2,Ⅰ-3に属する、震災前、比較的多くの

経営体や就業者が存在したものの、零細経営体や高齢の

就業者が多数を占めていた 20地区中、14地区が、震災後、

零細経営体や高齢の就業者の減少がみられる類型 A-1,A-

2,D-2に属する。これらの地区では、高齢の就業者によ

る零細経営体の多くが、震災後、漁業を廃業したと想定

される。

c)類型Ⅰ-4,Ⅱ-2,Ⅳ-2に属する、震災前、高額の販売

金額を有する経営体や若齢の就業者が比較的多数存在し

た 20地区中、12 地区が、高額の販売金額を有する経営

体が減少し、零細経営体が増加しているものの、就業者

の減少は比較的小さい類型 D-1,D-3,D-4に属する。これ

らの地区では、震災前、高額の販売金額を有していた経

営体が、震災後、販売金額を減少させつつ、漁業を継続

していると考えられる。

　以上より、各漁業地区の、震災以前の経営体の経営状

況や就業者の年齢層等の漁業実態と、震災後の漁業継

続状況の関与を考察した。

４．職住分離による「通い漁業」の従事実態と課題

　震災前、職住一体の生業として漁業が営まれていた三

陸沿岸部において、震災後、内陸の仮設住宅への入居や

居住地の高台移転にともなう職住分離により、漁港から

遠く離れた場所に住み、車で通勤し、漁業に従事する生

活形態(以下「通い漁業」)を強いられている集落が多い。

本章では通い漁業の実態と課題を明らかにするため、震

災前の漁業実態や中心市街地からの距離が異なる3地域

(雄勝半島,牡鹿半島,大船渡東部)・計 5 漁業集落に

て、参与観察調査と各自治体・漁師へのヒアリング調査を

行なった(図 6,表 1)。

1)漁業権と通い漁業　

 漁家が漁業を行なう際に必要な漁業権の保有に関して

は、漁家の居住・操業地域に関する要件がある。震災後、

集落外の仮設住宅へ移住している漁家は、震災直後の特

別措置後も漁業を継続する場合、元々居住していた集落

への通い漁業を継続しながら、原則、集落内の住居再建

が必要となる注3)。

2)遠距離通い漁業への移行による従事負担の増加の実態

　震災後、遠距離の通い漁業を強いられることとなった、

<ⅰ.立浜 >,<ⅱ.桑浜 >をみる(図 7)。両集落が属する漁業

地区の、震災以前の漁業実態による地区類型(3章 )より、

震災前、<ⅰ.立浜 >では比較的若い 40 代 ,50 代の漁師が、

<ⅱ.桑浜 >では 60 代以上の高齢の漁師が多く存在した。

　両集落では、震災後、数軒の漁家が内陸部の仮設住

宅に入居し、車で1時間かけて漁港まで通勤している。

漁港から離れた場所に住むことで、急な時化の際の漁船

避難が難しくなる等の不便が生じる。また、繁忙期は連

日徹夜に近い作業を強いられるが、震災前のように徒歩

での一時帰宅も出来ず、番屋や車で仮眠をとりながら数

週間漁業に従事する等、厳しい労働環境となっている。<

ⅰ.立浜 >は、比較的若い漁師が多く、内陸の仮設住宅に

入居した漁家は、ほぼ全て通い漁業を継続している。一方、

<ⅱ.桑浜 >では、高齢の漁師が多く、遠距離の通い漁業

となった漁家は全て、その負担の大きさから漁業を廃業した。

　集落の震災以前の漁業実態は、遠距離の通い漁業の

継続要件の一つとなっている。

3)市街地への集落住民の流出による漁業継続困難の実態

　集落と中心市街地の距離は、生活上の利便性や兼業漁

業の成立のしやすさ等の観点から、震災後の漁業継続状

況にも関わると想定される。そこで、石巻市中心市街地か

ら車で1時間(約 40k m)の位置にある<ⅱ.桑浜 >と、大

図4 漁業地区4分類10類型(Ⅰ～Ⅳ,①震災<以前>の実態) 図5　漁業地区4分類10類型(A～ D,②震災<前後>の実態変容)
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被災者の新たな住居のための土地造成、仮設住宅から恒

久住宅への住まいの移行の段階に入りつつあるが、いまだ多

くの被災者が仮の住まいでの暮らしを余儀なくされている。　

　続いて漁業の復旧状況をみていく。両県の漁業経営体

数は、震災前の約 6 割となっている。漁港の整備に関し

ては、岩手県では岸壁等復旧の目標延長の約 70％が完成

し、宮城県においても被災箇所の80％が着工済みとなっ

ている。また稼働漁船数についても両県ともに震災前の

7割以上に回復している。両県において、漁港・漁船の

復旧が進みつつあるが、震災後の経営体の漁業継続は厳

しい状況にある。

３．震災前後の漁業実態の変容

　震災前後の各漁業地区の漁業実態変容は、被災状況に

限らず、漁業経営の悪化や高齢化等、各地区が震災前か

ら抱える課題によっても異なると想定される。そこで、91

漁業地区注 2)を対象に、震災前後の直近である漁業センサ

ス2008,2013における経営体や就業者等、漁業基盤に関

する指標を選定、分析し、震災前後の漁業実態変容を明

らかにした。

1)漁業経営体・就業者の変容　

　まず各指標の震災前後の変化をみる(図 3)。後継者有

無別・専兼業別経営体数をみると、「後継者あり」より「後

継者なし」、「専業」より「兼業」の経営体が大きく減少し

ている。震災前から後継者のいない経営体や漁業以外の

収入源があった経営体が、震災後、漁業を廃業したこと

が想定される。年間販売金額別経営体数をみると、どの

階層においても経営体の減少がみられるが、年間販売金

額 300万円未満の経営規模の小さい経営体が全体に占め

る割合が増加している。震災により、対象地域内の漁業

経営がより厳しい状況に置かれていることが分かる。続い

て、年齢層別就業者数をみると、70歳以上の就業者が大

きく減少し、高齢の就業者が震災を機に漁業を引退した

ことが想定される。また、2008 年時点では 55～ 59 歳、

2013 年時点では 60 ～ 64 歳の就業者が最も多くなってお

り、漁業就業者の主力の一層の高齢化が進んでいる。一

方、2013 年時点の 20 ～ 24 歳 ,25 ～ 29 歳の就業者数を

みると、それぞれ 2008 年時点の15～19 歳 ,20 ～ 24 歳

の就業者数より増加していることから、震災後、若い世

代の新たな漁業への参入者が一定数存在する。

2）各漁業地区の漁業実態変容

　各漁業地区の、①震災<以前 >の漁業実態、及び②震

災<前後>の漁業実態の変容を明らかにするため、先に選

定した指標について、各漁業地区における、

①漁業センサス2008の数値(震災<以前>の実態)　　　

②漁業センサス2008から2013への増減値(震災<前後>の

変容)

を入力指標とした多変量解析(主成分・クラスター分析)

により、それぞれについて漁業地区の類型化を行った(表2)。

　まず、①震災<以前 >の漁業実態による類型化におい

て、各漁業地区の震災以前の、全経営体・就業者数とい

う漁業基盤の絶対量を表す「漁業規模」の軸、及び就業

者の年齢層や経営体の販売金額の大小を表す「漁業活力」

の軸による漁業地区4分類(Ⅰ～Ⅳ)・10類型を得た(図4)。

続いて②震災<前後 >の実態変容による類型化において、

「漁業規模」の減少を表す軸、及び零細経営体や高齢の

就業者の増減等、「漁業活力」の変容を表す軸による漁

業地区4分類(A～ D)・10 類型を得た(図 5)。
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図3　震災前後の漁業経営体・就業者数の変容

図2　復興事業の進捗状況(岩手・宮城県)
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1,323 646
1,637 1,397
2,703 2,247

2008 2013

5 86

主成分分析
研究対象範囲内の 91 漁業地区
漁業センサス 2008 における各漁業地区の
漁業基盤に関する 20 カテゴリー
1) 漁業集落数
2) 経営体数

・漁業種類別
　( 遠洋 , 近海 , 沿岸 , 養殖 )

・年間販売金額別
　(300 万未満 ,300~500 万 ,
　　500~1000 万 ,1000~2000 万 ,2000 万以上 )

・専兼業別
　( 専業 , 兼業 )

・後継者有無別
　( 後継者あり , 後継者なし )
3) 就業者数

・年齢層別
　(29 歳以下 ,30~39,40~49,50~59,60~69,70 歳以上 )
84.04％ ( 主成分 3 まで )

クラスター分析
ウォード法
主成分分析における各漁業地区の主成分得点値
( 主成分 1,2,3)
10 類型 (Ⅰ-1,2,3,4・Ⅱ-1,2・Ⅲ-1,2・Ⅳ-1,2)

主成分分析
対象

寄与率

研究対象範囲内の 91 漁業地区
漁業基盤に関する 20 カテゴリーの漁業センサ
ス 2008 から 2013 への増減値
1) 漁業集落数
2) 経営体数

・漁業種類別
　( 遠洋 , 近海 , 沿岸 , 養殖 )

・年間販売金額別
　(300 万未満 ,300~500 万 ,　　　
　　　500~1000,1000~2000 万 ,2000 万以上 )

・専兼業別
　( 専業 , 兼業 )

・後継者有無別
　( 後継者あり , 後継者なし )
3) 就業者数

・年齢層別
　(29 歳以下 ,30~39,40~49,50~59,60~69,70 歳以上 )
64.53％ ( 主成分 3 まで )

クラスター分析

入力
指標

方法

類型

ウォード法
主成分分析における各漁業地区の主成分得点値
( 主成分 1,2,3)
10 類型 (A-1,2・B-1,2・C-1,2・D-1,2,3,4)

①震災 <以前 >の実態による漁業地区の類型化 ②震災 <前後 >の実態変容による漁業地区の類型化

震災前後の漁業実態の相関分析
①,②における各漁業地区の所属類型より、震災以前の漁業実態と、震災前後の漁業実態の変容の関連を考察

入
力
指
標

対象

入
力
指
標

寄与率

入力
指標

方法

類型

表2　震災前後の漁業実態変容分析の手法
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船渡市中心市街地から車で 20 分(約 15km)の位置にある

<ⅳ.崎浜 >,<ⅴ.綾里 >における漁業継続状況をみる。震災

前の漁業実態による地区類型より、全ての集落で、高齢

の漁師が多数存在した。

　<ⅱ.桑浜 >では、震災前は商店等が建ち並んでいた、

集落から車で15 分程の、半島西部の集落が津波により

壊滅し、現在、住民は、買い物や通院等に石巻市中心市

街地まで行かなければならない等、不便な生活となり、震

災後、高齢の漁家が多数、廃業し、利便性を求め市街地

へと移住した。

　また、漁家以外の集落住民も多数、市街地へと移住し

たことにより、漁業を継続した漁家は、繁忙期の陸上で

の水産物の加工作業者の不足という問題に直面している。

<ⅱ.桑浜 >では震災前、他の漁業集落と同様、繁忙期

には集落の漁家以外の住民も番屋に大勢集まり、陸上で

の加工作業が行なわれていたが、震災後、集落住民の流

出により、担い手が十分に集まらなくなっている。

　一方、<ⅳ.崎浜 >,<ⅴ.綾里 >では、漁家を含め、集落住

民の流出は少なく、陸上加工作業者の不足も深刻ではな

い。震災後、子育てをしながら漁業に新たに参入する若

い後継者もみられる。従来から中心市街地との距離が近

いことにより、多くの漁家が漁業を継続している状況にあ

る。各集落の中心市街地との距離は、震災後の漁業の継

続要件の一つとなっていることが考察された。

4)家族経営から組織経営への移行による通い漁業の継続

　<ⅲ.桃浦 >では、震災後、水産業特区の指定により、

集落内の漁師らが共同で設立した水産会社が、漁家単体

ではなく組織として漁業権を取得し、漁業再開となった。

各漁家の集落内での住宅再建が、漁業権保有の条件で

はなくなり、現在漁業を継続している漁家の多くは、集

落外の、石巻市中心市街地にも近い地域に住宅を再建し、

車で 30 分程かけて漁港へ通っている。震災前の、漁家

それぞれの家族経営から組織的な漁業経営へと移行する

ことで、集落外へと移住しながらも通い漁業を継続出来

ている事例である。

５．結論

　本研究では、震災前後の漁業基盤に関する指標を用い

た広域的な分析により、各漁業地区の震災以前の漁業実

態と、震災前後の実態変容の相関を明らかにした。また、

被災集落での参与観察により、漁業集落の職住分離が進

む中での、漁家の漁業継続要件・課題を明らかにした。

図6　各集落の震災後の漁業従事状況 図7　<ⅰ.立浜>,<ⅱ.桑浜>における通い漁業の実態
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注釈
[1]防災集団移転促進事業とは、「災害が発生した地域において、住民の
居住に適当でないと認められる区域内にある住居の集団的移転を促進す
るため、事業費の一部補助を行い、防災のための集団移転促進を図る事業」
(国土交通省)であり、東日本大震災津波被災地において、漁業集落の高
台移転を目的とし、活用されている。
[2]遠洋漁業の大規模基地漁港である第三種漁港を有する「石巻」「気仙沼」
「塩竃」の3地区については、漁業集落の漁業実態変容を分析する目的を
考慮し、分析対象外とした。また、漁業センサス2008にて漁業地区単位
の集計がされていない「平田」「大船渡」の2地区についても対象外とした。
[3]通常、漁業権は、漁協から集落内に居住する漁家に対して交付され、
漁家は集落沿岸部においてのみ操業を認められる。集落外の仮設住宅等
へ入居した漁家は、特例として漁業権の保有を認められているが、現在の
制度上、漁家が集落を離れ移転先にて新たに漁業権を取得することは難
しく、漁業継続には、原則、集落内での住居再建が必要となる。　　
参考文献
[1]大垣宏介,斎尾直子:東日本大震災津波被災漁村における復興の動向
と課題-三陸沿岸漁村の震災以前の実態,被災・復旧状況,復興に向け
た活動を対象とした広域・相対的分析;農村計画学会誌No.33, pp.197-
202,2014 [2]農林水産省:漁業センサス2008 ;2008 [3]農林水産省:漁業
センサス2013;2013 [4]宮城県:復興の進捗状況;2012.4-2015.10 [5]岩手県:
復興実施計画における主な取り組みの進捗状況;2012.1-2015.10 
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0. 序論　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0.1. 研究背景と目的

　「氏子域」という言葉に対する明確な定義はない１。

明治初頭、神社制度が再構築される中で、ある特定の

神社の氏子が居住している範囲のことを慣習的に「氏

子域」と呼ぶようになったが、この言葉の概念が法制

定によって作り上げられていった過程は明らかにされ

ておらず、この語の使用は今日まで曖昧である。本論

では、都市の祭礼を成立させてきた「氏子域」という

領域概念の空間的特質を把握し、氏子域研究の基礎を

築くことを目的とする。

0.2. 既往研究

　既往研究には、次のような問題点が挙げられる。

①「氏子域」という言葉の定義が明確にされないまま

に、自明なものとして扱われていること。

②祭礼に取り巻く社会構造を分析する際の切り口とし

て考察されるだけであり、「氏子域」自体の性質を正

面から扱っていないこと。

0.3. 研究の方法

①明治初頭に構築された神社制度の法整備史を繙くこ

とで、「氏子域」という言葉に明確な定義を与える。

②明治５年作成『氏子町名同人員調帳』＊および明治

１３年作成『神社組合明細』＊に記載された氏子町名

を、当時作成された地図＊上に同定し、当該期におけ

る東京の氏子域を復元し、地理統計的な分析を通して、

氏子域の俯瞰的な把握と類型化を試みる。

③①②で得た氏子域の基本的性質を踏まえた上で、実

際の氏子域と法制度上の論理との間に差異が生じる理

由を具体的な地域おいて追究することにより、都市に

おける氏子域の実態を考察する。

1. 氏子域の定義―近代神社法令の整備過程から―　            

　明治４年に施行された「戸籍法」、「郷社定則」、「氏

子調規則」を中心に、明治初頭に制定された氏子制度

を再検討する２と、「氏子域」を以下のように定義で

きることがわかる。

①ある特定の神社の氏子が居住している範囲である。

②全ての居住地が何れかの神社の氏子域となる。

③原則行政区に対応して分割されるが、旧来氏子町分

布が数行政区にわたる都市部ではその限りではない。

④人身把握のために再構成されたものであるため、人

が居住していない場所はその領域の範囲に含まない。

2. 明治東京における氏子域の俯瞰的観測　　　　　　　　　　

2.1. 氏子域にみる行政的性格

　氏子域図に４つの情報（面積と氏子戸数／社格／帰

属／行政区との一致率）を付加し、氏子域のもつ行政

的な性質が、どのように実際の領域として表れている

のかを検討する。

　明治以降天皇を頂点に据えた階梯の中に全国の神社

を位置づけるために、社格が与えられた 3。民営の神

社は府県社、郷社、村社、無格社の社格が与えられ、

府県社を頂点とした帰属関係を作らせることで、神社

行政を円滑に進めようとした 4。

　氏子域は本来戸籍法を補填するために制定された領

神社領域論

―明治東京の氏子域に関する研究―

修士　正会員　小南弘季 （東京大学）

＊基礎史料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

『氏子町名同人員調帳』東京都公文書館 633.C2.14。

『神社組合明細』東京都公文書館 633.C2.10 ～ 633.C2.13、

633.C3.01 ～ 633.C3.04。

「新撰區分東亰明細圖」国際日本文化研究センター。

「実測東亰全圖」東京大学史料編纂所。

図：復元された明治１３年氏子域図

¯
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域であるはずが、明治５年において、行政区の最小単

位であった小区と氏子域は一致していない。一方で、

郷村社間の帰属と、その後制定された十五区の区画に

多くの一致がみられることから、大きなスケールにお

いては、神社は行政的に管理されているが、単体の氏

子域のような小さなスケールでは旧来からの信仰圏が

継続されていると考えられる。

2.2. 氏子域の５類型

　氏子域図に５つの情報（創建及び鎮座年／祭神／勧

請者／境界条件／形態）を付加することで、氏子域の

境界を制定する際に基本としていた条件を考察する。

　創建及び鎮座年と勧請者を調べることで、江戸城の

工事や江戸の開府に多くの神社が関わっていることが

わかるが、勧請者とその鎮座地の間に関連を見いだす

ことは困難であった。祭神についても同様であり、稲

荷神社の氏子域が旧町人地と重なる部分が多いこと

や、浅草下谷には独特な祭神を祀った神社が多いこと

がわかるのみであり、特に関連性はみつけられない。

　氏子域の境界条件（水際／山際／村境界／町村境界

／町境界）と形状（円状／楕円状／線状）について分

析し、東京の氏子域を５つに類型化した。１つ目は日

枝・神田・冨岡八幡の「巨大型」氏子域。２つ目は少

数の氏子町で構成された「単一町型」氏子域。３つ目

は朱引内の町地とその後背部の村を氏子とする「含村

型」氏子域。４つ目は麻布や本郷にみられる、地形条

件とそれを結ぶ線によって構成された「台地型」氏子

域であり、５つ目は主に下谷浅草にみられる「平地型」

氏子域である。前の３つは特に都市において特徴的な

類型であり、後の２つは地形条件によるものである。

3. 行政の論理と神社の論理　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3.1. ２つの論理の一致

　郷村社間の帰属と行政区の一致について述べたが、

実際には細部に多くの差異が存在している。初めに東

京において最も差異の少ない第三大区の氏子域を考

え、都市における氏子域の基本的な性格を把握する。

　第三大区と第四大区の境界線は、大区に含まれる小

区の数を合わせるために異様な形状をしていたが、そ

の形状が赤城神社 5 の氏子域の境界に沿って形成され

ていることから、氏子域と行政区が強い対応関係にあ

ることを確認した。また、明治５年から同１３年にか

けて、赤城神社の氏子域が拡大したことと、その境界

が十五区の区画制定にも反映していることから、区制

が移り変わる際に、旧来の地域性を復元する町がある

ことがわかった。さらに特殊な事例として、明治５年

に東京招魂社が一時的に氏子域をもっていたことが挙

げられるが、これは氏子制度が未成熟な中での試行錯

誤の１つであったと考えられる。

3.2. 村落をふくむ氏子域

　朱引内外を制定しているにも関わらず、その境界を

横断するような氏子域が形成されている。その背景に

東京における急激な市街地の拡大を考え、明治６年と

同１１年に制定された朱引内外の境界線に最も差異が

みられる第六大区の氏子域について考察する。

　第六大区における町と村の関係をみていると、村落

を内包する氏子域は、田畑の所有の変化によって常に

変動の可能性があることがわかった 6。それは村中の

町並が町として固定化されていく過程であり、固定化

されたものだけが朱引内に取り込まれると言える。以

上より、①氏子域が本質的に流動性をもっていること。

②村落が町地化する過程が、氏子域の変化に表れると

いう重要な視点をここから得ることができた。

3.3. 「巨大型」氏子域と「単一町型」氏子域

　神田神社、日枝神社、冨岡八幡宮の「巨大型」は、

都市にのみ現れる氏子域である。第一大区のほとんど

はこれらの氏子域で占められる一方、３社のいずれも

が第一大区外に鎮座しているために、この大区には府

社が存在しないという矛盾した状況が生じている。

　神田神社の氏子域の北西部分が第一大区からはみ出

しているが、その辺りは江戸時代において神田神社の

氏子町ではなかった。ここは元武家地からなる新開町

であり、明治には三崎稲荷神社と太田姫稲荷神社の氏

子域によって三分されている。この３社の氏子域の分

割を考察することにより、以下のことがわかる。

①新開町などで、江戸時代氏子町として書上げられて

いなくとも、特に崇敬していた神社がある地域は、明

治以降その範囲に氏子域が制定されたこと。

②特に崇敬していた神社がない地域は、付近の府郷社

の氏子域と定められたこと。

　また、明治５年と同１３年にかけて、第一大区の「巨

大型」氏子域の中に新しく７つの氏子域が生まれてい

る。これらは数町のみを氏子とする氏子域であり、神

社自体の創建が古く、同時にそれが鎮座している地域

も古くから存在する村や町、遊郭などの特殊な地域で

あった。この変化は明治６年に「氏子調規則」が廃止

され 7、氏子域に行政的な価値がなくなったことによ

り生じたということが言える。
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4. 形成過程にみる氏子域の領域的特質　　　　　　　　　　

4.1. 「第一境界」と「第二境界」

　氏子域の境界は旧来の氏子町の分布を拡張するよう

にして定められた 8 とあるが、その詳細は明らかにさ

れていない。前章までの考察をふまえると、氏子域は

以下の過程で形成されていると推測される。

①江戸時代における氏子町の分布から、氏子域の核と

なる領域の境界を仮想的に決定する。…「第一境界」

②境界に面して町屋が形成されていたかを確認する。

③形成されていた場合はその町人地を核に成立した町

までを氏子域とする。…「第二境界」

　形成されていない場合は「第一境界」をそのまま実

際の氏子域の境界とする。

④２つの神社の「第二境界」の間に隙間が生じた場合

は、付近の府郷社の氏子域となる。

4.2. 「平地型」氏子域の形成過程

　まずは地形的な条件の少ない平地において上記の仮

定を検証する。ここでは第五大区の「平地型」氏子域

の成立過程を個々の町の由来を追いながら考察する。

　鳥越神社は近世、浅草元鳥越町・壽松院門前町から

新寺町にかけての門前町を氏子としていた。その一帯

を取囲むように、西は三味線堀、北は新寺町通、東と

南は新堀を「第一境界」とし、それらを軸に氏子町の

選択が行われた結果、鳥越神社の氏子域は新開町を取

り込む面状の領域として設定されたことがわかる。

　一方、近世において日光街道沿いの町人地を氏子と

していた榊神社は、日光街道を「第一境界」とし、そ

の周囲の町を取り込むことによって、線状の氏子域を

形成したと考えられる。

　以上、「平地型」において上記の仮定が証明された。

4.3. 「台地型」氏子域と地形的境界

　以上の氏子域形成過程は地形条件によって、いかな

る影響を受けるかを検証する。第四大区は本郷に鎮座

する櫻木神社の江戸時代の氏子町分布を復元し、明治

の氏子域と比較した。

　櫻木神社は本郷台地の尾根を通る中山道沿いに鎮座

しており、旧来氏子町は街道沿いとそこから崖下に向

かう坂道に分布していたことから、街道と坂道を「第

一境界」、崖下の通りを「第二境界」とし、その間を

氏子域としたことがわかる。他の尾根沿いに鎮座する

神社も、鎮座地や他神社との兼ね合いで、四半円状や

台地一円の氏子域を形成しているが、全て台地上だけ

を範囲とし、崖下の谷地に拡大することはなかった。

　一方、湯島神社や根津神社のような崖下や崖先に鎮

座する神社は、旧来の氏子町が台地上と下の平地の両

方に分布している。この場合は、「台地型」と「平地型」

を併せた形状の「複合型」氏子域として考えられる。

　「台地型」と「複合型」のどちらの氏子域となるか

は神社の鎮座地によって決定される。尾根沿いの場合

は、崖線が強い境界となり、氏子町はそれより先に広

がらないが、崖線沿いにある場合は、反対にそれを軸

とした２つの領域が広がると言える。

4.4. 微地形における氏子域

　最後に東京において最も特徴的な地形をもつ第二大

区に焦点をあてる。この地域の特徴は、小台地と谷と

を織りなす微地形にあることと、徳川入府以降、その

小台地のほとんどが武家屋敷地として召し上げられ、

谷地を通る線状に町屋が形成されたことである。この

地域の氏子域は、街道沿いの町屋を軸として背後にあ

る武家屋敷地を取り込むといった、前述の榊神社と同

じ過程によって形成されているが、微地形が影響して

直線的な道が造られず、それゆえに氏子域の形状も相

互に入り組んだパッチワークのようになっている。

　台地の一部と坂下の町を１つの集合とし、組み合わ

せることで氏子域が形成されている。１単位のみを氏

子域の範囲とする神社がある一方で、複雑に組み合わ

された氏子域をもつものもある。その組み合わせ方は

江戸時代における氏子町の分布と概ね一致している。図：鳥越神社と榊神社の氏子域形成過程

鳥越神社の氏子域

榊神社の氏子域

実線：氏子域の境界

点線：「第一境界」

黒網：近世の氏子町

線状の
「第一境界」

面を構成する
「第一境界」

「第一境界」から
範囲を拡張し、氏子域を
設定する様子がわかる。

左図：櫻木神社の氏子の拡がり 右図：根津神社の氏子の拡がり

櫻木神社の
近世における氏子町

根津神社の
近世における氏子町

社殿を中心とした
半円状 or 円状
の拡がり

点線：尾根道
太線：崖線

点線：道
太線：崖線
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4.5. 江戸城下町の成に伴う村落の破壊と氏子域の形成

　これまで明治に作られた氏子域について考えてきた

が、江戸時代における氏子町については触れていない。

ここでは、氏神と村落の関係について考察する。

　江戸開府以前第二大区は農村地帯であった。その中

の１つである今井村は、江戸城外郭惣構工事の際に召

し上げられ、集落は数町に分離し、近隣の武家屋敷の

隙間に散在する形で移転した。この時に移転の必要が

なかったのが、今井台町と谷町である。　久国神社は

江戸時代より、元氷川神社の氏子域中に、箪笥町と谷

町の２町を氏子町としていた。前者が拝領町屋であっ

たこと、後者の今井谷町が、今井台町とともに今井本

村から分裂するに至ったことなどが、後にこの町に遷

座された久国神社を氏神としている理由と考えられ

る。一方で、谷町と同時に今井本村から分離した今井

台町は、旧来今井村の鎮守であった元氷川神社の氏子

となっている。明治以前は全ての町が氏神社をもって

いたわけではなかった 9 ので、共同で祭祀を続ける何

らかの理由を考えることができる。

　また明治における元氷川神社の氏子域の外側に位

置する１３の町と旧今井村との関連がみいだせない 10

ことから、明治以降に設定された元氷川神社の氏子域

は、江戸幕府によって解体される以前の今井村の領域

を復元するように設定されたと考えることができる。

　近世における氏子町を、村落との関係に注目しなが

ら考察してきた結果、次のことがわかった。

①村が分割移転されても、旧来の氏子は維持される。

②町が独立、あるいは新しく作られた際にその鎮守と

して他と異なる神社が祀られる。

③明治の氏子域制定時に、江戸開府以前に村であった

領域が氏子域として復元される。

5. 今後の課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　本研究では、明治初頭において生みだされ、現在ま

で使われている氏子域の基礎概念を理解することを目

的に、まずは法制度を再検討することによって、その

法的な定義を明らかにした。さらに、公文書から復元

した氏子域を、統計データを扱い俯瞰的な視点から分

析することによって、実際に設定された氏子域と行政

との関係を明らかにした上で、東京における氏子域を

５つに類型化した。

　研究の後半においては、以上の５つの類型をもとに、

一つは、実際の都市に設定された氏子域と行政区の間

に生じた差異に注目することで、都市における氏子域

の特殊性を明らかにすることができた。また、近世に

おける氏子町の分布と明治以降の氏子域を比較するこ

とにより、氏子域の形成に地形の条件が与える影響を

明らかにした。最後に、江戸初頭において分裂した村

落の領域が明治の氏子域の設定によって復元されてい

る事例を確認した。

　本論より、次の三点を今後の課題として導き出した。

①明治６年から小地域において氏神社の再設定が行わ

れたが、その際の神社・住民・行政におけるやり取り

から、明治における共同体意識を明らかにする。

②東京招魂社の氏子域設定に関して政府間で行われた

議論の流れを追うことで、明治日本の国家神道形成期

における氏神の概念の変化の様子を明らかにする。

③氏子という概念を、村落から都市への変遷の中にみ

ることによって、都市の基層に存在する領域意識を探

究する。

図：麻布区における氏子域形成過程

実線：氏子域の境界

点線：「第一境界」

黒網：近世における町人地

谷間を通る道沿いに形成された
氏子町を軸にして、台地を分割
するようにして、氏子域が設定
されることがわかる。

【註釈】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1. 藤本頼生「近代の神社法令の整備過程と関係法令概説書

にみられる「神社」観念―神社・氏子の意義を中心として―」

『神社本庁総合研究所紀要』14 号、2009 年 3 月。

2. 濱口秀夫、米地實、高木宏夫、阪本是丸らを主に参考。

3. 明治４年７月、太政官布告第 321 号「郷社定則」。

4. 東京都神社司庁編『東京都神社史料』第５輯、435 頁、『明

治５年社寺諸達』。

5. 神社の社号は戦後変更されたものを使用する。

6. 明治９年「新撰區分東亰明細圖」と明治 11 年「実測東亰

全圖」を比較すると、第六大区東方の新田の名称に移動がみ

られ、その結果氏子域図も異なる形状をとる。

7. 前掲書註５、445 頁、『明治６年御布告簿』太政官第 180

号御布告。

8. 前掲書註５、446-447 頁、『坤部布令留』坤 26 号。

9. 「郷社定則」施行以前は、全く氏神をもたない町もあれば、

複数社もつ町もあった。

10. 平凡社地方資料センター編『東京都の地名』。
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図 1 ノンダイアフラム接合仕口の半剛接モデル 

(1)ラーメン骨組

CHS柱
H形梁

M

局部変形

(2)ノンダイアフラム接合

梁

柱

回転ばね

(3)半剛接モデル

パネル
ゾーン

 
図 2 ノンダイアフラム円形鋼管柱‐梁フランジ接合部 
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図 3 フランジ仕口の𝑃𝑃‐𝛿𝛿曲線    図 4 耐力と剛性の定義 
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ノンダイアフラム円形鋼管柱‐Ｈ形梁接合部の力学挙動 
 

 
修士 正会員 佐藤 恵治（東京大学） 
 

 
1. 序 

従来から，我が国の鋼構造分野においては熟練溶接

工の不足が指摘されており，この問題の解決策として，

溶接量を低減できる接合詳細を対象とした研究が数多

く行われている。このような流れの中で，柱梁接合部

の溶接量を格段に減らすことのできる構法として，近

年，注目を集めているのがノンダイアフラム構法と呼

ばれるものである。この構法は，角形鋼管や円形鋼管

を鉄骨ラーメンの柱に用い，ダイアフラムを用いない

でＨ形梁を直接，溶接で柱に接合する形式のもので，

接合部はかなりシンプルなものとなるが，次のような

技術的課題も生ずる。それは，ノンダイアフラム構法

では，梁から伝わる曲げモーメントによって仕口鋼管

壁に面外変形が生じるため，梁端仕口は剛接とはみな

せず半剛接として設計する必要があるという問題であ

る。このとき，図 1に示すように，柱あるいはパネル
ゾーンと梁との節点に鋼管壁の面外局部変形由来の回

転ばねを入れた骨組モデルの構造解析が必要となる。 
本論文は，ノンダイアフラム構法による円形鋼管柱

梁接合部について，この構法を実用化するのに不可欠

な半剛接を表現する梁端回転ばねの特性について検討

したものである。円形鋼管の場合，対象物が曲面とな

るため耐力や剛性を理論的に求めるのは至難であり，

既往の研究 1), 2)においても実験や数値解析を基にした

回帰分析による検討にとどまっているのが現状である。

適用範囲を広げ，より実用的な設計式を構築するため

には，力学的に明解な根拠が不可欠であり，本研究は，

この点を重視して，梁端仕口の局部耐力と剛性の評価

方法の確立を試みたものである。 
 

2. 円形鋼管柱‐梁フランジ接合仕口の局部変形挙動 

2.1 構造モデル 

ノンダイアフラム構法による円形鋼管柱とＨ形梁

の接合仕口の局所変形挙動の中で，最も基本となるの

は，梁フランジ仕口の局部変形挙動である。ここでは，

円形中空鋼管の上下に対称にフランジ板が取付くモデ

ル（図 2）で，フランジ板から圧縮力あるいは引張力
が作用するときの仕口の局部変形挙動を調査する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.2 荷重‐変形関係 

紙面の都合上，実験の方法は割愛し，結果のみ記す。

フランジに作用する軸力𝑃𝑃と仕口の局部変形𝛿𝛿の関係
を描くと図 3のようになる。引張載荷の曲線は常に圧
縮載荷の曲線より上方に位置し，圧縮と引張で耐力の

発現機構は異なる。圧縮では鋼管壁が主として曲げに

よって塑性崩壊して終局を迎えたが，引張では面外曲

げの増幅とともに鋼管側面に張力場が形成されて荷重

は上昇を続け，最終的にフランジ側縁の溶接止端から

鋼管が延性破壊して終局を迎えた。 
引張の荷重‐変形曲線が圧縮のそれより常に上方

に位置するという実験事実は非常に重要である。とい

うのは，上下のフランジ断面が異なる場合や合成梁の

場合を除けば，Ｈ形梁の上下フランジに作用する圧縮

と引張の軸力は大きさが等しいので，Ｈ形梁端仕口の

曲げ耐力は圧縮側フランジと鋼管の接合仕口の耐力で

決まることになるからである。 
2.3 仕口の局部耐力・剛性の定義 

本研究では，荷重‐変形曲線から弾性剛性及び降伏，
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表 1 仕口の局部耐力・剛性の評価方法 

フランジ仕口の降伏耐力𝑃𝑃𝑦𝑦，塑性耐力𝑃𝑃𝑝𝑝，最大耐力𝑃𝑃𝑢𝑢は次式で計算さ
れる。なお，記号の定義は図 5参照のこと。 

𝑃𝑃𝑦𝑦 = min{(𝑃𝑃𝑦𝑦1+ 𝑃𝑃𝑝𝑝2 + 𝑃𝑃𝑝𝑝3), (𝑃𝑃𝑝𝑝1 + 𝑃𝑃𝑦𝑦2 + 𝑃𝑃𝑝𝑝3), (𝑃𝑃𝑝𝑝1 + 𝑃𝑃𝑝𝑝2 + 𝑃𝑃𝑦𝑦3)} (1) 

𝑃𝑃𝑝𝑝 = 𝑃𝑃𝑝𝑝1 + 𝑃𝑃𝑝𝑝2 + 𝑃𝑃𝑝𝑝3 (2) 
𝑃𝑃𝑢𝑢 = 𝑃𝑃𝑝𝑝 ×

𝜎𝜎𝑦𝑦+𝜎𝜎𝑢𝑢
2𝜎𝜎𝑦𝑦

  (3) 

ここで， 

𝑃𝑃𝑦𝑦1 = 𝑃𝑃𝑝𝑝1𝑎𝑎 + 𝑃𝑃𝑝𝑝1𝑏𝑏/1.5：ゾーン 1の降伏耐力 (4) 

𝑃𝑃𝑦𝑦2 = 𝑃𝑃𝑝𝑝2/1.5：ゾーン 2の降伏耐力 (5) 

𝑃𝑃𝑦𝑦3 = 𝑃𝑃𝑝𝑝3/1.5：ゾーン 3の降伏耐力 (6) 

𝑃𝑃𝑝𝑝1 = 𝑃𝑃𝑝𝑝1𝑎𝑎 + 𝑃𝑃𝑝𝑝1𝑏𝑏 ：ゾーン 1の塑性耐力 (7) 

𝑃𝑃𝑝𝑝1𝑎𝑎 = 2𝑛𝑛𝑝𝑝𝑡𝑡𝑓𝑓 (sinα + √ 𝑡𝑡
2𝑑𝑑 cosα) ：ゾーン 1のメンブレン・アクション (8) 

𝑃𝑃𝑝𝑝1𝑏𝑏 =
4𝑚𝑚𝑝𝑝𝑡𝑡𝑓𝑓

𝑑𝑑 (√2𝑑𝑑
𝑡𝑡 cos𝛼𝛼 − sin𝛼𝛼) ：ゾーン 1のベンディング・アクション (9) 

𝑃𝑃𝑝𝑝2 = 4√2𝑚𝑚𝑝𝑝 ∙
𝐵𝐵𝑓𝑓
√𝑑𝑑𝑡𝑡 ：ゾーン 2の塑性耐力 (10) 

𝑃𝑃𝑝𝑝3 = 2𝜋𝜋𝑚𝑚𝑝𝑝 ：ゾーン 3の塑性耐力 (11) 

𝑚𝑚𝑝𝑝 = 𝑡𝑡2𝜎𝜎𝑦𝑦/4 ：仕口鋼管の単位幅の全塑性モーメント (12) 

𝑛𝑛𝑝𝑝 = 𝑡𝑡𝜎𝜎𝑦𝑦 ：仕口鋼管の単位幅の降伏軸力 (13) 
Ｈ形梁端仕口の降伏曲げ耐力𝑀𝑀𝑦𝑦，塑性曲げ耐力𝑀𝑀𝑝𝑝，最大曲げ耐力𝑀𝑀𝑢𝑢

は，フランジ仕口の寄与にウェブ仕口の寄与を加えることによって，次

式で計算される。 
𝑀𝑀𝑦𝑦 = 𝑐𝑐𝑚𝑚 ∙ 𝑃𝑃𝑦𝑦 ∙ ℎ +

𝑚𝑚𝑝𝑝
1.5 ∙

ℎ𝑤𝑤2

√𝑑𝑑𝑡𝑡/2  (14) 

𝑀𝑀𝑝𝑝 = 𝑐𝑐𝑚𝑚 ∙ 𝑃𝑃𝑝𝑝 ∙ ℎ +𝑚𝑚𝑝𝑝 ∙
ℎ𝑤𝑤2

√𝑑𝑑𝑡𝑡/2  (15) 

𝑀𝑀𝑢𝑢 = 𝑐𝑐𝑚𝑚 ∙ 𝑃𝑃𝑢𝑢 ∙ ℎ +𝑚𝑚𝑝𝑝 ∙
ℎ𝑤𝑤2

√𝑑𝑑𝑡𝑡/2  (16) 

上式で，フランジ仕口の寄与に対しては低減係数𝑐𝑐𝑚𝑚が掛かっている。
これは仕口鋼管の部分増厚を考慮したもので，次式で与えられる。 

𝑐𝑐𝑚𝑚 = 1
2 [1 + 𝛾𝛾2 + (1− 𝛾𝛾2) 𝜆𝜆

𝜆𝜆+1] ：耐力の低減係数 (17) 

𝜆𝜆 = 𝑙𝑙𝑚𝑚/√𝑑𝑑𝑡𝑡 ：余長比 (18) 

𝛾𝛾 = 𝑡𝑡𝑐𝑐/𝑡𝑡 ：減厚比 (19) 
 

フランジ仕口の弾性剛性𝐾𝐾𝑓𝑓は，基準となる剛性𝐾𝐾𝑜𝑜に左右のフランジ軸
力の向きを考慮して次式で計算される。 

𝐾𝐾𝑓𝑓 =
1+𝑓𝑓
1−𝑛𝑛𝑓𝑓 𝐾𝐾𝑜𝑜  (20) 

ここで，左右の梁が同断面で対称曲げが働くとき𝑛𝑛 = −1，逆対称曲げ
が働くとき𝑛𝑛 = 1，片曲げが働くとき𝑛𝑛 = 0となる。式中の𝑓𝑓は，左右の梁
に段差が無いとき次式で与えられる。 

𝑓𝑓 = 1+𝐵𝐵𝑓𝑓/𝑑𝑑
4.5 ∙ ℎ𝑑𝑑  (21) 

基準剛性𝐾𝐾𝑜𝑜は次式で計算される。 

𝐾𝐾𝑜𝑜 = 𝐾𝐾1𝑎𝑎 + 𝐾𝐾1𝑏𝑏/100 + 𝐾𝐾2/50 + 𝐾𝐾3  (22) 
ここで， 

𝐾𝐾1𝑎𝑎 =
𝐸𝐸𝑡𝑡𝑓𝑓

(𝑑𝑑/𝑡𝑡)1/2 ∙ (
𝐵𝐵𝑓𝑓
𝑑𝑑 )

2
：ゾーン 1の剛性(メンブレン・アクション) (23) 

𝐾𝐾1𝑏𝑏 =
𝐸𝐸𝑡𝑡𝑓𝑓

(𝑑𝑑/𝑡𝑡)3/2 ∙ [1− (𝐵𝐵𝑓𝑓𝑑𝑑 )
2
]：ゾーン 1の剛性(ベンディング・アクション) (24) 

𝐾𝐾2 =
𝐸𝐸𝐵𝐵𝑓𝑓

(𝑑𝑑/𝑡𝑡)3/2 ：ゾーン 2の剛性 (25) 

𝐾𝐾3 =
𝐸𝐸𝑡𝑡
𝑑𝑑/𝑡𝑡 ：ゾーン 3の剛性 (26) 

Ｈ形梁端仕口の弾性回転剛性𝐾𝐾𝜃𝜃は，フランジ仕口の寄与にウェブ仕口
の寄与を加えることによって，次式で計算される。 

𝐾𝐾𝜃𝜃 = 𝜅𝜅𝑓𝑓 ∙ 𝑐𝑐𝑘𝑘 ∙ 𝐾𝐾𝑓𝑓
ℎ2
2 + 𝐾𝐾𝑤𝑤

ℎ𝑤𝑤2

12   (27) 
ここで， 
𝐾𝐾𝑤𝑤 = 1

50 ∙
𝐸𝐸ℎ𝑤𝑤

(𝑑𝑑/𝑡𝑡)3/2 ：ウェブの偶力換算の剛性 (28) 

上式で，フランジ仕口の寄与に対しては低減係数𝑐𝑐𝑘𝑘と上下フランジ干
渉係数𝜅𝜅𝑓𝑓が掛かっている。𝑐𝑐𝑘𝑘は仕口鋼管の部分増厚を，𝜅𝜅𝑓𝑓は上下フラン
ジの弾性変形の相互干渉を考慮したもので，次式で与えられる。 

𝜅𝜅𝑓𝑓 = 1 + 2.5𝑒𝑒−𝜌𝜌/3 sin (𝜌𝜌3 +
𝜋𝜋
4) ：上下フランジ干渉係数 (29) 

𝑐𝑐𝑘𝑘 =
1
2 [1 + 𝛾𝛾3 + (1− 𝛾𝛾3) 𝜆𝜆

𝜆𝜆+2] ：剛性の低減係数 (30) 

 

 
図 5 局部変形領域のゾーニングと記号の定義 
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塑性，最大耐力を定義する。その定義は図 4に示すと
おりで，弾性剛性𝐾𝐾𝑜𝑜は曲線の初期勾配，降伏耐力𝑃𝑃𝑦𝑦は
その 1/3 の接線勾配を持つ点の荷重値，塑性耐力𝑃𝑃𝑝𝑝は
初期弾性直線上の降伏耐力点から曲線に引いた接線の

接点における荷重値とする。以下，すべてこの方法で

剛性と耐力を定義するものとする。 
2.4 フランジ仕口の局部耐力・剛性の評価方法 

フランジ仕口の局部変形領域の耐力と剛性の問題

を弾塑性理論に準拠して純解析的に解くことは至難で

ある。そこで，本研究ではかなり大胆な力学的仮定と

演算における 1次近似を駆使することによって，この
問題の解に数式表現を与えることを試みたので，以下

にその結果を簡単にまとめる。なお，Ｈ形梁への展開

を考えた場合，圧縮載荷での耐力と剛性が分かればよ

いので，引張載荷については考えない。 
圧縮載荷では塑性崩壊によって耐力が決定づけら

れるので，塑性解析により塑性耐力の評価式を誘導す

る。このとき，フランジ仕口周辺の局部変形領域を，

図 5の上フランジ仕口周辺に描いた三つのゾーンに分
け，仕口の塑性耐力は三つのゾーンの塑性崩壊荷重の

総和になるものとする。降伏耐力と最大耐力について

は，塑性耐力に関連付けてその評価式を誘導する。弾

性剛性は境界条件に敏感なので，三つのゾーンを弾性

解析して各ゾーンの弾性剛性を求め，実況に合うよう

に補正係数を与えるという方法を採ることとする。 
上記のようにして誘導されるフランジ仕口の局部

耐力と剛性の評価式を整理したのが表 1中の(1)～(13)
式及び(22)～(26)式である。 
 
3. 円形鋼管柱‐Ｈ形梁接合仕口の局部変形挙動 

3.1 構造モデル 

ここでは，図 6に示すモデル，すなわち梁上の分布
荷重を想定して両側の梁から鋼管壁に対称な曲げが作 
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図 6 円形鋼管柱‐Ｈ形梁接合部    図 7 梁端仕口の𝑀𝑀‐𝜃𝜃曲線 
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図 8 ツー・フランジ・セクションに対するＨ形梁接合の比 
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図 9 部分増厚鋼管柱     図 10 増厚鋼管のフランジ仕口 
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図 11 フランジ仕口の耐力と剛性の低減率 
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提案式

用する場合の仕口挙動を調査し，2 章で導入したモデ
ルをウェブが有る場合に拡張することを試みる。 
3.2 荷重‐変形曲線 

実験の方法は割愛し，実験結果のみを要約する。梁

端仕口に働く曲げモーメント𝑀𝑀と仕口回転角𝜃𝜃の関係
を描くと図 7のようになる。最大耐力を迎えた後の耐
力劣化は緩やかで，この接合部がじゅうぶんな塑性変

形能力を有しているのが分かる。変形状態を観察する

と，圧縮フランジ側の鋼管壁が大きく面外に押込まれ

ており，2 章での予測のごとく，圧縮側の鋼管壁仕口
の塑性崩壊により最大荷重が決定づけられた。 
3.3 ウェブの寄与 

2 章の実験結果を用いれば，ウェブを無視したとき
の梁端仕口（2 つのフランジ仕口，いわゆるツー・フ
ランジ・セクション）の曲げ耐力と曲げ剛性を計算す

ることができ，これとＨ形梁端仕口の曲げ耐力と曲げ

剛性を比べることでウェブの寄与を見ることができる。 
その結果を見たのが図 8である。縦軸にはＨ形梁端

仕口の曲げ耐力と剛性をツー・フランジ・セクション

のそれらで除した比をとってある。耐力の比は 1.0 を
わずかに上回っており，これはウェブの寄与によるも

のと言える。一方，剛性の比はかなり広範囲に分布し

ている。これはウェブの寄与に加えて，上下フランジ

からの押込みと引抜きによる鋼管壁の弾性変形が相互

作用を持つことによる。したがって，仕口の弾性剛性

については上下フランジの干渉効果を組み込んで評価

する必要がある。 
3.4 Ｈ形梁端仕口の局部耐力・剛性の評価方法 

ウェブの寄与はフランジに比べて相対的に小さい

ので，フランジのみの寄与を表現するゾーン 1, 2, 3は
そのまま維持し，ウェブの寄与分としてゾーン 4を追
加する方法を採る。ゾーン 4は前出の図 5に示すよう
に，ウェブの両側に拡がる細長い長方形で近似し，梁

端の断面は剛体を維持し，ウェブ仕口の鋼管壁の変形

はフランジ仕口の変形に追随するものと考える。この

とき，ゾーン 4はゾーン 2と部分的に重なるが，その
影響は無視する。弾性剛性については，上下フランジ

からの軸力による鋼管壁の弾性変形が相互干渉するの

で，これを考慮するための係数を乗じる。この干渉係

数としては，鋼管壁の変形が波打ちながら減衰するこ

とを考慮して，その経験式を得ることとする。 
上記のようにして誘導されるＨ形梁端仕口の曲げ

耐力と剛性の評価式を整理したのが表 1 中の(14)～
(16)式及び(27)～(29)式である（ただし，ここでは𝑐𝑐𝑘𝑘 =
𝑐𝑐𝑚𝑚 = 1.0,𝑛𝑛 = 𝑛1,𝑛𝑛𝑓𝑓 = 𝑛𝑛𝑜𝑜）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4. 部分増厚鋼管柱‐Ｈ形梁接合部の仕口挙動 

4.1 構造モデル 

ノンダイアフラム構法では，鋼管壁の局部的な面外

変形を抑え，局部耐力を高めるために，図 9に示すよ
うに，梁端に位置する仕口鋼管の厚さを部分的に増す

方法が採られる。このとき，増厚部の余長（増厚鋼管

の梁フランジ外面からの突出長さ）をどの程度にすれ

ばよいかという問題が生じる。余長がじゅうぶん大き

い場合の仕口の耐力と剛性は，3 章でその評価式を誘
導したので，それを基準として，余長が有限の場合に

耐力と剛性がどの程度低減するかが分かれば良い。 
仕口の耐力と剛性の大部分をフランジが担うので，

ここでは，図 10 に示す単純モデルを用いて，フラン
ジ仕口の耐力と剛性の低減率を調査する。 
4.2 フランジ仕口の耐力と剛性の低減率 

余長が有限であることによる耐力と剛性の低減の

様子を数値解析で調査した結果を図 11 に示す。マー
カーの違いは𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷，𝐵𝐵𝑓𝑓𝐷𝐷𝐷，𝐷𝐷𝑓𝑓𝐷𝐷𝐷及び鋼管材質の違いを表
す。図は減厚比𝛾𝛾 = 0.𝛾の場合を代表して掲載してある。
この図から，余長が大きくなると低減率が 1.0 に収束
していく様子が観察されるが，その収束性は鈍いこと
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図 12 対称曲げと逆対称曲げの仕口耐力と剛性の比較 

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8

実験(Bf変数)
FEM(Bf変数)
FEM(Bf, H変数)
FEM(Bf, t変数)

Mu(Q) /Mu(P)

Bf /D

最大耐力の比較

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8

実験(Bf変数)
FEM(Bf変数)
FEM(Bf, H変数)
FEM(Bf, t変数)

Kθ(Q) /Kθ(P)

Bf /D

弾性剛性の比較が分かる。したがって，余長は仕様規定ではなく，設

計変数としておくのが望ましいと考えられる。 
4.3 部分増厚鋼管仕口の耐力と剛性の評価方法 

数値解析の結果から，余長に関する仕口の耐力と剛

性の低減率に大きく関与する変数は，余長比𝜆𝜆𝜆𝜆 𝜆𝜆𝑚𝑚/
√𝑑𝑑𝑑𝑑)と減厚比𝛾𝛾𝜆𝜆 𝑑𝑑𝑐𝑐/𝑑𝑑𝑡の 2つであることが分かったの
で，耐力と剛性の低減に関する収束率曲線の評価式と

して，双曲線型の(17)式及び(30)式を得た。 
部分増厚鋼管柱にＨ形梁が取付く場合には，フラン

ジ仕口の寄与に対しては余長が有限であることによる

低減係数を乗じ，ウェブ仕口の寄与はそのままとして，

梁端仕口の曲げ耐力と曲げ剛性は表 1 中の(14)～(16)
式及び(27)式で計算することができる。 

 
5. 仕口挙動に及ぼすパネルせん断の影響 

5.1 柱梁接合パネルのせん断変形 

前章まででは，ノンダイアフラム鋼管柱に取付く左

右の梁から対称な曲げが作用する場合について検討し

てきた。この場合は，柱梁接合パネルにせん断が生じ

ず，接合部の弾塑性挙動は鋼管壁仕口の面外局部変形

に支配されることになる。しかし，骨組が水平外力を

受け，左右の梁から逆対称な曲げが作用する場合には，

パネルにせん断が生じ，このパネルせん断が仕口の面

外局部変形挙動と相互干渉する可能性がある。このこ

とを実験と数値解析により調査する。 
5.2 パネルせん断の影響 

パネルせん断の影響を見るために，荷重条件のみが

異なる試験体について，逆対称曲げが作用するときの

仕口の耐力と剛性を，対称曲げが作用するときのそれ

らで除した比をプロットしたのが図 12 である。デー
タは実験及び数値解析により得たものである。 
これを見ると，仕口の曲げ耐力は荷重条件にほとん

ど左右されないことが分かる。したがって，パネルせ

ん断は仕口の耐力にはほとんど関係しないと言える。

ところが，弾性剛性に関しては対称曲げと逆対称曲げ

で大きく異なっており，逆対称曲げのほうが数倍も高

い剛性を発揮している。この原因をパネルせん断に帰

すると，耐力で相互作用が無いことと矛盾する。すな

わち，剛性が急変する理由は左右の曲げモーメントの

向きが対称か逆対称かが主な原因である。 
5.3 荷重条件を加味した耐力と剛性の評価方法 

仕口の曲げ耐力は，荷重条件の影響をほとんど受け

ないので，その影響を考慮する必要はないと言える。

一方，仕口の曲げ剛性は，左右の梁端仕口に作用する

曲げモーメントの向きが同じか否かの影響を大きく受 

 
 
 
 
 
 
 
ける。このことは仕口の剛性が片側の仕口の力学状態

のみからでは決定できないことを意味するが，本研究

では，左右の梁から受ける曲げの相互干渉を加味した

剛性の評価式を導くことで対応を試みる。 
荷重条件を加味する方法は，仕口の局部変形を，左

右上下あわせて 4か所のフランジ仕口に作用する力か
ら変形係数を用いて求めるもので，左右の梁フランジ

軸力の比𝑛𝑛とフランジ軸力による相互作用を表す係数
𝑓𝑓を用いて，フランジ仕口の剛性は(20)式で計算される。
𝑓𝑓は数値解析の結果から，その近似式として(21)式を得
た。これらを用いて，仕口剛性はこれまでと同じ(27)
式で計算することができる。 

 
6. ノンダイアフラム接合における応用問題 

ノンダイアフラム接合では，鋼管壁仕口の面外局部

変形挙動から派生する様々な課題がある。列挙すると，

梁の偏心，段差梁，テーパ鋼管，直交梁，最上階柱頭，

繰返し履歴挙動，パネルのせん断挙動，高軸力下の挙

動である。これらの課題についても，論文本文中で多

面的に検討され，評価式の応用が試みられている。 
 

7. 結 

本研究では，溶接量を格段に減らすことのできる構

法の一つとして，ノンダイアフラム構法による円形鋼

管柱とＨ形梁の接合部に着目し，その接合仕口の弾塑

性挙動について実験と数値解析の両面から調査した。

ノンダイアフラム接合では，梁端仕口が半剛接となる

ので，設計においては仕口の局部耐力と剛性を適切に

評価する必要があり，その評価方法を提案した。 
ここで紹介した評価式は仕口の耐力と剛性を統一

的に評価することができるとともに，梁の偏心や段差

などの問題にも応用できることが確認されている。 
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島嶼海域論 
―近世後期伊豆諸島と新島― 

 
修士	 正会員	 下坂	 裕美（東京大学） 

 
 
序. 分断の島々                    
海は大地を隔絶する非連続的な存在である一方で、

それ自体は本来的に分割できず、つなぎ目となる連続

性をもつ。島はその両極のなかで構築された空間であ

るが、前者が強調され「孤立した島」であると一括り

にされがちであった。本論文はこの二面性から島をと

らえ、その農村とも漁村とも違った島村の構造をさぐ

っていく試みである。対象とするのは本土と直交する

富士火山帯の群島、伊豆諸島である。これまで諸島が

能動的に構築してきた内部と外部の構造についての研

究はほとんどなく、島単体か江戸と一対一の関係でし

か語られてこなかった。本論文は、島をめぐる構造を

①本土と島嶼部、②島嶼部における島同士、③島内の

三段階の構造にわけ考察し、それらすべてを一体とし

てできあがった島嶼海域、その島の秩序について論じ

るものである。第一章では既往研究を新たな視覚から

再構成し本土と諸島全体の構造を、広い時代のなかで

考察する。第二章では近世後期の新島を事例にその内

外の構造を、第三章ではそのなかの若郷村を事例に社

会空間構造を読み解く。 
1. 伊豆諸島の構造                   

1.1 諸島概観 
本土と島嶼部の構造

は、さらに北（江戸や

下田）・南西からつづく

黒潮圏の二つにわける

ことができる。前者は

政治的（人為的）レイ

ヤーで、後者は海流に

よる漂着を基本とする

偶発的（自然的）レイ

ヤーであると規定する。 
1.2 本土と島嶼 
伊豆諸島が北の本土

から受けていた影響に

ついて時代を遡って考

察した。まず諸島は古代、唯一無二の存在として本土

と対等な関係性を築き、中世もまだ独自の世界を展開

していた。それが近世になると幕府の天領として島へ

の支配と介入は進行し、また諸島の幕府への依存度も

高まっていく。そして明治 11 年(1878)の東京府移管、
明治 30 年代の定期船就航を境に、本土による開発、
観光地化は「消費される島」の構図を促進した。加え

て島同士の関係は希薄になり、東京流出による過疎化

が進み、その歴史は今や「衰退史」と表される。この

なかで近世という時代は、熟成した島内部の社会と、

迫り来る外部要素に対する反応の、最も激しくみられ

る時代であると本論文では位置づけ重点的に扱う。 
1.3 黒潮圏のなかで 
南西から流れる黒潮は琉球、南九州、四国、紀州を

通り、その潮流による漂着は時代を貫きこれら沿海部

一帯の文化的領域を形成している。世代原理・女性原

理をはじめ諸島の根源的な部分、精神世界の多くはこ

の黒潮が形作ってきた。北・南西から「袋小路」であ

った島々であるが、島は外から来た文化や制度に対し

ただ受容、服従するのではなく選び、変容させ採り入

れ、自主的に空間と社会を構築してきた点も多いこと

に留意したい。 
2. 島の構造―新島―                 
2.1 はじめに 
二章以下ではケースステディとして新島を事例に

扱う。新島は漁業で繁栄した島で、村としての本村の

規模は諸島で最大で、島の秩序が独自で洗練された島

と位置づける。また流人船の中継地として本土との接

触も多い。本章で分析に用いた史料は主に『新島島役

所日記』（以下『日記』と表記）、『新島御用留帳』（以

下『御用留』と表記）の二つであるi。 
2.2 島のなか―複雑な共同性と円環性ー 
『日記』での海で死んだ者を「無縁」として供養し

ている事例などから、島では海は異界として認識され、

ひとつの島の括りは物理的にのみならず概念的に非常

に強固であったことが島社会の前提として挙げられる。 
そして島に共同性が高いのは既に指摘されてきた

が、史料を精読するとそれは緻密に組み上げられた独

自の仕組みであったことが判明した。その基本となる

のは村内を二分する町（本村では新町と原町、若郷村

図 1 伊豆諸島と海底地形図  
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では奥町と寺町）で、加えて五人組、家、の三段階の

共同性の状況による組み合わせである。また、孀や流

人などの人足はこれと区別・組織され共同作業に組み

込まれており、島の共同性とはすべての層に役割を与

え一体とするものであったことがわかった。さらには

幕府が課した制度である五人組の連帯責任制とも結合

した複雑な共同性の秩序が働いていた。この秩序は土

地にも強く影響し、近世まで新島では土地所有の概念

が薄く、土地は村一体のものというように考えられて

いたことが指摘できるii。 
そして山稼、漁業、畑作はすべて一年を通して行わ

れる祈祷や儀礼（豊漁祈願、雨乞い、植え付け願掛け）

とむすびついており、その繰り返しのサイクルで島の

社会はまわっていた。つまりその内部は主に共同性と

円環性の合致により構成されていたと指摘できる。 
2.3 新島と他島 
	 いくら内部の仕組みが精緻であったとはいえ、島で

はまかなえない要素を外部に求める必要があった。そ

の第一段階が近隣の他島の存在である。本節ではその

諸島間構造をあぶりだすために、島間での機能部分の

貸し借り・島間の漁場をメインに、関連する記述を残

存する近世後期の『日記』から網羅的に抜き出した。	 

まず、機能面については、規模が大きく本土との連

絡口であった新島には職人（船大工・大工・鍛冶）が

多く、とりわけ小規模で職能をあまり持たない利島や

神津島にこれを貸し出している例が多い。江戸や下田

へ産物を積み出すのに最も重要となる廻船機能につい

ても、新島は 19 世紀末ごろから他島の産物を雇われて

積み出す例が多くなってくる。また、その中でも江戸

期の終わりの方になると、個々の廻船と島の独占契約

のようなものが見て取れる。	 

次に漁場について、新島は 50 艘を越える漁船を保

有しており、利島、大島、三宅島、八丈島の漁場に入

漁する例が多く、これが新島の漁業による繁栄をもた

らしたものと考えられる。しかし漁における補填は一

方向的なものではなかった。鰹漁で重要となる小魚の

えさのやりとりに関する記述では、その時々の不漁に

応じて新島と近隣の小規模な利島・神津島とは相互に

えさわけしており、流動的な自然環境のなかにおける

ゆるやかな補完関係もそこには読み取れる。しかし各

島産業が発展しだす近世末では隣の三宅島や利島、大

島との入会漁場で問題が頻発するようになる。近世後

期には各島の産業の住みわけにもとづく慣習的な漁場

取り決めが強固な線引きに取って代わっていった。そ

して近世後期においてこれら漁場と廻船いう島間の二

大問題の本土的秩序化に重大な影響を与えていたのが

大島であったiii。	 

これらの産業面での関係性とは別に、島同士の人の

行き来は多くあり、新島には他島から奉公人や温泉療

治に来る者も多く、特に奉公人については島の凶作な

どの事情に応じて帰したり受け入れたりしている。	 

	 このように島同士については基本的には強力な上下

関係はなく、状況依存の複雑な関係性が積層しあって

いた。例えば小規模で水不足で林業中心な利島が漁場

を、新島が水と職能を差し出すという関係性に顕著な

ような補完関係、また互いに漁業を行う中規模の神津

島との、互いの漁場に立ち入らず、えさや奉公人を相

互に出す補完と競争の混ざった関係。島同士の関係性

を円滑に保つための進物の記録も多い。つまり、「独立」

でも単純な「助け合い」では割り切れない、それは自

島の共同体の食い扶持と諸島全体の生き残りの両者を

賭した拮抗する関係であったと結論づけられる。 
2.4 新島と幕府 
	 島の外部性の大部分は幕府に対して求められた。島

は辺境であるがゆえに本土にとって対異国防衛、そし

て流人の要の地となり、これは島の閉鎖性を強めた。

しかし『御用留』の書簡から新島が逆に幕府を利用し

ていた面も多かったことが明らかになった。島は流人

を理由に扶持米を得、凶作時の救済措置願では幕府と

の交渉の材料にさえしており、船の造立や網の普請、

甘藷製糖所の設置などの幕府の補助は限界性に生きる

島々にとっては欠かせないものであった。加えて、島

にとって流人は厄介者というよりも外部からもたらさ

れる奇貨と言え、多くの職能や労働力が能動的に島の

組織に組み込まれ利用されてきた。例えば文政期には

医者の流人を配流するよう四度に渡って願い出ている。	 

	 そして、年貢徴収を目的とする幕府により産業振興

も行われ、島独自の生計の道が切り開かれていくが、

その代わりに効率的生産のため祈祷や儀礼など旧習の

廃止を求められても、新島では存続させていた。つま

り、これまで諸島は幕府の一方的な隷属の島というよ

うにみられてきたが、島の側からみてみれば相互に利

用しあってきたことが明らかであり、島の秩序はこれ

を組み込んだ形で力づよく構築されていたのだ。	 

3. 島村の構造―若郷村―               
3.1 はじめに 
第三章では島村内部の構造を詳しく読み解くために

新島若郷村を取り上げた。その歴史は新しく、宝永 7

年(1710)の崖崩れにあった本村の家と小作層が中心と

なり開かれたものと推定するiv。規模と人口の増大に
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より階層化した本村と異なり、山で隔てられた小規模

独立村落である若郷村では明治期に入るまでその独立

と秩序が保たれており、「島内島」ともいうべき入れ子

状の島構造のなかにあった。つまり若郷は、伊豆諸島

の島村の社会・空間構造の秩序をもっとも小規模かつ

明快に体現した村落でそのバランスを近世後期まで維

持していた村と定義する。	 

土地分析に利用する史料はすべて新島村博物館所蔵

のものである。なかでも天明 2 年(1782)『若郷村惣百

姓持高名寄帳』、天保 7 年(1836)『新開畑反別名寄帳』

の台帳を主に用いた。	 

3.2 社会構造 
若郷でも本村と同様に幕府により与えられた秩序

である五人組制度と、島独自の村落二分組織が融合し

二重に機能していたが、この村独自であるのはそれが

さらに世代原理と結合しているところである。例えば

この世代の組織、若者組は随一の産業である漁業と密

接にむすびつき、隠居後のウンバアは祭祀集団を形成

し漁業を精神世界から支えた。そしてそれら漁業と祭

祀は奥町寺町と連動して機能していた。つまり基層に

ある世代階層制が漁業と祭祀―島の産業と精神世界に

むすびつき、それらは五人組と村内二分組織とあいま

って一体の社会構造を作り上げていたのだ。また、村

を貫く世代階層のために、若郷村の家において家主と

いう個人は家号という不変の記号に取って代わってい

る。この家号に裏打ちされ半永続的に続く家々は、世

代原理により再構成され、世代交代のサイクルで循環

する仕組みのなかにある。これら一体的な社会構造は

村の空間構造とも関連をみせる。	 

3.3 空間構造 
天明 5 年(1785)の『若郷村居屋敷間数』では屋敷地

は宮造神社を頂点として一カ所に集約し、奥町と寺町

に二分され、そのグリッド状の均等な屋敷割りの上に

整然と屋敷が並ぶ。文化 7 年(1810)の絵図には畑地の

全貌が描かれており、以下ではその地割を現代の地図

に落して分析をした。畑地はそこから小山を越えた南

部に広がり、道に沿って山まで段々と切り開かれたと

考える。大部分は不整形だが、新開畑は同じ寸法の畑

が均等に並び、各家同じ筆数が割られている。これは、

寛政期に流入した甘藷の影響で登場した畑地であると

想定できるが、この均等性は村にもとからあったもの

とは異なり、幕府からの秩序化の影響がみえる。	 

3.4 畑地所有分析	 	  
台帳の畑を所有者ごとに分析したが、その面積には

ほとんど偏りはなく、卓越した所有者や小作層、また

地理的偏りもまったく存在していなかった点が最も特

徴的である。	 

	 これら畑地はそのすべてが切替畑という、10 年サイ

クルで作付と休墾をくりかえし移動していく耕作形態

がとられている。この切替畑というシステムの要とな

るのは開発の組織性と、くじによる割り渡しである。

若郷村の畑地の所有図には五人組と奥町寺町の区分で

開発していった痕跡がみられ、これら組織を基調とし

た開墾と大割りが伺える。そのために所有する面積や

地理に均等性が生じる結果になった。その年貢も作付

分にのみ課されているが、村内では個人の作付割合に

関わらず統一した年貢率が用いられていることからも、

村一体の畑経営であったことがわかる。諸島はすべて

切替畑を基本としており、この土地所有の均等性は似

た環境にある御蔵島などでもみられる。つまり、村の

畑地空間もまた、切替システムが社会組織とむすびつ

くことで、共同性、循環性・円環性を顕著にあらわす

ものとなったのだ。つまり社会構造は切替畑という耕

作法を通じて村一体の畑経営とも融合し、結果として

社会と深く結合した空間ができあがっていた。さらに

は、その社会空間構造が大地とも一体性を持っていた

ことが指摘できる。畑地は乏しい水の有効利用のため

に水の流れる方向を考慮し続々と割られていったので、

全体として微地形と連動したリズムが生まれていた。	 

3.5 土地所有の移動 
	 土地所有の秩序は絶妙なバランスでできあがってい

たので、事件や災害などでそれが崩れた際にはそれを

調整するさまざまな対処がみられる。『若郷村惣百姓持

高名寄帳』にある天明期から明治 36 年(1903)までの土

地移動の記録を洗い出し分析した。	 

	 土地移動は、そのほとんどが譲渡で行われる。最も

本村

若郷村

大三山

向山

宮塚山

阿土山

山津山川

檜山

地内島

式根島
（新島の蔵島、無人島）

左：図 2	 新島の領域全体図  
右：図 3	 新島若郷村図  
現代の住宅地図に、近世後期の地割りを薄緑にて、町境を青

点線にて示し重ね合わせた。 
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多いのは分家へ畑と屋敷地譲渡の例であり、これは近

世分家 5 戸と明治前期分家 7 戸で対処の方法が変る。

近世分家では本家だけでなく複数の家でその負担を分

散するような姿勢がみられ、慣習的な制限と村内調整

で人口と土地のバランスを保っていたと推定される。

対して明治期では本家が一気に土地を譲渡しており、

分家を出した個々の家の責任制に変化している。あわ

せて本戸と半戸や三反歩制限などの分家に対する明確

な規則や階層が登場するようになったのは近代以降で

あることも判明した。そして天災で地味の悪くなった

「変地」に対しては隣地の複数人が畑地を少しずつ分

け与えるという補助をしている。これらと種類が異な

るのが、「事故」のために 20 年間にわたって 10 筆もの

土地が仁左衛門に「預置」かれた件であるが、この「預

置」は島の困窮時期の質入であると想定される。これ

ら土地は後にもとの所有者に戻っているものもあり、

困窮で家が没落する事態を避けているものと考えられ

る。しかもこの質に入った土地は新規分家に又貸しし

ているものもあり、小作層から分家となった家が生活

していける仕組みともなっていた可能性も指摘できる。	 

	 以上のように人口過剰や自然環境による、島にとっ

ては避けられない要因に対しては、村一体で対処して

負担や損害を分散させるというバランス維持措置がと

られた。そして、それを補填するものとして「預置」、

加えて「代地」、「替地」のシステムが存在していた。

つまりその共同体で、ある変化や一大事が起こり内部

の均整が崩れるとその一円のなかで調整がされていた。	 

結. 島に生きるひとびと                
	 本論文では島村の社会、空間、大地、その一体性こ

そが島の秩序の本質と結論づける。島の特性を如実に

表す複雑に組み上がった共同性や均等性、円環性はそ

れを目的として形成されたものでなく、その島の有機

的結合体を作り上げているほんの一要素であった。さ

らに島の秩序には 3.5 でみたように、ひとつの生命体
のように自己バランス調整機能がおり、その日常的な

内部の秩序維持が結果として一個の社会の維持につな

がっていた点である。 
	 また、この内部維持機能は、外部には適応力として

発揮されてきた。そしてこの外部への適応という点か

ら「衰退史」とされてきた島の歴史をみなおせば、そ

れは「維持史」であったと言い直すことができる。古

代から近世・近現代のなかで本土に逐一左右されて恭

順したかにみえる島々の歴史も、抗えないものに適応、

利用し、主体的に構築し直すことで維持されてきた共

同体の歴史、というようにみえてくる。発展、効率性、

進歩を軸とする本土の直線的な秩序と、神性を軸とし

て円環の論理でめぐる島嶼、近世後期伊豆諸島のあゆ

んだのは螺旋の道であった。以上より島の秩序とは究

極的には外部性の取捨選択・受容によって、その大地

と不可分に結合した一個の社会を維持することと結論

づけることができる。すると、衰退の一途にみえる島々

にも、その根底にある情念とも呼べるような力づよさ

がありありと浮かび上がってくるのである。 
                                                        
i 『新島村史 資料編』（新島村, Ⅰ〜Ⅷ巻,1996~2013年）と
して翻刻、刊行されているものを用いた。 
ii 土地争論に関する史料（『日記』（安政 5年）、向山茅場所
見分の記事）や、明治 32年(1899)で土地所有者整理のため
に作成された「土地丈量契約書」などが例として挙げられる。 
iii	 寛政 10 年(1798)に波浮港が開かれ、文化 13 年(1816)の押

送船保有により本土と島との中継地となって以降は、の廻船

や漁船の動きは大島を中心としたものになる。 
iv	 若郷村は開拓者の移転前の居住地で本村最古の屋敷地の

ひとつ、字北村の地割りや村構造と酷似しており、原初的本

村の空間構造を踏襲していると言える。	 
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図 4	 新島若郷村の地割り復元図  
天明二年『若郷村惣百姓持高名寄帳』と文化 7年の絵図をも
とに地割りと字を現代の地図に復元したもので、奥町と寺町

の家ごとの所有地を表している。屋敷地以外の土地はすべて

切替畑である。 
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1 Introduction 

Post-earthquake decision making framework for 

infrastructures has been attracting a great deal of attention 

in Japan, especially after the recent mega-earthquakes with 

the long-lasting sequence of aftershocks. For damaged 

structures, frequent and strong aftershocks can be a threat, 

which may cause a difficulty for stakeholders to perform 

consistent decision making to warrant business continuity. 

Thus, it is essential to quantify the risk of the 

earthquake-affected structures by considering both the 

structural fragility and the aftershock hazard. 

This research presents data-driven assessment of residual 

seismic performance and aftershock risk for 

earthquake-affected steel buildings, utilizing the available 

data immediately after the mainshock. The residual seismic 

performance was evaluated through the strain-based local 

damage detection and model updating technology; the 

structural damage was reflected into a numerical model 

according to strain-based damage index. Given the 

identified structural damage, a state-dependent seismic 

reliability assessment was explored for an imminent 

earthquake scenario at Nankai trough subduction zone. The 

aftershock hazard and structural fragility were respectively 

characterized following the past earthquake records and 

time history response analysis of structures. To the end, 

time variant aftershock risk was quantified as the damage 

state transition probability via Markov chain. 

2 Residual seismic performance Evaluation 

Structural health monitoring (SHM) techniques utilizing 

information from state-of-the-art sensing systems have 

demonstrated great potential as post-earthquake diagnosis 

tools. Local monitoring is particularly effective for steel 

buildings where damage is concentrated at member ends. 

To quantify the extent of beam fractures, local strain 

sensing and the associated dynamic index were adopted. 

By incorporating experimental observations into a 

numerical model, such local monitoring information 

provides a more complete picture of the residual seismic 

performance of the structures. 

2.1 Strain-based damage index 

A strain-based damage index was proposed by Kurata et 

al [1] and Li et al [2], to evaluate the damage extent of 

steel beams by quantifying changes in the bending moment 

distribution sustained by the beams. The damage index for 

a moment resisting frame, FDI , was defined based on 

changes in dynamic strain distributions as given by Eq. (1). 
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where iR  denotes the ratio of root mean square (RMS) of 
dynamic strain responses at the i th vibration mode 
collected at an earthquake-affected beam-end, RMS

i
beam)( , 

and any reference points (e.g. column or beam in upper 
stories), RMS

i
ref )( . ; the damage index is defined as a 

normalized difference between iR  and i
dR , which 

individually represent an undamaged and damaged state, 
respectively. The FDI  of the beam-end is expressed as 
the reduction in the dynamic strain ratio of any damaged 
states to the undamaged state; 
2.2 Model updating method 

With the strain-based damage indices for structures, a 

model-updating strategy was adopted to evaluate the 

residual structural capacity of damaged structures. In the 

numerical model of the target structure, rotational springs 

at beam-ends simulated fractures of steel beams. The 

rotational spring constant for each beam-end, ks, was 

identified through the iteration of time history response 

analysis, with the following objective function, J(ks). 
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where AFDI ,  denotes the damage index in the numerical 
model, computed from the analyzed dynamic strain 

responses at the sensor locations, while MFDI ,  is the 
measured damage index as the reference. The theoretical 

and experimental damage indices are in agreement within 

threshold of a by satisfying this objective function. 

Finally, numerical analysis of the updated model 

estimates the residual seismic performance, in terms of the 

reduction in the second moment of inertia, stiffness, and 

strength as standardized structural engineering metrics. 
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3 Experimental verification 

3.1 Substructure testing 

The performance of the proposed framework was firstly 

verified at the member level. A dynamic-static hybrid 

testing system was developed with the aim to investigate 

the responses of a damaged substructure at the natural 

vibration mode of a mid-rise steel building. Using T-shaped 

beam-column connections with or without a floor slab, 

denoted SS and SC, respectively, the residual seismic 

performance was estimated for earthquake-induced 

fractures with the loss of floor slab composite action. 

Fig. 1 shows the test apparatus. It simulates a SDOF 

system, whose natural frequency is determined by the 

specimen’s stiffness and an overhead mass. During the 

experiment, realistic earthquake damage was induced by 

cyclic loading, and the first mode response of the 

substructure was excited with a modal shaker while loading 

was paused and the oil jack was detached. This process was 

repeated to a state with no lateral-force-resistance. 

Nine damage cases were defined for specimen SS in 

Table 2: Case 1-6 represent no fractures; Case 7 exhibits 

the fracture of the entire bottom flange; Case 8 exhibits 

fracture throughout one-third of the web; Case 9 is fracture 

of the entire flange and two-thirds of the web. 

Fig. 2a shows the damage index for substructure, SDI , 

for the defined damage cases. SDI  was computed from 
dynamic responses measured in the elastic region nearby 

the fracture. While SDI  remained fairly constant during 
the formation of the plastic hinge at the beam end (Cases 

2-6), it was reduced by 33% when the entire bottom flange 

fractured (Case 7). At the ultimate stage with two-thirds of 

the web fractured (Case 9), SDI  decreased by 68%. 
The numerical model of the specimen SS was 

constructed, and its residual seismic performance was 

estimated using Eq. (2). Fig. 2b-d respectively show the 

comparison of the estimates and the test results, in terms of 

the reduction in second moment of inertia, lateral stiffness, 

and strength. The estimates and the experimental results 

were in good agreement; the maximum estimate error was 

approximately 10% for each quantity 

3.2 Shake table testing of steel frame 

The performance of the proposed method was also 

verified for a steel frame through the shake table test. 

Fig. 3 shows a quarter-scaled 3 story 2 span steel frame. 

The ductile links were inserted to the beam ends, and 

gradually damaged by incrementally inputting JMA Kobe 

ground motion. Damage index FDI  was computed from 

dynamic strain responses under the whitenoise excitation 

after each loading. Totally eight damage cases were defined, 

and the corresponding damage state are shown in Table 2. 

Fig. 4a shows the FDI  results at the second floor 

beam-ends of the north frame, denoted as N21 – N24 from 

the east. Damage at neighboring beams somewhat affect 

the FDI  at a beam-end in this case. Thus, the influence 

was properly removed from the measured FDI  applying 

an influence coefficient matrix [2]. For all locations, FDI  

remained stable before the bottom flange fracture, and that 

at undamaged beams slightly increased due to the 

preceding damage. The FDI  values decreased 
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Fig. 1 Substructure testing system 

Table 1 Damage case definition 

Case 1-6 7 8 9 

Damage extent 
    

EI red. (%) 0 74.4 88.6 96.1 
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Fig. 2 Substructure test results. 

(a) Damage index; (b) second moment of inertia reduction; 

(c) stiffness reduction; (d) strength reduction. 
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apporoximately by 60% at the damage cases of bottom 

flange fracture, which was almost consistent with the 

theoretical value provided by the analysis model. 

The constructed numerical model was updated by 

separately identifying the rotational spring constant at each 

beam-end using Eq. (2). At each beam-end, the estimated 

second moment of inertia reduction was consistent with the 

theoretical value at the bottom flange fracture. Finally, the 

residual strength estimation was obtained by the pushover 

analysis of the updated model, as shown in Fig. 4b. This 

study demonstrated that the strength reduction can be 

estimated through the strain-based model updating. 

4 State-dependent seismic reliability assessment 

Provided SHM information of the residual seismic 

performance of structures, aftershock seismic reliability of 

earthquake-affected steel buildings was further explored for 

an imminent earthquake scenario in Japan. 

4.1 Aftershock probabilistic seismic hazard analysis 

Aftershock probabilistic seismic hazard analysis 

(APSHA) [3] was performed assuming that the structure of 

interest was located in Osaka, a site that can be affected by 

a mega-earthquake at Nankai Trough subduction-zone. 

Firstly, the magnitude distribution, fM(m), was 

characterized by the bounded Gutenberg-Richter law for 

the lower and upper magnitude, mmin = 7.0 and mmax = 9.0, 

while the hypocentral distance distribution, fR(r), was 

derived from the source-to-site geometry. Those probability 

functions were integrated into a probability function of 

ground motion intensity measure, IM, given by: 

dmdrrmfrmimIMPimIMP
r

RM

m

),(],|[][ ,    (3) 

In this study, the first mode spectrum acceleration, Sa(T1), 

was selected as ground motion intensity measure. The 

exceedance probability of Sa(T1) was derived from 

Uchiyama and Midorikawa’s attenuation relationship [4] 

for Sa(T1) at engineering bedrock, accounting for the site 

amplification factor (SAF = 2.0 in this study). 

To characterize the temporal uncertainty, the daily 

aftershock rate was calculated from the following equation. 

p

aminmmaxmba

ct
t

)(
1010)(

)(







  (4) 

where a and b are from Gutenberg-Richter relationship and 

c and p are from the modified Omori law. This study 

accepted the parameters for aftershock records of The 2003 

Miyagi-Ken-Oki earthquake of M = 7.0 [5]. 

4.2 Damage state transition probability 

The risk of damaging structures can be expressed as 

“damage states transition probability”, that is, the 

probability of structures traveling from a damage state 

toward another damage state [6]. For earthquake-induced 

damage, the transition probability from i th to j th damage 

state within a time interval (t+t), is expressed in the form 

of the following matrix, PE(t+t) [7]. 
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where each row and column corresponds to the defined 

damage state, and the (i, j) element represents the transition 

probability from i th to j th damage states; each element 

 
Fig. 3 Quarter-scaled steel frame. 

Table 2 Damage progress 

Case 1-3 4 5 6 7 8 

N21    C C F 

N22  F F W E E 

N23  C C C F W 

N24   C F W W 
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(a) damage index       (b) strength reduction 

Fig. 4 Shake table test results. 
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involves both the earthquake occurrence (t) and the 

transition probability Pij given an earthquake. 

Introduction of Markov chain into Eq. (5) enables to 

compute the transition probability within a certain time 

interval, PE(t, t+m), given by the following equation. 





m

i
EE ititPmttP

1

)],1([),(  (6) 

As a target structure for the reliability assessment, the 

same steel moment-resisting frame examined in Chapter 4 

was selected, and its structural fragility was computed. 

Following the damage observation in the shake table test, 

the five damage states were defined in terms of the roof 

drift; As New (AN, 0-0.5%), Immediate Occupancy (OS, 

0.5-1.2%), Life Safety (LS, 1.2-2.5%), Collapse Prevention 

(CP, 2.5-4.0%), and Failure (F, 4.0% -): AN represents the 

elastic branch which ranges from the intact state to yielding 

at roof drift 0.5%; IO represents minor yielding at a few 

places but still with no fracture; LS includes the 

deterioration behavior from the maximum strength; and CP 

represents the structure with many fractures at moment 

connections; and F denotes the irrepairable damage which 

exceeds the preceding damage states. 

The ESDOF model of a 3 story steel frame specimen was 

constructed based on the experimental results. Time history 

response analysis was conducted with thirty ground 

motions recorded after Tohoku earthquake in 2011, at the 

sites with the soil class D (the same category as the site of 

interest). The analysis involved two successive ground 

motions’ input to realize the damage transition between 

damage states, and the minimum ground motion intensity 

level to induce the target damage state was collected for all 

the combination of ground motion records. Fragility curves 

were derived assuming the lognormal distribution in Sa(T1) 

and further integrated with APSHA.  

Transition probability as a function of time was 

computed using Eq. (5), (6): Fig. 5 shows the transition 

probability within 60 days after mainshock occurrence. 

Given the mainshock-induced damage state, transition 

probabilities to worse damage cases increase day-by-day 

due to aftershock damage accumulation. However, it 

converges to a constant probability because of the 

decreasing aftershock daily rate. A series of the study 

showed the potential of the SHM-aided probabilistic index 

to support a post-earthquake decision making.  

5 Conclusions 

This study presented data-driven assessment of residual 

structural capacity and aftershock risk for 

earthquake-affected steel buildings. Notable achievements 

are summarized as follows:  

1) Performance of the residual seismic performance 

evaluation method with strain-based model updating was 

verified for steel beam-column connections with or without 

a floor slab and a steel frame. The residual seismic 

performance was estimated in terms of the reduction in 

second moment of inertia, lateral stiffness, and strength, 

within approximately 10% error.  

2) Time-variant aftershock risk was evaluated for a 

benchmark structure in Osaka, subjected to Nankai Trough 

mega-earhtuake. A framework to support post-earthquake 

decision making was presented by accounting for both the 

damage severity of structure and the aftershock hazard. 
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Fig. 5 Transition probability from mainshock damage state 

to other damage state within 60 days. 
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大断面集成材の火災後の燃え止まり予測に関する研究 
―カラマツ炭化層の赤熱のモデル化および難燃薬剤処理スギ材の熱伝導率の定式化― 

 
修士 正会員 茶谷 友希子（京都大学） 

 
１．研究の背景 

木造の大規模耐火建築物を実現するためには、火災

中だけでなく火災終了後にも自己燃焼を停止して常温

に復帰するまで必要な耐力を保持し、崩壊しないよう

な部材断面の設計が求められる。これを燃え止まり設

計と呼ぶ。燃え止まりは様々な外的要因や木質材料の

特性が相互に関係する複雑な現象であるが、その性能

は個別に実験的な検討をせざるを得ない。多様な燃え

止まり部材を開発するためには、解析により燃え止ま

り性能が予測できるようになることが期待されている。 
本研究に先立って行われたカラマツの薄片の炭を用

いた燃焼実験 1)では、赤熱反応速度が実大部材の値よ

りも大きく測定された。そのため、赤熱反応速度の測

定には、ある程度の厚さの試験体を表面から赤熱させ

る必要がある。また、燃え止まり部材の一つである難

燃薬剤を注入したスギ集成材は熱伝導率の値が明らか

となっていないため、その燃え止まり性能を解析的に

評価することが現時点では難しい。 
２．研究の目的 

本研究では、コーンカロリメータを用いて一定の放

射強度でカラマツ集成材を加熱し赤熱反応を測定した。

測定値から赤熱反応速度を推定し、反応速度式を作成

する。さらに、燃え止まりが発生する付近での測定を

行い、燃え止まり条件を明らかにする。作成した赤熱

反応速度式を既往の燃え止まり予測プログラムに適用

し、実験結果を再現できるか検証を行う。 
また、難燃薬剤を注入したスギ材の常温から高温域

の熱伝導率を測定し、定式化する。 
３．カラマツ集成材の長時間コーンカロリメータ加熱

実験による赤熱反応速度式の作成 
３．１ 実験方法 

図 1 に試験体の概要を示す。試験体は厚さ 50 mm
のカラマツ集成材である。密度は 514～613 kg/m3、

含水率は 0.094～0.166kg/kg である。試験体の側面を

断熱し上面のみを加熱した。表 1 に各試験体の寸法と

初期密度、含水率を示す。 
図 2 に実験装置の写真、図 3 に実験装置の概要を示

す。一定の加熱強度で試験体を加熱し、発熱速度を酸

素消費法で測定した。質量減少速度はロードセルで測

定した。また、レーザー変位計で試験体の表面の焼失

速度を、赤外線カメラで試験体の表面温度を、極細熱

電対で試験体の裏面温度を測定した。同時に、ビデオ

カメラで燃焼性状を記録した。加熱強度 8.7 および

0kW/m2 では、カラマツの着火限界熱流束を下回るた 
 
表 1 カラマツ試験体と実験条件 

試験体 
加熱条件 初期物性値 実験時間[s] 

加熱

面 
加熱強度

[kW/m2] 
寸法[mm] 

密度

[kg/m3] 
含水率

[kg/kg] 
点火/
着火 

加熱強

度変更 
実験

終了 
柾目-50 

柾目 
 

50 

100×100×
50 

548.28 0.154  72 

 

4050 
柾目-30(L) 

30 
552.32 0.148 

180 
3150 

柾目-30(S) 567.54 0.135 1560 
柾目-20(L) 

20 
567.12 0.121 

270 
3810 

柾目-20(S) 568.42 0.134 2400 
柾目-15(L) 

15 
100×50× 

50 

584.64 0.135 
360 

3756 
柾目-15(S) 581.96 0.138 2790 
柾目-8.7(1) 

15 → 8.7 

572.84 0.139 

360 

1815 3570 
柾目-8.7(2) 570.70 0.129 2687 4295 
柾目-8.7(L) 

50×50×50 
594.56 0.105 1676 4616 

柾目-8.7(S) 546.63 0.094 1757 3908 
板目-50 

板目 
 

50 

100×100×
50 

563.88 0.114  86 

 

1800 
板目-30(L) 

30 
557.82 0.164 

180 
2880 

板目-30(S) 553.36 0.166 1940 
板目-20(L) 

20 
513.78 0.143 

270 
3300 

板目-20(S) 544.70 0.121 2520 
板目-15(L) 

15 
100×50× 

50 

559.04 0.129 
360 

3640 
板目-15(S) 531.52 0.114 2610 
板目-8.7(L) 

15 → 8.7 
612.91 0.118 

360 
2421 6050 

板目-8.7(S) 604.98 0.138 1796 4885 
板目-0 15 → 0 50×50×50 578.40 0.126 360 1990 2815 

試験体 

レーザー 
変位計 

ビデオ 
カメラ 

赤外線 
カメラ 

図 1 試験体の概要 

図 2 実験装置の写真 

上面図 板目加熱

側面図 柾目加熱

上面図 柾目加熱

側面図 板目加熱

100
mm

100mm

50
mm

カラマツ
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図 3 実験装置の概要 図 4 実験の時間経過と試験体の燃焼の様子 
 
め、15kW/m2 で着火・燃焼させた後に試験体とヒータ

ーの間に金網(断熱材)を挿入し、加熱強度を低減させ

た。試験体の加熱面は板目面を加熱するものと柾目面

の 2 種類とした。コーンヒーターの加熱強度は 0～50 
kW/m2の 6 種類である。また、実験終了後に試験体を

切断して赤熱反応による燃え進みを比較するために、

同一の加熱面と加熱強度で赤熱反応継続時間が長(L)
と短(S)の 2 回の実験を行った。 
３．２ 実験結果 

板目-8.7(L)の結果を例として示す。 
図 4 に実験の時間経過と試験体の燃焼の様子を示す。

加熱強度 15kW/m2 では点火、消炎した後、すぐには

赤熱が開始しない。消炎後も加熱を続け、一定時間が

経過して表面温度が上昇すると赤熱が開始した。赤熱

が安定したことを確認して、試験体とヒーターの間に

金網を挿入し、加熱強度（試験体に入射する熱流）を

約 8.7kW/m2 とした。金網を挿入すると赤熱は一旦停

止するが、そのまま加熱を続けると赤熱が再開した。 
図 5 に質量減少速度と表面温度、裏面温度を示す。

それぞれの加熱強度で赤熱反応が起こっている期間は

一定の速度で質量が減少している。質量減少速度は、

加熱強度 15kW/m2 で 0.002818kg/(m2s)、加熱強度

8.7kW/m2 で 0.001500kg/(m2s)である。表面温度は、

消炎後は約 390℃まで下がるが、その後上昇して

480℃を超えると赤熱が発生して約 580℃まで上昇し

た。金網を挿入すると急激に表面温度が低下し、380℃
程度まで下がり一旦赤熱が停止するが、400℃を超え

ると赤熱が再開し約 480℃まで上昇した。裏面温度は

単調に上昇するが、金網を挿入すると上昇速度は小さ

くなる。赤熱が再開すると再び裏面温度が上昇した。 
図 6 に試験体表面の焼失深さを示す。赤熱反応中は

表面位置は一定速度で縮退する。金網を挿入し赤熱が

停止すると、表面の縮退も停止する。赤熱が再開する

と、縮退も再開する。 
３．３ 加熱強度と燃焼性状の関係(赤熱中) 

赤熱反応発生期間における質量減少速度、表面温度、 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 質量減少速度、表面温度、裏面温度 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 試験体表面の焼失深さ 
 
試験体表面の焼失速度と加熱強度の関係をそれぞれ図

7,8,9 に示す。いずれも加熱強度が大きいほど、値は小

さい。図 7 から、加熱強度 8.7kW/m2 では緩慢ではあ

るが赤熱が続いている。加熱強度 0kW/m2 では赤熱が

完全に停止する。この時の平均表面温度は加熱強度

8.7kW/m2 で約 400℃である。よって、試験体の表面

温度が 400℃では燃え止まらない。 
３．４ 発熱速度の推定 

本実験では試験体の燃焼が小さく燃焼生成ガスを完

全に捕集できないため、酸素消費法による測定精度は

低いと考えられる。そこで、測定した質量減少速度と

表面・裏面温度を用いて赤熱反応の発熱速度を推定し

た。試験体表面の熱収支、試験体切断面の熱収支、試

験体全体の質量減少速度からそれぞれ求めた発熱速度

を図 10 に示す。各方法による推定値の差は小さく、

発熱速度は表面温度が低いほど小さい。 
３．５ 赤熱反応速度式の作成 

３．４で求めた発熱速度[kW/m2]を炭の単位燃焼発

熱量[kJ/kg]で割ることにより、質量減少速度𝑚𝑚𝑚 ′′𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔 
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図 7 質量減少速度と加熱強度 図 8 表面温度と加熱強度 図 9 試験体表面の焼失速度と加熱強度 

 
 
 
 
 
 
 
 
図 10 赤熱反応の発熱速度の推定値 図 11 アレニウスプロット 
 
[kg/(m2 s)]に変換した。アレニウス型の反応速度式を

あてはめて、活性化エネルギー𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔と頻度因子𝑚𝑚𝑚 ′′0を

求めると次式となる。 

𝑚𝑚𝑚 ′′𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔 = 𝑚𝑚𝑚 ′′0 × exp (−
𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔

𝑅𝑅𝑅𝑅 ) 

               = 0.015 × exp (− 22.075 × 103

8.314 × 𝑅𝑅 ) 
(1) 

３．６ 燃え止まり予測プログラムへの適用 
作成した赤熱反応速度式(1)を既往の燃え止まり予

測プログラム 3)へ適用し、実験結果を再現できるかを

検証した。図 12 に板目-8.7(L)の表面温度と裏面温度

の計算結果と実験値の比較を示す。温度変化の傾向は

良い一致となった。加熱強度変更後、実験では赤熱が

再開して温度が上昇するが、計算では 3600 秒頃に赤

熱が停止し表面温度が下がっている。図 13 に試験体

表面の焼失深さの計算値と実験値の比較を示す。表面

の焼失速度は計算値が実験値よりも少し小さい。 
４．難燃薬剤処理スギ材の熱伝導率の測定と定式化 
４．１ 測定方法 

熱伝導率の測定には、非定常細線比較法を用いた。

図 14 に測定装置の概要を示す。熱線には直径 0.35mm
のニクロム線を、基準試料にはセラミックファイバー

ボードを用いた。電気炉内を 20,50,80,100,130,150℃
の設定温度で一定に保ち、試験体の温度変化が十分に

小さくなった状態でニクロム線に通電し、ニクロム線

中心温度[℃]とニクロム線に加わる単位長さ当たりの

電力[W/m]から熱伝導率を計算した。測定終了後、炉

から試験体を取り出し、電子天秤で質量を測定した。 

 
 
 
 
 
 
 
図 12 計算値と実験値の比較(表面,裏面温度) 

 
 
 
 
 
 
 
 
図 13 計算値と実験値の比較(表面の焼失速度) 
 
熱線を当てる位置は、図 15 に示すように熱線が材軸

と直交する方向と熱線が材軸と平行となる方向(以下、

直交方向・平行方向と呼ぶ)の 2 種類であり、各温度で

両方向の測定を行った。 
試験体は、100×100×25mm のスギ板であり、CO2

レーザーによるインサイジング処理を行い、減圧・加

圧法により、窒素りん酸系の難燃薬剤を注入したもの

である 2)。各試験体の物性値を表 2 に、試験体の写真

を図 15 に示す。薬剤注入前の初期密度は 362～
548kg/m3、薬剤注入量は 0～191kg/m3 である。含水

率は静電容量型含水率計で測定したところ 0.10～
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0.28kg/kg であった。 
４．２ 測定結果 

実験 C-70-2 の測定結果を図 17 に示す。密度は、温

度が上昇するほど水分の蒸発と薬剤の分解により小さ

くなっている。熱伝導率は、温度が高いほど少し大き

くなっている。直交方向の熱伝導率は平行方向の熱伝

導率よりも 1.2～1.5 倍大きい値となっている。 
４．３ 熱伝導率式の作成 

常温の熱伝導率𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆20, 20)[W/(m∙K)]は密度𝜆𝜆[kg/m3]
の関数として表されるとして次式で近似した。図 16
に熱伝導率と密度の関係を示す。難燃処理木材の熱伝

導率は、無処理材の熱伝導率 4)の 1.5～1.9 倍となった。 
𝜆𝜆∥𝜆𝜆𝜆20, 20) = 2.851 × 10−4𝜆𝜆20 + 0.0257 (2) 
𝜆𝜆⊥𝜆𝜆𝜆20, 20) = 3.804 × 10−4𝜆𝜆20 + 0.0257 (3) 

高温域の熱伝導率𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆20, 𝑇𝑇)[W/(m∙K)]を常温の熱伝

導率に対する比率として次式で近似した。図 17 に式

(4)～(6)の値を併せて示す。温度に対する熱伝導率の変

化の傾向は無処理木材 5)とは異なった。 
𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆, 𝑇𝑇)

𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆, 20) = 𝑓𝑓𝜆𝜆𝜆, 𝑇𝑇) (4) 

𝑓𝑓∥𝜆𝑇𝑇) = {1.855 × 10−4𝑇𝑇 + 0.996    𝜆𝑇𝑇 ≤ 100)             
2.440 × 10−3𝑇𝑇 + 0.771    𝜆100 ≤ 𝑇𝑇 ≤ 150) (5) 

𝑓𝑓⊥𝜆𝑇𝑇) = {1.536 × 10−3𝑇𝑇 + 0.969    𝜆𝑇𝑇 ≤ 100)             
1.669 × 10−4𝑇𝑇 + 1.106    𝜆100 ≤ 𝑇𝑇 ≤ 150) (6) 

５．結論 
本研究では、カラマツ集成材の CCM 長時間加熱実

験を行い、赤熱反応速度と表面温度、表面の焼失速度

を同時に測定した。燃え止まりは加熱強度が 0～
8.7kW/m2 の範囲で発生し、そのときの表面温度は

166℃～408℃であった。 
測定した表面温度と質量減少速度から赤熱反応速

度を推定し、360～640℃の温度範囲における、赤熱反

応速度式を作成した。作成した赤熱反応速度式を既往

の燃え止まり予測プログラムに適用して、カラマツ

CCM 加熱実験の解析を行い、計算により実験結果を

再現できるかを検証した。その結果、試験体表面温度

と焼失速度の実験値と計算値は良い一致となった。 
また、難燃薬剤を注入したスギ材の常温から高温域

までの熱伝導率を測定した。薬剤注入後密度が大きい 
ほど熱伝導率の値は大きい。熱線を材軸に平行に当て

た場合よりも材軸に直交に当てた場合の方が熱伝導率

の値は 1.2～1.5 倍大きい。 
測定結果を用いて、常温の熱伝導率を密度の関数で

表した。その結果、熱伝導率の値は無処理木材の 1.5
～1.9 倍であった。高温域(～150℃)の熱伝導率は、常 

表 2 難燃薬剤処理スギ材試験体 
実験 薬剤注入量

[kg/m3] 
注入後密度

[kg/m3] 
初期含水率

[kg/kg] 
1 C-0   0 362.35 0.10 
2 C-54  54 602.34 0.28 
3 C-70-1  70 444.78 0.18 
4 C-70-2  70 447.93 0.27 
5 C-80-1  80 444.73 0.20 
6 C-80-2  80 467.71 0.26 
7 C-100-1 100 485.25 0.24 
8 C-100-2 100 487.25 0.19 
9 C-115 115 549.24 0.25 

10 C-120 120 499.89 0.25 
11 C-122 122 552.35 0.15 
12 C-127 127 624.23 0.14 
13 C-191 191 608.29 0.15 

 
 
 
 
 

図 14 測定装置概要 
 
 
 
 
 
 
 
図 15 試験体 図 16 常温の熱伝導率 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 17 高温域の熱伝導率と密度(C-70-2) 
 
温の熱伝導率に対する比率として表した。温度に対す

る熱伝導率の変化の傾向は無処理木材とは異なった。 
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試験名称 項目(地震動は相似側を考慮)

弾性振動実験 正弦波スウィープ加振
El Centro観測波 振幅倍率100%

(PGA=7.95m/s2
，2回)

El Centro観測波 振幅倍率150%
(PGA=11.93m/s2

，倒壊まで)

倒壊実験
(地震動入力)

ロッキングカラム

アクチュエータ

試験体

下部治具
ピン柱脚

振動台

反力治具
( 準静的実験時に接

重錘 ( 振動台実験時に積

載荷方向

※灰色部が慣性質量装置

3kg左側 右側3.6×10 載 )

続 )

ブレース
名称

径厚比

D/t

累積
等価軸歪

 n (%)

無次元化累積
歪エネルギー

 w= n / y (%)
薄肉鋼管 42.3 24.91 7.00
厚肉鋼管 11.8 11.67 2.07
平鋼 - 7.10 1.47

部材破断を考慮したブレース付鋼構造骨組の 
累積変形性能および動的応答特性 

 
修士 正会員 寺澤 友貴（東京工業大学） 

 

 

1. 序 

 地震動レベルの増大に伴い鋼構造物の部材が疲労損

傷する危険性が指摘され 1)，部材破断を考慮した時刻

歴応答解析を用いた検討が行われている 2)。しかしな

がら，既往のブレース部材の破断時期評価手法 3)は，

静的な部材実験でしか精度が確認されておらず，応答

解析結果と実際の倒壊挙動の対応は不明である。そこ

で本研究はブレース付鋼構造骨組を対象に，振動台実

験からブレースの動的崩壊と架構の倒壊挙動を分析し，

同評価法の精度と応答解析の対応を検証する。 

2. ブレース付鋼構造骨組の準静的繰返し載荷実験 

 ブレース付鋼構造骨組を対象に準静的繰返し載荷実

験と振動台実験を行う。図 1 に慣性質量装置を用いた

実験セットアップを示す。重錘を支持する 4 本のロッ

キングカラムは両端がピン接合され，試験体柱頭の回

転に追従して試験体に付加モーメントを与え倒壊を模

擬する。図 2 に試験体図を，表 1 に試験体諸元を示す。

試験体は実大中低層建物の 1/5 サイズで 1 スパンの平

面骨組であり，柱脚部はピン接合とし，装置内部に設

置する。準静的繰返し載荷実験では試験体の基本的力

学特性および断面積が等しい各種ブレース付試験体の

累積変形性能を把握し，振動台実験では薄肉鋼管ブレ

ース試験体を対象に部材破断を伴う地震応答を分析す

る。表 1 に示すように，試験体は異なる鋼材ロールを

使用しているが部材耐力は概ね等しい。各載荷項目は

図 3 と表 2 とする。倒壊実験は倒壊状態 4) (層間変形角

=1/12.5rad)まで El Centro 観測波を繰返し入力する。 

 図 4 に準静的繰返し載荷実験結果を，写真 1 に試験

体状況を，表 3 に累積変形性能を示す。薄肉鋼管ブレ

ース試験体は=1/100rad でブレースが全体座屈と引

張降伏を経験し，=1/50rad でブレース中央部に局部

座屈を生じた。座屈たわみは骨組の面外方向に発生し

た。梁は=1/33rad で梁左端付近のフランジが局部座

屈を生じ，写真 1 に示すように，下フランジに亀裂を

生じた。薄肉鋼管ブレースより局部座屈を生じにくい

厚肉鋼管ブレースと平鋼ブレースは，接合部の不良に

より塑性歪が集中して早期破断を生じ，表 3 に示すよ

うに，亀裂発生時の累積変形性能が劣る結果を示した。 

Cycle層
間
変
形
角
(

ra
d)

…

1/500 1/50 1/331/1001/250

n(%)=tancossin
ブレース等価軸歪

0.07 1.090.720.360.14

PL-6×30( 平鋼 )

170

63
0

72
0

□-100×100×3.2

H-130×40×2.3×2.3

ϕ50.8×1.2( 薄肉鋼管 )
ϕ27.2×2.3( 厚肉鋼管 )

1701360

剛接合
ピン接合

ロッキングカラムとの接合位置

+φ

θ

断面形状
径厚比

D /t
断面積

A (mm2)
降伏応力度

σ y (N/mm2)
座屈応力度

σ cr(N/mm2)
準静的繰返し載荷実験 270 259(剛接合)

振動台実験 266 256(剛接合)
厚肉鋼管 ϕ27.2×2.3 11.8 401 307(剛接合)
平鋼 PL-6×30 - 301 5(ピン接合)

ブレース名称
※試験体名として採用する。

薄肉鋼管 ϕ50.8×1.2 42.3
約180

準静的繰返し載荷実験
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負
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N
)

層間変形角(rad)

ブレース中央
亀裂発生

ブレース全体座屈

梁破断

全体

柱梁骨組

01/50 1/50

断面形状
降伏応力度

σ y (N/mm2)
引張強さ

σ u (N/mm2)
降伏

M y (kNm)
全塑性

M p (kNm)
準静的繰返し載荷実験 310 435 12.0 14.0

振動台実験 337 436 12.6 14.7
準静的繰返し載荷実験 354 444 6.16 7.43

振動台実験 340 437 5.91 7.14

□-100×
100×3.2

梁
H-130×40
×2.3×2.3

柱

(a) 柱梁骨組(寸法は全試験体共通) 

(b) ブレース(薄肉鋼管ブレースのみ振動台実験の対象) 

表 1 試験体諸元 

図 1 慣性質量装置を用いた実験セットアップ図 

図 2 試験体図 

(a) 鋼管ブレース試験体 (b) 平鋼ブレース試験体 

図 3 準静的繰返し載荷実験履歴 

表 2 振動台実験載荷項目 

(b) ブレースn-n 関係(a) 各部負担 Q-関係 
図 4 準静的繰返し載荷実験結果(薄肉鋼管ブレース試験体) 

表 3 累積変形性能 

写真 1 梁端亀裂状況

亀裂部
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3. ブレース付鋼構造骨組の振動台実験 

 弾性振動実験より実験系の減衰比は h =4.6%，固有

周期は実大に換算して 0.30s であった。図 5 に得られ

た層間変形角時刻歴を，図 6と図 7に荷重-変形関係を，

写真2と写真3に試験体状況を示す。試験体はEl Centro

観測波の倍率 100%入力でブレースが全体座屈と引張

降伏を経験した後，倍率 150%の 1 回目入力で，図 6(a)

に示すように，ブレース中央部に局部座屈と亀裂が生

じ，柱梁骨組の負担荷重が増大して梁端が曲げ降伏し

た。続く 2 回目入力で，ブレースは全断面破断して振

動軸が正方向に移動し，3 回目入力で写真 2 の倒壊状

態に至った。図 5 に示すように，ブレースの亀裂発生

と全断面破断は発生時期に差があり，変位応答の増大

は全断面破断時に生じることが確認された。図 6(b)に

示すように，実験ではブレース断面が破断後に衝突し，

層せん断力が一時的に増加した。また，梁はブレース

全断面破断後の著しい応答増大による曲げ変形を受け，

写真 3 に示すように，左端下フランジ局部座屈部が破

断した。一方，図 7 に示すように，入力量は異なるも

のの，亀裂発生までのブレース履歴性状や局部座屈発

生時の歪振幅は静的入力と概ね対応している。 

 図 8 にブレース破壊モデルを示す。円形鋼管ブレー

ス部材の破断時期評価手法 3)は，同図の歪振幅拡大係

数c を軸変形量から決まる等価軸歪振幅n に乗じて

局部歪振幅h を求め，累積変形性能と鋼素材の破断

条件式より破断を評価する。局部座屈発生歪nlb は下式

で求める。 

 

ここに D：鋼管外径，t 鋼管板厚，y：降伏歪である。 

 図 9 と図 10 に，図 7 より求めた局部歪評価値を，表 4

に亀裂発生評価時期を示す。評価法はc を安全側に評

価するため，局部座屈発生は評価値が実験値より早ま

る傾向を示すが，局部座屈発生時期を実験結果と適合

させた場合では，静的入力に対し=1/33rad-1cycle，動

的入力に対し 2.5s 程度の誤差で亀裂発生時期を予測で

き，同手法は径厚比 42 程度の円形鋼管ブレースに対し，

動的なランダム入力下でも適用可能と考えられる。 

 図 11 に累積変形性能と破断条件式の対応を示す。静

的入力では，振幅の漸増繰返しにより平均塑性歪振幅

hp が増大して破断に至り，動的入力では，倍率 100%

入力時にブレースが座屈した後の弾性振動が多数回繰

り返されることで累積塑性歪hp が増大して破断に

至った。同結果はブレースが一度座屈を経験すると，

余震等の小地震による弾性振動でも部材破断に至る可

能性を示唆していると考えられる。 
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図 5 層間変形角時刻歴 

図 7 亀裂発生までのブレース σn-εn 関係 
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図 8 ブレース破壊モデルと歪振幅拡大係数の算出法 

図 9 準静的繰返し載荷実験の局部歪評価値 

図 10 振動台実験の局部歪評価値 

図 11 破断条件式との対応
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表 4 亀裂発生時期の評価
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1cos {1 ( / 2 )sin }h pΔφ h l φ-= -    (2)

(3 ) /{1.635( / 2 )}h h fΔε Δφ B t=   (3)

4. 歪振幅拡大係数の対応と梁端部累積変形性能評価 

 3 章より骨組に配置された円形鋼管ブレース部材の

破断時期評価手法の動的入力に対する精度が確認され

た。次に 4 章では薄肉鋼管ブレース試験体を対象に有

限要素法解析 5)を行い，局部歪の分布性状の分析，歪

振幅拡大係数の妥当性の確認，梁端部の累積変形性能

評価を試みる。図 12 に示す FEM モデルを示す。試験

体の塑性化が著しいブレース中央部と端部，梁端部は

細かく分割する。材料特性は引張試験結果を用いる。

ブレースは長/103 の振幅を持つ正弦波半波で表現され

る初期不整を設定する。載荷履歴は準静的繰返し載荷

実験と同様とする。図 13 にブレースn-n 関係を示す。

解析値は実験結果の挙動を概ね再現する。 

 図 14 にブレース中央局部座屈部断面の軸方向歪の

周方向分布の推移を示す。ブレースが面内方向に座屈

する場合は，塑性歪が両側縁部に対称に集中する 3)が，

実験と同様にブレースが柱梁骨組の面外に座屈する場

合は，骨組面内方向の強制曲げと面外方向の座屈たわ

みが連成するため，塑性歪はブレース中央部から片側

縁部に偏って集中する。同図中の写真に示すように，

実験時もブレース局部座屈部の片側縁部から亀裂進展

する様子が確認された。図 15 に片側縁部の局部歪振幅

から算出した歪振幅拡大係数と評価値の比較を示す。

解析値は評価値をやや上回るものの，増大し始める傾

向は概ね対応し，座屈たわみの発生方向が歪振幅拡大

係数に与える影響は小さい。 

 図 16 に梁端局部座屈破壊モデルを示す。静的入力で

は，梁端は局部座屈部で亀裂を生じ，梁端溶接部の脆

性破断 6)とは異なる破壊性状を呈した。そこで同図の

モデルを用いて梁端局部座屈部の累積変形性能評価を

試みる。柱は剛体回転し，評価上は梁端が常に局部座

屈を生じるとし，下式より局部歪振幅hを評価する。 

 

 

ここに lp =1.635(B/2)，B：梁幅，tf ：フランジ厚である。 

 図 17 に梁局部座屈部抽出要素の局部歪振幅解析値

と評価値の比較を示す。評価値は解析値と概ね対応し

ており，提案手法の評価値から算出した累積変形性能

と，鋼素材(SS400)の破断条件式を用いて亀裂発生時期

を判定する。図 18 に亀裂発生評価時期までの解析結果

における梁端 M-履歴面積を足し合わせ，Myy で無次

元化した累積吸収エネルギー量を示す。提案手法は実

験結果に対しやや危険側となるものの，20%程度の誤

差で亀裂発生時期までの梁端部の累積変形性能を予測

できている。 

5. 時刻歴応答解析と振動台実験の対応 

 続いて 5 章では，薄肉鋼管ブレース試験体を対象に，

ブレースの部材破断を考慮した時刻歴応答解析と振動

台実験の対応を検証する。図 19 に平面骨組モデルを示

す。柱梁骨組は梁要素を用い，梁は引張試験結果を参

照したバイリニアの復元力特性を設定する。下部治具

は梁要素を用いて層剛性を実験値に適合させる。ブレ

ースはトラス要素+座屈履歴則 7)モデルと，端部を剛接

合とし部材を 6 等分した梁要素モデルを設定し，接合

部条件とブレース個材振動の影響を分析する。ブレー

スは破断判定と同時に剛性を元の 10-4 倍，負担荷重を

零として全断面破断とする 3)。解析は下部治具上の加

速度記録を用い，幾何学的非線形性を考慮し，破断評

価の設定は表 5 に示す通りとする。図 20 に静的増分解

析結果を示す。各モデルは層剛性，耐力，ブレース履

歴性状の点で試験体の基本的力学特性を概ね再現する。 

 図 21 に層間変形角の時刻歴波形の解析結果と実験

結果の比較を示す。既往評価手法に基づく設定 1 では，

ブレースが全体座屈した後の非線形応答の差異により
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実験結果より破断判定時期が早くなり，局部座屈発生

時期を実験と適合させた設定 2 では，実験値から約 9s

遅れた倍率 150%の 1 回目入力で破断判定となり，部

材破断後の 2 回目，3 回目入力では，振動軸が正方向

に移動し，実験と同様の挙動を示す。設定 2 では振動

が落ちついてから破断判定されたため，全断面破断直

後に振動軸の移動は生じなかった。図 22 にブレースに

トラス要素を用いた場合の応答加速度の時刻歴波形を

示す。実験時のブレース全断面破断時期を適用した設

定 3 では，破断時に実験と同様のパルス的な応答加速

度が発生し，部材破断時に剛性を元の 10-4 倍，負担荷

重を零とする手法で，部材破断を考慮した時刻歴応答

解析は実験の動的挙動を概ね再現する。表 6 に破断判

定評価時期を，図 23 のブレースn-n 関係を示す。ブ

レース梁要素モデルは，接合部条件を考慮することで

評価精度が改善される傾向が確認され，履歴性状もト

ラス要素モデルより概ね良い対応を示すが，図 21 に示

すように，ブレースの個材振動が部材破断後の架構の

応答に与える影響は殆どない。 

6. 結 

1) 円形鋼管ブレース部材の破断時期評価手法は，本検

討の範囲内において，骨組配置されたブレースに適

用可能であり，静的入力に対し =1/33rad-1cycle，

動的入力に対し 2.5s 程度の誤差で亀裂発生を予測

できた。 

2) ブレース付鋼構造骨組の地震応答ではブレース亀

裂発生と全断面破断は発生時期に差があり，全断面

破断時に変位応答が著しく増大する。層間変形角が

 =1/6rad 程度まで増大すると梁は曲げ変形を受け

て端部下フランジが引張破断する場合がある。 

3) 骨組に剛接合され局部座屈を生じる鋼管ブレース

は，骨組面内方向の強制曲げと座屈たわみの発生方

向が連成し，ブレース局部座屈部の片側縁部に歪集

中する場合があるものの，部材破断時期評価法の歪

振幅拡大係数に与える影響は小さい。 

4) ブレースの部材破断を考慮した時刻歴応答解析は

局部座屈発生の評価条件により，実験値より早期に

破断判定となる傾向を示す。また，破断判定と同時

に部材剛性と負担荷重を解放する手法では，破断時

にパルス的な応答加速度が発生し，ブレース破断後

の変位応答の振動軸は片側に偏り，解析は実験結果

と同様の応答特性を示した。なお，ブレースは接合

部条件を考慮することで，実験結果に対する破断判

定の評価精度は向上する傾向を示すが，個材振動が

部材破断後の架構の応答に与える影響は殆どない。 
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項目

設定1 既往評価法3)を適用して破断評価

設定2 既往評価法3)+局部座屈は実験と同じ倍率150%-1回目入力以降で発生
設定3 実験時の全断面破断時期を適用
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通算101.8s

実験結果
150%-1回目

通算99.2s

表 5 解析に用いる破断評価の設定 

有効質量

x
y

梁要素(弾塑性バイリニアモデル)
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(弾塑性バイリニアモデル)

x
y

※構造減衰は実験値h=4.6%を設定

(a) 層 Q-関係 (b) 梁右端 M-関係 (c)ブレースn-n 関係 
図 20 静的増分解析結果 
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木材の流通を支えた空間の歴史的変遷 
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低周波音の家屋内外伝搬に関する数値解析 
 

 
	 	 修士	 正会員	 橋本	 悌（東京大学）	 	  
 

 
1 はじめに	 
1.1 研究の背景	 

	 低周波音とは一般に 100 Hz 以下の音を指す。 
近年, 低周波音に起因する問題や健康被害が増加
傾向にあり, 社会問題となっている。その代表的
なものとして, 建具の揺れやガタつきを引き起こ
す「物的影響」, 人に圧迫感･振動感を与える等の
「心身に係る影響」が挙げれられ, このような問
題の多くは住宅内で発生しており, 低周波音の予
測•制御が求められている。 
	 一般に, 低周波音に対して遮音性能を確保する
ことは困難である。また, 低周波音を制御するた
めには, 物理現象の把握が不可欠である一方, 住
宅敷地内の音響伝搬性状や家屋全体の振動を含

む音響透過現象は複雑且つ様々な要素が関係し

ている。そのため, 効果的な遮音対策に関する知
見が少ないことが現状である。 
1.2 研究の目的	 

	 以上の背景を踏まえ, 本研究では, 屋外の低周
波音源が家屋内の音場に影響を及ぼす要素の把握, 
及び家屋内外における低周波音の騒音伝搬の定性

的•定量的知見の取得を目的として, 以下の内容
に関する検討を行う。 
§ 低周波領域の家屋の数値解析モデルの構築 
§ 模擬家屋を用いた実測 
本研究から得られた知見は, 住宅側での効果的な
低周波音対策に寄与するものと考えられる。 
2 検討手法概要	 
2.1 検討対象	 

	 半自由空間上に単純な形状の家屋が存在し,	 

その近傍に定常的な低周波音を発生する設備機

器が設置されている状況を想定する。	 

2.2 数値解析手法	 

	 本研究では, 定常的な低周波音源を対象とし, 
低周波音の波動的な性質の影響を考慮するため, 
波動音響解析手法の有限要素法 (FEM: Finite 
Element Method)を用いた音響振動連成解析を
行う。 

3 低周波領域の家屋の数値解析モデルの構築	 
3.1 はじめに	 

 音響数値解析のようなパラメトリックスタディ
を通して, 家屋側の要素(窓•外壁等)が屋内音場
に及ぼす影響について検討するため, 低周波領域
の家屋の数値解析モデルの構築を行った。その一

例として，家屋の遮音性能を決定づける要素の一

つであり，特に音波の透過•伝搬が顕著な窓から

の低周波音の透過・伝搬に関する検討を行う。窓

は振動場として扱い，屋外音場-振動場-屋内音場

の連成系で解析を行う。 
3.2 解析条件	 

解析モデル	 家屋モデルは一辺 3 mの剛な中空
立方体とし, その一面に窓を想定した 1.8 m × 
1.8 mの開口部を設定する(Fig.1)。なお, 有限要
素法において, 屋外音場のような開領域を模擬す
るため, 家屋から 2 m 離れた周囲に人工吸音層

(PML: Perfectly Matched Layer[1])を設定し , 
領域を打ち切った。 
	 音源モデルは, 家庭用ヒートポンプ給湯機の
ヒートポンプユニットの大きさを模擬した直方

体の一面が振動境界としたユニットを, 家屋の開
口部正面から 1.5 m離れた位置に振動面が対向す
るように配置し, 振動面で一様の振動速度を設定
した。 

 

	 Fig.1	 Numerical model of a box-shaped house and 

acoustic field domain corvered with PML. 
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窓の解析モデル	 窓の振動場には, 曲げ変形に

対して抵抗の無い(a)無張力膜要素 , 及び曲げ変

形に対して抵抗のある(b)板要素を設定し, 3, 5, 
10 mmの板ガラスを想定した物性値を与える。 
3.3 解析結果	 

	 家屋配置前後における屋内領域の平均音圧レ

ベルの挿入損失(IL [dB])を各条件について, 4 〜

125 Hzで算出した。(Fig.2(a),(b))。また, 窓ガラス

の無い全面開放(窓無し)の条件の結果も載せてい
る。挿入損失が小さいほど, 家屋内の音圧レベル

が大きいことを表す。各条件に対応する垂直入射

の透過損失 R0の質量則及び剛性則を併記する。 

	 また, 半自由空間上において, 音源の正面 1 m

点での音圧レベルが 46 dBになるように振動面の

振動速度を調整した解析条件で, 単一周波数にお

ける家屋内の音圧レベル分布を Fig.3に示す。 

屋内の固有モードの励起	 63, 80, 125 Hz付近

の帯域でディップが生じており, 屋内のレベルが
著しく上昇している。音圧分布から屋内に固有モ

ードが励起しており, 壁面を全面剛とした直方体
室の固有モード周波数の理論値との対応が見ら

れる。特に, 高次のモードが密接する 100 Hz以
上の帯域では, 質量則ほどの遮音性が期待できな
いと考えられる。 
超低音域における屋内レベルの上昇	 各条件

において, 20 Hz 以下の超低音域でディップが生

じており，屋内のレベルが著しく上昇している。

これは家屋内空気をばね, 窓を質量とする共振系

が形成していると考えられる。その共振周波数は, 

窓の質量が大きいほど低域側にシフトする傾向

にある。 
剛性の有無の影響	 窓の剛性を考慮することに

より，板厚 tによってディップの帯域が異なって

いる。これは, 板の固有周波数に近接する帯域で，

家屋内に音波が顕著に透過する影響であり, 窓近

傍の音圧分布も板(窓)の変位に対応する傾向にあ

る。また, 超低音域においては板の剛性制御によ

り, 挿入損失が上昇する現象が観察できる。 

Fig. 2	 Insertion Loss with changing area density of membrane window and the thichness of plate window.  

Lines without markers mass law and stiffness law in normal incidence condition. 

Fig.3	 Distribution of indoor SPL on y-z plane(x = 0) changing window opening conditions. 

Top: Aperture, Middle: Membrane(m = 7.5 kg/m2), Bottom: Plate(t = 3 mm). 
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4 模擬家屋を用いた実測	 

4.1 実測概要	 

	 低周波音源を家屋の近傍に配置し，家屋内の多

数点で音圧レベルを計測した。測定は小林理学研

究所の敷地内で実施した。 

模擬家屋	 模擬家屋の大きさは，内寸が 4.8 

m×1.8 m × 2.15 mであり，家屋の一面に 1.8 m × 

1.8 mの引き違い窓(ガラス厚 5 mm，アルミサッ

シ)が設置されている。家屋の外壁は外壁材，石

膏ボード，吸音材，合板等で構成されている。 

低周波音源	 低周波音源には，4~20 Hzの帯域を

超低周波音源[2]を使用してスウィープ純音を発

生させ, 25~125 Hzの帯域を市販のサブウーファ

ー, スピーカーを使用ししてピンクノイズを発生

させた。家屋の窓が設置されている面に対して正

面方向, 斜め方向に音源を配置した(Fig.4)。 

家屋内の測定点	 家屋内の長手方向(x方向)に 7

点, 短手方向(y方向)に 5点, 高さ方向(z方向)に 5

点, 測定点を配置し, 全 175点で音圧レベルを計

測した(Fig.5)。 

4.2 測定結果	 

算出指標	 評価指標として内外レベル差 Lout0 - 

𝐿𝐿inを算出する。屋外音圧レベルは, 家屋がない状

態における家屋前面の音圧レベル Lout0とし, 別途

各種音源の距離減衰を計測した結果から, 音源を

点音源と仮定して算出した。屋内音圧レベルは, 

全測定点 175点のエネルギー平均𝐿𝐿inを使用した。	 

窓開放の影響	 家屋の引き違い窓の開放条件と

して, (1)全面開放(窓無し), (2)5 cm開放, (3)窓閉じ

の 3条件で測定し, 内外レベル差 Lout0 - 𝐿𝐿inを算出

した(Fig.6(a),(b))。窓を開放するほど, 内外レベル

差が低下しており, 屋内のレベルが上昇している。

40 Hz以上の帯域では屋内に固有モードが励起し, 

特に高次のモードが密接する 80 Hz以上の帯域で

は, 内外レベル差に落ち込みが見られる。また, 

各条件において, 20 Hz 以下の超低音域でディッ

プが生じており, その帯域も異なっている。ここ

で, 超低音域における屋内レベルの著しい上昇に

ついて, 理論的考察を行う。超低音域では, 家屋

内外の絶対圧力 Pin, Pout[Pa]が一様であると仮定

し, 以下の窓の運動方程式 Eq.(1)と等温過程にお

ける室内の状態方程式 Eq.(2)が導出できる。 

 (1) 

 (2) 

Fig.4	 Arrangement of sources and a test house. 

Fig.5	 Dimensions of the test house and the 

arrangement of indoor microphones. 

ここで, m[kg/m2], S[m2], u[m]は窓の面密度, 面積, 

変位であり, Vin[m3]は室の容積である。Eq.(1),(2)

より, 内外レベル差の理論式が下式で表せる。 

 (3) 

Eq.(3)において, (1)全面開放(窓無し)では, 開口部

(矩形板)の無限大剛バフル中の放射リアクタンス

を屋内外両面で考慮し, 付加面密度 madd	 = 2.15 

kg/m2を与えた。理論式と比較すると, 概ね近接し

た帯域でディップが生じており, その前後の帯域

の挙動も類似している。(3)窓閉じでは, 付加面密

度 maddに加え, 5 mm の板ガラスの相当の面密度

mwin = 12.5 kg/m2を与えた。ディップの帯域が異な

っているが, 窓に付加する質量が大きくなるとデ

ィップが低域側にシフトする傾向や, ディップよ

り上の帯域での内外レベル差の急峻な上昇は共

通している。10 Hz以下の帯域の内外レベル差の

上昇は, 家屋全体の剛性制御の影響が考えられる。 

音源位置の影響	 音源の位置が正面から斜めに

なることで, 各条件で内外レベル差が低下し, 屋

内レベルが上昇する傾向にある。これは家屋に対

し, 斜めから入射することで屋内音場の加振条件

が変化し, x 方向の固有モードが励起されやすく

なったためだと考えられる。 
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4.3 数値解析との比較	 

	 既報のモデル[3,4]を用いて，実測を模擬した数

値解析を行った。まず, 基礎的なモデルとの比較

を行うため, 外壁は剛とした。窓の条件は(1)全面

開放(窓無し)，(2) 5 cm開放，(3)窓閉じ(無張力膜

要素:MB)，(4)窓閉じ(板要素:PL)の全 4 条件で解

析を行った(Fig.6(c),(d))。 

	 各条件において，40 Hz以上の帯域での固有モ

ードの励起や, 超低音域での著しい屋内レベルの

上昇, 音源位置の変更による加振条件の変化等，

屋内のレベル上昇の要因となる現象について, 実

測との対応が見られる。 

	 一方で，本検討では音場及び振動場での減衰を

考慮していないため, 固有モード周波数等の共振

帯域での屋内レベルの上昇値が過大になってお

り, 実測との乖離が見られる。また, 非共振帯域

(20 ~ 40 Hz付近) で屋内への透過音を過小推定し

ており, 外壁の質量, 剛性の考慮した解析の必要

性が示唆される。また, 他に屋内音場に影響を及

ぼす要素が存在していると考えられる。  

5 おわりに	 
	 本研究は，家屋近傍の低周波音源が屋内の音場

に影響を及ぼす要素の把握を目的として, 数値解

析と実測により, 各種検討を行った。その結果, 

家屋内の音圧レベルが上昇する要因に関して知

見を得た。また, 本報告の検討では, 窓のみをモ

デル化したスタディのみを紹介したが, 本論では

外壁や換気口等の微小な隙間の影響についても, 

基礎的検討を行っている。特に, 実環境ではそれ

らの要素が複合した複雑な音場が形成されてい

ると考えられる。今後, 本研究で得られた知見を

低周波音対策に活用するためにも, 理想化した環

境での測定データの蓄積や, 屋内の固有モードの

ダンピング等の具体的な遮音対策方法の開発が

課題として挙げられる。 

参考文献	 [1] Bermdez, A., et al., J. Comp. Physics, 

pp.469-488, 2007.	 [2]土肥他, 音響学会講演論文

集 (秋), pp.955-956, 2010.	 [3]橋本他, AIJ梗概集, 

pp.189-190, 2015.	 [4]橋本他, 音響学会講演論文

集 (秋), pp.795-796, 2015,

 

Fig.6	 Difference between Lout0 - 𝐿𝐿in with different opeinig conditions of window. 
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MA

MA

MA

MA

MA

MA

MA

州名 地方自治体名 種類 延期期間 審査対象 審査回数
Alabama 不明 不明 不明 不明 不明
Alaska 不明 不明 不明 不明 不明
Arizona Phoenix 延期 1年 / 3年 D 1回
Arkansas Little Rock 延期 不明 FかつB 1回
California San francisco 延期 90日 / 180日 C 1回
Colorado Boulder 延期 180日 B 2回
Connecticut Monroe 延期 180日 AまたはB 1回
Delaware New Castle 延期 9ヶ月 B 2回
Florida New Smyrna Beach 延期 180日 H 1回
Georgia Athens 延期 25日 / 90日 BまたはD 2回
Hawaii なし - - - -
Idaho 不明 不明 不明 不明 不明
Illinois Highland Park 延期 180日 / 365日 F 1回
Indiana Bloomington 延期 90日 / 120日 D 1回
Iowa Ames 審査 - F 1回
Kansas Wichita 延期 60日 CまたはD 1回 / 2回
Kentucky Lexington 延期 30日 H 1回
Louisiana Covington 延期 90日 C 1回
Maine Augusta 延期 90日 G 3回
Maryland Montgomery 延期 195日 D 1回
Massachusetts Cambridge 延期 6ヶ月 B 2回
Michigan Grand Rapids 審査 - C 1回
Minnesota Minneapolis 審査 - D 2回
Mississippi 不明 不明 不明 不明 不明
Missouri Independence 審査 - H 2回
Montana Helena 延期 6ヶ月 CまたはD 2回
Nebraska 不明 不明 不明 不明 不明
Nevada Boulder 延期 45日 CかつB 1回
New Hampshire Concord 延期 49日 BかつF 2回
New Jersey Ocean City 延期 6ヶ月 C 0回
New Mexico Albuquerque 延期 12ヶ月 F 1回
New York 不明 不明 不明 不明 不明
North Carolina Wilmington 延期 90日 / 365日 CまたはD 0回
North Dakota 不明 不明 不明 不明 不明
Ohio Cleveland 延期 6ヶ月 C 1回
Oklahoma 不明 不明 不明 不明 不明
Oregon Portland 延期 35日 / 95日 G 0回
Pennsylvania Philadelphia 延期 6ヶ月 C 1回
Rhode Island Pawtucket 延期 6ヶ月 B 1回
South Carolina Charleston 延期 180日 FかつB 1回
South Dakota 不明 不明 不明 不明 不明
Tennessee Nashville 延期 90日 AまたはD 1回
Texas Alamo Heights 延期 90日 / 180日 H 1回
Utah 不明 不明 不明 不明 不明
Vermont 不明 不明 不明 不明 不明
Virginia 不明 不明 不明 不明 不明
Washington Spokane 審査 - FかつB

FかつD 1回Washington Spokane 審査 - FかつB
FかつD 1回

West Virginia Charleston 延期 90日 CまたはD 1回
Wisconsin Milwaukee 延期 8ヶ月 C 1回
Wyoming Jackson 延期 90日 B 1回
Washington,D.C. District of Columbia 延期 120日 C 1回

記号 審査対象となる基準
A 特定の日付以前（1950年など）に建てられた建造物
B 特定の築年数（築50年など）以上の建造物
C 指定文化財および、歴史地区内の建造物
D 自治体のインベントリ、ナショナル・レジスターなどの登録建造物
E 本条例のために作成された専用リストに記載されている建造物
F 特定の範囲（ゾーニングなど）内に位置する建造物
G 特定の用途（商業建築など）の建造物
H 全ての建造物
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MA

MA MA

Cambridge Historical 

Commission: CHC

Inspectional Service Department

CHC

CHC

CHC

CHC

Boston Landmarks 

Commission: BLC

BLC

community meeting

BLC

No Feasible 

記号 審査対象に含む基準 自治体数
a 特定の日付以前（1950年など）に建てられた建造物 16
b 特定の築年数（築50年など）以上の建造物 71
c 歴史地区内に位置する建造物 4
d ナショナル・レジスター、自治体のインベントリなどの登録建造物 58
e 本条例ために作成された専用リストに記載されている建造物 16
f 歴史地区境界線から特定距離内に位置する建造物 14
g 特定の範囲（ゾーニングなど）内に位置する建造物 1
h 住宅 1
i 歴史委員会が価値があると判断した建造物 24
j 全ての建造物 20

パターン 自治体数 パターン 自治体数 パターン 自治体数
a 6 b, d, i 5 h 1

a, d 5 b, e 1 j 20
a, d, i 1 b, g 1 aかつd 1
a, e 1 c, d 1 aかつd, aかつi 1
b 43 d 9 b, d, fかつi 1

b, c, d 2 d, f 7 bかつd, bかつf, bかつi 1
b, c, d, i 1 d, f, i 2 bかつd, bかつi 5

b, d 7 d, i 4 d, aかつd, aかつi 1
b, d, f 2 e 14 d, bかつd, bかつi 1

b, d, f, i 1

取
り
壊
し
許
可
申
請

取
り
壊
し
延
期
／
許
可

凡例 ※四角の中は審査を行う主体を表す非公開の審査 市民に公開された審査

公開審査 自治体数第一審査

2

2歴史委員会と行政職員 歴史委員会
1歴史委員会または行政職員 歴史委員会

25歴史委員会

9歴史委員会歴史委員会

81歴史委員会歴史委員会

2都計委員会歴史委員会

6歴史委員会

7歴史委員会行政職員

3行政職員

7歴史委員会行政職員 歴史委員会

延期期間 21日 1ヶ月 3ヶ月 4ヶ月 5ヶ月 6ヶ月
自治体数 1 2 4 2 1 67
延期期間 9ヶ月 12ヶ月 18ヶ月 6/12ヶ月 6/9/12ヶ月 12/18ヶ月
自治体数 13 43 7 2 1 2
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日

ヶ
月
6
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大平面空間における煙流動に関する研究 
～反転流の形成を考慮した天井流の巻き込み性状～ 

 
修士 正会員 平山 貴至（東京理科大学） 
 

 
1. はじめに 

現在、我が国において火災時の煙性状の予測は二層

ゾーンモデル 1)に基づいて行われるのが一般的である。

二層ゾーンモデルでは、煙発生量が火災プルームの巻

き込みのみに依存すること、煙層が瞬時に水平方向に

拡散し、均一に降下することを想定している。一方、

実際の煙性状のプロセスは、図 1に示す円型空間を想

定した場合、天井流が伝播する過程（フェーズ 1）、天
井流が壁面に到達後に火源に向かって戻る流れ（以下、

反転流）が形成される過程（フェーズ 2）、反転流が火
源に到達後に煙層が降下する過程（フェーズ 3）に大
きく分けられる。オフィスなどに見られる大平面空間

において二層ゾーンモデルに基づき予測を行う場合、

フェーズ 1、2 における天井流の巻き込みを考慮して
いないため、煙発生量を過小評価する可能性がある 2),3)。 
本研究では、まずフェーズ 1を想定した模型実験を

行い、天井流の空気の巻き込み量（以下、天井流量）

のモデル化および天井流の水平伝播時間の簡易予測式

の導出を行った。次に、フェーズ 2を想定した模型実

験を行い、反転流形成時の天井流量を把握した。そし

て、天井流および反転流の影響を考慮した二層ゾーン

モデルに基づく煙性状予測モデルを構築した。 
：天井流到達範囲 ：反転流形成範囲

フェーズ 天井流伝播 フェーズ 反転流形成 フェーズ 煙層降下  
図 1 煙層降下のフェーズ（円型空間） 

 
2. 無限天井下での天井流の水平伝播性状(フェーズ 1) 

無限天井下における天井流の巻き込み性状に着目

した模型実験を行い、天井流量のモデル化および天井

流の水平伝播性状の簡易予測式の構築を行った。 

2.1  実験概要 

2.1.1  実験装置 

図 2に実験装置の概要を示す。実験には 7.0m×14.0m

の水平天井を使用し、床面から 3.0m の高さに設置し

た。天井には厚さ 9.5mmのせっこうボードを用いた。 

実験では水平・垂直温度分布、CO2 濃度、火源の重

量減少速度を測定した。温度測定には K型熱電対（素

線径φ0.32mm）を用い、天井面下 50mmの位置の温度

を火源直上から水平方向に 1.4m間隔で 8点測定した。

垂直温度分布は火源から 3.5、6.3、9.1m離れた位置に

それぞれ垂直方向に 30 点測定した。CO2濃度は CO2

測定器により天井面下 50mmの高さで 5点測定した。 

熱電対

熱電対ツリー

濃度計

火源
メタノール

 
図 2 実験装置（無限天井） 平面図 単位：mm 
 

2.1.2  実験条件 

表 1に実験条件を示す。燃料にはメタノールを使用

し、天井高さ Hと火源径 Dを変化させ実験を行った。

発熱速度は完全燃焼を仮定し、重量減少速度とメタノ

ールの理論発熱量 19.8kJ/gを基に算出した。表 1に概

ね定常で燃焼する 241～300 秒の平均発熱速度および

式(1)により近似させた火災成長率 αおよび nを示す。 
ntQ   (1) 

 
表 1 実験条件（無限天井） 

天井高さ 火源径 平均発熱速度 火災成長率 成長火源の指数

H[m] D[m] Q[kW] α[kW/sn] n[-]
1 0.3 20.8 11.3
2 0.4 39.7 21.7
3 0.3 20.7 11.3
4 0.4 38.9 21.2
5 0.6 93.1 50.3
6 0.4 39.0 21.2
7 0.6 87.0 47.9

0.11

0.94

1.56

2.80

No.

 
2.2  実験結果およびモデル化 

2.2.1  垂直温度分布 

図 3に無次元高さ Z / Hと上昇温度ΔTの関係を示す。

いずれの条件においても Z / H=0.80～0.90 の範囲で温

度が急激に上昇した。本研究では N%法（N=0.3）3),4)

を用いて天井流厚さ Zcを式(2)のように定義した。 
HZc 12.0  (2) 
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図 3 垂直温度分布 

 
2.2.2  天井流量 

図 4 にガス分析に基づく流量測定手法 5)を用いて算

出した各条件における天井流量 mcと火源からの距離 r

の関係を示す。また、図 4 を無次元天井流量 mc
*と無

次元距離 r*で再整理した結果を図 5に示す。ここで、

mc
*と r*はそれぞれ式(3)、式(4)により定義した 6)。 

31*

25
*

Q
Hgm

m ac
c


 （

25
*

HgTc
QQ

aap
 ） (3) 

Hrr *  (4) 
また、式(5)に表される火災プルーム流量 mp

7)も同様

に無次元化し、式(6)に示す無次元火災プルーム流量

mp
*も図 5にプロットした。 

3531 zQkm pp  （ただし、kp=0.076） (5) 

21.0* pm  (6) 

図 4より天井高さ H、火源径 Dそして火源からの距

離 rが大きくなるほど、mcは増加する傾向が見られた。 

図 5より mc
*は r*の概ね 3/5乗に比例する傾向が見ら

れた。最小二乗法により回帰曲線を導き、式(7)を得た。 
53** 34.0 rmc   (7) 

mc
* = mp

*となるときの r*を r0
*とすると式(8)が求まる。 

45.0*
0 r  (8) 

0

2

4

6

8

10

0 2 4 6 8 10

天
井
流
量

m
c

[k
g/

s]

火源からの距離 r [m]

H=0.94m,D=0.3m H=0.94m,D=0.4m
H=1.56m,D=0.3m H=1.56m,D=0.4m
H=1.56m,D=0.6m H=2.80m,D=0.4m
H=2.80m,D=0.6m

0.1

1

10

0.1 1 10

無
次
元
天
井
流
量

m
c*

 [-
]

無次元距離 r* [-]

H=0.94m,D=0.3m H=0.94m,D=0.4m
H=1.56m,D=0.3m H=1.56m,D=0.4m
H=1.56m,D=0.6m H=2.80m,D=0.4m
H=2.80m,D=0.6m

r0
*

5
3

mp*=0.21

mc
*= 0.34rc

*3/5

 
図 4 天井流量と火源から 図 5 無次元天井流量と 

 の距離の関係 無次元距離の関係 

 
式 (7)に式 (3)、式 (4)を代入し、 2.1a [kg/m3]、

8.9g [m/s2]、 01.1pc [kJ/kgK]、 293aT [K]とし、有

次元に直すと、mcは式(9)のように表される。 
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（ただし、kp =0.076、kcj =0.12、r0 =0.45H ） 

2.3  天井流の水平伝播予測式の構築 

式(2)、式(9)を踏まえ、天井流が流動距離 rcに到達す

るまでの時間 tcの導出手順を以下に示す。 

火災初期の煙の温度上昇は小さく、天井流密度 c を

一定と仮定すると質量保存式は式(10)に表される。 

  c
c

ccc m
dt

dVV
dt
d

   (10) 

天井流は rcに依らず一定の厚み Zcで同心円状に拡が

ると仮定すると、天井流の体積 Vcは式(11)のように表

される。式(11)を時間 tで微分すると式(12)が得られる。 

ccc ZrV 2  (11) 

dt
drZr

dt
dV

cc
c 2  (12) 

式(10)に式(1)、式(9)および式(12)を代入すると、式

(13)、式(14)が得られる。 

   dtHtkdrZr n
pccc

3531
2    0rrc   (13) 

   dtHrtkdrZr c
n

cjccc
15165331

2    crr 0  (14) 

式(13)、式(14)を整理し、左辺、右辺を積分すると、

tcはそれぞれ式(15)、式(16)に表される。 
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  crr 0  (16) 
なお、r0に到達するまでの時間 t0 は、式(15)中の tc

と rcにそれぞれ t0と r0（=0.45H ）を代入して求める。 

2.4  妥当性の検証 

式(15)、式(16)により算出した天井流の流動距離 rc

に到達する時間 tcと実験値を比較し、本予測式の妥当

性を検証する。実験では初期温度から 0.4℃上昇した

時間を天井流先端部の到達時間とみなした 2)。また、

実験条件ごとに式(1)により近似させたαと nを用いた。 

図 6に本実験での実験値と予測値の比較を示す。同

時に天井流の巻き込みを考慮しない式(15)のみに基づ

く予測値も図 6に示す。式(15)および式(16)による予測

値は実験値に概ね一致する傾向が見られた。 
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図 6 予測値と実験値の比較 
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3. 反転流形成時の天井流の巻き込み性状(フェーズ 2) 

反転流形成時の天井流の巻き込み性状に着目し、無

限天井および壁 2、3面設置した空間で実験を実施した。 

3.1  実験概要 

3.1.1  実験装置 

図 7 に示す 7.16m×7.16m の水平天井を使用し、床

面から 3.0m の高さに設置した。実験は火源位置や測

定位置等を変え、（a）、（b）の 2条件実施した。天井材

は厚さ 12.5mmのせっこうボードを実験（a）では 2枚

張り、実験（b）では 1枚張りとした。壁は 2面設置条

件では区画の四周の 1辺の中央を起点として「く」の

字に、3面設置条件では「コ」の字に設置した。 

3.1.2  測定項目 

図 7に測定項目、測定位置を示す。実験では水平・

垂直温度分布、CO2 濃度、火源の重量減少速度を測定

した。水平温度分布は天井面下 50mmの高さで K型熱

電対（素線径φ0.32mm）により 1.0m 間隔の格子状に

測定した。垂直温度分布は実験（a）では熱電対ツリー

type（a-1、a-2）、実験（b）では熱電対ツリーtype（b-1、

b-2）により測定した。CO2濃度はガス分析計により天

井面下 50mmの位置で実験（a）では 2点、実験（b）

では 3点測定した。 

水平天井

点

点 点

ワイヤーメッシュ

熱電対ツリー

熱電対

実験 実験

ガス分析計は天井面下 の位置で測定

実験

実験

断熱板
ワイヤーメッシュ

ワイヤーメッシュ

点

ガス分析計

 
図 7 実験装置 単位：mm 

（左上段：平面図、左中段：ワイヤーメッシュ詳細図、 

左下段：断面図、右：熱電対ツリー詳細図） 

 

3.1.3  実験条件 

表 2 に示すように壁面数 S、壁幅 W、天井高さ H、

火源径 Dを変数として実験を行った。火源には角型燃

料皿にメタノールを注入し、使用した。 

表 2 実験条件（壁設置条件） 

1.03 0.30 1.03 0.30 1.04 0.30

実験
壁面数天井高さ火源径

S[面] H[m] D[m] S[面] W[m] H[m] D[m]
実験

壁面数壁幅 天井高さ
実験

壁面数壁幅 天井高さ火源径

a,b 0

2.90 0.45
0.60

2.00
0.30
0.45
0.60

b 3

1.0
2.8
4.6
6.4

2.90 0.45
0.60

2.01
0.30
0.45
0.60

a 2
0.9
2.7
4.5

2.90 0.45
0.60

2.00
0.30
0.45
0.60

火源径

S[面] W[m] H[m] D[m]

 
 

3.2  実験結果 

3.2.1  煙層厚さ 

図 8に S =2、H =2.00m、D =0.45mと S =3、H =2.01m、

D =0.45mの条件における無次元煙層厚さ Zs / Hと火源

からの距離 rの関係を示す。Zs / Hは、火源から最も離

れた位置における垂直温度分布を基準として N%法

（N=0.3）3),4)により算定した。図 8より壁幅 Wが大き

いほど反転流の厚みおよび形成距離は増加した。 
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a) S=2 , H=2.00m b) S=3 , H=2.01m 

図 8 煙層厚さ（D=0.45m） 

 
3.2.2  反転流の影響を考慮した天井流量 

図 9に S =2、H =2.00m、D =0.45mと S =3、H =2.01m、

D =0.45m の条件における天井流量 mcと火源からの距

離 rの関係を示す。併せて、式(5)、式(9)も図 9にプロ

ットした。図 9より壁幅が増すほど mcは減少し、rに

依らず概ね一定に推移する傾向が見られた。これは、

反転流の形成により天井流が反転流を巻き込むように

なり、その分新鮮空気を巻き込む量が減少したことが

原因として考えられる。 
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a) S=2 , H=2.00m  b) S=3 , H=2.01m 

図 9 天井流量（D=0.45m） 
 
さらに、壁 2、3 面設置条件での煙層厚さ Zsを一定

の厚みに変換した平均煙層厚さ Zs(ave)と r =5.0mの位置

での mcの関係に着目する。図 10 に無限天井下での天

井流厚さ Zc に対する平均煙層厚さの増加量 Zs(ave) / Zc
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と無限天井下での天井流のみの巻き込み空気量

mc(0)-mp に対する反転流形成時の巻き込み空気量の低

減量（mc-mp ）/（mc(0)-mp ）を示す。図 10 を基に回帰

直線を導くことで式(17)が得られた。また、式(17)につ

いて、mc = mpが成り立つ（天井流の巻き込みが発生し

なくなる）ときの Zs(ave)は式(18)に表される。 

    ppc
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図 10 平均煙層厚さと天井流量の低減割合 

 
4. 天井流・反転流を考慮した二層ゾーンモデル 

4.1  モデルの概要 

二層ゾーンモデルに基づき、天井流量 mcを考慮した

煙層高さの予測モデルを検討する。本モデルでは煙層

厚さ Zsに応じてフェーズごとに mcを算出する。フェ

ーズ 1（Zs / Zc ＜1）では無限天井下での mcの簡易予測

式(9)により、フェーズ 2（1≦Zs / Zc ＜2.22）では反転

流形成時における mcの算定式(17)により、フェーズ 3

（2.22≦Zs / Zc ）では従来のモデルと同様に火災プルー

ム流量 mpの算定式(5)を用いる。ここで、式(9)中の火

源からの距離 r は、天井流が一定の厚みで同心円状に

拡がると仮定し、式(2)と煙層の体積より逐次算定する。

また、煙流動を簡易に扱うため、対象とする空間は中

央に火源を置く面積の等しい円型の空間に変換する。 

4.2  妥当性の検証 

煙降下の詳細計算予測手法 8)に本予測モデルを組み

込んで算定した煙層高さと幅 7.0m×奥行 14.0m×天
井高さ 0.94mの空間で行った実験値 9)を比較し、本予

測モデルの妥当性を検証した。実験において煙層高さ

は N%法（N=0.3）3),4)により算定した。火源にはメタ

ノールを注入した円型の燃料皿（火源径 D =0.30、

0.40m）を使用し、区画の中央に設置した。 

図 11 に実験値と本予測モデルによる予測値および

従来の二層ゾーンモデルによる予測値の比較を示す。

図 11 より本予測モデルは従来の二層ゾーンモデルに

よる予測値よりも初期の煙層の降下を良好に再現した。 
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a) H=0.94m , D=0.30m b) H=0.94m , D=0.40m 

図 11 無次元煙層高さ 
 

5. まとめ 

本研究では、無限天井下および反転流形成時の天井

流の巻き込み性状に着目した模型実験を実施した。天

井流量は無限天井下では流動距離の伸長とともに増加

し、壁面設置条件では反転流の形成により減少した。

実験結果より天井流の水平伝播予測式および天井流と

反転流の影響を考慮した二層ゾーンモデルに基づく煙

性状予測モデルを構築し、その妥当性を検証した。 
 
[使用記号] 

cp : 定圧比熱[kJ/kgK] , D : 火源径[m] , g : 重力加速度[m/s2] , 
H : 天井高さ [m] , kp : 火災プルームの巻き込み係数
[kg/kW1/3m5/3s] , kcj : 天井流の巻き込み係数[kg/kW1/3m5/3s], 
mc : 天井流量[kg/s] , mc

* : 無次元天井流量[-] , mc(0) : 無限天
井下の天井流量[kg/s] , mp : 火災プルーム流量[kg/s] , mp

* : 無
次元火災プルーム流量[-] , n : 時間 tのべき乗数 [-] , Q : 発
熱速度[kW] , Q *: 無次元発熱速度[-] , r : 火源からの距離
[m] , rc : 天井流流動距離[m] , r0

* : mc
*=mp

*となる無次元距離
[-] , r* : 無次元距離[-] , S : 壁面数[面] , t : 時間[sec] , Ta : 雰
囲気温度[K] , W : 壁幅[m] , z : 煙層高さ[m] , Zc : 天井流厚さ
[m] , Zs : 煙層厚さ[m] , Zs(ave) : 平均煙層厚さ[m] , α : 火災成
長率[kW/sn] , ρa : 雰囲気密度[kg/m3] 

[参考文献] 
1)BRI2002 二層ゾーン建物内煙流動モデルと予測計算プロ
グラム、社団法人建築研究振興協会、2003.2 

2)水落秀木、広田正之、掛川秀史、鈴木圭一、野竹宏彰、池
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3)L.Y.Cooper, M.Harkleroa, J.Quintiere, W.Rinkinen ： An 
Experimental Study of Upper Hot Layer Stratification in 
Full-Scale Multiroom Fire Scenarios, Journal of Heat Transfer, 
Vol.104, p741-749, 1982.11 

4)平山貴至、山口純一、大宮喜文、水落秀木：天井流の水平
伝播時間の簡易予測式、日本建築学会大会学術梗概集（関
東）、2015.9 

5)桑名裕太、織戸貴之、高瀬文生、太田充、山口純一、大宮
喜文：ガス分析に基づく火災区画内の流量測定 スプリン
クラー設備作動時の区画内煙性状 その 1、日本建築学会
環境系論文集 第 73巻 第 623号、p.1-8、2008.1 

6)山口純一、細沢貴史、田中哮義、若松孝旺：開口噴流プル
ームの巻き込み性状に関する研究、日本建築学会計画系論
文集 第 511号、p.1-8、1998.9 

7)E.E.Zukoski, T.Kubota, B.Cetegen：Entrainment in Fire Plume, 
Fire Safety Journal, Vol.3, p.107-121, 1981.2 

8)久次米真美子、田中哮義：必要排煙量に基づいた居室避難
安全評価手法、日本建築学会環境系論文集 第 586号、p.1-8、
2004.12 

9)山口純一、吉野摂津子、村岡宏：煙拡散・避難シミュレー
ションモデルの開発 その 2 煙拡散モデルの概要、日本
火災学会研究発表会梗概集、p.158-159、2012.5 

－ 116 －



リンク式流体慣性ダンパによる制振構法の高度化に関する研究
 
 

修士 正会員 渡井 一樹（早稲田大学）

はじめに

1995 年の兵庫県南部地震や 2011 年の東北地方太平洋沖地

震など、近年設計段階に想定した地震動を遥に上回る過酷な

地震動 1)が頻繁に発生しており、中低層構造物に甚大な被害

をもたらしている。このような過酷な地震動に対する建築物

の備えとして、建築物の主要構造部材の強度及び靱性を向上

させる耐震構造法がある。この場合、建築物上階において応

答加速度が増大すると家具類が移動・落下・転倒する危険性

があるため、過酷な地震動に対する備えとして十分とは言え

ない。一方で、ダンパと呼ばれるエネルギー吸収装置を建築

物に付加することで地震動による倒壊を防ぐ制振構法があ

る。制振構法は主に中高層及び超高層建築物に対しては広く

普及しているものの、戸建住宅程度の低層構造物は耐震構造

が主な方法となっている。そのため、戸建住宅に対して制振

構法を普及させ、変形と加速度の両者をバランスよく低減す

る有為性の検討が必要である。本研究では、戸建住宅に適用

するための制振構法としリンク効果、慣性質量効果、粘性減

衰効果を同時に発揮することができるリンク式流体慣性ダ

ンパを提案する。筆者が属する研究室では、リンク効果と粘

性減衰効果を併せ持つリンク式オイルダンパを開発し、実際

に変位を同一にするリンク効果を発揮することを確認して

いる 2)。一方で流体の慣性質量により明確な負剛性を発揮す

る流体慣性ダンパの開発も行っており、理論通りの力学特性

を発揮することを確認している 3)。筆者が提案するリンク式

流体慣性ダンパはリンク式オイルダンパと流体慣性ダンパ

の特性を併せ持つことで簡易な機構でありながら負剛性を

発現でき、構造の特定部分に損傷が集中する層崩壊や偏心に

よる捩れ振動の抑制に効果的であることから制振構法を高

度化するための有効な手段となる。本論文では制振構法を高

度化するためのリンク式流体慣性ダンパによる制振構法の

原理と、ダンパを高性能化させるための具体的な手法及びそ

の制振性能について報告する。 
 

リンク式流体慣性ダンパの基本機構

図1にリンク式流体慣性ダンパ（LFIMD）の基本機構を示

す。リンク式流体慣性ダンパは2つのシリンダ、ピストンロ

ッド、リンクチューブにより構成されるオイルダンパである。

ピストンにオリフィスは設けておらず、一方のピストンロッ

ドを動かせば流体がチューブを移動してもう一方のシリン

ダに流れ込むことでもう一方のピストンロッドが追従して

動くためにリンク効果を発揮する。この時、リンクさせるシ

リンダの断面積を調整することで2つのピストン変位を任意

の比率にすることも可能であり、断面積を等しくすることで

変位を同一にすることができる。以降2つのピストン変位の

比率を式(1)で定義し、リンク変形比と称する。また、流体が

チューブ内を高速で運動するために慣性質量効果を発揮し、

細いチューブがオリフィスの役割を果たすために粘性減衰

効果を発揮する。この慣性質量効果によりダンパの荷重変位

関係は図2に示すように負勾配を発揮するため、構造系に設

置すれば構造系が有する正の剛性は見かけ上低減され最大

荷重を低減することで加速度応答の低減効果に有利となる。

流体の慣性質量は式(2)により算出することができ、流体の密

度を大きくするか、チューブを長くすることで容易に慣性質

量を大きくすることができる。なお、リンク式流体慣性ダン

パは図1のようにリンクさせた1組を単体と称する。 

𝛼𝛼 𝛼 𝑥𝑥𝑑𝑑𝑑
𝑥𝑥𝑑𝑑𝑑

𝛼 𝐴𝐴𝑑
𝐴𝐴𝑑

                                   (1) 

𝑚𝑚𝑠𝑠 𝛼 𝜌𝜌 𝜋𝜋𝜋𝜋𝑑𝑙𝑙
4 (𝐷𝐷𝑑

𝑑 − 𝐷𝐷𝑑
𝑑

𝜋𝜋𝑑 )
𝑑

                        (2) 

α：リンク変形比 ms：慣性質量 ρ：流体密度 d：チューブ内径  

l：チューブ長さ D1：シリンダ内径 D2：ピストンロッド径 

 

 

 

 

 

 

 

 

制振構法の原理

リンク式流体慣性ダンパはリンク機構を応用することで

様々な制振効果を得ることができる。以下に主な設置方法と

そのねらいを述べる。なお、論文中では3つの制振構法につ

いて検討を行っているが、本概要書では1)特定層への損傷集

中の抑制について行った検討結果を述べる。 

特定層への損傷集中の抑制

図 3.a に示すように上下層間に設置したシリンダをリンク

すれば各層の変形を任意の比率にすることで特定層への損

傷集中に起因する層崩壊を防止することができる。このとき、

リンク機構は2つのピストン変位を任意の比率にするように

働くため、リンク機構が伝える力FLinkは式(3)で表され、2つ

ダンパの履歴 

負剛性 

主構造の履歴 

系全体の履歴 

x 

Q xd2 = α・xd1 シリンダ 

xd1 
リンクチューブ 

ピストンロッド ピストン 

A1 

A2 

図 リンク式流体慣性ダンパ

（ ）の概念図
図 負剛性制御概念図
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のピストン変位差に比例した力となる。 

𝐹𝐹𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝑘𝑘𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿(𝛼𝛼 𝛼 𝛼𝛼𝑑𝑑𝑑 − 𝛼𝛼𝑑𝑑𝑑)                      (3) 

kLink はリンク機構の剛性を表し、封入する流体の圧縮剛性及

びチューブの剛性により決定される。つまり、kLink=0であれ

ばリンク機構は働かず、kLink=∞とすれば 2つのピストン変位

は完全にリンクする。 

捩れ振動の抑制

図 3.b に示すように同一層内の異なる構面に設置したシリ

ンダをリンクすれば構面の変形を同一にすることで偏心に

よる捩れ振動を防止することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロッキング応答の抑制

図4に示すように油圧式リンク機構を応用して、一方のシ

リンダを免震層、もう一方のシリンダを上部構造最上階の錘

と接続することでパッシブマスドライバー（PMD）を構築す

る。錘に対して免震層の変形と逆位相となるように変位を入

力することで意図的に錘に生じ

る慣性力と上部構造に生じる慣

性力を逆方向に作用させること

ができる。さらに、リンク変形比

を調整することで容易に錘の振

幅を増幅することも可能であ

り、免震層の変形を制御しなが

ら転倒モーメントを低減するこ

とで、ロッキング応答の抑制に

期待できる。 

 

小型リンク式流体慣性ダンパの基本性能試験

試験体仕様

本研究においてダンパの高性能化とは「粘性減衰力に対す

る慣性力を相対的に大きくすること」と定義する。そこで、

ダンパに封入する流体を変更し、試作した小型リンク式流体

慣性ダンパを用いて基本性能試験を実施した。表1にダンパ

の基本仕様、図5に試作した小型ダンパの外形、表2に作動

流体の諸元を示す。ダンパは複動型片ロッド形式とし、断面

積が等しくなる油室同士を銅チューブでリンクさせた。作動

流体は密度が 0.84[g/cm3]の鉱物油（以下、DAPHNE）、密度

が 1.88[g/cm3]のフッ素油（以下、BARRIERTA）、密度が

3.00[g/cm3]の比重分離用溶液（以下、SPT）の3種類とする。

これらの流体をそれぞれ封入することでダンパが意図通り

に機能することを検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験システム

図6に試験システムを示す。試験体はアクチュエータと接

続するシリンダを加振側ダンパ、加振側ダンパとリンクチュ

ーブにより接続されたもう一方のシリンダを追従側ダンパ

と称する。両ダンパは反力台に固定し、追従側ダンパは自由

に振動できる状態で加振を行った。加振は変位制御による漸

増漸減域を有する正弦波とし、振動数0.5~5.0[Hz]、振幅±2.5

～15.0[mm]とした。 

 

 

 

 

 

 

試験結果

図7に振動数1.0[Hz]、振幅±15.0[mm]の正弦波を入力した

時のピストン変位時刻歴を示す。封入した流体によらずいず

れの時刻においても加振側ピストン変位と追従側ピストン

変位は一致していることからリンク効果を発揮しているこ

とを確認できる。 
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図 リンク式流体慣性ダンパによる制振構法の概念図

損傷集中の抑制 捩れ振動の抑制

LFIMD 

1層 

2層 

LFIMD 

強構面 

弱構面 

重心 
剛心 

PMD 

免震層 

上部構造 

図 の概念図

シリンダ内径 [mm] φ
ピストンロッド径 [mm] φ

ストローク [mm] ±25

チューブ内径 [mm] φ
チューブ長さ [m] 図 ダンパ外形

表 ダンパ仕様

表 作動流体諸元

20℃

40℃

流体名称

密度 [g/cm

動粘度 [mm

体積弾性係数 [GPa]

アクチュエータ

変位計

変位計

反力台

荷重計

加振側ダンパ 追従側ダンパ

リンクチューブ

図 試験システム

図 正弦波を入力した時のピストン変位時刻歴

加振側ピストン変位
追従側ピストン変位

変位[mm] 変位[mm] 

変位[mm] 

時刻[s] 時刻[s] 

時刻[s] 
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図8に正弦波を入力した時の定常状態における1サイクル

を取り出してすべての振幅について重ねた荷重変位関係、表

3に式(2)より算出した慣性質量を示す。粘性減衰力による履

歴の膨らみは BARRIETA、慣性力による負勾配は意図通り

SPTを封入した場合が最も大きいことがわかる。しかし、見

かけの負勾配は変位反転時の油撃による荷重の増加により

図中の赤線で示す実際に発揮する慣性力と比べて大きくな

ることがわかる。そこで、図9に油撃による付加的な負勾配

を考慮して、弾性ひずみエネルギーが最大となる点を用いて

等価粘性減衰定数を算出した結果を示す。負剛性の傾きが大

きくなれば Weが大きくなる一方で ΔW はほぼ変化しないこ

とより等価粘性減衰定数は小さく評価されるため、SPTを封

入することでダンパが高性能化すると判断できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小型 層鉄骨フレーム振動台実験

試験体仕様及び実験システム

実験システムと試験体の設置状況を図 10 に示す。本実験

では矢印が示す1方向加振を行った。試験体は小型2層鉄骨

フレームとし、柱材は1層が4.5×38[mm]、2層が4.5×32[mm]

の帯鋼を加振方向が弱軸となるように設置した。柱材は柱長

さが 250[mm]となるように上下端を不等辺山形鋼

7×75×100[mm]により両側から挟み込んでM10高力ボルトに

より留めつけ、不等辺山形鋼は床の鋼材 850×250×32[mm]に

M16 高力ボルトにより接合した。試験体の質量は 1 層が

128.21[kg]、2 層が 113.72[kg]である。ダンパは上下層間の損

傷集中を抑制するために設置するものとし、作動流体は

BARRIERTAとSPTの 2種類、チューブは0.8[m]の銅チュー

ブを2本連結させて全長1.6[m]として使用した。加振にはホ

ワイトノイズ（バンド幅：0.1~20[Hz]）と位相特性が乱数位相

で第 2 種地盤のGs 略算式を用いて求めた地表加速度応答ス

ペクトルに適合した告示波（以下、kokuji）、1995年兵庫県南

部地震神戸海洋気象台観測波南北成分（以下、神戸 NS）を

試験体の応答レベルを確認しながら規準化して入力した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

試験結果

図 11 に非制振の試験体にホワイトノイズ、ダンパを設置

した試験体に kokuji_lv2を入力した時の絶対加速度応答倍率

を示す。ダンパを設置することで1次モードのピークが大幅

に低減されており、慣性質量効果によりピークが低振動数側

に移動していることが確認できる。また、BARRIERTAを封

入した場合にはリンク効果により2次モードに明瞭なピーク

が現れていないが、SPTを封入した場合には10[Hz]付近にや

や大きなピークが認められる。 
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図12に神戸NSを入力した時の最大層間変形、図13にダ

ンパを設置した試験体に神戸 NS_100%を入力した時の荷重

変形関係を示す。なお、ダンパの荷重変形関係は1層と2層

のダンパ荷重を足し合わせた荷重と1層のダンパ変位を用い

て算出した。非制振の場合には1層の変形が相対的に大きく

損傷集中が生じている。一方で、ダンパを設置することで作

動流体によらず各層の変形が同程度となっていることから

リンク効果が良好に発揮されており、非制振の場合と比べて

2層の変形は増加しているが 1層の変形は低減されているこ

とがわかる。また、ダンパが明瞭に負剛性を発揮しているこ

とから2層では主構造のせん断力に比べて層全体の見かけの

剛性が低減され、最大変形時の荷重が低減されていることを

確認できる。しかし、1 層では主構造のせん断力に比べて層

全体の慣性力の荷重が増加していることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 に神戸 NS を入力した時の最大層間変形と最大応答

加速度の関係として見かけの剛性の傾き、図 15 に累積吸収

エネルギー量を示す。1 層では非制振と比べてダンパを設置

することで見かけの剛性の傾きは大きくなるが、2 層では慣

性質量効果によりダンパを設置した場合の方が傾きは小さ

くなることがわかる。2 階の応答加速度はダンパを設置する

ことで非制振時より増大するが、応答加速度は上階に行くほ

ど大きくなることから、R階の応答加速度を低減できれば建

築物全体としての応答加速度を低減できることになる。また、

慣性質量効果によるダンパの負剛性は SPT を封入した場合

の方が大きくなるが、BARRIERTAを封入した場合の方がエ

ネルギー吸収量は大きくなることから、地震応答低減効果は

流体によらず同程度になったと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ

本研究ではリンク式流体慣性ダンパによる制振構法を提

案し、既往の制振装置では実現できない様々な制振効果を発

揮できることを示した。また、ダンパを高性能化させるため

の具体的な手法を提案し、基本性能試験により意図通り粘性

減衰力に対する慣性力が増加することを明らかにした。さら

に、小型2層鉄骨フレーム振動台実験によりリンク式流体慣

性ダンパがリンク効果、慣性質量効果、粘性減衰効果を発揮

することを実証し、ダンパを適用した構造システムの高い制

振性能を明らかにした。 
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図 神戸 を入力した時の最大層間変形
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図 神戸 を入力した時の荷重変形関係
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図 神戸 を入力した時の見かけの剛性の傾き
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図 神戸 を入力した時の累積吸収エネルギー量
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